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1．緒言
　結婚は人類誕生以来，形を変えながら現代まで続く。しかも，一人ひとりにとって，そ
の意味が異なる複雑怪奇なものであるにもかかわらず，時代の影響を強く受けるという不
思議な儀礼を伴う。このように得体のしれないことと言えそうな結婚の，いわゆるブライ
ダル（1）を考察対象にする場合，歴史という時間軸を含めながら，社会的要因，文化的要因
など，いくつもの条件を考慮しなければならない。そして，われわれのこうした認識を満
足させてくれる研究資料のひとつが新聞記事であると考えている。
　また，人々が情報を得，与えること，ただちにそれは情報交換となるが，その営みは人
類の発生と紀元を一にする，という主張がある。文字を持たない太古の時代にも新知の交
（1） 本稿では，結婚を「夫婦になること自体」，ブライダルは「（結婚に伴い）実施されるさまざまな活動」と規
定して議論を進める。
〔論　説〕
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換をしていたことは容易に予想でき，つまり情報交換は人間，否動物の極めて本能的な活
動とも言えよう。本稿ではこうした情報やり取りを媒介する存在としても新聞に注目した。
新聞記事には，正史として残りそうな政治や戦争といった国家イベントを報せる役割と，
他方正史として記録する者のいないような，日々の暮らしや些細な出来事についても情報
提供する機能を具備すると考えている。しかも，いずれの記事もそのほとんどは，事が生
じてすぐの作成で，その時，その現場にいた記者の “率直な感情” で書かれていたと理解
している。本稿で考察対象としたある時代，それはすなわち軍部の力が強かった昭和初期
であっても，不本意な，あるいは統制という圧力を受けた痕跡が残っていた。
　以上のような認識に基づき，拙稿（今井，2017）に続いて，大正時代からミッチー・ブー
ムに沸いた 1959（昭和 34）年末までを対象に，ブライダルについてどのような報道があっ
たのか，同時代感覚でその軌跡を追い論攷する。具体的には，対象期間の『読売新聞』の，
ブライダルを扱った新聞記事・広告を渉猟するという作業を通じた研究である。新聞記事
は当時の記者が毎日書き続けたドキュメントであり，他方，新聞広告は広告主が読者に訴
求したいことや受け入れられるであろうと予想した世相を映す鏡である。新聞記事・広告
をこのように捉えることを断った上で，折々の新聞記事・広告を拾いながら時代の移り変
わりを探索し，ブライダルがたどり，そして向かう先の基礎研究としたい。
　ところで，今井（2017）は，新聞記事を追う形式でブライダルを論攷する初めての試み
であったため，「研究ノート」として公にした。しかし続く本稿は，先行研究と今回合わせ
て 80 数年の記事渉猟を通じて見えてきた「仮説」を示し，次稿での論攷に関する呼び水と
する。よって，そうした意味から，「研究ノート」を改め本稿より「論説」として発表する。
　本稿の構成は次のようになる。続く 2 章でブライダル報道を辿ることの意味と論攷の方
針を提示する。次の 3 章は，ブライダル報道，すなわち記事および広告の諸元と対象期間
の時代背景を整理する。4 章は，1 節で本稿独自の視点で 3 区分した時代区分ごと，2 節
では後述する記事の分類コードに従い「社会」，「その他」，「広告」としてくくられる内容
と皇太子成婚時分の報道について，われわれが特徴的であると選択した 74 本の記事を概
観する。そして 5 章で，それまでの論攷から導出された仮説を提示し，最後の 6 章「結言」
では仮説解題の考え方と今後の研究について簡単に述べる。
2．ブライダル報道を辿る意味と方針
　本稿は，大正時代から 1959（昭和 34）年末までに，ブライダルについてどのような報
道があったのか，同時代感覚で新聞記事を追跡する。具体的には，同期間の『読売新聞』
の，ブライダルを扱った新聞記事・広告を渉猟するという作業となる。われわれは，新聞
記事とは当時の記者が毎日書き続けたドキュメントであり，他方，新聞広告とは広告主が
読者に訴求したいことや受け入れられるであろうと予想した世相を映す鏡，と理解する。
新聞記事・広告をこのように規定した上で，折々の新聞記事・広告を拾いながら時代の移
り変わりを探索し，ブライダルがたどり，そして向かう先の基礎研究としたいのである。
しかしその場合，そもそも報道記事を追うという作業に，われわれがどのような意味を見
出しているのか，またその際の眼差し，換言するならば渉猟方針とはどのようなものであ
るか，以下に説明していく。
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　レオポルド・フォン・ランケ（2）は，本国ドイツのみならずイギリス，アメリカ，さらに
は日本の歴史学発展に寄与した高名な歴史家として知られる。1795 年生まれのランケは，
哲学者であり，かつ歴史哲学者でもあったヘーゲルより若く，その後の歴史学に巨大な影
響をおよぼしたカール・マルクスより年長であった。つまりランケは 2 人の知の巨人の間
の世代として，ヘーゲル = マルクス主義的な，独断論的かつ形而上的歴史観が色濃い時
代に，それらと距離を置き批判する立場から，可能な限り客観的な史実に基づく叙述を目
指した。ランケはある著書の序文で次のように述べる。「これまで歴史学に割り振られて
きた務めは，過去を裁き，将来のために現在に教訓を垂れることであった。歴史学はその
ような高度な務めをはたそうとする大望をいだいてはいない。実際に何が起こったかを示
すことを望んでいるだけである」（エヴァンズ，1999：16）。つまりランケは，歴史的事実
にのみ基づいて，その時代をそれ自体として解釈しようと努めたのであった（3）。
　こうした歴史観に対して，エヴァンズは次のように批判を加える。「しかし，このよう
な考え方の基本には誤った理解がある。過去が後世に残した証拠を調べつくして，その価
値を定めることが実際に可能
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だという信仰がそれである。しかし，その信仰は，十九世紀
末にはもうすでに，信じるに足りないものと考えられはじめていた」と述べ，「世紀の変
わり目になると，知ることのできる事実はすべて見つけ出すことができるという見方ばか
りでなく，真に科学的な歴史という考え方もいささか怪しいという呟きがはじまった」と
主張した（エヴァンズ，1999：19）。利用可能な史料が増えことを知った歴史家は，その
膨大な量に慎ましやかとなっていった。本稿においても，大量の新聞記事に対する方針と
してこれを支持し，公平かつ謙虚に向き合っていく。
　日本の歴史教育の問題点として，しばしば歴史理論を学ばないことを指摘することがあ
る。例えば，わが国には，忠実に史実を研究すれば，他国民とも共有可能な普遍の歴史事
実に到達する，という “楽観論” が蔓延している，との主張がその典型である。イギリス
の歴史家である E・H・カーはこうした指摘について「歴史上の事実は純粋な形式で存在
するものでなく，また，存在し得ないものでありますから，決して『純粋』に私たちへ現
れて来るものでないということ，つまり，いつも記録者の心を通して屈折して来るものだ
ということです。したがって，私たちが歴史の書物を読みます場合，私たちの最初の関心
事は，この書物が含んでいる事実ではなく，この書物を書いた歴史家であるべき」と述べ
た（カー，1961：40）。すなわち，こうした問題を意識する限りにおいては，どのようなバッ
クボーンで歴史を観ているのか，それ自体を理解することが重要となるのである。
　われわれは，歴史を考える場合，単なる史実のみならず，政治も含めて幅広い視野を得
ることが重要で，出来事の前後の切断面で見るべきでないと考える。この考え方は，先述
（2） 齢 90 を超えて長命であったランケ（LeopoldvonRanke）は，生涯 60 冊以上の著作があり，その中には大
部な教皇史や宗教改革時のドイツ史などもある。ランケの歴史学への貢献は，①歴史学を哲学や文学から独
立せしめた，②過去は現在の価値で測ることはできず，過去は過去自体の基準で見るべきとする考え，③文
献学者が古典文学と中世文学の研究に適用していた方法を近世史の研究に導入した，とされる（エヴァンズ，
1999：16）。
（3） 明治時代の近代日本における各科学分野の研究方法は，当時の先進的学問地域であったヨーロッパの影響を
強く受けた。これは歴史学にも当てはまり，ランケの歴史観は近代日本に浸潤していった。史料に基づいて
史実を見極めて，それを積み上げて高質な歴史を編むことこそ歴史学者の使命であるとの考えである。
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のランケとは異なる主張となる。そのように考える理由は，E・H・カーが述べる通り，「歴
史とは歴史家と事実との間の相互作用の不断の過程であり，現在と過去との間の尽きるこ
とを知らぬ対話」だからである（カー，1961：40）。そうであれば，ブライダル記事を通
じてその変遷を理解するためには，報道事実のみならず，それが記された時代をまずよく
知る必要があろう。併せて，その時代の出来事が，現代においてどのように理解され，語
られているのかも配慮しなければならない。そこに，過去のブライダル関連記事を調べ，
それを解釈する上での難しさと考察する意義が存するのである。こうした考えの下，後述
するように分析期間や対象を区分して，それぞれの特徴を明示的に考慮して論攷する。
　新聞記事を追い続けるうちにわれわれは，「新聞記事とは，当時の国や国民の日記と言え
るのではないか」と感ずるようになった。その理由は新聞記事に日記との共通点を見い出す
からである。この新聞記事と日記の共通点とは，綴る対象が日々の出来事であること，出来
事に対する客観的事実だけでなく自らの思いも記すこと，出来事が発生して間を置かず書
くため忖度や後知恵による感情的配慮が少ないこと，などである。本稿で取り扱うのは，今
井（2017）で視た時代の続き，すなわち大正時代（1912 年 7 月末）から 1959（昭和 34）年
末までの 47 年 5 か月である。その間，わが国は第一次世界大戦に連合国として参戦して勝
利を収め「世界五大国」の地位（4）を得，後に枢軸国として戦った第二次世界大戦（太平洋
戦争）では国民を絶望の淵に追い込み敗戦も経験した。こうした事実は，得てして当時の
ブライダル記事と関係しない政治的な事柄のように感ぜられるかもしれない。しかし，特に
太平洋戦争は国民を総動員した総力戦であったことから，国民生活へ与えた影響は極めて
大きく，その結果ブライダルに関する出来事を綴る新聞報道にも駁雑多端なバイアスを与え
たと解するのは難くない。20 世紀の戦争は，軍事力の衝突に終わるのでなく，それぞれが
信じ掲げる正義の衝突でもあった。戦争を勝利した連合国は，戦闘におけるのみならず，
歴史の正義も手中にしたのであり，一方の敗戦国は人命や領土を失い，国土を焦土化した
だけでなく，自らの正義をも失ったのである。第二次世界大戦に勝利した連合国の米英，
ソ連などと異なり，敗戦国として日本はそれをどう受け止め，戦勝国が主張する正義に対し
てどのように向き合えばよいのか，難しい問題を抱えた。しかしだからと言って，ブライダ
ル記事から考察する際，時代時代の事柄を何もかも綯い交ぜにするということはよろしくな
い。なぜなら，エヴァンズの言うように記事が書かれた当時の関係事例を，普天の下卒土
の浜より収集する訳にはいかないからである。よって本稿は，ブライダル記事を本質直観に
よって考察していく考えであり，その基底に現象学的還元の方法を意識的に用いようと思う。
われわれの日常生活での経験してきたこと，経験していることは，憶測やら先入観によって
多層に被覆されており，それらをできるだけ除去して露呈する「ありのままの経験」をかち
取ったうえで，ようやく本質直観を活用できる，ということがその理由である（5）。
（4） 明治維新を経て世界に出ていった日本は，国際社会での信頼を求め，“文明国” として他国との政策協調を推
進することを重要視して対外政策を進めた。1900（明治 33）年の義和団の乱への派兵や 1902 年の日英同盟
締結，続いて 1905 年の日露戦争での捕虜の取り扱いなどにおいて，政府は国際法や同世論に細心の注意を
払った。結果として，国際社会での信頼を克ち得，相対的地位も向上した。こうした信頼獲得の下，わが国
は第一次世界大戦後のパリ講和会議で，戦勝「五大国」の一国を占めるに至った。しかも国際連盟では，日
本をイギリスやフランスとともに，常任理事国として遇したのであった。そしてそれは，非欧米非白人，す
なわちアジアで近代化を目指した国々にとっての成功譚であった。
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3．ブライダル報道諸元と時代背景
　ところでブライダル記事（6）という場合，それが何を指すかは必ずしも明確ではない。本
稿に先立つ今井（2017）では「記事の標題にそれが表出している場合もあれば，内容で記
されている場合もあろう。あるいは，わずかに熟語として記述されていることもある。そ
れらのどこに線を引きブライダル記事とすることが適切なのか，悩ましい問題である」（今
井，2017：322）と述べ，最終的に，『読売新聞』の記事検索サービス「ヨミダス歴史館」（7）
の「キーワード検索」を判断基準とした。本稿が「キーワード検索」に用いた語は「結婚」，
「結婚式」，「成婚」，「婚姻」，「婚姻式」，「婚礼」，「婚礼式」であり，これらのいずれかが
キーワードに該当するものを「ブライダル記事」として，それ以外は除外した（8）。つまり，
発行者たる『読売新聞』の判断を尊重し，それに従う立場ということとなる。
　本稿が通読した記事に関する諸元は図表 1 の通りである。調査対象としたのは大正時代
から昭和 34 年末までに発行の『読売新聞』であるが，具体的には 1912（大正元）年 7 月
30 日発行号から，皇太子ご成婚，いわゆるミッチー・ブームに沸いた昭和 34 年 12 月 31
日発行号までである。その間の記事は約 173 万 3 千本，広告は約 76 万 5 千稿あり，上述
の検索語でブライダル記事として検索に引っかかったのは記事が 12,713 本，広告が 4,432
稿の合計 17,415 本（稿）であった。
　われわれがブライダル関連記事として取り上げた 17,145 本（稿）の記事を年ごとに，「ヨ
図表 1　ブライダル関連記事　諸元
調査新聞 『読売新聞』朝刊・夕刊・号外
調査期間 大正時代および昭和 34 年末まで
調査対象紙 1912（大正元）年 7 月 30 日～1959（昭和 34）年 12 月 31 日発行号
調査期間記事総数 記事：約 173 万 3 千本，広告：約 76 万 5 千稿
調査対象記事 ブライダル関連記事
対象記事検索法
「ヨミダス歴史館」の記事検索で，「結婚」，「結婚式」，「成婚」，「婚姻」，「婚姻式」，「婚礼」，
「婚礼式」のいずれかが検索語となっている記事
対象記事数 17,145 本（記事：12,713 本，広告：4,432 稿）
（5） 本稿ではブライダルに関する新聞報道を，ここに述べた通り現象学的還元の方法を意識して観ることにとど
め，本質直観にまでは踏み込まない。われわれは，いずれ時宜を観て今回取り扱う 1959 年以降の，すなわ
ち 1960（昭和 35）年から平成時代末（2019 年）のブライダル記事に関しても現象学的還元の方法により論
攷したいと構想している。つまり，新聞創刊以来，平成時代が終わるまでのブライダル記事を「ありのまま
の経験」たる歴史として理解し，それら全てを「事例収集」として捉え直し，最後に「自由変更」を施して，
わが国の近現代のブライダルサービスを本質直観したいと考えているのである。
（6） 本稿では，記事以外に広告も調査対象として，双方合わせてブライダル記事と考えた。
（7） 「ヨミダス歴史館」とは，この名称によって株式会社読売新聞東京本社が提供するインターネット上での読
売新聞記事データベースサービスで，1874 年の創刊以来の朝刊，夕刊，号外などのほか，地域版や同社の発
行する英字新聞までを網羅している。
（8） これらの語以外に「ブライダル」，「ウエディング」，「新婚旅行」，「ハネムーン」でも検索を試みたが，該当
記事に変化がなかった。
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図表 2　大正時代からミッチー・ブームまでのブライダル関連記事
社会 海外 皇室 その他 広告 小計
大衆文化・社会成立過程の時代
1912 年 （大正元） 7 6 0 10 2 25
※ 7 月 30 日以降
1913 年 （大正 2） 37 13 3 60 1 114
1914 年 （大正 3） 114 18 11 122 1 266
1915 年 （大正 4） 167 13 51 134 4 369
1916 年 （大正 5） 360 10 3 139 8 520
1917 年 （大正 6） 260 7 9 91 5 372
1918 年 （大正 7） 121 2 18 79 5 225
1919 年 （大正 8） 165 8 24 92 13 302
1920 年 （大正 9） 151 44 29 122 17 363
1921 年 （大正 10） 130 14 17 67 31 259
1922 年 （大正 11） 111 19 50 90 26 296
1923 年 （大正 12） 84 16 56 119 23 298
1924 年 （大正 13） 96 14 203 190 34 537
1925 年 （大正 14） 117 9 16 131 15 288
1926 年 （大正 15） 91 6 13 194 31 335
小計 2,011 199 503 1,640 216 4,569
（シェア） 44.0% 4.4% 11.0% 35.9% 4.7%
年平均掲載 139 14 35 114 15 317
政党政治から軍部の台頭と戦争の時代
1927 年 （昭和 2） 41 12 0 87 31 171
1928 年 （昭和 3） 49 7 47 88 18 209
1929 年 （昭和 4） 77 8 14 66 27 192
1930 年 （昭和 5） 27 10 31 109 51 228
1931 年 （昭和 6） 56 15 2 133 32 238
1932 年 （昭和 7） 80 21 0 160 31 292
1933 年 （昭和 8） 95 26 8 339 72 540
1934 年 （昭和 9） 69 18 11 170 89 357
1935 年 （昭和 10） 120 18 6 206 136 486
1936 年 （昭和 11） 107 79 0 255 199 640
1937 年 （昭和 12） 93 49 3 166 220 531
1938 年 （昭和 13） 63 42 5 108 240 458
1939 年 （昭和 14） 88 51 5 118 236 498
1940 年 （昭和 15） 50 17 1 74 194 336
1941 年 （昭和 16） 65 13 42 73 110 303
1942 年 （昭和 17） 27 7 0 34 61 129
1943 年 （昭和 18） 57 12 44 43 96 252
1944 年 （昭和 19） 0 9 1 13 41 64
1945 年 （昭和 20） 11 4 2 1 9 27
小計 1,175 418 222 2,243 1,893 5,951
（シェア） 19.7% 7.0% 3.7% 37.7% 31.8%
年平均掲載 62 22 12 118 100 385
『近代化』新しい国造りの時代
1946 年 （昭和 21） 16 0 0 20 58 94
1947 年 （昭和 22） 15 19 3 58 94 189
1948 年 （昭和 23） 17 6 0 45 79 147
1949 年 （昭和 24） 53 9 2 69 54 187
1950 年 （昭和 25） 181 17 30 134 87 449
1951 年 （昭和 26） 163 16 5 103 141 428
1952 年 （昭和 27） 168 26 13 132 133 472
1953 年 （昭和 28） 157 45 4 154 168 528
1954 年 （昭和 29） 145 36 1 149 180 511
1955 年 （昭和 30） 118 33 0 126 181 458
1956 年 （昭和 31） 177 35 11 197 190 610
1957 年 （昭和 32） 170 38 0 152 198 558
1958 年 （昭和 33） 151 30 45 176 307 709
1959 年 （昭和 34） 225 24 210 373 453 1,285
小計 1,756 334 324 1,888 2,323 6,625
（シェア） 26.5% 5.0% 4.9% 28.5% 35.1%
年平均掲載 125 24 23 135 166 473
合計 4,942 951 1,049 5,771 4,432 17,145
（シェア） 28.8% 5.5% 6.1% 33.7% 25.9%
年平均掲載 109 20 23 122 94 392
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ミダス歴史館」の分類コード別（9）にまとめたのが図表 2「大正時代からミッチー・ブーム
までのブライダル関連記事」である。図表 2 は各年代の理解促進のため，大正時代，昭和
時代（初期：戦前・戦中），昭和時代（中期：戦後復興期）（10）で三区分している。以下，
後述のブライダル記事の理解を促す基礎知識獲得の意味で，3 区分したそれぞれの時代背
景をわれわれの直観的視点から簡単に振り返る。
3.1．大正時代 _「大衆文化・社会成立過程の時代」
　夏目漱石が 1914（大正 3）年に発表した『こゝろ』は，大学を卒業したばかりの「私」
が，どこに勤めるでもなく奥さんと 2 人で暮らす「先生」に私淑する物語である。「私」
にあてた長い手紙の最後段で「先生」は，明治（時代）の精神について「天皇に始まって
天皇によって終わったような気がしました。最も強く明治の影響を受けた私どもが，その
後に生き残っているのは必竟時代遅れだという感じが烈しく私の胸を打ちました」（夏目，
1952：323）と心境を吐露した後，自死する。明治という時代は，維新とともに大政復古
を成し遂げ，怒涛のように押し寄せた文明開化の荒波にもまれ，殖産興業だ，富国強兵だ
と自ら鼓舞して息せき切って欧米列強に追いつこうとしたわが国と国民が，その精神的支
柱を天皇に求めた時代であった。こうした時代のシンボルであった明治天皇の崩御と同時
に始まったのが，大正天皇の在位期間の，すなわち大正時代である。
　ところで，大正時代を捉えて「大正デモクラシー」の時代とする考えがあるが，これは
太平洋戦争後に作られた（11）。それの見方として「大正デモクラシー」たる時代をいつ始
まり，何をもって終焉したと見ればよいのだろうか。歴史学者による「大正デモクラシー」
の定義づけは実に多様であり（12），われわれはそれを明確化する術を身近に持たないが，
主要な主張は，①広範な勤労農民衆の自覚による運動の高揚から普通選挙実現に至る道程，
（9） 記事の分類コードのうち，「社会」，「皇室」，「広告」は「ヨミダス歴史館」の分類コードをそのまま利用し
ている。他方，「海外」は「西欧」，「アメリカ」，「アジア」，「旧ソ連・東欧」，「アフリカ」，「中東」の合計で，
ある。最後の「その他」は前述の「社会」，「皇室」，「広告」，「海外」以外のすべてで，「犯罪・事件」，「文学」，
「婦人」，「生活」，「情報」，「政治」，「行政」，「軍事」，「地方」などをまとめている。こうした分類は，拙稿（今
井，2017）に合致させている。
（10） 本稿が記す戦前・戦中，戦後の「戦」は，1941（昭和 16）年 12 月 8 日の真珠湾攻撃，日本の米英への宣戦
布告に始まり，1945（昭和 20）年 9 月 2 日の降伏文書調印によって終結した太平洋戦争を主に指しているが，
この戦いは 1931（昭和 6）年の満州事変に始まる日中間の戦争の発展であり，同事変も重要な一部を構成す
ると考えている。
（11） 子安は，今井清一によって 1966 年に出版された『日本の歴史　第 23 巻　大正デモクラシー』が同名を持っ
た初の時代史であると推察を示したうえで，大正時代史への基本的視覚をなすものとして「大正デモクラ
シー」が用いられるようになったのは，松尾尊兊の同名の著が 1974 年に出版されてからだと指摘する（子安，
2016：12）
（12） 例えば，伊藤によれば，日露戦後に始まり，都市部は 1923（大正 12）年の関東大震災を経験し意識が保守
化した時まで，他方農村部は日本農民組合が内部で路線対立し分裂した 1927・8（昭和 2・3）年までと規定し，
「大正デモクラシーの残英は，1931 年 9 月の満州事変の勃発を経て，32 年 5 月の犬養毅内閣の倒壊―政党
政治の崩壊―まで残った」（伊藤，1992：61）となる。また，成田龍一は著書『大正デモクラシー』（2007）で，
「大正デモクラシー」を 1905（明治 38）年 9 月の「日比谷焼打ち事件」に始まり，1931（昭和 6）年の満州
事変をきっかけとする政治社会の全体主義的変容までと考えている（子安，2016：14）など，諸説存在する
状況である。
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②国内の政治経済社会の民主化，③中国・朝鮮に対する侵略政策の揺籃時代，と恐らく理
解できそうである。一方，人々の生活に目を向けると，「大正デモクラシー」の頃，“都市
部” では官吏や会社員などの勤め人が急増し，電気やガスが広まり，交通手段として電車，
路面電車あるいはバスも行き交い，娯楽では映画や演劇などの興行が賑わうといった近代
生活が進展した。しかしこれらはいずれも “都市部” の話であり，“農漁村” では江戸時代
よろしく肉体重労働でありながら所得の低い貧しい生活が続き，しばしば干害や冷害，洪
水などの天災に脅かされる暮らしぶりで，都市部と農漁村の違いで “新旧や苦楽が混在す
る” 時代であった。
　大正時代を簡単にくくることは，捉え方によって異なる解釈が多く，さらにそれをブラ
イダル報道に援用することは難しいと認識するわれわれは，大正天皇在位期間である
1921（大正元）年 7 月 30 日から 1926（大正 15／昭和元）年 12 月 25 日までを文字通り大
正時代と規定する。しかし，これまで考察したように，「大正」時代の歴史記述は一般的
な用法での王朝交代的な時代区分と直結させる訳にはいかない。すなわち大正時代を，明
治の 45 年間と昭和の 63 年間という長い 2 つの時代に挟まれた，明治末に始まり，昭和へ
の移ろう中で，必要に応じて “のりしろ” を拡縮させながら歴史認識していく。こうした
前提の下，これまで議論を踏まえ，本稿ではこの大正時代を「大衆文化・社会成立過程の
時代」と呼ぶこととした。
3.2．昭和時代（初期：戦前・戦中）_「政党政治から軍部の台頭と戦争の時代」
　大正時代に続く昭和時代はおよそ 63 年半続いた。昭和時代の 63 年間という時間が長い
か短いか，それは捉え方によって異なる感覚的尺度となるが，昭和に先立つ大正時代が
14 年 5 か月，また後続の平成時代の 30 年 3 か月という事実に照らし，それらを比較する
と 4 倍ないし 2 倍の期間（時間）続いた時代となる。この昭和時代のうち，本稿の研究対
象期間は 1926（大正 15/ 昭和元）年 12 月 26 日～1959（昭和 34）年末までの 33 年間とし
た。さらにこの 33 年間について，先述の通り前半部分の 19 年間：1945（昭和 20）年末
までを昭和時代（初期：戦前・戦中），後半の 14 年間を昭和時代（中期：戦後復興期）と
区分けして考える（13）。
　まず，昭和時代（初期：戦前・戦中）について概括する。第一次世界大戦における日本
の勝利は，国際社会での地位を「世界の五大国」に押し上げ，国民生活は大戦景気に浴し
（13） 歴史を学ぶ際に，世界が存在しない日本史を学ぶことは，極めて内向きであり，閉じられた空間での学問と
なってしまう。例えば，その象徴としてしばしば語られるのが，われわれ日本国民にとっての戦後史の始ま
りを「1945 年 8 月 15 日」とする考え方である。この日を戦後史の始まりとする考えは，日本国民を基準と
した戦後の開始に過ぎず，日本および日本の植民地であった地域を除けば異なる歴史が語られる。メディア
史研究者の佐藤はその著書で「そもそも歴史的事実として，一九四五年の八月一五日に終わった戦争は存在
しない。玉音放送で昭和天皇が朗読した『終戦詔勅書』も日付は，日本政府がポツダム宣言受諾を米英に回
答した八月一四日であり，大本営から陸海軍へ停戦命令が出されたのは八月一六日である。国際標準として
は東京湾上の戦艦ミズーリ号上で降伏文書が調印された九月二日（中国では翌三日）が VJ デイ（Victory
overJapanDay：対日戦勝記念日）であり，八月一五日はただ『忠良なる璽臣民』に向けた録音放送があっ
たに過ぎない」と語る（佐藤，2014：293）。本稿でも，こうした考えを参考に「世界の存在しない日本史」
を避け，いわゆる終戦記念日である 1945（昭和 20）年 8 月 15 日を区分にせず，その年の年末で線を引いて
考察した。
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た。「大正デモクラシー」の気運が高まり，（都市部が中心ではあるも）多くの国民が大衆
文化・社会を満喫する時代で，本格的な政党内閣も生まれた。しかし，1920（大正 9）年
に好景気の揺り戻し（戦後恐慌）が起き，1923（大正 12）年には国民活や経済，人心が
甚大な傷を負う関東大震災に襲われる。そしてこの大震災発生から 3 年余後，元号が昭和
に改まった。昭和時代初期は，戦争を抜きに考えることはできず，その始点はやはり
1931（昭和 6）年の満州事変となる。満州事変後の，軍部の具体的活動に関する記述は別
稿に譲るが，それでもわれわれはこの出来事が，わが国の政治経済社会の大きな転換点で
あったと考える。そうした意見を抱く理由のひとつは，事変後に軍部の政治への介入が顕
著となったからである。軍部によるテロ（五・一五事件）やクーデター未遂（二・二六事
件）が発生し，その暴走を止めるはずの政党・政治家は政争や失政によって力を奪われ，
やがて軍の行動に誰も掣肘を加えられなくなっていった。その後の戦争拡大，すなわち
1937（昭和 12）年 7 月の日中戦争勃発を機に，国家総動員法をはじめとするヒト・モノ・
カネを統制する各種法律が施行され，思想と言論の自由は国民から奪われた。そして，こ
うした経緯で日本の指導者は世界の潮流を完全に見誤り 1945（昭和 20）年をもって敗戦
国へと転落したのであった。この一連の歴史を捉え，本稿ではこの時代を「政党政治から
軍部の台頭と戦争の時代」と呼ぶこととした。
3.3．昭和時代（中期：戦後復興期）_「『近代化』新しい国造りの時代」
　3 区分目は，1946（昭和 21）年初から 1959（昭和 34）年までの 14 年間となる。1945（昭
和 20）年 8 月 30 日，サングラスにコーンパイプをくわえ，マッカーサー元帥は来日した。
以後，敗戦国日本は，マッカーサー率いる連合国軍司令部（GHQ）の占領下に置かれる
こととなる。敗戦によって占領された経験の無い日本国民は戸惑い恐れた。なぜなら，戦
時中に「鬼畜米英」といった観念が刷り込まれ，しかもその“鬼畜”は江戸時代末期のペ
リー来航とは比較にならない規模で“黒船に乗って来襲”したのであり，そんな反応も無
理はなかった。国民が不安に苛まれる中，GHQ は日本の民主化のために，公職追放，戦
犯裁判，財閥解体など，改革を電光石火の早業で実行した。しかし，GHQ の占領政策の
中の，例えば，「五大改革指令」の女性解放や労働組合結成の奨励，地主制度を崩壊させ
た農地改革などは，戦前にわが国が自ら取り組んだテーマでもあった。つまり，GHQ の
力を借りて，積年の課題を克服したこともあったのである。このような事実はわれわれに
対して，戦後が戦前・戦中から切断されていたわけではないことを示唆してくれる。わが
国の占領は，1951（昭和 26）年のサンフランシスコ講和条約調印を経て，翌年 4 月の発
効まで，6 年 8 か月におよんだ。
　1956（昭和 31）年，「もはや『戦後』ではない」という印象的な表現を結語で用いた経
済白書が発行された（14）。戦後 10 年が経ち，世の中も落ち着きを取り戻しつつあったもの
の，原爆被害者への医療制度の確立は 1957 年であり，中国からの引揚げ最終船はその翌
（14） 戦後の目ざましい復興ぶりと今後の飛躍への期待を巧みに表現したとして有名なフレーズではあるが，前後
の文脈を辿ると，そういった解釈は誤りである。敗戦によって落ち込んだ谷の傷の深さや朝鮮特需の発生と
いった好条件によって浮揚した「戦後」は終わり，今後は「苦痛を伴う近代化（トランスフォーメーション）」
が必要だと強調した内容となっている。
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年（1958）であったことを考えると，戦争の傷跡は随所に残り，国民生活もまだまだ貧し
かったはずである。ところがその数年後，多くの国民にとって欣快な出来事が起こる。
1958（昭和 33）年 11 月の昭仁親王（当時皇太子）妃決定の発表である。アイボリーのド
レスに白いヘアバンドで婚約発表の記者会見に臨んだ 24 歳の正田美智子の，皇太子の印
象を「とてもご誠実で，ご立派で」と語ったフレーズと，清楚で知的な雰囲気に，たちま
ち日本全体が「ミッチー・ブーム」に沸いた。翌年 4 月の結婚当日，本放送から 7 年目の
テレビ各局は空前の総力戦で中継に挑んだ。『読売新聞』は，当時の世相を次のように論
じた。「終戦から 13 年。『現人神』は『人間宣言』を経て『象徴』となり，戦争責任や退
任論が言われる中で，若きプリンスの人気が高まっていた。そこに迎えられた民間からの
お妃。多くの人たちがテニスコートの恋を実らせたお二人に新しい風を感じ，自分たちと
皇室とが結びついたように喜んだ」（読売，2012：120）。
　前出の経済白書は，「もはや『戦後』ではない」という言葉の前後で，幸運のめぐり合
わせによる数量景気（生産性向上）の成果に酔ってはいけないと諫言している。そのうえ
で，喫緊の課題は苦痛を伴う自己改造，すなわち近代化（トランスフォーメーション）で
あり，それが今後の成長（日本の新しい国造り）に必要だと訴えた。事実，その後の日本
経済は産業構造の転換に成功し，高成長という果実を得たのであった。これまで議論を踏
まえ，戦後占領期からミッチー・ブームまでのこの時代を「『近代化』新しい国造りの時代」
とする。
4．大正時代からミッチー・ブームまでのブライダル関連記事要約
　大正時代から 1959（昭和 34）年の『読売新聞』に掲載されたブライダル関連記事は，
広告を含めて 17,145 本（稿）である。本稿を著すにあたり，われわれはそれらの記事す
べてを通読した。この後，具体的に記事に対する関心を述べるが，それに先立ち，本稿が
対象とする時代の新聞業界の状況について，若干考察をしておきたい。
　明治時代に発刊した新聞は，元号が大正に改まる頃まで，「大
おお
新
しん
聞
ぶん
」（記事に政治，経済，
海外種が多く，主な読者が中流以上の男子）と「小
こ
新
しん
聞
ぶん
」（艶種，忠君種，孝行種，芸者種，
演芸などの社会面のような雑報記事が多い。主要読者は中流以下の市井の人々，婦人，芸
人，芸妓など）に分かれていた。大・小を比べ，われわれは『読売新聞』は小新聞から始
まったと考えている（今井，2017：321）。それが大正へ時代が降りるにしたがって，大新
聞が小新聞の特色を機械的に加味して，社会面を掲載するようになっていった。これは「唯
市井の雑事を文学的の筆を以て興味本位に書きつゞったに過ぎなかったのである。従って
其記事には卑俗淫猥なるもの多く，屡々識者の指弾するところ」であるも「読者を増加す
る手段として各自多少の手加減を加え止むを得ず掲載した」のであった（小野，1982：
424）（15）。しかし，明治末期の日本では，教育が男女ともに普及して，卑俗なる記事を嫌
う一般読者も増え，それによって新聞各紙は自ら気品を高めていった。新聞社は，内容の
（15） 本稿が参考とする小野（1982）は，もともと 1922（大正 11）年発行図書の復刻版である。それを念頭に，
政府が新聞社会面の利用価値に気づき利用し始めたとする一文を読み，その後の新聞報道を知るわれわれは，
小野の分析が正確な見通しであったことを痛感した。
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硬軟の境界を払い，たとえ事が苟も民衆の生活に関係性を見つけるならば政治，外交，経
済のいかんを問わず，ことごとく社会面に載せていった。その結果，社会課題や思想的営
為をも社会面で取り扱うこととなり，前述の大新聞と小新聞の間に位置する中
ちゅう
新
しん
聞
ぶん
を形
作った。そして本稿で論攷に用いた『読売新聞』は，当時の紙面構成の変化から，小新聞
から中新聞へ移行していったと捉えている。
　こうした変化に対して政府は敏感に反応し，「最も民衆的な社会面を利用することの便
利なるものを認むるようにな」り，「節米宣伝，貯金奨励，国勢調査，民衆娯楽の宣伝等」
で積極的に用いていくのであった（小野，1982：425）。また，1931（昭和 6）年 9 月の関
東軍の諜略，後の日中戦争や太平洋戦争の序幕ともいえる満州事変発生，あるいは同 10
月に敢行された非戦闘員である一般市民を多く殺傷した錦州爆撃に対する新聞の反応は，
いずれもこれを支持するものであった。新聞がそう反応した理由を北岡は「大きな理由は
商業主義であるように思われる。何よりも戦争は売れるのである。当時新聞のトップは戦
争を憂えていたが，デスクや現場は戦争の報道で沸き立っていた」と説明した（北岡，
1999：166）。
　なにやらきな臭さの漂う文章も引用したが，われわれは，こうした新聞業界の背景を理
解した上で，テレビはもちろんラジオさえも存在しないこの時代の日本人は，新聞報道を
通じて世の中に関わる知識を得ていたであろうことを生々しく感じた。このような理解の
下，大正からミッチー・ブームのブライダルの事情を分かりやすく，あるいは特徴的に反
映していると思われる記事の見出しと内容両面から，本稿で規定した時代 3 区分にしたが
い論攷する。それに続いて，記事区分で「社会」，「その他」，「広告」について，そして最
後に「ミッチー・ブーム」に沸いた 1958（昭和 34）年と翌 59 年について，やはり見出し
と記事内容から記事区分を横断して関心を述べる。
4.1．時代 3区分による考察
（1）「大衆文化・社会成立過程の時代」のブライダル報道概説
　「大衆文化・社会成立過程の時代」のブライダル記事に認められる特性として，同時期
の記事中の 44％が「社会」，36% を「その他」が占め，この 2 つで 80% となる集中状態
がある。「社会」および「その他」記事は，1914（大正 3）年に年間掲載数が 100 本を超
えるが，これは 4 月 3 日にわが国初の女性向け紙面「よみうり婦人付録」（16）が始まり，そ
こにブライダル関連記事が多く載ったことが影響している。「婦人付録」の誕生には，フ
ランスの「フィガロ紙」の婦人欄を参考にしたと言われ，新たな購読者の獲得を狙ったと
される（読売，1976：252）。わずか 8 ページ程度の新聞の 1 ページを女性向け紙面に割い
た婦人付録は女性に好評をもって迎えられ，教養のある女性が読むべき紙面となったので
（16） 創設初日の「婦人付録」は，時評，流行記事，婦人消息，談話など，今日の婦人欄の原型がすでに整っていた。
第 1 日目の時評には「われわれは妄りに今の婦人を謳歌する積でない。古い思想に媚びる積は尚更ない。一
言にしていふなら，どうかして，今の婦人をモット幸福にしたい。家庭も社会も，それによって，どんなに
明るくなるであらう。今の婦人の前に提出された大小の問題は数限りなくある。めいめいの前に投げられた
問題の意味を十分に了解し，処置しつゝ進んでゆくことの出来る婦人は幸福である。さうして，さういう婦
人を持ってゐる社会もまた真に幸福である」と述べ，そのために寄与することこそが「婦人付録」の使命で
あると考えを示した（読売，1976：254）
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あった。
　この時代に「海外」記事の掲載が突出したのは 1920（大正 9）年で，梨本宮家の第一王
女子・方
まさ
子
こ
が李
イ・
垠
ウン
に嫁した年である。李垠は，1910（明治 43）年の併合まで存在した，
朝鮮半島最後の専制君主国・大韓帝国第 2 代皇帝時代の皇太子である。日韓併合後は，日
本の王族（王世子）として列せられ，方子との結婚は日韓和睦の印としての政略婚であっ
た。同年の「その他」記事が多い理由も，主にこの結婚記事によるものである。
　「皇室」の記事が多いのは，1915（大正 4）年の 51 本と，1922（大正 11）-1924（大正
13）年の 3 か年の 50，56，203 本である。1915 年が多いのは，賀陽宮由紀子女王（1915
年結婚），秦宮聡子内親王（1915 年結婚），伏見宮恭子女王（1918 年結婚）など，皇室女
子の結婚が集中したためである。他方，後の 1922-1924 年の 3 か年は，当時摂政宮であっ
た昭和天皇の結婚に関わる記事の増加である。1918（大正 7）年 1 月に久邇宮邦彦王の第
一王女子・良子女王が皇太子妃に内定した後，摂政宮が成年となるのを待って 1922 年に
大正天皇の勅許が下りたため翌 1923 年結婚する予定であった。しかし，関東大震災のた
め延期となり 1924 年 1 月に結婚したのであった。この時期の「皇室」記事は，摂政宮婚
礼の一連を子細に伝えている。
（2）「政党政治から軍部の台頭と戦争の時代」のブライダル報道概説
　「政党政治から軍部の台頭と戦争の時代」のブライダル記事は，「その他」が 2,243 本，「広
告」が 1,893 稿で，それぞれ全体の 38％，32% を占める。1933（昭和 8）年の「その他」
記事が，前年（1932 年）の 2 倍以上の 339 本に増えているが，その要因は人気作家・菊
池寛の連載小説『結婚街道』（2 月 12 日～6 月 4 日：掲載99 回）である。この例のように，
結婚小説の掲載に伴いしばしば記事数が急増することがある（17）。ところで，前述の通り「広
告」出稿が急増するのもこの時代の特徴である。詳しくは後で記すが，百貨店の婚礼用品
展示会や結婚式場に加え，「結婚調査」と言われた人物調査会社などの広告が増えていった。
昭和時代に入り，婚礼準備やそれまで自宅の座敷で行った結婚式や披露宴が商売の対象と
なる，換言すればブライダルが家外へ出て行ったのであった。
　この時代に「皇室」記事が多いのは，1929（昭和 4）年前後と 1941（昭和 16）年，
1943（昭和 18）年である。これらは，秩父宮雍仁親王（大正天皇次男）と松平節子（1928
年），高松宮宣仁親王（大正天皇三男）と徳川喜久子（1929 年），三笠宮崇仁親王（大正
天皇四男）と高木百合子（1941 年），成子内親王（皇太子裕仁親王：後の昭和天皇長女第
1 子）と東久邇宮盛厚王（1943 年）の結婚記事によるものである。また「海外」の記事は，
1936（昭和 11）年 79 本，1939（昭和 14）年 51 本が多い。前者は，在位日数がわずか
325 日で退位したイギリス王エドワード 8 世の「王冠を賭けた恋」（18），後者はイラン皇太
子の成婚発表とそれに伴う「そよかぜ号」の奉祝飛行に関する記事が増加の要因である。
エドワード 8 世は，既婚女性シンプソンを離婚させたうえで王太子妃として迎えようとし
（17） 1926（大正 15）にも，岡田三郎の『彼女の貞操』が掲載され，その年の「その他」記事は 194 本を数えた。
（18） エドワード 8 世は 1936 年 12 月「私が次に述べることを信じてほしい。愛する女性の助けと支え無しには，
自分が望むように重責を担い，国王としての義務を果たすことが出来ないということを」という言葉で名高
い退位文書を読，その座を降りた。
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たが，離婚が禁止されているイングランド国教会の首長になる立場上，イギリス国民の多
くがこの交際と将来の成婚に反発した。
　なお，本稿はこの時代をあらわして「軍部の台頭と戦争」としている。軍部や戦争がブ
ライダル記事へ与えた影響は，「社会」，「海外」など全分野におよぶものであったこと分かっ
ている。記事渉猟を通じて，戦争拡大，長期化，戦局悪化に伴い，各種統制がより強く国
民生活全般に悪影響していたことが看取された。時代を映した，象徴的と思われるいくつ
かの記事は後述することとする。
（3）「『近代化』新しい国造りの時代」のブライダル報道概説
　太平洋戦争敗戦後の日本のブライダル報道で，最も多い記事は「広告」であった。戦時
中のヒト・モノ・カネを徹底的に制限した統制立法が廃止され，それの抑圧から逃れた国
民は，連合国主導の下で進んだ民主化を享受した。そしてブライダル記事に関するそのひ
とつの象徴的な傾向が，この時代の渉猟記事における占有割合が 35％を超えた「広告」
であった。戦中にも見られた結婚式場の出稿は依然として多いものの，結婚相手の素性を
調べる興信所の広告は激減した。他方，「結婚」・「新婚旅行」・「新婚第一歩」（1947 年），「結
婚狂時代」（1948 年），「結婚行進曲」（1951 年）など，大衆の娯楽として人気の高い映画
の広告が増えていった。また，「身の上相談」にその起源を持つ『読売新聞』の名物記事で，
「社会」記事にくくられる「人生案内」は，本格的戦時体制突入の 1937（昭和 12）年に
閉じられていたが 1949（昭和 24）11 月 27 日に復活した。以後，1 週当たり数回，各界識
者が読者の相談に答えている。
　「『近代化』新しい国造りの時代」の最終年である 1959（昭和 34）年は，皇太子明仁親
王と正田美智子が成婚した年である。関連するブライダル新聞記事は，その選択に皇太子
自身の気持ちが強く働いたことや国民世論の視線がミッチーに向けられたことを指して，
戦後象徴天皇制の新風を読者に感ぜせしめたのではないだろうか。皇太子結婚に関する記
事は，前年の皇太子妃決定以降，「皇室」はもちろん，本稿が記事分類に用いた「社会」，
「海外」，「その他」，「広告」のすべてで取り扱われ掲載数を急増させたのであった。
4.2．記事区分による考察
　続いて，記事の分類コードに従い「社会」，「その他」，「広告」としてくくられる内容と
皇太子成婚時分の報道について，われわれが特徴的であると選択した 74 本の記事を概観
する。なお，取り挙げた 74 本（稿）は図表 3 に一覧としてまとめている。
図表 3　主要ブライダル記事見出しおよび広告一覧
発行年月日 元号 見出し 分類
1912.12.10 T1 ［広告］人類と結婚の歴史／博文館 広告
1913.10.08 T2 黒田男爵結婚式 社会
1915.11.28 T4 ［婦人付録］憂慮すべき晩婚／内閣統計官・二階堂保則 社会
1916.10.17 T5 ［婦人付録］早婚よりも晩婚／羽仁もと子 社会
1916.11.23 T5 ［広告］男女結婚要訣／三育社 広告
1918.09.24 T7 ［婦人付録］婚礼着　昨年の三割高　式服と略服 社会
1920.01.22 T9 オランダ式の結婚法で早婚すれば害が無い／府立第一高等女学校長・市川源三 社会
1920.03.18 T9 ［広告］結婚物語号／婦女界社 広告
1920.06.04 T9 ［婦人欄］今年は婚姻数が二割の増加　夏は略式で料金が安い 社会
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1920.07.21 T9 築地本願寺の太子堂を結婚式場に開放 宗教＊
1920.11.04 T9 明治神宮でもやがて神前結婚を　五月一日にも例祭を行う 宗教＊
1920.11.13 T9 増上寺最初の仏式結婚 宗教＊
1923.02.27 T12 竣成した神田神社社務所＝写真 宗教＊
1923.03.02 T12 代表的江戸娘の嫁入り 社会
1923.04.12 T12 ［広告］近代の結婚五月号／近代の結婚社 広告
1924.02.13 T13 お婚礼の型を示して　永島式婚礼会が創立十五年祭 社会
1924.11.01 T13 乃木式結婚流行　乃木神社の神前で／東京 社会
1924.12.20 T13 晩婚ばやり　大阪でも神前結婚流行 社会
1925.04.03 T14 築地別院でも仏式結婚　竣工した新館 宗教＊
1926.03.10 T15 山王様でも神前結婚　日比谷なみにいよいよ始める 宗教＊
1926.10.10 T15 女学校で結婚式　麹町高女で既に実行してる 教育＊
1931.09.16 S6 結婚衣装を通して見るせち辛い世相！　見栄はなくなった 社会
1935.02.04 S10 絢爛の新婚列車　ゆうべの競艶風景 社会
1936.12.13 S11 山本男爵令息の春　簡素に披露の茶会ひらく／東京会館 社会
1939.01.14 S14 生めよ殖やせ　さア結婚に奨励金時代　“家族手当”の法案も 社会
1939.11.03 S14 高砂やアも戦時調　〆めて 110 円也　式場は 60 人列席の賑やかさ 社会
1941.03.01 S16 無地になる花嫁衣裳　ムダ追放，興亜型の新生活様式 社会
1941.07.01 S16 結婚に見栄は不用　厚生省が“標準費用”作成 社会
1943.01.16 S18 結婚も勝ち抜くため　季節に捉われずに　仲人さんは町会や隣組から 社会
1943.06.19 S18 見合は青空の下で　“結びの神”も健民進軍へ一役 社会
1945.05.25 S20 ［広告］三越結婚式場／日本橋三越 広告
1945.09.20 S20 ［広告］三越結婚式場／三越 広告
1945.10.16 S20 ［広告］御婚礼式服貸衣裳／伊勢丹 広告
1947.10.17 S22 ［広告］明治神宮の結婚式場　明治記念館／三愛 広告
1948.04.19 S23 浮かれ出た日曜　“結婚の門”に群がる男女 3000 社会
1948.10.24 S23 結婚シーズン・花嫁花婿ラッシュ　新式場続々生る　男 30 女 23 年齢も戦前なみ 社会
1948.11.03 S23 男 500 対女 10　見合大会あわてる 社会
1950.09.03 S25 “結婚の秋”ひらく 社会
1950.10.04 S25 結婚ラッシュ　きのう数百組　ことしの特徴　花嫁さんが挙式万端 社会
1951.10.17 S26 “空の旅”前景気は上々　25 日に 1 番機　あすから航空切符発売／日航 サービス＊
1952.11.10 S27 皇太子の明日に望む　“闊達”な人間天皇勉強　お妃にはぜひ美人を　座談会 皇室
1953.06.10 S28 大繁昌の東京・新宿生活館　結婚相談月 700 ～ 800 人 社会保障＊
1953.06.12 S28 ［広告］菖蒲満開　御婚礼・御宴会／日本閣 広告
1954.01.01 S29 東宮妃　今年中に選考委　内定までに 2 年　大学卒業とともにご婚約か 皇室
1956.01.26 S31 ［第 180 回紙上討論］皇太子妃の選考に望む　“一青年”の立場を考え 皇室
1957.01.21 S32 皇太子妃問題で質問　参院内閣委で 皇室
1958.11.26 S33 あす皇太子妃きまる　午前 10 時に皇室会議 皇室
1958.11.26 S33 御成婚恩赦を検討　法務省，小規模の方針 司法＊
1958.11.27 S33 明るく清らかなロマンス　思い秘め 2 年越し　皇太子からプロポーズ／皇太子婚約 皇室
1959.01.05 S34 59 年の 2 大ブーム　結婚ブーム　テレビ時代 社会
1959.02.01 S34 ［広告］御成婚慶祝／大和銀行 広告
1959.02.19 S34 ［広告］御成婚記念　奉祝定期／三和銀行 広告
1959.02.20 S34 図案でき上る　皇太子ご結婚記念切手 情報＊
1959.02.24 S34 ［広告］新婚旅行は 2 割引の空の旅で／全日本空輸 広告
1959.03.01 S34 新婚旅行に準急こだま　ご成婚の日から 3 日間　熱海，伊東へ予備車を出す計画 皇室
1959.03.01 S34 ［広告］慶祝定期預金／富士銀行 広告
1959.03.02 S34 ご成婚日，公務員は有給休暇 政治＊
1959.03.10 S34 新婚列車は「ちよだ号」　来月 10，12 日に東京・伊東間 サービス＊
1959.03.13 S34 ［広告］祝御成婚　オール寝具大特売／キンカ堂 広告
1959.04.01 S34 ［結婚］＝ 1　38 秒間に 1 組　2 度迎えたブーム（連載） 社会
1959.04.03 S34 ［広告］皇太子殿下御成婚　慶祝預金／三井銀行 広告
1959.04.04 S34 恩赦の大綱きまる　個別特赦など 4 種　10 日を基準　選挙違反も含む 司法＊
1959.04.04 S34 ［広告］皇太子ご成婚　ご婚礼は目黒雅叙園 広告
1959.04.06 S34 ［広告］皇太子ご結婚慶祝　テレビはナショナル／松下電器産業 広告
1959.04.09 S34 ［広告］皇太子殿下御成婚奉祝セール　ヤマザキパン／山崎製パン 広告
1959.04.11 S34 ［広告］奉祝皇太子御成婚　丸井 10 か月払い 広告
1959.04.13 S34 ［ほがらか天国］結婚ブーム 社会
1959.05.05 S34 6 月から“新婚周遊券”　国鉄，東北・南近畿の 2 種も サービス＊
1959.10.05 S34 ［いずみ］日曜と大安が重なって結婚式場も東京駅も大混雑 社会
1959.10.06 S34 ［広告］ハネムーン 2 割引／日本航空 広告
分類に＊が付く記事は，本稿で「その他」に区分されている。
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（1）「社会」に関わる記事
　「社会」に分類された記事は図表 2 の通り全期間で 4,942 本あり，シェアは 29％，年平
均では 109 本掲載された。「大衆文化・社会成立過程の時代」に見て取れる記事の傾向は，
「憂慮すべき晩婚／内閣統計官」（1915.11.28）や「オランダ式の結婚法で早婚すれば害が
無い」（1920.1.22）に対して「早婚よりも晩婚／羽仁もと子」（1916.10.17），「晩婚ばやり」
（1924.12.20）のように，どちらか一面の考えに偏らない記事が多いことであった。他にも，
「婚礼着　昨年の三割高　式服と略服」（1918.9.24）では百貨店を取材しインフレを伝え，
また老舗海苔店の娘の結婚を「代表的江戸娘の嫁入り」（1923.3.2）と称賛して書く一方で，
費用の安さが人気であることを伝える「今年は婚姻数が二割増加　夏は略式で料金が安い」
（1920.6.4）や「万事が乃木式質素」な「乃木式結婚流行　乃木神社の神前で」（1924.11.1）
など，華美と質素の両方記事に扱っていた。さらに，「お婚礼の型を示して　永島式婚礼
会が創立十五年祭」（19）（1924.2.13）には，当時の東京で人気の婚礼サービス会社の創立記念
の様子を報せた。
　大正が昭和に改まった初期の「政党政治から軍部の台頭と戦争の時代」は，それまでの
論調とは異なり，記事が戦時色に染まっていくことが分かる。「結婚衣装を通してみるせ
ち辛い世相！　…と云うより目覚めた証拠か　見栄は無くなった」（1931.9.16）では，華
美にならない婚礼という選択も考え得ると控えめに書いたが，以降，トーンが強まってい
く。「さあ結婚に奨励金時代　興亜の日本・人的資源の拡充に備へ」（1939.1.14），「高砂やァ
も戦時調」（1939.11.3），「無地になる花嫁衣裳　ムダ追放，興亜型の新生活様式」（1941.3.1），
「結婚に見栄は不要　厚生省が “標準費用” 作成」（1941.7.1），「結婚も勝ち抜くため　季
節に捉われずに」（1943.1.16），「見合は青空の下で　“結び神”も健民進軍へ一役」（1943.6.19）
…，国家が結婚に対して，“推奨という名の様々な統制や強制” を求める様子が分かる。
ここに挙げた「高砂やァも…」記事では「婚約前にお互ひが健康診断書を取り交わしたこ
と，相性，十二支などを無視したこと，またその日取り決定に当たってつまらぬ迷信など
を打破したことなど型どおりに済ませました」とあり，現代を生きるわれわれの感覚では
まったくもって理解できないことが摘記されていた。そのような時代にあって，「絢爛の
新婚列車　ゆうべの競艶風景」（1935.2.4）は，前日 3 日が戌の大安でしかも日曜日あった
ことから，「（東京）市内外に散在する結婚営業所は朝早くから大混雑で飯田町の大神宮を
はじめ大礼会館，帝国ホテルなどいづれも十五，六組から廿組にも及ぶ繁昌ぶり。汗だく
夫婦大量生産に従事したわけである。さてこれから幸多き新郎新婦も窮屈な披露宴をすま
すとホッと一息『お色直し』もそこそこに京都，大阪或は伊勢神宮などゝ遠出の蜜月旅行
に，またちょっと手軽な湯の町熱海，湯河原等甘い夢を結ぼうと，どっと東京駅を，いや
『人生の第一歩』をスタートしたものだ（20）」と，他のブライダル記事と異なる筆致で愉
（19） 永島式婚礼会は，永島藤三郎が 1908（明治 41）年に創業した結婚介助を目的とする会社である。明治時代
に婚姻礼法が標準なく乱れていることを憂い，諸礼法家や古実家に尋ね意見を聞き創案したのが永島式結婚
式であった。同会の栞に「本会の取り扱う婚礼式は古式に則れる荘厳な儀式にして然も簡易なればいかなる
家庭にても行われ得る」とあるように，婚礼道具一式を携えて介添人が家庭に出張し執り行うスタイルであっ
た。こうした結婚介助業は，換言すれば現代のブライダルプランナーおよび運営会社と似ており，これらが
普及しつつあるのがこの時代であった。
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快に書かれていた。
　敗戦後の「『近代化』新しい国造りの時代」の「社会」記事に特徴のひとつは，それま
で「黒田男爵結婚式」（1913.10.8）や「山本男爵令息の春」（1936.12.13）など旧華族やそ
の子弟の結婚が報道されていたのが，ほぼ消滅したことである。1947（昭和 22）年の日
本国憲法施行によって，江戸時代あるいは明治時代の遺習ともいえる貴族制度が廃止され
たことをもって，この手の記事は見られなくなった。代わって急増したのが「浮かれ出た
日曜　“結婚の門” に群がる男女三千」（1948.4.19），「結婚シーズン・花嫁花婿ラッシュ　
新式場続々生る」（1948.10.24），「男五百対女十　見合大会あわてる」（1948.11.3）などの
結婚ブームを報せる記事であった。敗戦によって内外地から復員した旧兵士の男子と，内
地に残り生きながらえた若年女子の，結婚ブームとミスマッチに関する報道である。結婚
ブームはその後も続き，「“結婚の秋” ひらく」（1950.9.3）では「戦時中のブランクをとり
もどそうと戦後の結婚は廿三年度一式場千六百余組（明治記念館調べ）を最高にラッシュ
を描いたが，どうやら五年でとりもどしこの秋は戦前なみの一式場千組程度に落着きそう
だとあり，年齢も男廿五―廿八歳，女廿―廿五歳と終戦直後より五つ以上若返っている」
と記している。その年はその後も「きのう数百組　ことしの特徴　花嫁さんが挙式万端」
（1950.10.4）と結婚ブームを繰り返し記事に取り上げた。
（2）「その他」に関わる記事
　「その他」に分類された記事は図表 2 の通り全期間で 5,771 本あり，シェアは 34％，年
平均では 122 本掲載された。2 章で説明した通り，「その他」にくくられた記事の種類は
多種多様であり，端的に傾向を述べることが難しい。そこでまず，本稿の関心事である結
婚式の方法，あるいは結婚式場に注目し記事の通読結果を以下に示すこととする。
　「大衆文化・社会成立過程の時代」では，幾つかの宗教施設で結婚式の対応が新装整っ
たとする記事を読めた。具体的には「築地本願寺の太子堂を結婚式場に開放」（1920.7.21）
を皮切りに，創建間もない頃に「明治神宮でもやがて神前結婚を」（1920.11.4），「増上寺
最初の仏式結婚式」（1920.11.13），「竣成した神田神社社務所」（1923.2.27），「築地別院で
も仏式結婚」（1925.4.3），「山王様でも神前結婚　日比谷なみにいよいよ始める」（1926.3.10）
などがあり（21），大正時代は，神社仏閣での挙式，すなわち神前式と仏式が普及する過程
にあったことが理解できる。他方，珍しい記事として「女学校で結婚式」（1926.10.10）で
は，麹町女学校が「生活改善の意味合と卒業生と母校との親しみを永遠に濃厚ならしむる
ため」に会場として開放しているとしている。結婚式では「角隠しを冠った卒業生に一條
の戒めを述べたが嫁女は言い知れぬ涙にかきくれて恩師に別れを告げる底に母校の名前を
傷つけてはならぬ」と強く決意したという。現在でも，少なくない学校が結婚式の対応を
しているようであるが，その歴史は少なくとも 100 年は遡れそうである。
　戦後「『近代化』新しい国造りの時代」の結婚式を象徴するのが，宗教色を排した式と
簡素化であった。「大繁昌の新宿生活館　結婚相談月七，八百人」（1953.6.10）（22）では，開設
（20） 記事中の「散在する結婚営業所」は結婚式場を指し，大礼会館は明治神宮前にあった結婚式場である。こう
した新婚旅行の記事の他，満蒙開拓団の活動を報道する「東京村へ希望明るい蜜月旅行」（1942.12.28）のよ
うな記事もあった。
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2 年を経た同館の発表した活動内容を詳報する。同館は広く東京都民の生活を支援するた
め，各種法律相談や結婚，育児に関するサービスを展開したが，そのうちで利用が最も多
いのが結婚相談であった。毎月 7，800 人が相談し，出会いを紹介する方式により 142 組
が結婚したという。また，「結婚の簡素化という新生活運動のためわずか三百円の式料で
挙式できる結婚式場では，五百八十三組の新郎，新婦が式」を行うほど，人気を集めた。
この結婚式は，初代館長塚本哲氏が 1951（昭和 26）年に発案した「生活館方式」と呼ば
れるもので，館長の前で婚姻届に署名する人前式で行われた。日の丸を掲揚した会場で日
本国憲法第 24 条（第 3 章。家庭生活における個人の尊厳と両性の本質的平等に関する規定）
が読み上げられ，都知事の祝福メッセージが披露される。挙式後に簡単な披露宴を設ける
施設も整備されていた。こうした式は，民主主義，日本国憲法の精神が強く意識された内
容と言え，戦後の新生活運動とともに地方でも普及したのであった。
　さらに，戦争の混乱から市民の生活が落ち着きを取り戻しつつあるこの時代，早くも新
婚旅行に関して「“空の旅” 前景気は上々　25 日に一番機　あすから航空切符販売／日航」
（1951.10.17）と飛行機を利用する記事や「6 月から “新婚周遊券” 国鉄，東北・南近畿の
2 種も」（1959.5.5）といった鉄道利用などによる記事も読める。後述する「広告」と同じく，
商業活動の逞しさを感ずる記事である。
（3）ブライダル「広告」について
　ブライダル「広告」は，大正時代以降の分析全期間では計 4,432 稿（シェア 26％）あり，
それまでの新聞構成と比べ，質・量とも最も変化したと考えられる（23）。
　大正時代前半の，年数回の出稿は，「『人類と結婚の歴史』博文館」（1912.12.10）や「『男
女結婚の要訣』三育社」（1916.11.23）といった書籍広告の他，婚礼用タンス，映画の広告
が散発する状況であった。時代が降り大正時代後半になると，「結婚物語号／婦女界社」
（1920.3.18），「近代の結婚五月号／近代の結婚社」（1923.4.12）のように，それまでの書
籍に雑誌広告が加わった。
（21） 築地本願寺は，1617 年に西本願寺の別院として，現在の日本橋横山町，東日本橋付近に建立され，火災によ
る焼失を経て 1679 年に現在地にて再建された。明治神宮は，1920（大正 9）年 11 月に，明治天皇（1912 年
7 月崩御）と同皇后（1914 年 4 月崩御）の御霊を祀る神社として創建される。現在の初詣者数は約 320 万人
とされ，わが国で最も参拝者が多い神社である。イスラム教の聖地メッカの年間巡礼者数が 200 万人弱であ
ることと比較して，明治神宮の初詣参拝者数がいかに多いことか直観できよう。増上寺は 1393 年に開かれた，
浄土宗の七大本山のひとつの寺で，正式名称は三縁山広度院増上寺である。関東を治めるようになった徳川
家がこの寺を菩提寺としていたため，明治維新後は苦難が続いたとされる。神田神社は，通称が神田明神の
正式名称。創建は 730 年とされ，江戸時代は江戸総鎮守として，幕府ならびに江戸の市民から崇敬された。
山王様は，1967（昭和 42）年に日枝神社の称号を用いるようになったが，市民はその所在地地形から同社を
山と見立て，親しみを込めて「山王さん」と呼んでいた。いずれも大社名刹の結婚式対応開始が記事となっ
たのである。
（22） 東京都立新宿生活館は，1951（昭和 26）年 5 月に旧牛込区役所跡に開館した。同館は，都民の生活を支援す
るための公共施設として，結婚式場，生活・法律・結婚相談，簡易洗濯所，児童図書館，授産場，託児室，
理容学校などを備えていた。市川は生活館式の結婚式を「『家』と『家』との結びつきを積極的に否定し，
独立した個人としての一人の男と一人の女が公衆の前に夫婦であることを宣言するという，かなり思い入れ
の強い，いかにもこの時代の雰囲気を反映した『時代の産物』であった」と述べている（市川，1988：155）。
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　昭和時代に移り出稿量と出稿する業界の多様性が進んだ。大正時代までの書籍・雑誌広
告，映画広告に加え，昭和時代に増えた広告として挙げられるのは，先述通り百貨店の婚
礼衣装・道具手配と式場，婚礼披露宴会場の専門式場，人物調査・照会会社である。この
間，百貨店は伊勢丹，松屋，松坂屋，三越が多く，主に「婚礼衣装陳列会／○○」や「春
（秋）の御婚礼衣装／○○」として繰り返し出稿していた。1945（昭和 20）年 8 月の終
戦直前直後のブライダル広告は 5 月 25 日と 9 月 20 日の三越結婚式場であった（図表 4）
ほか，10 月 16 日には伊勢丹が「御婚礼式服貸衣装取揃へ」を出稿するなど，百貨店が当
時のブライダル産業を代表する業種であったように思われる。こうした実態から，昭和の
この時期に，ブライダルサービスの商業化が一気に進んだのではないだろうか。
　昭和 34 年末までの専門式場広告として多く目にするは，目黒雅叙園，日本閣，東条会
館（当初は東条写真館）であった。他方，終戦までの「政党政治から軍部の台頭と戦争の
時代」では明治神宮前に存在した大礼会館と丸之内会館が，戦後の「『近代化』新しい国
造りの時代」では，上野精養軒と，1947（昭和 22）年 11 月 3 日の “明治節” に開館した
明治記念館（図表 5），あるいはともに 1950 年に開業の八芳園と白雲閣（現・リヴィエラ）
の広告が見られる（24）。
　人物調査・照会会社の広告で頻繁に見えるのは，帝国秘密探偵社，人事興信所，岩井三
郎結婚調査部および新聞社系の報知新聞安信部，読売新聞社調査部の「結婚身元調査」，「婚
姻はまず調査から」といったコピーが躍るものである。特に本稿の時代 3 区分では「政党
政治から軍部の台頭と戦争の時代」に圧倒的に多く見られ，大正時代は皆無で，戦後「『近
代化』新しい国造りの時代」には激減した。広告出稿数や原稿から当時の背景を掴むこと
はできないが，昭和時代の初期，ちょうど人々の生活が豊かになり始めた頃は，人物調査
をして結婚相手を選ぶことが一般化したのであろうか。この問に関しては引き続き関心を
もって観ていこうと思う。
（4）「ミッチー・ブーム」に沸いた時代の記事・広告
　現在の上皇と上皇后の成婚が 1959（昭和 34）年であることは，これまで繰り返し触れ
てきた。新聞記事および広告という側面でこの出来事を捉えるとどのように説明できるで
あろうか。結婚が決まったのは婚礼前年の 1958 年 11 月であった。図表 2 から婚礼前の各
区分記事本数を見ると，1958 年は「皇室」が 45 本，「その他」は 176 本，「広告」が 307
（23） 今井（2017）で調べた明治時代の年間平均広告出稿がわずか 5 稿であるのに対して，太平洋戦争中も含む本
稿の分析対象全期間平均は 94 稿 / 年に急増した。少し詳しく図表 2 を観察して分かるように，大正時代の
前半は年平均数本であったが，後半には 2 ケタ台となり，続く昭和では分析期間のおよそ半分の 16 年間は
100 稿超であったほか，ミッチー・ブームが最高潮の 1954 年には 453 稿を記録している。また，本文では言
及していないが，娯楽としての映画人気を体現するがごとく，大正時代から戦時中，その後の昭和時代の中
期まで，「結婚するなかれ」（1920），「ニコニコ結婚生活」（1922），「あなたの妻よ」（1923），「結婚の哲学」（1924），
「自由結婚」（1925），…「ロッパの新婚旅行」（1940），「結婚の生態」（1941），「四つの結婚」（1944），…「新
婚第一歩」（1947），…「億万長者と結婚する方法」（1954）などの映画興行広告が多数出稿されていた。
（24） 現在，都内屈指の高級結婚専門式場である椿山荘（東京都文京区）は 1952（昭和 27）年に式場として開場
しているが，1959 年まで間，1 度も読売新聞へ広告出稿していない。また，事業としてブライダルサービス
に本格参集していなかったホテルの広告も，専門式場に比べてほとんど見当たらない。
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稿に対し，1959 年はそれぞれ 210 本，373 本，453 稿と急増したことが分かる。
　「皇室」にくくられる関連記事は，当時皇太子であった時代，元服した日の「皇太子の
明日に望む　お妃にはぜひ美人を」（1952.11.10）から始まる。以降「東宮妃　今年中に選
考」（1954.1.1）や「『第 180 回紙上討論』皇太子妃の選考に望む」（1956.1.26）といった国民，
識者の意見表明，あるいは「皇太子妃問題で質問　参院内閣委で」（1957.1.21）の国会審
議など，幾度となく取り上げられた。そして 1958（昭和 33）年師走を迎える直前の 11 月
下旬に「あす皇太子妃きまる」（1958.11.26）と，その翌日の「明るく清らかなロマンス　
思い秘め 2 年越し　皇太子からプロポーズ」（同 11.27）など，皇太子成婚に伴う “国民的
祝祭” 報道がはじまった。
　他方，「社会」に区別される関連記事は，婚約発表の翌年初の「59 年の 2 大ブーム　結
婚ブーム　テレビ時代」（同 1.5）から，「38 秒間に 1 組　2 度迎えた結婚ブーム」（同 4.1），
「結婚ブーム」（同 4.13），「日曜と大安が重なって結婚式場も東京駅も大混雑」（同 10.5）
など，ロイヤルウエディングにあやかりたいカップルが多くいることを報じた。
　「その他」記事では，「御成婚恩赦を検討　法務省」（1958.11.26）に始まり，記念切手発
行の「図案でき上る」（1959.2.20）や，婚礼日の 4 月 10 日に関して「ご成婚日，公務員は
有給休暇」（同 3.2），あやかり婚対策として「新婚列車『ちよだ号』来月 10，12 日に東京・
伊東間」（同 3.10），「恩赦の大綱きまる　個別特赦など 4 種　10 日を基準　選挙違反も含
む」（同 4.4）など，多様な報道があった。
図表 4・5　【広告】三越結婚式場（1945.5.25）／明治記念館（1947.10.17）
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　1959 年の出稿数が 400 を超えた「広告」でも，成婚を祝うムード一色であったといっ
てよい。皇太子の成婚を祝う「御成婚慶祝」をうたった広告の初めは，1959（昭和 34）
年 2 月 1 日の大和銀行の広告である。同行は 5 日後に「御成婚慶祝定期預金・信託預金」
（同 2.6）を出稿した。大和銀行に続き，2 月 19 日三和銀行，3 月 1 日富士銀行，4 月 3
日三井銀行が特別金利の定期預金の広告を出稿した。その他では，「祝御成婚　オール寝
具大特売／キンカ堂」（同 3.13），「皇太子ご成婚　ご婚礼は目黒雅叙園」（同 4.4），「皇太
子ご結婚慶祝　テレビはナショナル／松下電器産業」（同 4.6），「皇太子殿下御成婚奉祝セー
ル　ヤマザキパン」（同 4.9），「奉祝皇太子御成婚　丸井 10 か月払い」（同 4.11）などの“成
婚セール” の出稿が多くあった。また，結婚ブームを見越しての販促策としては，「新婚
旅行に準急こだま　ご成婚の日から 3 日間　熱海，伊東へ予備車を出す計画」（同 3.1）の
列車増発の他，全日空が「新婚旅行は 2 割引の空の旅で」（同 2.24）という見出しで，機
内では「お二人の門出を祝う美しい記念航空券に機長がサイン」する広告（図表 6）を出
せば，対する日本航空は「ハネムーンは羽田から‼2 割引のプレゼント」（10.6）を出稿し，
「日航機なら熱海や箱根へ行く気軽さで，北海道や関西，九州へお出かけになれます」と
応じるなど，この時代から空の旅の熾烈な戦いが始まっていたようであることが理解でき
図表 6　【広告】全日空 _新婚旅行（1959.2.24）
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る。こうした，一般国民には高嶺の花であったはずの飛行機を利用した新婚旅行の提案も，
皇太子成婚に便乗したものであったのだろう。
5．考察：次稿で論攷する仮説導出
　前章までの論攷を通して，分析期間中の変化が顕著であったのは「広告」であると述べ
た。そうした気づきについて，今一度どのような状況にあるのか調べてみたい。そして，
これらの作業から，何かしらの理論考察の萌芽，ただちにそれは次稿論攷での仮説といえ
るものを導出しようと思う。
　図表 7 は，1874（明治 7）年の読売新聞創刊から本稿の分析対象期間末（1959 年末）ま
での，新聞に掲載されたブライダル記事中の「広告」と「社会」記事の占有率推移である。
わが国の新聞創刊黎明期から一貫して「社会」記事の占有率が高いことが確認できる。こ
れは，小新聞として誕生した読売新聞の特徴をあらわすものであろうか。ところが，1934
（昭和 9）年に「広告」と「社会」の占有率は逆転する。長期トレンドをあらわす近似線
でも，1938（昭和 13）年にクロスし，逆転したことを示している。こうした変化は何を
意味していると考えられようか。わらわれはこうした現象を，「近代文化の合理性」に関
するヴェーバーの主張が説明してくれるのではないか，と検討をつけた。ヴェーバーは『プ
ロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』の結びにおいて「営利のもっとも自由な地
域であるアメリア合衆国では，営利活動は宗教的・倫理的な意味を取り去られていて，今
では純粋な競争の感情に結びつく傾向」が看取されると指摘する（ヴェーバー，1989：
366）。われわれはこのことを，わが国のブライダル（結婚）は近代日本，すなわち明治時
代から大正時代までは，“きちんとした方法”で執り行わなければならない儀礼・儀式的
図表 7　「広告」「社会」の占有率推移
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要素を含む存在（＝それは「社会」記事として繰り返し報道されたことをもって読み取る）
であったが，昭和初期にそうした意味合いが薄れ，その結果“純粋な商業化”（＝それは
急増する「広告」をもって読み取る）の競争へと変化した，と見て仮説の根拠に仕立てた
のである。
　こうした仮説を図に示したのが図表 8 である。すなわち，わが国では，室町時代あたり
から儀礼や儀式を重視して連綿と実施されてきたブライダルが（今井，2014：348），明治
時代から「大衆文化・社会成立過程の時代」に降りるにしたがって，それらを軽視するよ
うな変化を見せるようになった。その原因のひとつは，都市部の生活様式変化と結婚式の
大衆化などと考えられるのではないだろうか。しかも，そうした傾向は様々なブライダル
シーンで国家や軍が統制を強める「政党政治から軍部の台頭と戦争の時代」となってから
一層顕著となり，他方では結婚式場や婚礼準備の新聞広告があふれる商業化が進んだ。こ
の商業化は，広告出稿の質の変化と量の増加をそれの代理変数と捉え，儀礼や儀式の重視
と異なる意味を含むと考えた。また，「社会」記事を「広告」が凌駕する一連の推移は，
別の言い方で表現するならば，「近代から『ポストモダン』への変容」となるとも言えよう。
というのも，ヴェーバーが『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精神』の結論部分
で証明している「合理的生活態度」が「キリスト教的禁欲の精神から生
´´
れ出
´´
た」というく
だりの，前者を「広告」，後者を「社会」記事とする，つまり時代の発展段階こそポスト
モダンと考えられるからである。
　本論攷を通じて得られた仮説，それは，わが国のブライダル（結婚）は儀礼・儀式的要
素を重視する存在であったが，昭和初期に入りそうした意味合いが薄れ，その結果商業化
競争に巻き込まれていった，という考えである。繰り返しとなるが，このように導出した
仮説を次稿で詳論し，わが国のブライダルについて一定の結論を得たいと考える。
図表 8　ブライダルに対する価値の変化
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6．結言
　本稿は，2 章で説明した方針にしたがい，大正時代から 1959 年末までの 47 年間の新聞
記事約 173 万 3 千本，広告は約 76 万 5 千稿の中から，ブライダルに関連する記事と広告
それぞれ 12,713 本，4,432 稿を精読し，この間のブライダルの変化を詳解してきた。各記事・
広告の所感はこれまでの記述通りであるが，結言として全体から見えてきたことを摘録し
ておく。
　本稿は，先行研究である今井（2017）が考察した明治時代の後，すなわち大正時代から
1959（昭和 34）までの 50 年近くのブライダル記事を追いかけた。われわれは，残る昭和
時代 30 年間と平成時代の計 60 年を追いかけることによって，最終的に近現代のわが国の
ブライダルに生じた現象を一定程度解明できると推察している。われわれはこのことを，
ヴェーバーが「資本主義の『精神』」と表現した内容に近いと考えている。ただちにそれは，
資本主義の「精神」のような名称の使用が意味を持つとすれば「それは必ず一つの『歴史
的個体』でなければなら」ず，すなわち「歴史的現実のなかの諸関連をそれの文化意義と
いう観点から概念的に組み合わせて作り上げた一つの全体というか，そのような歴史的現
実における諸関連の一つの複合体，つまり『歴史的個体』でなければならない」（ヴェーバー，
1989：38）という主張である。明治初期の新聞創刊から，平成の終わりまでのブライダル
報道を一気通貫してみる作業は，まさに「概念的に組み合わせて作り上げた一つの全体」
となるのである。われわれのこうした考えは，希望的観測であるかもしれないが，「歴史
的現実のなかから得られる個々の構成諸要素を用いて漸次に組み立てていくという道」
（ヴェーバー，1989：38）を取ることこそ，いまだ解明されていない状況に鑑み，挑戦す
る価値のある研究活動であると自認する。そうした思いを抱くわれわれにとって，本章「結
言」の直前「考察」における仮説提示は有意であると確信する（25）。したがって，ここで
示した仮説を徒や疎かにせずに，かつ間を置かず論攷することを約束するものである。
　最後にヴェーバーが「近代文化の合理性」に関して述べた有名な一文を記し，本稿を閉
じたいと思う。
　　「機械的生産の技術的・経済的条件に結びつけられた近代的経済秩序の，あの強力な
秩序界を作り上げるのに力を貸すことになったからだ。そして，この秩序界は現在，圧
倒的な力をもって，その機構の中に入り込んでくる一切の諸個人の生活スタイルを決定
しているし，おそらく将来も，化石化した燃料の一辺が燃え尽きるまで決定しつづける
だろう」（ヴェーバー，1989：365）。
【謝辞】
　この論攷は，JSPS 科研費・基盤 C（第 16K02081 号）の研究助成の成果の一部です。こ
こに明記して感謝します。
（25） ヴェーバーはこうした考えを「確定的な概念把握は研究に先立って明らかにし得るものではなくて，むしろ，
研究の結末において得られるべきものなのだ。言いかえるなら，ここで資本主義の『精神』と呼ばれている
ものの最良の定式化は，究明の過程を経てはじめて，しかもその主要な成果として提示することができる」
（ヴェーバー，1989：39）と述べている。われわれはこのヴェーバーの考えを支持し，それに期待して次稿
での論攷に向かう決意である。
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〔抄　録〕
　今井（2017）に続いて，大正時代からミッチー・ブームに沸いた 1959（昭和 34）年末
までを対象に，ブライダルについてどのような報道があったのか，同時代感覚でその軌跡
を追い論攷した。具体的には，対象期間の『読売新聞』の，ブライダルを扱った新聞記事・
広告を渉猟するという作業を通じた考察である。新聞記事は当時の記者が毎日書き続けた
ドキュメントであり，他方，新聞広告は広告主が読者に訴求したいことや受け入れられる
であろうと予想した世相を映す鏡である。新聞記事・広告をこのように規定した上で，折々
の新聞記事・広告を拾いながら時代の移り変わりを探索し，ブライダルがたどり，そして
向かう先の基礎研究として取り組んだ。
　本稿では，先行研究である今井（2017）が考察した明治時代の後，すなわち大正時代か
ら 1959（昭和 34）までの 50 年近くのブライダル記事を追いかけた。その結果，分析期間
中の変化が顕著であったのが「広告」であることを突き止めた。そして，そうした事実を
基に，次稿で残りの昭和時代 30 年間と平成時代の計 60 年を追いかけ，最終的に近現代の
わが国のブライダルに生じた現象を一定程度解明したいと考えている。われわれは，この
ことをヴェーバーが「資本主義の『精神』」と表現した内容に依拠して検討づけた。明治
初期の新聞創刊から，平成の終わりまでのブライダル報道を一気通貫してみる作業は，ま
さに「概念的に組み合わせて作り上げた一つの全体」となるはずだからである。われわれ
のこの考えは希望的観測であるかもしれない。しかし，「歴史的現実のなかから得られる
個々の構成諸要素を用いて漸次に組み立てていくという道」（ヴェーバー，1989：38）を
取ることこそ，いまだわが国のブライダルが解明されていない状況に鑑み，挑戦する価値
のある研究活動であると自認する。こうした思いを抱き，ここで示した仮説を徒や疎かに
せずに，かつ間を置かず論攷することを約束する。
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会計の性質と機能
―信頼形成のための責任実践として―
 坂　井　　　恵
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おわりに
はじめに
　「会計は，人や社会とどのように関わっているのか」，これは，人々の社会的な行為であ
り制度である会計の研究を行うにあたり，最初に問われるべき問題であろう。われわれは
これまで，内部統制の評価方法に関する研究（坂井 2007a；2009；2010），リスク情報の開
示方法に関する研究（坂井 2007b；2016），内部統制報告の本質に関する研究（坂井
2012；2015），企業会計制度の機能に関する研究（2014；2018；2019）を行ってきた。そ
こでは，財務報告や会計専門職監査，内部統制報告などの会計に関わる行為や制度が研究
対象とされたが，そうした研究を進めるにつれ，会計――さらには監査や内部統制報告―
―の本質を捉える基礎理論を，自ら構築しなければならないと考えるようになった。会計
学の基礎理論研究には，会計主体論，会計公準論，アカウンタビリティ研究，会計倫理研
究，会計史研究，会計言語論など諸研究の蓄積があるが，そうした研究をさらに深めてい
くには，他の学問領域で明らかにされている知見に手掛かりを求めることが有用であろ
う（1）。上述した一連の研究では，法哲学（応答責任論）や社会システム論（信頼論），社
会心理学（リスク・コミュニケーション論，信頼論）等に依拠して，会計の性質や機能に
（1） こうした研究は，友岡（2019,13-14）が問題提起したように会計学的な研究とは言えないかも知れないが，
会計学にとって不可欠であり，会計研究者が担わなければならないであろう。
〔論　説〕
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関するわずかな考察が行われたが，それらは断片的で限定的なものにとどまっている。そ
こで本稿では，会計の本質に関する基礎理論研究の予備的な作業として，筆者のこれまで
の研究を総合的に振り返り，責任と信頼の観点から，会計の性質と機能を体系的に論じ直
していく。
　本稿の構成は以下の通りである。第 1 章では，研究の前提となる会計の目的観の問題に
ついて論じ，本稿がスチュワードシップ仮説に手掛かりを求める理由及びそこで想定され
る人間観に関するわれわれの見解を示していく。第 2 章では，応答責任論に基づく坂井
（2015；2016；2019）の議論に修正を加えながら，責任実践をコミュニケーションとして
理解し，そこでの会計の位置付けについて論じる。第 3 章では，信頼論に基づく坂井（2014；
2018）の議論を踏まえ，会計による信頼形成の機能について，行為と制度の側面から論じる。
1．会計の目的観と人間観
1.1．会計の目的観と概念規定の問題
　「会計は，誰のために，何のために行われるのか」，こうした会計の目的観によって，会
計基準等の諸制度のあり方は異なってくる。このため会計の目的観は，会計学にとって古
くて新しい問題と言える。中でも，〈意思決定有用性仮説 vs. スチュワードシップ仮説〉が，
その代表的な議論であろう。そうした議論が盛んになったのは，アメリカ会計学会が基礎
的会計理論，いわゆる ASOBAT を 1966 年に公表してからだと考えられる。ASOBAT は，
会計を「情報の利用者が事情に精通して判断や意思決定を行うことができるように」行わ
れるものと定義し（AAA1966，1 ＝ 2），その機能を「情報（会計情報）の有用性」に求
めた（2）。この定義が規範として働き，会計情報の利用者に対して意思決定に有用な情報を
提供すべきとする目的観，いわゆる意思決定有用性仮説が主張されるようになった（3）。こ
れに対してスチュワードシップ仮説は，会計の行為者の立場に立つ目的観である。スチュ
ワード（steward）は財産受託者を意味し，スチュワードシップ（stewardship）は受託
責任と解される。スチュワードシップ仮説では，財産受託者がその正直性や誠実性の検証
を受けるために，財産委託者に対してなす弁明の義務であるアカウンタビリティ
（accountability，会計責任または説明責任とも言う）を果たすことが，会計の目的とさ
れる（高松 2000，44）。受託責任とアカウンタビリティの関係性については，論者により様々
な捉え方がみられるが（4），近代的な株式会社企業では，経営者がこれらの責任を負うもの
とみなされる。
　近年，〈意思決定有用性仮説 vs. スチュワードシップ仮説〉の議論は，新制度派経済学
（2） 財務報告の役割が，1960 年代に「スチュワードシップ志向から意思決定志向へ」と変化したことが，
ASOBAT 公表の背景にあるとされる（高松 2000,40）。筆者は，意思決定志向への変化の要因には，1960 年
代に高度な情報処理能力を備えた計算機が普及し始めたことに加えて，経営学における意思決定論の隆盛の
影響があるとみている。
（3） なお，会計目的を意思決定有用性に求める考え方の起源は 1920 年代に遡ることができるという指摘（椛田
2019,53-56）や，意思決定有用性に類似した概念は 16 世紀あるいは 17 世紀に認めることができるとする指
摘（友岡 2019,38）もみられる。
（4） 例えば，友岡（2012,53-54）を参照。
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によるエージェンシー理論（情報の非対称性を解消するモニタリングコストとしての会計
観）などの影響もあり，意思決定有用性仮説が優位に立っているようである（5）。しかし，
本研究で会計の本質に接近するにあたっては，スチュワードシップ仮説に手掛かりを求め
ていく。その理由について，会計の概念規定との関わりから説明を試みたい。会計を「意
思決定に有用な情報を提供すること」と定義する場合，意思決定有用性が会計情報を他の
情報から区別する要因となる。しかし，ある情報が意思決定に有用かどうかは，利用目的
や利用者の置かれた状況等によって異なると言えるため，同じ内容の情報でも会計情報に
該当する場合としない場合とが生じることになる。また，意思決定――それを経済的な意
思決定に限定したとしても――に必要な情報が状況により変化するとすれば，あらゆる種
類の情報が会計情報に該当する可能性を持つことになる。しかし，現実に会計により提供
される情報には限りがあると同時に，そこには意思決定に有用でない情報も含まれること
になろう。このため，意思決定有用性を会計の必要条件や十分条件とすると，われわれの
経験的事実と会計概念とが一致しなくなる。したがって，意思決定有用性は会計の目標と
はなり得ても，会計の概念規定には適さないと言えよう。では，情報の内容により会計情
報を定義しようすればどうなるか。会計情報を資金に関わる情報とすれば，「会計情報＝
財務情報」となるであろうし，それを複式簿記に基づいて生成された情報とすれば，「会
計情報＝簿記情報」となろう。しかし，もしもそうであれば，もはや会計という概念を用
いる必要はないと言える。では，会計（accounting）が財務（finance）でも簿記（book-
keeping）でもないとした場合，その概念を規定するには何か別の拠り所が必要となる。
そこでわれわれは，伝統的な目的観とされるスチュワードシップ仮説に基づき，会計の本
質を捉える手掛かりを，受託責任とアカウンタビリティに求めるのである（6）。
1.2．会計学における人間観の問題
　続いて，会計学における人間観の問題について述べておきたい。上述した会計の目的観
のうち，近年の主流とみられる意思決定有用性仮説では，経済的な情報に基づいて自己の
利益のため合理的に意思決定を行う個人，いわゆる経済人が想定されていると考えられる。
こうした人間観を基礎に置くことは，経済学はもとより，他の社会科学研究においても珍
しいことではないであろう。ここで問題として指摘したいことは，経済人仮説に基づいて
いることよりもむしろ，人間の他律的な側面に対して過度に焦点が当たっていると考えら
れる点である。有用な会計情報を提供すべきとする目的観は，出資者や投資家を情報に反
応して行動する存在とみなし，コーポレート・ガバナンスの議論で会計や監査が重視され
（5） 例えば，国際財務報告基準（IFRS）の設置主体である国際会計基準審議会（IASB）の議論にも，その傾向
がみられる。IASB は，IFRS 開発の基礎となる考え方を示す概念フレームワークにおいて財務報告の目的を
示しているが，前身の国際会計基準委員会（IASC）が 1989 年に公表した当初は財務諸表の目的に含まれて
いた「受託責任」と「アカウンタビリティ」の文言を，2010 年の改訂で削除し，財務報告の目的を意思決定
有用性に一本化した。2018 年の同フレームワーク改訂で「受託責任」の文言を復活させ，提供すべき財務情
報の一つに「経営者の受託責任の評価に必要な情報」を挙げているものの，依然意思決定有用性仮説を採用
していると考えられる。IASB（2010；2018），山内（2019），山口（2019）を参照。
（6） なお，井尻（1975,48-49）は，会計の目的が意思決定有用性ではなく，会計責任（accountability）に求めら
れることを説得的に論じている。
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るのは，経営者が会計数値を通じて他者に規律付けられる存在とみなされているからだと
言えよう。会計が個人を計算可能な人間に位置付け，統治技術として機能してきたという
問題（堀口 2018,69-71）を会計社会学が提起したのも，会計学が人間の他律的な側面を
強調し過ぎたことに対する批判として受けとめることもできよう。もちろん，人間が環境
に制約され，他者の影響を受けるといった他律的な側面を持つのは疑いようのない事実だ
が，同時に自らの自由意思で選択し，主体的に行動する自律的な側面も併せ持っているは
ずである。人間の自由意思を認めるからこそ責任が問われるのであり（7），会計を責任実践
として捉える以上，人間の自律的な側面にも焦点を当てなければならない。したがって本
研究では，会計に関わる当事者を，環境に制約されつつも自らの自由意思で選択する主体
とみなし，考察を進めていく。
2．責任実践としての会計の性質
2.1．分析の枠組み：責任過程
　スチュワードシップ仮説において，会計は，財産受託者がその正直性や誠実性の検証を
受けるために，財産委託者に対してなす弁明の行為とみなされている（8）。この時，財産受
託者は受託責任とアカウンタビリティを負っていることになる。受託責任とアカウンタビ
リティは，いずれも責任に関連した概念であるため，会計もまた責任に関わる行為と考え
ることができよう。では，責任とは何か。
　倫理学の立場から責任を論じた大庭（2005,23-24）は，責任を人間関係の特質とみる。
人は他者と共に生きる存在であるが，「共に生きる」とは，単に物理的に同じ空間に存在
するというだけではない。それは，互いに「問いかけ・呼びかけうるし，応じうる」間柄
を生きることを意味し，そうした呼応可能な間柄における応答（response）の可能性
（ability）が，責任（responsibility）という語の由来とされる（大庭 2005,16）。呼応可
能な間柄は，「呼びかけられているという事実にたいして繊細であればあるほど，応えう
るかもしれないという可能性にかんして楽天的であればあるほど」豊かになり，逆に「呼
びかけられているという事実を黙殺することが多くなればなるほど，そしてまた応えうる
という可能性を見切るのが早ければ早いほど」貧しくなる（大庭 2005,25-26）。したがっ
て人間関係の豊かさは，未来に向かって呼応可能な間柄を維持し育てていこうとする個人
の態度に依存すると言え，そうした態度が個人に帰せられる責任に他ならないとされる（大
庭 2005，28）。また，過去の行為の「責任を問う／問われる」のは，そこに過失があろう
となかろうと，互いに自他の行為の理由（わけ）を理解できなければ，共に生きていくこ
とができないためである。したがって，自らの行為の理由を説明する（少なくとも説明し
ようと努力する）姿勢も，個人に帰せられる責任に含まれるものとされる（大庭 2005,
28-29）。
（7） この点に関連して大庭（2005,42）は，責任を問題とするために必要な条件を，「他のようにもできたか否か
という規準」と呼んでいる。
（8） しかし後述するように，アカウンタビリティに基づく説明のすべてが，会計と呼ばれるわけではないと考え
られる。
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　このように責任を捉えると，社会的関係は呼応可能な間柄を基盤に成り立っており，わ
れわれの社会生活と責任とが密接に関わっていると考えることができよう。また，過去の
行為の理由の説明は，アカウンタビリティや会計に関係するとみなすこともできよう。一
方，こうした考え方にしたがうと，われわれのあらゆる行為――通常は責任との関連を意
識しないような行為までも――が，責任と関わってくることになる。したがって，会計と
責任との関わりを理解するためには，人間の多様な行為と責任との関わりを整理する必要
があろう。そこで本稿では，筆者のこれまでの研究（坂井 2015；2016；2019）にしたがい，
応答責任論（瀧川 2003；Takiakwa2009；蓮生2010；2011）に依拠して，責任に関わる
行為を整理していく。
　応答責任論を最初に提唱した瀧川（2003,2）は，責任を問い，責任をとり，責任を負い，
責任を果たし，責任を転嫁し，責任を否定し，責任の所在を明確にし，といった責任に関
わるあらゆる実践を「責任実践」と呼び，人間が日々責任実践を営む主体であることを前
提に置いている。応答責任論は，そうした多様な責任実践を，責任過程として捉えている。
責任過程とは，問責者，答責者間のコミュニケーションであり，問責者は責任を問う主体，
答責者は責任を問われる主体を指す。坂井（2019,59-60）で示した答責者の立場での責任
過程を再掲すれば，表 1 の通りとなる。
表 1：責任過程（答責者）
責任の種類 責任過程（process of responsibility）
Ⅰ．責務責任
（obligation）
〈①約束事〉
法的・行政的・道徳的規範，政治的取り決め等に基づく約束事に合
意する。
〈②責務〉
〈①約束事〉の合意に基づき，“行為” と “説明” に関する自らの責
務（≈他者の期待）を受け入れる。
〈③行為〉
〈②責務〉で受け入れた “行為” に関する責務に基づき，行為を遂
行する。
Ⅱ．アカウンタビリティ
（accountability）
〈④結果説明〉
〈②責務〉で受け入れた “説明” に関する責務に基づき，行為の結
果の説明を行う。
〈⑤理由説明〉 〈④結果説明〉が承認されなかった場合，行為の正当化を行う。
Ⅲ．負担責任
（liability）
〈⑥賞罰〉
〈④結果説明〉，〈⑤理由説明〉を通じて決定された他者の評価（≈
自らの負担）を受け入れる。
（坂井 2019，60 を一部修正して筆者作成）
　責任過程で実践される責任の種類は，三つに分類される。Ⅰ．責務責任は，自らの責務
（他者の期待）に基づいて，行為を遂行する責任である。Ⅱ．アカウンタビリティは，他
者からの評価を受けるために，自らの行為の結果や理由について説明する責任である。Ⅲ．
負担責任は，他者の評価（自らの負担）を受け入れる責任である。そして，Ⅰ．責務責任
に関して〈①約束事〉，〈②責務〉，〈③行為〉の三つの過程が，Ⅱ．アカウンタビリティに
関して〈④結果説明〉，〈⑤理由説明〉の二つの過程（9）が，Ⅲ．負担責任に関して〈⑥賞罰〉
の過程があり，責任過程が六つに区分される。ここで，〈②責務〉における自らの責務とは，
行為者たる答責者が，他者の期待として認識したもののうち，自ら選択して受け入れたも
のである。また，〈⑥賞罰〉における評価には，他者の期待を下回った場合の制裁や処罰と，
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他者の期待を満たした場合の報酬の両者が含まれる。ただし，他者の期待を下回った場合
に答責者の負担となるものは，答責者が他者の評価として認識したもののうち，自らの負
担として受け入れたものである。このため，問責者が答責者の負担に満足できず，社会的
関係が消滅する場合があると言えよう。他方，社会的関係が継続する場合は，答責者の負
担は次なる責務に反映され，責任過程は循環的に継続すると考えられる。
　以上が坂井（2019）で示した責任過程の概要だが，そこでは十分に説明しきれていない
点があるため，ここで補足しておきたい。
　第一に，アカウンタビリティは常に求められるわけではない点である。責務が包括的で
あったり，関係が短期的であったり，あるいは説明がなくても行為の結果が明らかであっ
たりする時などは，あらかじめ〈④結果説明〉が期待されていない場合があると考えられ
る。また，〈⑤理由説明〉も常に行われるわけではなく，それが求められるのは，問責者
の期待通りに行為が行われなかった時や，問責者に危害を加えたり損害を与えたりしてし
まった時などに限られるであろう。
　第二に，責任過程の答責者（行為者）と問責者（他者）はいずれも，個人に限定されな
い点である。われわれは，日常的に企業，学校，病院，政府などの様々な組織とも社会的
関係をもち，組織に責任を問われたり，組織の責任を問題にしたりしているはずである。
したがって，個人だけではなく，人と呼応可能なあらゆる行為主体が，責任過程の当事者
として想定されることになろう（10）。
　第三に，責任過程が当事者間で相互的に実践される点である。表 1 は，あくまでも答責
者（行為者）の立場のみを示しているため，あたかも責任過程が一方的に実践されている
との誤解を与えるおそれがある。しかし，社会的関係の当事者は，それぞれが責務を負う
ことが通常であるため，自らの責務に関して答責者になると同時に，他者の責務に関して
は問責者となる。したがって，社会的関係にある当事者双方の責任過程が，同時的に行わ
れるものと解すべきであろう。
2.2．コミュニケーションとしての責任過程
　応答責任論は，責任過程を問責者，答責者間のコミュニケーションとして捉えているが，
ここでコミュニケーションと責任との関係について，さらなる考察を試みたい。コミュニ
ケーションとは，「社会生活を営む人間の間に行われる知覚・感情・思考の伝達（広辞苑）」
であり，言語的行為ないしは非言語的行為を伴う。コミュニケーションは，自らの知覚・
感情・思考を発信する者と，それを受信する者の両者が存在しなければ成立し得ない。ま
た発信者は，受信者が自らの知覚・感情・思考を認知し，それに返答することを期待して
いると考えられるため，発信者と受信者は交互に入れ替わることになる。大庭（2005）に
したがえば，こうした相互的な過程としてのコミュニケーションが行われる時，互いに「問
いかけ・呼びかけうるし，応じうる」という呼応可能な間柄が成立していると言え，した
（9） 坂井（2015）の〈④事前会計〉と〈⑤事後会計〉，坂井（2016）の〈④事前アカウンタビリティ〉と〈⑤事
後アカウンタビリティ〉，坂井（2019）の〈④事前説明〉と〈⑤事後説明〉から，さらに表記を変更した。
その理由は，両者の違いが理由の問いかけの有無にあることを明示するためである。
（10） 坂井（2019,65-68）では，個人と組織間の責任過程，組織と（上位）組織間の責任過程を論じた。
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がって責任が生じていることになる。他方，応答責任論にしたがえば，責任にまつわるあ
らゆる実践は，「期待（呼びかけ）」と「応答」，「問責（問いかけ）」と「答責」というコミュ
ニケーションの形態をとることになる。つまり，あらゆるコミュニケーションは，その当
事者の責任を伴うと同時に，そのうちに責任実践を含むと考えることができよう。
　以上の理解に基づき，前節でみた責任過程を表現し直してみたい。コミュニケーション
に含まれる責任実践の要素を，「期待」，「応答」，「問責」，「答責」，そしてコミュニケーショ
ンの前提でもあり結果的に生じるものでもある「合意」の五つに区分し，問責者と答責者
の相互的なコミュニケーションを，責任過程と関連付けて示せば，表 2 の通りとなろう。
表 2：責任過程（コミュニケーション）
問責者 答責者 （責任過程）
（1）合意 （約束の受容） （1）合意 （約束の受容） 〈①約束事〉
（2）期待 （呼びかけ） （2）応答
（責務の受容） 〈②責務〉
（行為の遂行） 〈③行為〉
（結果の説明） 〈④結果説明〉
（3）問責
（問いかけ）
（3）答責
（理由の説明） 〈⑤理由説明〉
（評価） （負担の受容） 〈⑥賞罰〉
（筆者作成）
　このように責任過程をコミュニケーションとして捉えると，それは（1）合意，（2）期
待と応答，（3）問責と答責の三段階のコミュニケーションに区別できる。それぞれのコミュ
ニケーションの内容及び責任過程との関係は，以下のように理解できる。
　（1）合意においては，コミュニケーションの前提となる約束を相互に受容し，これが各々
に責務を生じさせる契機となる。合意される約束の内容は，法的，行政的，道徳的規範な
どの社会的に広く共有された約束のみにとどまる場合もあれば，当事者間だけで合意され
た約束を含む場合もある。前者の場合に生じる責務は包括的な内容となる一方で，後者の
約束に基づく責務の内容は，より個別的で具体的になると考えられる。この段階のコミュ
ニケーションは，責任過程の〈①約束事〉に該当する。なお，これに続くコミュニケーショ
ンでは，各当事者が自らの責務に関して答責者となると同時に，他者の責務に関しては問
責者となる。
　（2）期待と応答では，合意した約束に基づいて問責者が期待し，答責者がそれに応える，
というコミュニケーションが営まれる。問責者は，相手が予期した通りに行動してくれる
ことを待ち設けると同時に，時には期待を表明して相手への呼びかけを行うことになる。
一方で，答責者は自らの責務を受容し，行為と説明の目標を定め，行為の遂行と結果の説
明を通じて相手の期待に応えていくことになる。なお，答責者の説明が不十分な時には，
行為の結果について追加的な説明が求められることになろう。また，答責者の説明を問責
者に信頼してもらうことが困難な時には，答責者以外の第三者の監査等により，説明の妥
当性を検証する場合もあろう（11）。この段階のコミュニケーションは，答責者の立場の責
任過程の〈②責務〉，〈③行為〉，〈④結果説明〉がこれに該当しよう。
　（3）問責と答責では，問責者は相手による期待への応答を評価し，答責者はその評価を
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受け入れる，というコミュニケーションが営まれる。問責者の期待に応えられていない時
には，問責者が評価を下す前に相手の行為の理由を問う場合があると考えられる。また，
答責者が問責者の評価に納得できない時には，答責者が自らの行為の正当化のため追加的
な説明をする場合もあろう。そして，問責と答責を経て両者の関係を継続するような合意
が生じると，コミュニケーションが継続すると言えよう。この段階のコミュニケーション
は，答責者の立場の責任過程の〈⑤理由説明〉，〈⑥賞罰〉がこれに該当することになろう。
2.3．責任過程における会計の位置
　これまでの議論に基づけば，先にみたスチュワードシップ仮説における受託責任は，財
産受託者の答責者の立場での責任過程として理解できる。かかる責任過程では，財産受託
者が答責者，財産委託者が問責者となって，財産の運用に関する（1）合意，（2）期待と
応答，（3）問責と答責というコミュニケーションが営まれることになる。今日の株式会社
企業の場合は，経営者が答責者として受託責任を負い，出資者や投資家（潜在的出資者）
が問責者となって，企業経営に関するコミュニケーションが営まれると解釈できる。坂井
（2019，61-62）で示した株式会社企業の経営者（答責者）・出資者及び投資家（問責者）
間の責任過程を，両者のコミュニケーションの過程として整理し直せば，表 3 の通りとな
ろう。
表 3：株式会社企業の経営者・出資者及び投資家間の責任過程（コミュニケーション）
出資者及び投資家 経営者 （責任過程）
（1）
合意
法的な規範（会社法や金融商品取引法
等），出資者や投資家の期待等に基づき，
企業経営に関する約束に合意。
（1）
合意
法的な規範（会社法や金融商品取引法
等），出資者や投資家の期待等に基づき，
企業経営に関する約束に合意。
〈①約束事〉
（2）
期待
合意した約束に基づき，企業経営や財務
会計を行うことを，経営者に期待（呼び
かけ）。
（2）
応答
合意した約束に基づき，企業経営の目標
（利益水準，成長率等）や財務会計の目
標（財務報告の内容や方法，時期等）を
決定。
〈②責務〉
企業経営の目標を達成するため，企業活
動（財産の調達や運用）等を組織的に遂
行。
〈③行為〉
財務会計の目標に基づき，出資者や投資
家に対して，企業経営の結果を説明（財
務報告等）。
〈④結果説明〉
（3）
問責
企業経営の目標の未達成，財務会計の不
備等，自らの期待に応えられていない場
合，その理由を経営者に問いかけ。 （3）
答責
企業経営の目標の未達成，財務会計の不
備等に関して出資者や投資家に問われた
場合，その理由を説明。
〈⑤理由説明〉
経営者に対する評価（株主総会での信任
or 不信任，株式の取得希望 or 保有継続
or 売却等）を決定。
出資者や投資家の決定した評価（株主総
会での信任 or 不信任，株式の取得希望
or 保有継続 or 売却等）を受容。
〈⑥賞罰〉
（坂井 2019，61-62 に基づいて筆者作成）
（11） 坂井（2019,61）は，第三者が関与する監査が，会計と同様にアカウンタビリティに関する責任実践と考え
られることを論じている。
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　表 1 の責任過程が示す通り，アカウンタビリティに基づく責任実践は，〈④結果説明〉
と〈⑤理由説明〉が該当することになる。したがって，スチュワードシップ仮説で示され
た財産受託者がその正直性や誠実性の検証を受けるため財産委託者に対してなす弁明の行
為には，財産委託者の期待（呼びかけ）への応答としての説明と，財産委託者の問責（問
いかけ）に対する答責としての説明が含まれることになる。一方，会計学が主たる対象と
してきた会計は，坂井（2019，62）で検討した通り，出資者や投資家の期待（呼びかけ）
への応答としての説明である〈④結果説明〉の過程が，これに該当すると言えよう。
　これまでの検討を通じて導き出される会計の性質は，下記の通りとなろう。
　・会計は，財産受託者が，財産委託者に対して，自らの行為の結果を説明すること（結
果説明を行うこと）である。
　・会計は，財産委託者と財産受託者との関係を未来に向かって豊かにすることを志向し
た責任実践の一環として，財産受託者のアカウンタビリティに基づいて行われる。
　・会計は，財産委託者の期待（呼びかけ）に対する財産受託者の応答（結果の説明）の
コミュニケーションである。
　・会計は，財産委託者と財産受託者との間で行われる，問責（問いかけ）と答責（理由
の説明）のコミュニケーションの契機となる。
　・会計としてなされる説明は，財産委託者による財産受託者の評価に用いられる。
3．会計の信頼形成の機能
3.1．分析の枠組み：信頼の類型と形成要因
　坂井（2014,98-99；2018,56-59）では，近代的な企業会計制度の成立の背景に信頼の問
題があったと解釈し，会計の機能について信頼の観点から検討した。本稿もそれらの研究
にしたがい，会計による信頼形成の機能に着目する。では，信頼とは何か。
　信頼とは「信じてたよること（広辞苑）」であるが，未来を知り得ないわれわれは，頼
る相手に対する信頼がなければ，他者と共に生きていけない。ここで言う信頼は，「他者
が予期した通りに行為するであろうと待ち望むこと」であり，そうした行為が遂行される
ことに対する「期待」と換言できる。坂井（2018）では，このように信頼を期待として捉
え，社会心理学の山岸（1998），社会システム論のルーマン（1990）の信頼論に依拠して，
信頼の類型と形成要因を検討した。以下では，それらの議論に修正を加えた上で，本稿で
の分析の枠組みを提示したい。
　山岸（1998,37）は，信頼について相手の意図に対する期待に限定して議論を進めている。
相手の意図に対する期待とは，「相互作用の相手が信託された責務と責任を果たすこと，
またそのためには，場合によっては自分の利益よりも他者の利益を尊重しなくてはならな
いという義務を果たすことに対する期待（山岸 1998,35）」であるとされる（12）。さらに山
岸（1998,42-43）は，信頼を一般的信頼と情報依存的信頼の二つに分類している。一般的
信頼は，「具体的な特定の相手ではなく他者一般に対する信頼」とされ，情報依存的信頼は，
「特定の相手に関する情報を利用して形成される信頼」とされる（山岸 1998,42-43）。こ
のうち情報依存的信頼は，相手の信頼性の程度を示唆する情報の利用がその形成要因に
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なっており，かかる情報として，相手の一般的な人間性，相手の社会的カテゴリー，相手
が自分に対してもっている感情や態度などが挙げられている（山岸 1998,44-45）。もう一
つの一般的信頼については，その形成要因は示されていないものの，人間であるという以
外に何もわからない相手への信頼の程度のデフォルト値としている（山岸 1998,42）。わ
れわれが他者と交流しようとする時，常に相手に関する情報をあらかじめ有しているわけ
ではないため，一般的信頼がなければ，特定の他者と交流し関係を築き始めることはでき
ないと考えられる。したがって一般的信頼は，情報依存的信頼の形成に補完的に作用する
と言えよう（13）。
　一方でルーマン（1990,176）は，「信頼が社会的な複雑性を縮減するのは，信頼が情報
不足を内的に保障された確かさで補いながら，手持ちの情報を過剰に利用し，行動予測を
一般化するから」と述べており，信頼を「情報の不足を補うために行動予測を一般化する
こと」だとみなしていると考えられる。「行動予測を一般化する」とは，「将来の行動があ
る規則性をもってなされるだろうと期待する」ことを意味していると解釈できる。したがっ
てルーマン（1990）も，山岸（1998）と同様に信頼を期待として捉えていると言える。し
かし，上記の山岸（1998）の議論が個人への信頼のみを問題としたのに対して，ルーマン
（1990,37-38）は信頼を人格的信頼とシステム信頼の二つに区分し，個人に対する信頼に
加えて，人々の行為が作り出す社会システムに対する信頼が形成されることを指摘してい
る。人格的信頼は，「他者がその人格性にしたがって振る舞うであろうという期待」であり，
特定の他者との日々の経験（馴れ親しみ）を通じて形成される。さらにルーマン（1990,
109；128）は，再帰化ないしは再帰性という概念を用いて，「信頼に対する信頼」が信頼
の変容を生むことを指摘した。かかる再帰化により，人格的信頼の本質的な部分が人格に
対する信頼から表現方法やマナーに対する信頼に変化し，再帰性が意識化される程度に応
じて人格的信頼がシステム信頼に変化するとした（ルーマン 1990,114；125；127）。シス
テム信頼は，経済システム，専門家システム，行政システム等の社会システムに対する信
頼であり，それら社会システムを象徴する貨幣，真理，正当化された政治権力等（コミュ
ニケーション・メディア）への信頼を通じて形成される（ルーマン 1990,88；90-103）。
　ここで，山岸（1998）とルーマン（1990）のそれぞれの信頼類型を比較し整理しておき
たい。まず，山岸（1998）の情報依存的信頼は特定の他者に対する信頼であるため，ルー
マン（1990）の人格的信頼に含まれると解釈できる。「含まれる」としたのは，人格的信
頼の対象とする他者が個人に限定されず，また利用される情報が他者の意図に関するもの
に限定されないと考えられるためである。しかし，人格的信頼という表現は，個人だけを
対象とした信頼であるとの誤解を生じさせるおそれがある。このため本稿では，特定の他
（12） 山岸（1998,35）は，「社会関係や社会制度の中で出会う相手が，役割を遂行する能力を持っているという期待」
を能力に対する期待としての信頼としつつ議論の対象から除外しているが，本稿では能力に対する期待とし
ての信頼も議論の対象とする。また山岸（1998,39）は，相手の自己利益のため相手が自分を搾取する意図
をもっていないという期待を安心と呼び，信頼とは区別している。坂井（2018,66）はこれを安定的期待と
呼び，信頼に含めて論じたが，安定的期待は会計によって形成されるものではないと考えられるため，本稿
では議論の対象としない。
（13） 大庭（2005,19-21）が互いに呼応可能であるための条件として挙げた「ミニマムな信頼関係」は，一般的信
頼に相当すると考えられる。
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者（個人以外も含む）に対して，当該他者に関する情報（意図以外の能力等に関する情報
も含む）を利用して形成される信頼を，情報依存的信頼と呼ぶこととする（14）。次に，山
岸（1998）の一般的信頼はどうであろうか。他者一般に対する信頼とは，誰もが道徳的規
範や慣習，礼儀作法などの社会的規範にしたがって行為することを期待することだと言え
る。これは，社会的規範として人々に作用する道徳的ないし法的な社会システムに対する
期待であると解釈できる。このため，ルーマン（1990,37-38）が他の人間に対して向けら
れるシステム信頼とした人格システムに対する信頼が，山岸（1998）の一般的信頼を意味
すると考えられよう。したがって本稿では，一般的信頼もシステム信頼に含めて議論を進
めていく。以上の信頼の類型とその形成要因に関する議論を整理すれば，表 4 の通りとな
ろう。
表 4：信頼の類型と形成要因
信頼の類型 形成要因
情報依存的信頼
特定の他者（個人以外を含む）が，予期し
た通りに行為することに対する期待。
特定の他者の情報（意図，能力，社会的カ
テゴリー，その他日々の経験で得られた情
報等）の利用。
システム信頼
社会システム（人格システムを含む）が，
予期した通りに機能することに対する期待。
情報依存的信頼の形成に補完的に作用。
（個人への一般的信頼を含む。）
再帰化（信頼に対する信頼）を通じた社会
システムの象徴（貨幣，真理，正当化され
た政治権力等）に対する信頼。
（筆者作成）
　ここで，情報依存的信頼とシステム信頼との区別について補足しておきたい。情報依存
的信頼の対象に個人以外の他者を含めたことで，企業等の組織といった社会システムに対
する信頼もここに含まれることとなった。一方，システム信頼には人格システムへの信頼
が含まれており，個人も信頼の対象となっていると言える。つまり，情報依存的信頼とシ
ステム信頼のいずれにおいても，個人と社会システムが信頼の対象となっているのである。
したがって両者の本質的な差異は，信頼の対象にあるのではなく，その形成要因にあると
言えよう。
3.2．信頼形成のためのリスク・コミュニケーションと会計
　次に，かつて拙著にて会計を信頼形成のためのリスク・コミュニケーションとみなした
議論について検討しておきたい。現代は再帰的近代化を通じたリスク社会化が進行してお
り（ベック 1998,313-315），リスクのある環境においては信頼が安心を得るために機能す
る（Giddens1990,54=73）といった議論を受けて，坂井（2014）はリスク社会における
信頼形成の有効な手段として期待されるリスク・コミュニケーションに着目し，そこで会
計専門職が果たし得る役割について論じた。リスク・コミュニケーションとは，個人，機
関，集団間での情報や意見のやり取りの相互作用過程であり，リスクの性質についての様々
（14） したがって情報依存的信頼には，注（12）で述べた相手の自己利益のため自分を搾取しないという意図に関
する情報に基づいて形成される信頼，すなわち安定的期待も含まれることになる。
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なメッセージ（リスク・メッセージ），リスク・メッセージに対する関心や意見，反応を
表現するメッセージ，リスク管理のための法律や制度の整備に対する関心や意見，反応を
表現するメッセージを含むものとされる（NRC1989,21）。かかる定義に基づき，財務報
告は投資のリスクに関するリスク・メッセージであり，監査意見はリスク・メッセージに
対する意見を表明するメッセージであるとの理解が導かれた（坂井 2014,105）。つまり，
会計行為がリスク・コミュニケーションとして機能し，近代以降の経済社会における信頼
の形成に寄与してきたと解釈したのである。こうした理解は一見すると本稿における会計
についての理解と整合的なようだが，そこには本質的な相違があると考えられる。それは，
リスク・メッセージとして提供される情報が，経営者の行為者としての意図や能力を評価
するための情報ではなく，投資のリスクに関する情報に置き換わっている点である。代替
案の中から選択するために十分な情報が個人に与えられることが，個人的選択の事態にお
けるリスク・コミュニケーションの成功（NRC1989,78-79）とされるように，あくまで
も個人が自己の損害を回避できるだろうという期待の形成が目的とされており，そこには
行為者との社会的関係の継続や発展を志向するという責任の本質が抜け落ちている。した
がってリスク・コミュニケーションは，経営者の責任実践ではなく，リスクに関する情報
を有する専門家が，かかる情報を社会に提供する行為ないしは制度であり，会計とは本質
的に異なっていると言えよう（15）。
3.3．会計の行為と制度による信頼形成の過程
　ここでは，表 4 で示された信頼の類型と形成要因を分析枠組みとし，会計による信頼形
成の過程について考察する。なお，坂井（2018）では，会計行為と会計制度がそれぞれ異
なる機能を有するものとして論じられた。本稿でもかかる議論にしたがい，会計の機能を
行為の側面と制度の側面に分けて検討していく。
（1）　会計行為による信頼形成
　坂井（2018,63）は，投資家への財務報告が特定の企業（経営者）に対する情報依存的
信頼の形成に寄与すると論じた。財務報告は，前節の責任過程（表 3）で〈④結果説明〉
に位置付けられた通り，自らの行為の結果を説明する会計行為と言える。以下では，会計
行為を通じた情報依存的信頼の形成過程について論じていく（16）。
　上述した通り，情報依存的信頼は，相手の信頼性の程度を示唆する情報の利用がその形
成要因となっている。この時，日々の観察等を通じて相手の意図や能力に関する十分な情
報を得ることができる場合もあるが，観察等によって情報を得ることに限界がある場合は，
相手に説明を求めたり，問いかけたりすることになろう。責任過程におけるアカウンタビ
（15） リスク・コミュニケーションを責任と関連付けて解釈すれば，それはリスクを生み出した行為者の責任では
なく，リスクに関する情報を有する専門家の責任に関連しているということになろう。
（16） なお，坂井（2018,63）は，投資家が株式等に投資する際，その発行主体が株式会社というカテゴリーに属
していることで，継続企業として存続や成長を目指している，株主への利益還元を重視している，といった
期待が形成されることも導き出したが，これは会計行為ではなくシステム信頼を通じて形成されると考えら
れるため，ここではこの点について論じていない。
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リティに基づく説明は，相手の期待や問いかけに応じて行為者の意図や能力に関する情報
を提供することから，情報依存的信頼の形成に寄与すると言える。したがって財産受託者
のアカウンタビリティに基づく会計行為は，財産受託者が，財産委託者の期待通りに財産
を保全したり運用したりしてくれるだろう，という信頼の形成に寄与することになる。で
は，株式会社企業の経営者の会計行為はどうであろうか。これも，財産受託者としての経
営者個人に対する情報依存的信頼の形成に寄与すると考えることができよう。しかし，今
日の大規模化した株式会社企業の場合，その経営や事業の遂行は組織的に行われており，
したがって出資者や投資家が企業に資金を提供しようとする時には，単に経営者個人が成
果を上げてくれるだろうという期待だけではなく，企業として利益を上げ，財産を保全し，
成長してくれるだろうという期待も形成されており，そうした期待に応える企業の能力に
関する情報も，会計行為によって提供されていると考えられる。したがって株式会社企業
における会計行為は，経営者に対する信頼に加え，当該株式会社企業に対する情報依存的
信頼の形成にも寄与していると言えよう。
（2）　会計制度による信頼形成
　続いて，会計の制度の側面から，信頼形成の機能を検討したい。坂井（2018,61）では，
近代的な企業会計制度の成立過程を通じて，株式会社に対するシステム信頼が形成され，
今日に至っているとの理解が得られた。上述した通り，システム信頼は，信頼に対する信
頼，すなわち再帰化が進展することにより形成される。かかる再帰化の過程では，人格に
対する信頼から表現方法やマナーに対する信頼への変化，表現方法やマナーに対する信頼
からシステムの象徴に対する信頼への変化が生じ，やがてシステム信頼に変化していくこ
とになる。この再帰化の過程において，信頼の対象となる表現方法やマナーとは，多様な
行動ないし行為に対して，一定の型ないし形式を与えるものだと言える。そうした型が与
えられることで，抽象的で捉えどころのなかった行動や行為が，人々にとって識別可能な
ものとなる。また，表現方法やマナーが数多く生じてくると，それら多様化した表現方法
やマナーを識別するための二次的な表現方法やマナーが生まれると考えられる。やがて，
多くの人びとによる多様な行動や行為からなるシステムを識別するための表現方法やマ
ナーが生まれ，それらが社会で広く共有されるようになると，かかる表現方法やマナーが
特定のシステムの象徴となり，それが社会から信頼されることで，システム信頼が形成さ
れると考えられよう。こうした再帰化を通じたシステム信頼の形成過程を，坂井（2018,
61）の議論にあてはめて再び示せば，株式会社に対するシステム信頼は，以下のように形
成されたと考えることができよう。
　まず，委託・受託関係において受託者の信頼形成に寄与してきた説明の行為が，一定の
マナー（17）を有した取引の識別と記録，すなわち複式簿記に基づくようになる。すると，
再帰化によって複式簿記そのものが信頼されるようになる。やがて，複式簿記に基づく財
務諸表が受託者の説明に使われるようになると，再帰化により財務諸表に対する信頼が生
じると考えられる。さらに，財務諸表を使った説明が会計と呼ばれ，財務諸表に対する監
（17） なお，会計言語論はこれを語彙と文法とみなすが，複式簿記に限らず，非複式簿記（単式簿記）もそうした
形式を備えているとされる（全 2015，140-148）。
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査が行われるようになり，会計や監査を担う会計専門職が生まれると，再帰化が進んで会
計や監査，会計専門職に対する信頼が生じることになる。そして，複式簿記に基づく財務
報告と会計専門職による財務諸表監査が，多くの株式会社で行われるようになると，財務
報告と財務諸表監査が会計制度と呼ばれるようになる。ついには会計制度が株式会社とい
う社会システムの象徴とみなされるようになり，さらに会計制度が社会から信頼されるよ
うになると，株式会社一般に対する信頼――いかなる株式会社も出資者や投資家のために
機能し，事業の継続や利益の獲得，企業の成長を目指すであろうといった期待――が形成
されると考えられる。つまり，会計制度が株式会社の象徴とみなされるようになったこと
で，会計制度そのものに対する信頼が，株式会社のシステム信頼に寄与していると考える
ことができよう（18）。その結果，株式会社が発行する証券の市場に，多数の投資家が参加
可能となる水準まで，株式会社一般に対する信頼が形成されたと言えよう。
　以上の検討から導き出される会計の信頼形成の機能をまとめると，下記の通りとなろう。
　・会計行為は，財産委託者（出資者や投資家）に対して，財産受託者（株式会社企業及
び経営者）の意図や能力等に関する情報を提供することにより，特定の株式会社企業
及び経営者に対する，情報依存的信頼の形成に寄与している。
　・会計制度は，それ自体が株式会社の象徴とみなされ，社会から信頼されることにより，
株式会社のシステム信頼の形成に寄与している。
　・会計は，その制度が信頼されることで，株式会社が発行する証券市場への投資家の参
加を可能とし，その行為を通じて株式会社に関する情報が提供されることで，特定の
株式会社企業への出資を可能としている。
おわりに
　本稿では，冒頭で述べた「会計は，人や社会とどのように関わっているのか」という問
いを踏まえ，会計の本質に関する基礎理論研究の予備的作業として，拙著（主として坂井
2014；2018；2019）の議論に修正を加えながら，責任と信頼の観点から，会計の性質と機
能について考察した。かかる考察により，これまでのわれわれの議論における不備を修正
し，断片的になされてきた理解を整理し，その体系化に向けて些かながら進捗があったと
考えている。しかし，本稿で扱った責任と信頼は，それ自体を理解することが困難なテー
マでもあるため，今回得られた結論はあくまでも仮のものに過ぎず，今後も修正を加えて
いかなければならない。本稿はこうした状況にあるため，次なる研究課題を以下に示して
おく必要があろう。
　まず，責任過程の検討において，アカウンタビリティに関する責任過程の表記を結果説
明と理由説明に変更し，このうち結果説明だけに会計が該当するとしたが，理由説明と会
計との関係については十分に論じることができなかった。しかし，現実の会計においては，
行為の理由の説明が行われる可能性もあり，そうした事実が明らかとなった場合は，アカ
（18） 複式簿記や会計が社会から高い信頼を得ているのは，その科学的な性質によって正当化されてきたことによ
るとする指摘もある（堀口 2018，12-17）。
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ウンタビリティと会計との関係についてさらに見直す必要がある。この点については，今
後も継続して検討していきたい。
　次に，会計制度の機能に関して，ルーマン（1990）の再帰化の概念を用いて考察したが，
かかる議論にしたがえば，近代的な会計制度の成立以降も再帰化は進んでいると考えられ
る。しかしながら本稿では，今日における会計制度の再帰化については論じられていない。
このため，とりわけ近年の会計制度の劇的な変化の意味について，今後検討する必要があ
ると考えている。
　また今回，コミュニケーションの観点から責任過程について考察したが，少数の財産委
託者と財産受託者間のコミュニケーションと，不特定多数にのぼる出資者や投資家と企業
経営者間のコミュニケーションとでは，その性質が大きく異なってくると考えられる。し
かし，そうしたコミュニケーションの性質の違いに基づく検討を，本稿では行うことがで
きなかった。この点も今後の検討課題としたい。
　最後に，「株式会社企業や経営者をどのような存在とみなすか」，という会計の前提に関
わる問題についても述べておきたい。本稿では，株式会社企業がどのような存在であるか
についてはまったく論じることなく，その経営者を単に財産受託者とみなして議論を進め
てきた。しかし，現実の企業は多様な組織からなる複雑な存在であり，その経営者も単な
る財産受託者ではなく，より複雑で大きな責任を負っていると考えられる。この問いは，
会計の基礎理論研究において避けることができない問題であり，筆者自身の研究にとって
もきわめて重要な課題であると考えている。
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〔抄　録〕
　本稿は，会計の本質に関する基礎理論研究の予備的な作業として，会計の性質と機能に
ついて責任と信頼の観点から論じている。会計の性質の考察にあたっては，瀧川（2003）
他の応答責任論及び大庭（2005）の責任論に依拠して，責任をコミュニケーションとして
捉える責任過程の枠組みを用いた。会計の機能についての考察は，ルーマン（1990）及び
山岸（1998）の信頼論を手掛かりとして，信頼を情報依存的信頼とシステム信頼に分類し，
会計の行為と制度による信頼形成の過程を対象として行った。
　考察の結果，会計とは財産受託者が財産委託者に対して自らの行為の結果を説明するこ
とであり，それは財産委託者の期待に対する財産受託者の応答のコミュニケーションとし
ての性質を有し，財産委託者と財産受託者との関係を未来に向かって豊かにすることを志
向した責任実践の一環として，財産受託者のアカウンタビリティに基づいて行われるとい
う理解が導かれた。また会計は，その制度が信頼されることで株式会社が発行する証券の
市場への投資家の参加を可能とし，その行為を通じて株式会社に関する情報が提供される
ことで，特定の株式会社企業への出資を可能としているとする試論が導かれた。
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社会交変換論Ⅶ
―マーケティング・アズ・コンステレーションの焦点―
 長谷川　　　博
はじめに
　「人文―自然科学」2 において「単純―複雑」2 の C1 への安住（デュエリング）は，ある
所与の前提下での対称性を破る選択だけとなるか小田原評定となり，解釈の押し付けに余
儀なく定義された問題の解決過程をとらないことによるイノベーションの可能性を封じ込
む。ゆえに，そうした前提が利かなくなる複雑系へと，「苦［痛］あれば［快］楽あり 2.0」
を迎え撃つ色んな心をもつ強い HI（人間［身体］知）なる者が増えている。昨今のように
輪をかけ強い AI（人工［身体］知）化が云々される以降では，本論の基礎的主題であるト
ランスベクション（サプライ・チェーン）という複雑系での取引（トランザクション⊂ト
レード）のクロス・カップリング（CC）ばかりについてではなかろうが，ダブル・クロ
ス（DC）における C1 と C2 の CC を，強い AI が処理しだすかもしれずとの論調もでるの
だろうか。とまれ周知のように，全知全能（SEU）モデルや限定（制限）合理性行動モデ
ルと情動が働く直観モデルに対し，理性の欠陥は自然選択というより容赦ない合理性によ
り正されるという進化論的適応のデファクトスタンダード・モデルといえる行為に先立つ
意思決定論（1）があった。しかしながらこれに対しては，理由により合理的に説明できる「行
為」―本論は行為を「行動―活動」／「意思決定―実行」／「管理―課業」の 3 次元で考
えている―を突き詰めた言及（2）がある。また，C2 から C1 への分化をいうだけの始末や C1
（C2）によって説明できない C2（C1）を虚構（妄）だといい否定する始末
（3）がある。虚
構が動き出しているというときに，「飛び越した者は飛び越さず，飛び越さぬ者が飛び越
している」ということをどこまで自戒できているのかと思う。
　まずはそこで，量子が［参入―脱参入―再参入する］粒子でも［引けば寄せる］波でも
あるとのように，それ以上でも以下でもない粒子的な C1 と波的な C2 の CC では，つぎの
行方とともに本論はグラウンドを責めて 10 年がかりで後もう一周はすると考えながら
走っている。それは，自動的存在すなわち元（区分上ではカテゴリ）は 1 でも多でもない
という批判実在論からすれば，既存テーゼ（［新］実在論，［新］唯物論，［新］自然主義等）
の包摂に向かうかと括目できる論争（4）である。
（1） Simon,H.A.,1983．
（2） Dretske,F.,1988.以上は，以下のデイヴィドソンによる自然化路線の向きから SOL 化に踏み出していたと
見做す。D.デイヴィッドソン／服部裕幸・柴田正良訳，1990（1980）。
（3） M.ミンスキー／安西祐一郎訳，1990（1985）年。たとえば以上での FOL 的な容赦なき切り捨てへの，臆面
ない追随は既に鳴りを静めた。
（4） Giere,R.D.,2006.Chakravartty,A.,2007.
〔論　説〕
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　また，「マルクスがマルクスになった」と言われている労働観（5）の頚木を何ほど離れたの
かも，「肯定2―否定2」である。むろん，昨今でものファースト化により相同性を求めるこ
ととは断じて異なるが，餌撒きではなく種蒔きとして「肯定2―否定2」を言うことでしか，「結
び（ひ）」という生む（発生）力はでてこない。「A よりも B（非なる別 A か反 A）である」
という肯定に対しては，「B よりも A である」が内的否定，「A よりも B ではない」が外的
否定といわれる（6）。現実にままあるこの外的否定がただの餌撒きになっているだけの場合は，
本論では論外である。そうして，「私が私になった」と純粋なまでにいうほどの「われ（HI）
われ（HI）」は相互撤退し合うがそれぞれに新しい朝の目覚めには遠く，誰かを何かを探す
憂き目にあうつぎの 2 種に分かれる（7）。①新しい集合論としての論理階型論の構築を見た
まで（8）のように，自己言及を許容するループ（「環」）を忌避する者（C1 者）。そして②直観
主義に終始するところの反実在論者だけではないのだが，上記①はいかにも直観―自然科
学者が超越に向かうのも［「人間らしさ」の極みとされてきた］直観ではないか―に合わな
いとし「ループこそが私だ」という者（C2 者）。基本開閉論にかかわるその［多重再帰性］
ループについては，学習（自己組織性）論におけるシングルからダブルさらにマルチ・ルー
プ（9）では「FB2―FF2」においてエンタングル（もつれ）情報があると判断するが，どうで
あろうと層間にも SOL があるので，線形分離可能な場合へと主知論（知決定論）化する認
識論の工学化でも線形分離不可能な場合が視野に入れられてきた（10）。
　よって本稿では，以上を熟しつつ次稿以降を理論的により入念にいうためにも，専門的には
マーケティング・アズ・コンステレーションの見地から全体とはトランスベクション機構（⊃流
通機構）だと念頭し，一事が万事に通じるような現実（「過去2―未来2」／「経験2―超越2」）
の探求として焦点を絞る。そして，たとえ未だ互いに互いの名実を知らぬ（知りえぬ）者であ
ろうとも，「［超］組織個体／［間］世代的」に「これでもう十分だろう」と人間が言うこと為す
ことに，以下の節を跨ぎ記す（1）～（9）を少なくとも鈍らず経る CC があればいいとまでをいう。
第 1節　ネオ共進化と発生論的共生：2重偶有性以後の 2重様相性
　パラドクスの帰結である矛盾には，様相的につぎがある（11）。①論理的にすべてが演繹で
きてしまうという破綻（「偽→真」）を必然的に来し，不可能である矛盾。②既述の「嘘つ
（5） K.マルクス／城家登・田中吉六訳，1964 年，84～106 頁。
（6） N.チョムスキー／福井直樹・辻子美保子訳，2011 年。
（7） D.R.ホフスタッター／片桐恭弘ほか訳，2018（2007）年，82～97 頁。以上に基づく。
（8） A.N.ホワイトヘッド・B.ラッセル／岡本賢吾ほか訳，1988 年，127～275 頁。B.ラッセル／高村夏輝訳，2007 年，
156～185 頁。なお，筆者が推し測るまでの以下も参看されたい。K.ゲーデル／林晋・八杉満利子訳（解説），
2006 年，110～117 頁，189～196 頁。K.ゲーデル／戸田山和久訳，1995 年，57～95 頁。W.V.O.クワイン／飯
田隆訳，1992 年，119～155 頁。L.ウィトゲンシュタイン／野矢茂樹訳，2003 年，31～128 頁，151～180 頁。S.A.
クリプキ／八木沢敬・野家啓一訳，1985 年，25～237 頁。R.ローティ／野家啓一監訳・伊藤春樹ほか訳，1993 年。
（9） Argyris,C.,1992,p.68. 以上は FB の遡及先によるループの区分を，以下は脱学習でもある学習の学習
（deutero learning）をいう。Redding,J.C.andR.F.Catalanello,1994.これら以前にもある管理過程（戦略
過程）論でもしかりとは，2 次化の含意度合いでいいうる。
（10） 甘利俊一，2008（1989）年。多層の学習回路網等については以上がある。
（11） 一ノ瀬正樹，2006 年。M.カオンゾ／高橋昌一郎監訳，2019 年。金子邦彦，2019 年。以上を踏まえて尚もいう。
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きのパラドクス」など現実にはまずもって生じえないとはいえ，純然に論理上のアポリアで
ある矛盾。そして③数学など科学が進展するほどに上記①や②だとはいえないと，その真
偽への含意に諸論で濃淡がでているのだが，現実にその意味を語りうるので実践問題での
多様な意義と偶有的に結びついているところの，不可能ではない矛盾。ただし，［量子］情
報科学が「操作的記述」（推論の各段階がすべて実験的に験証可能な記述）は 2 者以上の対
話で進められていくのであり「私」だけではない（12）ということも踏まえて上記③に照射す
ることが，2 重偶有性以後（ポスト・ダブルコンティンジェンシー）の「2 重様相性」の道
筋になると考えるわけである。その上記③については，「アズ（as）」という一語に込められ
ている例えばつぎがある。①成長神話が崩壊して，尚も成長過程をものにしようとしてい
ること。②「反極の一致」への対処でも再燃し続けてきた「A＝非 A」という魔等式が投
げかける問いを晴らせるかということ。③前稿で述べたばかりの「ニューカム・パラドクス」
と資本主義の捉え方。そして④「ある観点では異なることを認めつついま論ずる点では差（違
い）がないという意の『等しい』―［今考えている限りでは］あらゆる点で等しいという
意の『同じ（ちがいがない）』」／前稿既述の「メレオロジー―メログラフィー」における「手
前（デコヒーレンス）―手許性（コヒーレンス）」についての考察を要すること。
　また，ここに戻るつもりはないが，われわれがデカルトを超出できてはいない行為中で
保持され続け「真実」になる 2（多）元論（13）も，われわれがゲーテを超出できてはいない
行為中で例えば「個体発生は系統発生を繰り返す」という生物学的進化の前成説が保持さ
れ「真実」になる 1 元論も見かけに過ぎない幻想だといわれて久しい。マーケティングの
バージョンアップ論では，C2 をも含意するようになることがあるとともに，「概念拡張―
縮小」の閾値では実在把捉上のドミナント化論になる。そこで，後述する SOL 的な 3 層
化を経る際にも当てはまるが，つぎのことから，どの操作を行うのかとなる。①「認識論
的境界―存在論的穴」2／「境界を顕わにする錠前（lock）―その穴をこじ開ける鍵
（key）」2 に跨って変わる研究方法。②ディジタル化により拍車がかかる「テクスト―コ
ンテクスト（文脈）」のハイパー化（「／」によって付加できるバイナリ・コードが増えて
いくこと）。ここからの操作としては，つぎの①や②に対し言われてきた③の構築に連なっ
ていく。①際立ってみえる一方の事物を前面化し，どうでもよくみえる他方の事物を捨象
する「在―不在」型のモデル。②一方を前面化するものの，他方を背面化する「在―暗在」
型のモデル。そして③上記②における「在―暗在」を逆転してみせるのではなく，双方を
同時前面化しそれらの対照（⊃対立）からの飛躍を何とか記述しようとするモデル。本論
は，その③に向かうことをよしとしている。というからには，「推論（必然的結論を導く
デダクション／偶有的結論を導くインダクション）―直観（新しい状況下でよく知ってい
る要素の認知から生じる瞬間的判断（14））」2 を言っていくのであるから，偏に，推論主義に
辿り着く（15）こともなければ直観主義に辿り着く（16）こともない。
（12） 細谷暁夫，2019 年，99～121，127～128，301～304 頁。以上に基づく。
（13） J.モノー著，渡辺格・村上光彦訳，［1972］，185 頁。Ford,J.D.andR.W.Backoff,1988,pp.90-93. 以上では，
行為者の現実構築の仕方を表すあらゆる 2 元性が，4 形態に区分されている。
（14） Kahneman,D.,2003,p.1450.
（15） R.ブランダム／斎藤浩文訳，2016（2000）年。
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　さて第 1 に，標準進化論モデルや行動ないし心理過程への生物心理社会的モデル（17）で
は文化と遺伝子などの特性が変項化されてきたが，従前の共進化論ではつぎの諸点が強調
された（18）。①すべての進化が共進化であるように，すべての発生は共発生である。②例
外現象と見做されていた共生関係が，実は一般法則なのではないか――とすれば，社会科
学でいう FOL 上にある従前の ALT（オルタナティブ）共生だけが，ここでいう共生の例
化だとはいえなかろうとの問いを発することになる――。③環境シグナルの産物である多
相現象（不連続的変異）は環境との相関を，共発生は発生中の項（⊃構成素）間の接触（連
続的変異）を必要とする――とすれば，「内的―外的」／「変異―選択」／「連続―不連続」
にあたる永遠は，「相関―接触」という事実真理認識をハードル化させているとして問い
を問うことになる――。④ときには産（⊃工）業的に誘導される，異常な表現型の誘導に
対するカナライゼーション（表現型の防御機構としての固定化的方向付け）は，それぞれ
の因子間の共訳的な相互作用を示す。そして⑤組織場仮説が示すように，構成素間の抑制
的な相互作用が崩壊していくと，情報修復機能がくずれた構成素の増殖傾向を分裂的に来
すこと（組織の病理）に対するエピジェネティックス（19）がある。
　これに対し，標準進化論以後といえる 3 重継承モデル（20）以後のモデル（21）は，［共］発生
と［共］進化のリンクとして「超生命体」における文化駆動の遺伝子進化を強調して，組
織，戦略（政策）そして制度の見方を［より実在論的に――筆者加筆――］変え，さらに
は生理や心理や競争そして歴史に跨っていき研究方法が変わるだろうという。すでに遺伝
子グループは，ライフ・スタイル分類にも用いられてきたので文化と無縁ではなかった。
この段階では今にも，［共］発生と［共］進化のリンクとして相互駆動をみるので，「変
異2―選択2―保持2」にある特定のものの進化の歴史を辿ることに疑問符を付ける，進化論
でも支持され始めている包被論と向き合う。さらには，遺伝子論（化学や物理学に還元さ
れることもある生物学）と文化論が「人文2―自然科学2」になるほど，マーケティング―
―本論は 2 次的であるならばこの概念拡張論を許容する――を含む「商―経済―経営―政
治―法律―文化―技術」（順不同）という機能的相互包摂関係がある「7 変項［諸学］」の
いずれにおいても，遺伝子と文化のネオ共進化をいうに足る段階にあるはずである。そし
て，社会科学は，以下の経緯からも留まるところを知らず，かつての社会進化論のパラダ
イム補強的な説明付加であるネオ（ニーオ）か代替化的パラダイムであるニューかとの可
能性が追究される。
　往時の行動主義については，AI アプローチの賛美に繋がった認知科学革命直後に，心
的モジュールといった基本的事実を捨象し暗黒時代の扉を開こうとしていないとの批判が
噴出する一時期があった。この間ににわかに乗じたともいわれるが，「暗闇で居ないかも
知れない黒猫を探す」ようであり「厳密な境界を引こうとする」ようでもある本質主義（22）
（16） 金子洋之，2006 年，xiii～xvi 頁。以上では SOL を排除する直観主義論理の公理系をいう。やはりどうも鮮
明には SOL 化が汲み取れなくなっているが経営学での直近には以下がある。野中郁次郎・山口一郎，2019 年。
（17） Myers,D.G.,2013.
（18） S.F.ギルバート・D.イーベル／正木進三ほか訳，2012 年。
（19） N.キャリー／中山潤一訳，2015（2015）年。前稿で既に述べたが，以上も参看されたい。
（20） 長谷川博，2014 年，17～33 頁。以上を参看されたい。
（21） Henrich,J.,2016.
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――例化（インスタンス）間の差異を無視して概念拡張に利用できる帰納は，本質主義を
誘導する――としては反証への免疫力が高いので，古典的情動理論が，モデル補強もあっ
て一旦は復権し，未だ法にも経済にも企業にもそして一部の科学者においてすらも深く根
づいているほどである。そのモデル補強は，何種類の情動があるのかを精緻化しようとし
た基本情動理論と，企業価値評価ランキング自体の認定を招いた評価理論という内部 2 流
派による。後者の影響なのか，ドッグ・イヤーがいわれながらもドッグ・コンテスト紛い
となり，いつまでも「内―外」2 の内1 になれば批判を浴びるだけな内部留保を増加させて
いるとすれば，資本主義精神に反しよう。その一方で，古典的情動理論へのさまざまな反
証を提示したものの代替パラダイムを提示できなかったために見落とされ一掃された諸論
者たちの 50 年間がその可能性を拓いていたのだが，反本質主義の［経験］構成主義が，
反旗を翻しブームとなった。しかしながら，上記 2 論間の応酬三昧が社会的損失を招いて
きたといい，目下の［脳］神経科学は，それらのどちらも認めてはいない。とはいえ未だ
に，それは「理論―実践」2 の間で伝わり難いことをいっているからだろうが，C1 的な 2
論を信じてきた多方面の者の経験をすぐさま変えさせるほどではない。それでも，目下の
［脳］神経科学がつぎのようにいうことは（23），「ネオ―ニュー」／「共進化論―C2 論」を
見据える上でいまやベター・プラクティスだと目す。①古典理論では自然，神，そして進
化を，構成主義では環境，そして文化を，脳を形成し心を設計するたったひとつの上位の
力だと想定している。②むろん，生物学的構造（⊃［対立］遺伝子）か文化かだけではな
い。文化は脳の配線を導き，さらにその人の行為の態様が，次世代の人々の脳の配線に影
響する。遺伝子は「物理／客観／主観」的な社会環境に応じて配線する能力を脳に付与す
る。③人類の適応で特筆すべきことに，脳の配線のためにあらゆる遺伝物質を受け渡す必
要がないことが，生物的な節約を可能にしている。④その代わりに，他者の脳に囲まれた
状況では，文化を通じて自分の脳を発達させる遺伝子をもっている。この脳が，類似性と
差異性に基づいて情報を圧縮し，冗長性を巧みに利用するように，複数の脳は，社会的冗
長性を利用し配線し合う。そして⑤進化は文化を介してその効率を上げてきたのであり，
また，私たちは，脳の配線を介して子孫に文化を受け渡しているということである。
　そして第 2 に，言語的転回以後には，「言語依存―非言語依存」／「脳決定上での記憶―
遺伝子決定上での記憶ともつかぬ記憶」の意味――ペット・ロスが分かる人間にはより理解
されやすいだろう――でこそいうべきと考える脱人間中心主義がある。そうして，共生概念
については，「解釈―構造―現象主義」（HI における志向上の信憑化の 3 典型）／「好都合
―不都合な真実」におけるシステミクス（「HI（⊃スキル）依存的組織2―テクノロジー（⊃
AI）依存的システム2」）を再考し，SOL 上の発生論的共生という実在も，いえばよかったの
だと思い知る。というのは，伝統的な自然主義も反自然主義も誤りである（24）といわれていたが，
つぎのことから，アブダクションをより可能化する記号（サイン（25））彫琢になると考えるか
らである。①前稿既述の射程範囲にある「相関―接触主義」という区分は，さしもの文化 4
（22） F.ダーウィン／浜中浜太郎訳，1931 年。『種の起源』は反本質主義であったが，以上の書での記述が曲解さ
れ本質主義の錦の御旗になったといわれている。
（23） F.L.Barrett,2018,pp.152-174.
（24） R.Bhaskar,2008,pp.36-45.
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類型上の裂け目に，「自然を対象とする科学技術主義をいかに翻すのかの自然主義―人為を
対象とする科学技術主義をいかに翻すのかの文化主義」という区分を再参入させた。②同稿
既述の生物学上の地表論は，その時点で見いだせる地理（層）学あってこそ物理化学に還元
できることを強調した。そして③日本人は集団主義だといわれてきたことからの公序良俗に
ある陥穽批判になるのだが，日本人は日米比較でむしろ個人主義だという実験結果（26）を包摂
するにも，「単数2―複数2」へ誘った様相論
（27）を比較関係論的にも手繰り寄せる必要がある。
　子供をお迎えに行く親が託児所の設けた制度にどう対応したかについての例化（28）の引用
件数が増すにつれ，つぎの思い込みはすべてが誤りだと考察されるようになった。それは，
われわれは同じく捉えた世界を同じく望むので，世界の原因結果（決定論）モデルと理由
成果（非決定論）モデルのいずれがいずれに［不］整合的なのかを追究しつつ，あらたな
情報や体験を同じく受け止めるのだ，という思い込みのことである。それでも，思考とコミュ
ニケーションに手許性がある操作手段である言語が手前性に転じることもあるとは弁えて
いるので，実在はどうでもいいという認識論者が存在論的にも考えるようになっているの
で実在を否定するわけではないとして，つぎの 2 点を整序しよう。①もしも私たちの表象
する対象が私たちの表象から独立した自動的存在ならば（実在論），それらは誤って表象さ
れかねない（可謬主義）が，もしもそれらが表象に依存している他動的存在なのであれば（反
実在論），それらは誤って表象されることはない（不可謬主義）（29）。②原因と理由の同一化
説も非同一化説も説明として部分的には正しいのだが，「客観―主観的」／「時間独立―依
存的」／「自然―人為的」／「外延（例化される出来事）―内包（それらの意味）的」といっ
た区分が，「原因―理由」の［非］日常的にザックリと浮かび上がる区分になっている。
　「原因結果―理由成果の世界」は共時的に同じく捉え望み得るとする判断を警戒する批
判的実在論（⊃科学実在論）者として，「経験（過去）―現実（現在）―超越（未来）」2 に
ついて「解釈学―構造論―現象学」2 の視座を，HI［化］の制限合理性限界に抗い要すると
考える者も，「苦あれば楽あり 2.0」の類の行為者であるだろう。決定論的に否応なく間主
（客）観化された世界表象メディアである制度化された共時的意味記号という鋳型（押し
付けられた解釈）を学習過程で経験し，やがては主意論的にその解釈を再表象するという
解釈学的なループは，HI にはどうやら避けがたい。ただし，経験は自己の相対的な変換
――他者における変換との非対称性があるという意味では相対的に「過剰／過小」な変換
――をなんらか伴うが，関係の物象化が錯視であるといわれるならば，還元的な分析的記
述による断片化がすべてのものの在り方を表現したものであり他の在り方はないとするの
も，妥当な範囲を超えればやはり強固な思い込みといわれる。しかしながら，「心―脳―身」
の優位性問題について，自然科学寄りに「脳―DNA（⊃遺伝子）」／「還元―創発」も考
えると，つぎをいうことになる。①解釈学の視線だけが，〈自然〉ではない。よって，い
（25） 大家間に，サイン（シグナル，シンボル），シグナル（イコン，インデクス，シンボル）という区分もつれ
があるので要注意。
（26） 山岸俊男，2002 年，13～163 頁。以上は，組織論的な均衡論にも影響する。
（27） D.ルイス／出口康夫監訳，2016（1986）年。
（28） Bowles,S.,2008.pp.1605-1609.
（29） Guala,F.,2016,p.151.以上に基づく。
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かんせん浮遊する能記として無意味化するほど，共時的意味を変える「脱（解体）構築（30）」
による新たな意味区分が再表象への要になる。そうするには，うまく説明できずにいた「経
験―現実―超越」2（「実体―非実体」／「実在―非実在」／「事実―信憑」）を再説明する
ことになるので，構造論の視線そして現象学の視線（31）が，シンボルをヒューリスティクス
化する HI のワーキング・メモリ――ワーキング・メモリこそが科学でいう創発だとされ
た（32）――に入り込めば，意識領野における視線は 2 重化（2 次元座標の視座化）ないし 3
重化（3 次元座標の視座化）する。各視線は，つぎの区分から成り立っている（図 6-1）。
①解釈学的な還元（創発）の視線（Ⅰ＋Ⅱ），②構造論的な還元（創発）の視線（Ⅰ＋Ⅲ），
そして③現象学的な還元（創発）の視線（Ⅰ＋Ⅳ）。取引行為者（⊃消費者行動）論でも，
AI アプローチから一旦は離れるといい（33），自己組織性論やネオ・サイバネティクスに援
護された意識領野の探究には踏み入っている。行為と制度の 4 大説総合（34）以後として，「再
帰的なものに限られる狭義言語機能（35）」からの志向性
は，まずもって「解釈―構造―現象主義」2 が「個人―
組織」2 のワーキング・メモリにどこまで可能無限に回
復するのかに左右される。とことん語だけを処理（ア
ルゴリズム化）する AI に動きがとれなくなる際に，
その強さの本として意味の全体論が際立つ。
　（1）　語が「統語／語用」されるうち「テクスト／コンテクスト」のハイパー化も来す
言語には，シグナルの 3 区分である「イコン―インデクス―シンボル」としての意
味がある。特にシンボル｛「命題（言語上の内容）―非命題（非言語⊃［感覚の］モ
ダリティ（36）上の内容）」｝についていう意味の全体論の基本演算では，人間固有な狭
義言語能力が傅く複雑系といえども「テレオロジー―テレオノミー」的な論理的単
純化が，先ずは必要になる。そして，過去の徒な埋設（蒸発）とならぬよう，中立
図 6-1　意識領野における視線
不可疑的 可疑的
可謬的 Ⅰ Ⅲ
不可謬的 Ⅱ Ⅳ
（30） J.デリダ／丸山圭三郎訳，1984 年，339～360 頁。以上はデリダの井筒俊彦宛の書簡である。なお，ここで
いう無からは，無と空には出自のちがいがあるといわれることを実感する。
（31） 世界の関係形式を客観化しようとする構造論の視線は，可謬的事実領野の世界観をもたらす。そうして一旦
は客観化され表象化された可謬的事実領野の世界観（像）を判断中止（世界の実在性遮断）する現象学の視
線は，再検証後の残余をこそ現象としてビルディング（志向性的な構成）することで「垂直／地層的」な自
己（対自）を得るという。科学により「深耕／拡大」されてきた可謬的事実領野の内外には，共通了解が温
存されない程度問題としての可疑的信憑領野があるという。可疑的信憑領野は，アクティング・フィールド
に他ならない現象の内存在である時間内部・共時的な水平・地平的自己（即自）に源泉があり，可疑的信憑
領野の現象における相互調停不能な信念対立（廃棄不可能なズレ）には，隠蔽され忘却されたままから徐々
に見えてくる「射映（「脳科学的なミラー）／コンティンジェンシ （ー第 2 節の図 6-4）」以後において，偏差・
冗長性の縮小に自己訂正の余地がないは通常だからである。以下に基づく。河本英夫，2000 年。竹田青嗣，
2001 年。
（32） 澤口俊之，2004 年，822～824 頁。以下では，より組織論的な言及がある。Lewis,2003,pp.587-604.
（33） 山岸俊男，2002 年，165～209 頁。以上では，色んな心の道具箱の中で錆びつく心があるといい，非 AI アプ
ローチ・モデルを提示した。
（34） 行為と構造の階層性における相対性に時間軸を導入するのだが，今は先を急ぎ別機会に詳論する。
（35） M.D.ハウザー・Ｎ．チョムスキー・W.T.フィッチ／長谷川太丞訳，2004 年，871～877 頁。
（36） 大津由紀雄，820～821 頁。
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的に残る能記（たとえば「特殊―一般」／「個別―普遍」）のコードを，内的併合（37）
から専門的内容として創造する。内的併合とは，ある要素 X とその外にある別の要
素 Y を結合する外的併合に対して，ある要素 X とその内部にある要素 Y を取り出
して結合することである。経営統合・超組織化論でいえば「支配／影響力」基準上
の親子関係（⊃実子［も同然］に託された『承継』）では，さまざまな形態があるス
ピンアウトに共通していることだが，内的併合により，転移先に相応しい情報をもっ
ている要素の転移が行われると，転移先に相応しい形態変化がなされ，かつ不要な
情報が削除されインタフェース条件（38）が満たされる。理論や実践が可能無限にボー
ダレス化しようがしまいが，言語由来の「脳内―脳間」の操作機能であるコミュニケー
ション（⊃思考上の相互作用）にある「C1―C2」の中のわれわれをまたもや蜘蛛の
子のように散らす能記情報には CC 敵性があり，たとえば「物質―生命―精神」や「環
境―場所―場」のインタフェース条件を攪乱する。
　ハイエクが既に定義した「コレクティビズム」が，2 様の C1 者の相互作用的な実践への，
互いの意に必ずしも添わずとも紛れもない救済になってきたことを否定できる者はいない
だろう。とはいえ，非線形を放置して 2（多）項分布化してみせるしかないスペクトラム
化には，所詮，かの絶対矛盾的自己同一（ポストモダン的にいえば絶対矛盾的自己差異）
というパラドクス受諾が皆無――これが分析麻痺なデマケーション，マーケティングでい
うセグメンテーションでも同じこと――である。よって，そのコレクティビズムにおいて
さえも，右往左往の 2 重拘束（ダブル・バインド）がなんとも普通に起きている現象とし
て解消せず，さしたる進歩がなかったわけである。さように，「砂―砂山」（「極小化的な
セグメント市場―極大化的なマス市場」）のどこからが「普遍一般―個別特殊」なのかと
考えたならば，なぜ「砂／砂山」（市場）が見えなくなったのかへの言い訳程度の巧妙に
なる。ピラミッド化と逆ピラミッド化の反転にある例えば「給付―反対給付」／「嘘―誠」
での盗人猛々しさにはどちらの誰もがうんざりしてきたであろうが，その先がなかったの
もこれまたしかりである。よって，列記とした「表も裏もある」という狸人間や「表も裏
もない」という狐人間，そして「いずれのいうことがあって（なくて）ない（ある）のか」
という「狸／狐擬き人間」たちによる，仮面舞踏会よりはずっとましな化し合いから彼ら
のいずれが先に更に化けるのかだけを，ここぞとばかりにいうことはしない。
　むしろ，その彼らはそれぞれに，どこに住まう。この言い当て方としての説明には，「個
別―普遍」／「特殊―一般」について「実在論―反実在論寄り」の FOL として縷々追加
されてきた説明がある。結局は少なくとも人間にはその SOL もあるので「過去（未来）
の未来（過去）が過去（未来）」――現在を考えることはここに尽きる――なのであるが，
とりわけ過去が未来を変えるバック・トゥ・ザ・フューチャーを考えるならば，つぎの 2
論が先駆である。まずは，内なる一般化された他者である客我と，それに反応し統一する
取り払うことができない固有としての主我という「自我の 2 重性」を唱え，それまでの主
（37） 中島平三，858～860 頁。
（38） Juarrero,A.,2002,pp.131-150.以上でいう FOL/SOL な文脈的制約はインターフェース条件にかかわり，後
稿に影響する。
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我の衝動説や残余説に代わる創発的内省説を導く主我客我論（39）があった。そして，関係
を措いては自己の実質というものがどこにも存立しないというその後の自己意識論の捉え
方もあったが，以前稿での謂いを改めて能記化すれば「空なる自己｛絶対矛盾的自己同一
（差異）｝の一貫性」――空は「有1―無1」に前後する「有2―無2」――をいう点では等しかっ
たのである。ただし，以上では，自己という事物を掴もうとして，記号（サイン）である
ことが背面化した関係の物象化がその思考作用に「固定化する過程」を追跡した。そのあ
まりに以上が残した後生への禍根だとまでは言わないが――少なくとも以上においては記
号区分の SOL 化が留保されていたのであろうから――，以後には逆の「流動化する過程」
の捨象や背面化が拡大していったわけである。
　（2）　本論だけでもなく場［所］の言及へと拡張していくことだが，自我（とくに主我）
という自己意識は，やるせぬかなの「過去―未来」誤認による不幸中の幸い（過去（未
来）が未来（過去）を変えてもいい場合）もあろうが，こうしてある経路に発生（生
成）的に依存する「垂直―水平」／「内的―外的関係」という相互作用の中での，「C1
―C2」的な「自覚―対象意識」である。行為主体は，「極小―極大」のさまざまな現
実レベルに存立しているため，そのレベルを貫いた存在でもあり，そのレベルに応
じて異なる存在でもある。このことについては，時間展望的に餌撒きか種蒔きかが
問われるが，公人か私人かを問わず民［草］の様相がつぎに現れているとより重視
できる。①「不完備ルールの只管な遵守―そのルール不完備性をむしろヘルプする「運
用」上でままある別遵守方」があること。商品売買取引以外の契約はすべて不完備
だと言われたが，商取引契約もそうとは限らない。②「短期―中期―長期」という
区分自体が，相互にライフサイクル・ステージを異にする「個人―組織―社会」間
で「整合―不整合」であること。戦時の配給統制下の民や，旧知の SOHO 以後の近
時のテレワークが絡む就業等の「時短―時長」下の民の様相は，上記の例化になる。
③王様と奴隷の関係で言われてきた FOL 的反転に SOL 的関係が加味された上で，
上記②の区分自体の齟齬上にある「雇用―被雇用労働」の双方について身体予算（40）
の超過縮減をいう制度改革に対しよりプロアクティブな労働契約。そして④「強い
HI―弱い HI」／「強い AI―弱い AI」の 4 関係における「主体（主語）―客体（目
的語）」関係――図 6-2 に「強―弱」を再参入している――で生じる［時流の］危惧。
　「専門がないのでメビウス輪の先がない」という，気がか
りな発言に出くわす対話録があった（41）。恐らくはとうに
SOL（C2）を分かっていたであろうに，何故そう発言したのか。
マズローの欲求 5 段階説や学習 5 段階説（42）に限らず，それ
図 6-2　「AI―HI」2
AI HI
AI AI1 AI2
HI HI2 HI1
（39） G.H. ミード／船津衛・徳川直人編訳，1991 年（1913，1922，1924～25）年。1～14 頁。
（40） Barrett,F.L.,2018，pp.56-83.
（41） 浅田彰，1985 年。なお以下は，べイトソン，ラカン，マトゥラーナに言及がある。斎藤環，2001 年。
（42） G.ベイトソン／佐藤良明訳，2000 年。「学習 0～Ⅳ」をいう学習 5 段階説である。これに対し DC／CC を思
う砌には，脚注 9 の Redding,J.C.andR.F.Catalanello の読み返えしをお勧めする。
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こそ専門上での高階型化への批判は絶えない。それでも，ネットワーク化している世界
――「動態としてのシステミクス」にある「ランダム―カオス―コスモス（⊃階層秩序が
前面化したオーダー）」2――の 3 層（後稿で詳論する「中立（メタ）―中間―作用レベル」）
化でいえば，このどのレベルでの専門がないと敢えていったのか。大学の教育課程編成に
おける人文科学についての考え方に波及するので直接言及する暇は当面ないが，理性とは
「非科学―科学」の残余（本質ばかりではない全様相の黒猫）を汲み尽くす姿だとはいっ
ておく。行論の筋に戻るが，ひとまずいえば，中立（メタ）レベルとは，いまにせよ「個
別―普遍」2／「特殊―一般」2 が「認識―存在論」2／「人文―自然科学」2 において抽出され
てきているところの，中立化する最上の形式カテゴリ（43）という入力層である。中間レベ
ルとは「プレモダン―モダン―ポストモダン」において，資本，経済，積極的自由，そし
て積極的民主に優越する「モノ―コト」は何かをいう中間層である。そして作用レベルと
は，素材（質料）と設計図（形相）を一致させようとする出力層である。作用レベルより
も中立化していえば，中間レベルには分立する方がいいとされてきた「司―行―立」――
ここでは敢えて商経的管理論の能記を離れて用いておくが――がある。しかしながら，そ
の内実が作用レベルにおいて破れた 7 変項であるから，これらには機能的相互包摂関係が
あるわけである。
　また，20 数年前の商業学会全国大会（於大阪）を想起する。そこでは，適応度（フィッ
トネス）（44）をいう際に，「イナクトメント（45）」とはマーケティングの高頻出命題である「適
応―創造」の C2 だといい伝えたかったのではないかと思える。ご同様ならば，他の高頻
出命題（たとえば「競働―協働」，「代替―補完」）についても，C2 があるとならなければ
むしろおかしい。このことが，「ナラティブ」（テラーの語りを継げるテラーがおらず，マ
クロ想起率が急激に下がる特定時点で再発掘されるのかとなる「史談」）化したこともあ
り（46），「理論2―実践2」としてマーケティング出力が心もとなくなったと穿てる。
　（3）　この 3 層を FOL で単純化し，いずれかのレベルを指弾する舌長な応えが横行す
れば，互いの迷いの本が解明されなくなる。殊更に「中間／作用レベル」での専門
では，上記の高階型化批判に呼応し文字通り穴をあけるように穿った事を言う善後
策が，ナラティブ化し秘訣化してきた感が否めない。であるから，C2 への存在論的
メタファーでいえば，筆者も既用した大家の諸メタファーもさりながら，植物でも
動物でも菌類でもないとされている「粘菌」，あるいは近年発見され共通祖先とされ
（43） 認識論を排去しえないと譲歩すればカテゴリとはいっても「図式 2―カテゴリ 2」であり，つぎの諸カテゴ
リ仮説もカント（認識論）かアリストテレス（存在論）かの狭間にある。①パースの 3 カテゴリ説，②アー
ムストロングの 4 カテゴリ説，③スミスの 6 カテゴリ説，④トマソンを踏まえた 16 カテゴリ説（これには
ただし「空」がある）。⑤フッサール，⑥ラッセル（矛盾を来さないように高階型化の各階型に創発がある
とするごとき決定論のうちの創発概念），そして⑦上記⑤と⑥の応用である BFO（ベーシック・フォーマル・
オントロジー）。以下等を参看されたい。鈴木生郎ほか，2014 年。ARP,R.andetal.,2015.
（44） Dawkins,R.,1982,pp.179-194.以上は，適応度の 5 概念（⊃包括適応度）に言及した。
（45） Weich,K.E.,1997.以上に基づく SOL 化表象である。
（46） G.モンクほか編／国重浩一・バーナード紫訳，2008 年。以上では，諸学間で伝わり切らない事も掘りあてる
ように，ナラティブ・セラピーが必要だという。
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る原始生命体 CPR（candidatephylaradiation）のメタファーが重要な説得力になる
と考え，その解明に大いに期待する仕儀である。このように念頭して跨れば尚更に，
こんなことが既存諸学区分での専門なのかとの思いが専門家間相互で益々と前面化
するはずだ。ここまで来てもの井の中の蛙にしか，「充なる自己｛相対矛盾的自己同
一（差異）｝の一貫性」のみを求め高階型化する旧態依然の反自然な空費はない。よっ
て，見事に循環していく超学的な専門にこそは，「入力―中間―出力層」という「3
層化区分」自体の SOL 化もある批判実在論的な包披論を経たところの CC（充なる
自己の一貫性から空なる自己の一貫性へと，C1 における対称性でも C2 における対
称性でもなく C1 と C2 の対称性を破ること）が必要である。
　というのは，不毛の上塗りも甚だしい対話では，「ユニバーサリズム→ディレンマ→ 2
重拘束（ダブル・バインド）→ C1 者→ CC ← C2 者←共重合（コポリマライゼーション）
←パラドクス←ニヒリズム」という流動化過程のどこかしらに，「原因―理由」2 による断
続を設けているからだ。焦眉に「グローバル―反グローバル」／「反離脱―離脱」がいわ
れるときでも，いつまでもそうに過ぎないのか。
　包披論が批判実在論的に「相対矛盾―絶対矛盾」をいう件に無知な知（否が応でも感染
したうちの C1 者か C2 者の知）が出揃っても，「相対（絶対）主義こそが自らを絶対（相対）
化しているので相対（絶対）化される」という論法を含む件（第 2 節でいう図 6-4）への
対峙に始まる CC の場にはならない。つぎの現象化は，CC の場ではないことのシグナル
である。①双方がそれぞれに［徒に純粋にも］真っ当に［本項冒頭で述べた内的否定から
の］ユニバーサリズム（［外的否定からの］ニヒリズム）を追究した挙句の不都合な「自
覚―対象意識」を秘めた「隠れニヒリスト」（「隠れユニバーサリスト」）たちの捨象や背
面化が放置されている。②一方は「さしたる進歩がないのは，ネオというよりニューとい
える創発がない C1 では，結局どう転んだかでしかないからだ」，他方は「C2 では，その
科学的真偽を質すのに C1 以上に宗教（信仰）や民主主義（⊂イデオロギー）に委ねるこ
とになるのではないか」，といい合うだけになっている。③上記①と②にも起因するが，「国
家独占資本―資本独占国家」の同時前面化――これらをみずから禁句にするのも後述する
「内陸化に寛容 1」な，「憐れまれる弱い個」だといわれた現存在になる――や，なおかつ
日本的には主権（空）と権力（有）と権威（無）の区分があるとわかっている者が，増え
て来ない。④ C2 が分かったとした上でも，既存の派生的［コミュニケーション・］メディ
ア（⊃ 7 変項上の「理論―実践」2 における「直系―傍系的専門機関」）区分において，「空
なる自己の一貫性という感慨を CC 的に率先垂範するのは政治だ，という矛先の偏な定め
方自体が無理矢理なのだ」と感懐する批判実在論的包披論者が，増えて来ない。つまり，
有部に破れた権力としての「司法―行政―立法」という 3 項分立的な能記公然化の「意図
せざる結果」のうちにある悪影響としての「中国語の部屋」化が何もなかったかのようで
あったが，実はあるではないかとなって来ない。そして⑤ C1 的なアクセリングとブレー
キングや，それらの C2 的なクラッチングに未熟達な生兵法が減って来ない。このクラッ
チングは，近年では既述（2）④の 4 関係での AI 絡みな危惧に対峙するようだが，創発（還
元）困難性を前面化すればシステム（組織）化になるということなのであり，「販売のた
めのマーケティングが販売無用化に向かう」と言われてきたことの現実として販売組織の
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内部（外部）の内部（外部）が外部（内部）であることを想起する。
　（4）　さまざまに「反省」（2 項ディレンマ上でのリフレクティビティ，リフレクション）
する C1 者は何処にでも存在する。一方で，そこに端を発する「整合
（47）―不整合（48）」2
に前後し跨り「再帰」（さまざまな 2 項パラドクス――「寛容のパラドクス（49）」もし
かり――上でのリカーション）する C2 者は，C1 者ほどに何処にでもはいなくなった（C1
者が建造したダムの中に沈殿した）のか。これを［いつまでもなんとはなしに］標準
進化論で片付ければ，2 重様相性の複雑系モデルがいおうとする，行為に影響する「集
合論的包含関係上の「大小」／水平論を排除しきれない階層論的排除関係上の『上下
／左右』」に起因するシステミックな現実主義からの，「組織―システム」のプリミティ
ブネス――「どちらが『より大きな構造』か」をいうにある「しかもしかも（FOL）
―そもそも（SOL）」2――へと発展開できなくなる。
　システムの創発という果ては映画擬きな危惧に翻弄されずとも，既述（2）④の 4 関係
を単に FOL で考えるだけでは，未来が不安になることはある。これに対しひとまずいえ
ば，「創発―還元」／「反（内）省―再帰」をいう社会科学においては，「理由（Reason）
―原因（Cause）」2／「理論―実践」2 の限界状況の中で行う CC 者の「整合（合理）2―不整
合（非合理）2」といえる意思決定にかかわるから，生物進化ゲーム論が 7 変項に浸透した
ESS（進化安定戦略）や ALT 共生に対し，発生論的共生（非 ALT 共生）をどう考え進め
るかが HI の CC 的志向性の試金石ともなるので，第 2 節に跨っていく。これが，「苦あれ
ば楽あり 3.0」に値するかどうかは読者判断に委ねるが，相互に未熟達だと言い合う既述
の感染者には嫌悪感を抱くだけなドグマティストもいるだろう。しかしながら，マーケティ
ングを含む 7 変項に CC 的志向性が足りないほど，「SOL 的 3 層化のマネジメント」（7 変
項が 3 層各層にあるとしてのマネジメント上の応用の応用）は，考え進まない。
　（5）　C1 的にアイデンティティを考え過ぎて自分を見失った者たちから，あるいは両岸
（C1 の 2 項）を「剔抉」（その対称性を破ること）――FOL か SOL かの誤読が生じ
やすいようなので，以後は FOL に絞った語用だと断っておく――しようとするこ
とから，これからの歴史が大きく動くことはあるのか。発生論的共生とは，あらた
な埋め立ての地（場［所］）へと，その両岸に起因しヘドロのように堆積した C1 者（⊃
隠れニヒリスト）たちと，［ダムが溢れる潮時から］山からの土砂のように川底に堆
積した C2 者（⊃隠れユニバーサリスト）たちが，ともに「浚渫」された，「更なる
共重合体的な共生」である。浚渫は，「共生は非相互的，非対称的である」という逆
説において批判されている duomining（50）も包摂する。ここには，ALT 共生論や第 3
項排除論などがあったればこそだが，図 6-4 において熟達化するほど最醇化――「2
（47） 整合化は以下の路線である。D.デイヴィドソン／金杉武司ほか訳，2007 年。
（48） 不整合化を許容するのは以下の路線である。Q.メイヤスー／千葉雅也ほか訳，2016 年，131 頁。
（49） S.メンダス／谷本光男ほか訳，1997（1989）年，27～32 頁。
（50） G.ハーマン／上野俊哉訳，2019 年，17～32 頁。
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重拘束／共重合」からの自由，更なる共重合への自由が「組織2―システム2」を越
えていく――していく自由な「離合集散」（合従連衡）の「多化」が，閉殻するまで
ある。この閉殻は，この埋め立ての地の従前同様な内陸化（競覇馴化，前稿の謂い
では「領土化」）に対しては，「寛容―非寛容」2 における「非寛容1」（内陸化を来す「寛
容1」ではない）を貫く「1 化」――「もうひとつ化」とは別――を意味している。
ここでいう寛容（非寛容）とは，主我（客我）の容量を越え他己（自己）を受容す
ること，すなわち，世界を自己（他己）の内部に包摂し同化しようとする私（あなた）
の知の体系の全体性を突き破る無限として，他己（自己）を受容することである（51）。
　「個人／組織／社会」選択（契約）［論］が CC 的な志向をするに一筋縄（デュアリズム
⊃改良主義）でいかないのは，「ニヒリズム―ユニバーサリズム」が破れたかのような「オ
ポチュニズム―ロイヤリズム」があったからだ。よって，現実を「天秤」にかけておいて
「天の声にも時には変な声もある」と吐露する時に，その主観確率の外れは仕方ないが，
衆目の的になるほどその値打ちが問われるので，そこでの懺悔の無さは放念されえない。
ただし，目的の区分である「テレオノミー―テレオロジー」や同様区分が当てはまる目標
の区分――身体予算が前面化する――に纏わる「前面―背面（捨象）化」には，いかなる
外との関係があるかないかで「較差」が現実に生じている。よって，周知な合理性追求（究）
上で国柄較差をいう論法（52）すら容易に逆手にとれる（王様と奴隷の反転）ので，トラン
スベクション上の［SDGS でもアジェンダ化される］現実に対する「『倫理／指示計画的』
な規範2―実践（実行）2」での生兵法なちがいが，どうも対立を煽り炎上もする。これを
質す目下の最有力が，批判的文化ベース論といえるネオ共進化論と発生論的共生論なので
ある。
第 2節　競覇と非競覇：善と必然の間の制度実在性
　欲求の対象でもある［超］組織個体の場［所］が，コレクティビズムはもとよりアセン
ブリッジそして発生論的共生とは似ても似つかないものであるとすれば，一体全体，誰彼
のどんな「自由／不自由」を広げているのか。至る処にある言語起因のテクストやコンテ
クストのハイパー化から実在性を取り戻そうとして，人文科学と自然科学の限界で制度の
実在性へと時限的にせよ向かう社会［交変換］の科学のために前節を
請けて更に，少なくともつぎを考えながらいう。
　第 1 には，社会科学が，主観確率，客観確率，そして物理確率とい
う確率概念の和集合（⊃積集合）のすべて（図 6-3）を考えたとすると，
「決定―主意論」についての両立論（東洋の過去の帳であった中観，
西洋とは限らない中動態）と非両立論（古典説，源泉説，リバタリア
ニズム，懐疑論）（53）がある冒頭で述べた行為 3 次元には，図 6-4 の示
図 6-3　確率概念
（51） E.レビィナス，2005（1961）年，73～84 頁。2 次化を内含すると考えられたので以上に基づく。
（52） Sen,A.K.,1992.A.セン・B.ウィリアムズ編著／後藤玲子監訳，2019 年。
（53） J.K.キャンベル／高橋将平訳，2019 年，87～122 頁。以上を踏まえている。
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す諸様相があることになる。ナッジ（54）とは「リバタリアニズム2―パターナリズム2」をい
うとすれば，これも両立論である。物理学が一致をみるならならば，同図のマルチバース
論にかかわる「―」のセルについても，社会科学は言及する。同図中の人文的な「本質」
は自然的な「物理」に置き換えていい。だからといえよう。意思を何かに還元しだす主知
論は決定論に近づくが，主意論は非決定論を貫くということが，「科学―非科学」という
対照と現代理性批判（「科学―非科学」2 の残余の追究）のはじまりであった。自然な決定
論へと「ラプラスの悪魔」）を手も無く追認し，同時に超社会での主意論（社会科学での「自
由意思（主観）の帰属が帰責となるいわば悪魔」）の擁護化（55）に影響された諸理論が後を
絶たなかったのも仕方ない。そして，地表に降りた物理学といえども，両論が孕む「原因
結果―理由成果」のパス・ファインダー未満である。
　ではあるが，社会科学が
追究してきた図 6-4 の網か
け部分―白抜き部分が確実
性（「宿命」）―では，「確率
性に曖昧性が浸潤した不確
実性（56）」（図 6-3 の積集合）
もあり客観確率に対する
グッド（バッド）ラックのよ
うな「運」がつきものだが，
「積分（無限小な変化の無
限回な累計化）的なスペク
トラム―微分（無限大な変化の無限回な小計化）的なソライティーズ」／「コンテクスト―ディ
グリー（程度）主義」を抑え込んでいく。程度には，頻度と傾性がある。本論では，現実に偏
在する実在的対象を記述するとき，夙に言われてきたスペクトラムに加え，早い話がもう老眼な
のかと思い始めた境界線はどこだったのかとソライティーズの方も同時前面化する。この方が，
そうしてさえおけばよさそうに見えたスペクトラム化の一部にある暗在化――たとえば中間組織
への埋め込みによる同盟型チャネル概念の洗練留保――も再考されやすくなることがある（57）。
　第 2 に，制度学派は行為の誘発資源となる「文化というカテゴリ」に着目し，新制度学
派は条件反射的な行為へと矮小化はせずに「深い思考を介さない行為」に焦点を置いた。
それらの一方で，文化資本論には，①客体化された文化資本，②制度化された文化資本，
③身体化された文化資本（ハビトゥス，［遺伝子優位の］文化的行動）という形態的区分（58）
があった。そして，熟慮（熟議）（59）してもの意図せざる結果が生きた制度をつくる方とそ
の制度を活かす方とでの 2 重不完全性によることに対しては，複製子（前稿図 2）の束と
図 6-4　2重偶有性論以後
絶対論 相対論
本質的絶対 確率的相絶対 本質的相対
決 定 論
本質的必然
（スタビリティ）
―
確率的偶必然
（メタスタビリティ）
非決定論
（主意論） 本質的偶然
（コンティンジェンシー）
―
（54） Thaler,R.E.andC.R.Sunstein,2008.pp.5-6
（55） I.カント／篠田英雄訳，1961～1962 年。I.カント／波多野精一ほか訳，1979 年。以上の影響は大。
（56） Kamp,H.,1981,pp.225-277.
（57） Hennart,J-F,1993,pp.529-547.以上は，「拡張された中間（theSwollenmiddle）」組織をいったが。
（58） P.ブルデュー／石井洋二郎訳，1990（1979）年，259～343 頁。D.スロスビーには後稿で言及する。
（59） C.Sunstein,1999,pp.5-31.2007,pp.1-14.
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して制度を探究するうちに「制度とは均衡したルールだ」というときの FOL 的均衡概念
を越える現代理性批判になる。第 2 制度論（60）が 2 階でない共進化の SOL 場を孕む 2 次の
制度論だとして，そこでいう実在（唯名的には既述のように言えるが実体はない「人為2
―自然2」の法則／メカニズム）が，つぎの対照化の同時化により再考できる。①「遺伝
子文化共進化の促進―制約」。ただし，遺伝子文化共進化は「人為2―自然2」における共
進化であるから，それが実在であろうとも，人為的にメチル化（非メチル化する）すると
いうフラジリティ（ロバストネス）が過去でも未来でも目につくことになる（図 6-4 の濃
（薄）い網かけ部）。②その［非］メチル化の功罪の自戒にかかわるが，過去の「競覇―
非競覇」における「エンカウンター（非競覇的出会い）―ディスカバリー（競覇的発見）」
／「ストーリー―ナラティブ」。そして③「［非］合理（『理論／実践』理性批判）2―『思
弁／経験（センス・データを認識にまでつくりあげる悟性）』2」／「協力2―非協力ゲーム2」
の取引論。ここでは，ゲーム論自体もそうなってきたが，自己実現可能性の開花と人格的
必要の間で以下にも応じるエンゲージメントが前面化している。このエンゲージメントは，
［再］投資先とのかかわりでの議決権行使という意味で頻出していることも後稿では重要
だが，意味的接続に向かう「事前／事後」の関係構築的前適応の意としていう。
　これまで来た道から「存在―認識」／「弱い類的―強い個別的」の 4 区分にある依存，
「『モノ―コト』の現実態（顕在）―可能態（潜在）」／「連続的な 1 つの組織内―不連続
的な 2 つの組織間」（61）の 4 区分にある境界を，つぎから社会科学的に再考することも現代
理性批判になるので，専門的にも大きい（62）。①無には，存在論寄りな直接経験（言語非
依存な脱人間中心化を誘導したユクスキュルの論法を包摂する「私もあなたもない」）に
ある「無」（思考者間には一切なにも確かに存在しないという意）と，認識論寄りな純粋
経験（言語を通過するが言語決定を越えた自我他我・主客の一致）にある「無」（思考は
その極点において可知的なものの表象行為に媒介されないという意）がある。つぎの 2 関
係の前者がなにもないとオープンなものは原理的には境界をもたないので接触は語りえな
い。構成的なのか破壊的なのか腹を割る関係上での接触では，有が実体化する。これとは
別に，脱構成的可能態がさらけ出して見せる力によって発生する関係上での接触では，無
が実体化する。②有が実体化する接触（前稿既述の対比がいう「相関」上での接触）と無
が実体化する接触（同対比上でまさしくいわれている「接触」）のテクスチャー（いずれ
が横糸か縦糸かで肌触りが変わる織りなし）が問われ始めている。そして③存在と現存在
の関係を思考可能にするために考案されてきた［商品でも業態でもしかりな］態様論では，
態様（⊃モード）はその組成からして副詞的な性質を有しており，存在と現存在は「なん
であるか」ではなく「どのようである（になる）［べき］か」をむしろ表現している。さ
ても，相関主義における関係主義が，あらゆる実在が人間と世界の関係に基礎づけられる
ことを否定しながらも，私の状況に変化する理由がないにもかかわらず，どんなものも他
の事物に対して何らかの影響をもたない限り実在的ではないとしてきたこと（63）が，態様
（60） G.M.ホジソン／八木紀一郎ほか訳，1997（1988）年，。C.ヘルマン＝ピラート・I.ボルディレフ／岡本裕一朗・
瀧澤弘樹訳，2017（2014）年。
（61） 加地大介，2008 年，107～178 頁。以上に基づく。
（62） G.アガンベン／上村忠男訳，2016（2014）年，393～464 頁，439～464 頁。以上も踏まえている。
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（⊃モード）及んではイデオロギーからの手離れを加速させることになるのだろうか。
　そして第 3 に，前稿の図 5 で同定した中心的意味での「必然」には，実は複雑な意味が
あるといわれていた。これも明らかに包披論に属すと見做したが，そこでは，必然（⊃必
要）を諸論から整序してつぎの 4 つに区分し，つぎの②は①の裏返しであり，③は①の部
分であり，①と④が両極であるとされた（64）。①「すべて A は B である」というような全
称肯定（否定）命題の形でいわれることがらが，これと矛盾する「A が B でないことも
ある」というような特称否定（肯定）命題の否定を通じて自己自身を確かめるとき，②こ
のうち「すべて A は B である」という全称肯定命題が「A ならば B である」という条件
文の形で考えられ，この仮言命題が更にまた「A があれば B がある」の意味に取られて，
これを逆否定で「B がなければ A はない」というとき，③特称肯定（否定）命題も，必
然性をもった全称肯定（否定）命題で言われていることがらを部分的に言っている限りに
おいて，すなわちそれと反対の特称否定（肯定）を許容する意味のものではない限りにお
いては従属的に，④「A は B であることもあるし，B でないこともある」という形で特
称肯定命題と特称否定命題の両立が可能である場合に，特定の A が B であったり B でな
かったりしていること。
　その上で，人間の自由は善と必然の間に成り立つとして探求し，日常現象としてもある
ダブル・バインドを打開するために問題となって現れてくる「B であることもできれば B
でないことも可能な A が，現に B である」という場合の意味での必然性という問いに応
えることが，ライプニッツ（65）が応じようとした十分な理由の原理になるとした。必然（彷
徨える原因）を無限の連鎖のうちに追いかけるのではなく，無限遡行の困難性がなく価値
の区別だけがある善の下に必然を従える工夫から，技術も文化も始まったのだという。だ
からといい，必然を善に置き換えるだけな決定論にならないのは，善は何もかもがすかっ
り決定されてしまっているわけではなく，その実現にはテンション関係がつき纏うからだ
という。そして，価値の下に，現存在そのものにはなく現存在を超越している存在理由を
考えるのが恐らく最も無理の少ない考え方（根拠）になるのではないかという。として，
価値のないところに自由はなく，バーリン流にいい換えれば「必然からの自由」と「善へ
の自由」をいうわけである。ベンサム（66）に辿られる限界革命は「ベネフィット／コスト」
という価値のパラドクスへの自己責任を果たしたが，それだけが価値の区別であるわけも
ないのは言うまでもない。後稿で述べるロールズの正義論に先行する時代に，その善の解
釈には既にミクロとマクロのリンクがあり，ネオ共進化論的に考えれば変わるような人間
の価値観が先取りされていた。
　（6）　むろん途上ではあるが以上から，すべての依存は「必要はすべて善に依存する」
というときの依存であり，つぎにすべての境界は「そのようにいうときの必要と善
（63） G.ハーマン／山下智弘ほか訳，2017 年，25 頁。
（64） 田中美知太郎，1952 年，75～183 頁。
（65） G.W.ライプニッツ／河野与一訳，1950 年。
（66） J.ベンサム／山下重一訳，1979 年，69～210 頁。政治文脈でいうことが多い「功利」と経済文脈でいうこと
が多い「効用」は，以上にある “utility” の訳出上の破れであり，機能的相互包摂がある。
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のうちに境界がある」というときの境界であると，つぎから考える。出来るだけ多
くのことを考えるというときでも，「7 変項」における比較級として 1（多）なる多（1）
といえるイシューの優先順位は取引上で高く，紛れもなく非線形な複雑系世界にお
ける「組織2―システム2」の境界は複数なのである
（67）。①上記の「善」とは，人文
科学では「原因―それなしには原因が原因として働き得ないところのもの」の区別
が厳に為されるときの後者だとされてきた（68）。②上記の「必要」とは，自然科学で
は「古典―量子的」交換関係における論争の核心問題の新しい形として確率論的理
論が考えられてきたこと（69）のうちで，マテリアリズムを越えるモノの原理を「はじ
め（以前）―おわり（以後）」に求める立場の DC になっている。
　善なしでも必要なしでも済ますことのできる学問分野があるにはある（70）という。が，
ウェバー（ヴェーバー）がいった「価値自由」について揺らぐ解釈として「価値離脱―反
離脱」／「完全―不完全」がある科学的クリティシズムの活路を，永遠真理の絶対的必然
性と事実真理の条件的必然性の区別は正しいので，3 層化のどこにでもある方が悪魔では
ない「7 ± 2」のバイナリ・コードの SLMS 化の実装による応用や応用の応用を，現実の
探求からまずは考えられる。それらの中でも重視するのが，競覇と非競覇である。ALT は，
競覇からの産物概念であった。むろん，「競覇―非競覇」は，主義としては一旦後景化す
る期間があるが相補（「対立コード」ではなく「対照コード」）的な原理である。
　（7）　その全体の経験化における確率化を促す FOL からいわれてきたのが相対矛盾で
あり，その全体の経験化における確率化を促さない SOL――脳が忘れても遺伝子は
忘れていない――からいわれてきたのが絶対矛盾である。相対矛盾ばかりからの「1」
――競争変項数を増やす際に実は背面化された還元操作がある――に向かう「競覇
原理」や，絶対矛盾からの〈1〉――競争変項数を減らす際に実に前面化している創
発がある――をいう「非競覇原理」に居心地が悪い者は，ニッチ構築に向かうか餌
撒きに徹するだろう。よって，相互牽制し合うズレから捻じれた重合すなわち螺旋
の理路が崩れ，百足に靴を履かせるようにする一神教依存とも逆の多神教依存とも
さながら同型な「統治2―自治2」のなさが，「CC 者ではない 2 階者の不自由の不全」
を招いてきたという点では，「歴史は繰り返す」といわれた通りであった。
　正しい分配（distribution）の在り方としての正義と現実主義については，感情的現実
主義，追加的利益や費用が発生しても結果が同じであればその結果が生じる過程が判断に
影響しないといった限定された帰結主義以後を，後稿に言及する。が，いまは「再帰性の
近代」をつぎのように眺める。ただし，物議を醸した 3 人（71）のいずれとも，狭義言語能
（67） Meadows,D.,2008.以上でもいう。
（68） アリストテレス／高田三郎訳，1971 年。1973 年。以上以来だといわれている。
（69） I.プリゴジン／小出昭一郎・安孫子誠也訳，1984（1984）年。
（70） Hartley,D.,2010.L.ドイヨル・I.ゴフ／馬場裕・山森亮監訳／遠藤環・神島裕子訳，2014（1991）年。以上
は古典理論の延長上にあるが一見を要する。
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力のなせる業か（72），本論の再帰性概念は一致していない。
　（8）　FOL 上で多用される 3 段論法とはいえこれに縛られただけでは小前提に特称命題
があると帰結が乱れ，これが論理上のことでも経験上の 3 層化に連なるほど切り取っ
ているといわれることで，傾向的に高階型化する。その縛りを超えて SOL 化した 3
層化は，それ以上でもそれ以下でもない層化である。また，「非実体―実体」／「非
実在―実在」／「対自―即自（73）」について，「相関―非相関（接触）」／「アトミズ
ム―ホーリズム」の対称性を原基とする「人文―自然［科学］」2 における CC は，社
会［科学］の破れを脱人間中心的にテクスチャライズする。そして，「テクスト―コ
ンテクスト」のハイパー化相互作用における闇雲な蜘蛛の子の認識に対して，「コネ
クショニズム（⊃認識論の工学化）―シンボリズム」／「人間らしき迷いを縮減す
る機能主義がいう機能―そういう機能分化の基にある系統樹発想を越えた［ネオ］
共進化（発生論的共生）」という思考の中間表象を巡りつづけ，知は「制度や管理の
実在性（意味／意義／事実真理）」を探求する。
　「競覇（ストーリー化しやすかった相対矛盾ベース）―非競覇（ナラティブ化しやすかっ
た絶対矛盾ベース）」が「ソフト―ハードランディング」2／「維新―革命」2 をいう世界の
拡大として問題化してきたといえるので，それらを改めて以下のように準えておこう。「政
府関係家―資本関係家」／「税金化再分配―非税金化再投資」／「観察できなければ不可
知者である観察者―観察できなくとも可知者である被観察者」のいずれも，「市場―多様
性原理」2 の C1 や C2 だけの守護神ではなくなる。また，［金利ゼロ以下化により］個人投
資も漁り運用する申し子と，それらのすべてを吸い上げていくように過度な株価（⊃株主
主権）重視の企業価値評価を下す申し子には，渡りに船の蜜月が雨後の筍のようにあった。
その 2 様の申し子たちは，企業破綻（倒産）後に残留する同上的な企業価値の再生（リス
タート）において，一役買うには長けてきた。よって，企業の共時態的組織個体が，株価
維持（株主ポピュリズム）のために内部留保を増進したのだとすれば，それは再投資の冷
え込みにつながり，ビジネスモデル化で引けを取ったかのようだ。典型的には情動犯罪の
減刑や尊属殺人の増刑の根拠になっている「外側―内側」／「原因―理由」における傾斜
が，そのコツを掴んだ彼らの然り顔にある「ありえなさ」を招来してきた。ディープな金
融資本主義における呉越同舟か同床異夢かが問われる申し子や落し子たちも，あらたなア
ントレプレナーたちも，2 重螺旋仮説の包披論から絡み合う 2 本の道筋が架橋となりルビ
コン川を渡るというときには，資本主義の分裂病理を越えることだ。このことが，われわ
れは主要な移行（CC）を成し遂げるために必要なあらゆる条件を満たし始めているとい
う推論上の根拠になる。
（71） U.ベック・A.ギデンス・S.ラッシュ／松尾精文ほか訳，1997 年。
（72） 岡ノ谷一夫，2004 年，896～897 頁。
（73） J.サルトル／松浪信三郎訳，2008（1943）年。465～491 頁。カント流とサルトル流があるので以上を参看さ
れたい。
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　（9）　「C1 上の FOL 的階型―C2 上の SOL 的ループ化」／「AI―HI 化」において，つ
ぎを踏まえていう（74）。① C2 を無理に C1 での 2 項対立にしても返って矛盾が生じる
場合がある。② C1 での 2 項対立の一方だけを選んだつもりではいても，いつの間に
か C2 の混入した現実が少なくない。③時代時代で奏効した産業を除けば，C1 での
当て馬的な産業振興や C2 での総花化する介入への非難は大方で妥当するという見方
が多い。④知の探求は，「コンフリクト―オーダー」／「主観―客観」（75）への「非馴
化―馴化」／「愚者―賢者」（図 6-5），そして「オーダーは人間が『内1―外1』で考
えた人間の『内部／外部』に敵対しているという観念凝固（76）がある競覇―オーダー
は人間が『内 2―外 2』で考えるとそうといえるばかりではないという観念融解があ
る非競覇」という思考の中間表象を巡る。そして⑤「統合―分化」／「統治―自治」
にある「SD［Gs］／［C］SR／ESG/CSV」では，
「プロ―アマ」／「正規―非正規」／「頸木
内労働観―頸木を離れた労働観」を HI 的に
トランスベクション化する標準制度論以後や
標準管理論以後がある。
　「モノ2―サービス2」／「手許2―手前2」から一人では何もできないからトランスベクショ
ンがあると認識できたとき，「これがここに本当にあるんだ（77）」というように，「組織―
システム」に隠れている「ソーティング（78）」の実在感が「リアル―バーチャル（拡張現実）」
に変わる。こうして，専門的にはマーケティング・チャネル上でいうつぎつぎに新しいも
のからの「オムニ」（ご多聞に漏れず何でもありなこと）に対する批判が，「オート（自給）・
ポイエーシス（自足）」であった，として社会科学的には受け止めてもいい様相がある。
というのは，4 区分｛FOL（1 なる 1，多なる多），SOL（1 なる多，多なる 1）｝における
CC――焦点化を経るために 2 次化Ⅲまでがある中で，「人文―自然科学」2 を考える社会科
学の諸専門の姿としての「C1 から（へ）―C2 へ（から）」2 の「そして」――へと最醇化し
ない限り，「ハリネズミ（79）」の異解論法を振り翳す同じ穴の狢（高階型化）になるからで
ある。その上でつぎのようにして，上述の「善」（必然引く必要にある最高善（80）未満）を
決めていく。①「エンゲージメント―コミットメント」／「セルフ―非セルフ」／「エン
パワーメント―ディス・エンパワ―メント」にある経験からもの歴史の刷新。②自然科学
寄りな「相即―非相即」／人文科学寄りな「寛容―非寛容」があって取引するか否かにお
図 6-5　モデルと盲点
A 反 A
A A 的賢者 A 的愚者
反 A 反 A 的賢者 反 A 的愚者
（74） I.バーリン／河合秀和訳，1997（1953）年。①については「12―多2」に向かったと考える以上から，②と③
については以下からいう。J.ティロール／村井章子訳，2018（2016）年，391～416 頁。
（75） 猿渡敏公，2016 年，162～172 頁。以上に詳しい。
（76） S.モスコヴィッシ／古田幸男訳，1983（1974）年，20 頁。以上を SOL から言い換えている。
（77） T.トウェイツ／村井理子訳，2015（2011）年。実験考古学（たとえば大昔の宮殿や城の再現）よりは時間長
が卑短だが，この方が実感を得やすいならば格好の書である。
（78） 渡辺彗，1978 年。
（79） I.バーリン／河合秀和訳，1997（1953）年，岩波書店。以上でいう「ハリネズミ」のこと。
（80） B.de スピノザ／畠中尚志訳，1951 年。人間が自己自身および自己の活動能力を観想することから生まれる
喜び。
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いて緊迫する自由度（非自由）の拡大（縮小）の溶解である妥協の程度選択。そして③公
共的正当化の基準を考える基底としての「善―［正］義（自由を独断と支配欲から解放し
自由に道徳的正当性を付与する）」。
おわりに
　「1 元（同一）―多元（差異）」／「創発―還元」というパラドクス的顛末に対し存在態
様を巡る応答をいかになしえるかは，「以前と以後」を貫く「幹（ステム）存在」のアブ
ダクションにかかっている。物理学が「ビック・バン以前と以後」――以後としての存在
は「物質―エネルギー―情報」に 3 態様化されてはきた――をいえば，哲学が「人類以前
と以後」を，社会科学が「標準制度（管理）以前と以後」をいうことに対しては，諸学間
で伝わりきらないことがあるにせよ，生物学での動物についての大発見は前稿以後の射程
内での照準化にとっても有意義であった。この発見が 1 だ，いやそんな筈はないといえば，
いずれもがやはり幻想だとされていくのか。この点で，包披（「認識論2―存在論2」／「ホー
リズム2―アトミズム2」といった相互包摂）論はより頑強であり，組織論的にも濃淡含み
な分厚い記述をより可能化する。ついていえば，CC へとこうしたアブダクションを成そ
うとするマーケティング論を「幹マーケティング論」と呼んでいきたくなるほどである。
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他者の存在がクーポン使用のネガティブな印象と
使用意図に与える影響
 宮　澤　　　薫
 松　本　大　吾
1．はじめに
　店頭でクーポンを使用することによって，通常の価格よりも安価に製品やサービスを購
入できることは，消費者にとって嬉しいことだろう。クーポンとは，ある商品に対して一
定の値引きを約束した証書であり（恩蔵，守口 1994），セールス・プロモーションの手法
の 1 つである。消費者はクーポンがもたらす金銭的なインセンティブが大きいと認識する
ほど，購入に至る傾向が見られるという（Ashworthetal.,2005）。また，消費者がセール
ス・プロモーションに対して感じる便益は，実利的な便益に留まらず，自分が徳のある理
性的な買物客であることを示す価値表現的な役割や，そのセールス・プロモーションを利
用すること自体の快楽的な便益があることも指摘されている（e.g.,Chandonetal.,2000）。
　一方，Ashworthetal.（2005）は，クーポンに関するそれまでの先行研究が，主にクー
ポン使用のポジティブな影響に注目してきたことを指摘するとともに，クーポンの使用が
消費者に及ぼすネガティブな影響を明らかにする重要性を示した。彼らは，印象管理の観
点から（impressionmanagement），金銭を節約することは，時に他者から貧乏くさい人，
ケチな人といったようなネガティブな認識を持たれる恐れがあるため，他者からマイナス
の印象を持たれないようクーポンの使用を思いとどまることがあると述べている。
　プロモーションは，店舗内の非計画購買下における有効なマーケティング手法として捉
えられてきた（恩蔵，守口1994）。中でも消費者に金銭的な便益をもたらすクーポンは，
最終的な意思決定を促す有用なセールス・プロモーションの一つとして，重要な役割を果
たしていると考えられる。しかし，他者という企業の意図しない要因によって，消費者の
クーポン使用が阻害されるのであれば，店舗内のマーケティング機会が失われるだけでな
く，消費者も金銭的に優遇された購買機会を失うことになる。店舗内での両者の機会損失
を解消するためには，消費者がクーポンを使用する上で，他者からどのような影響を受け
ているのかを明らかにする必要があるだろう。
　本研究では，店舗内の他者という企業の意図しない要因によって消費者のクーポン使用
が阻害される状況に対して，それを解消するための要件を把握することを目的とする。特
に，クーポンの使用行動が誰から見られているかという点と，使用するクーポンの形態に
注目し，Ashworthetal.（2005）の議論を進展させたいと考える。
　本研究の構成は以下の通りである。次節では，クーポン使用のネガティブな影響に着目
した先行研究を概観し，先行研究から得られた知見を整理する。第 3 節では，クーポンの
〔論　説〕
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使用がなぜネガティブな自己イメージを引き起こすのかについて印象管理との関わりから
説明する。それらを踏まえ第 4 節では本研究の目的を確認し，第 5 節において具体的な仮
説の設定を行う。第 6 節，第 7 節では調査の概要と分析結果について示し，最後に考察と
今後の課題について述べる。
2．先行研究
　金銭的なインセンティブという経済的な側面だけでなく，価値表現や快楽といった心理
的な要因によっても，クーポンの使用は促進される（Chandonetal.,2000）。一方で，他
者からネガティブな印象を持たれたくないという社会的目標にネガティブな影響を及ぼす
場合，消費者は功利的な便益を犠牲にしても，クーポンの使用を避けるという意思決定を
行うことがある（Ashworthetal.,2005）。
　クーポン研究に，このような他者の視線という社会的影響の視点が取り入れられた背景
には，消費者行動研究における他者研究の影響があると考えられる。他者が消費者の態度
や行動に及ぼす影響は，古くは準拠集団研究を中心に議論がなされてきたが，90 年代の
終わり頃から，購買あるいは消費時点に居合わせた他者にも目が向けられるようになった
（石田2012）。前者の準拠集団の場合，消費者が購買時に意識する他者は，必ずしも消費
者の目の前に存在しているわけではなく，意識する他者を想像しながら購買に至る場合も
ある。しかし，後者が対象とする他者は，消費者の目の前に物理的に存在し，その他者の
視線を意識することで消費者の行動がどのような影響を受けるかという点が議論される。
　このような研究の流れの中で，Ashworthetal.（2005）は，クーポンの使用意図が他者
の視線によってどのような影響を受けるのかについて研究を行った。彼らは，クーポンの
使用が消費者にネガティブな印象をもたらしたり，他者からの評価を下げる可能性が高い
時にクーポンの使用を避けるのではないかと考えた。そして，レストランでのクーポン使
用に関わるシナリオを用いた 4 つの実験を行った。
　1 つ目の実験では，初デートで訪れたレストランで支払いをする際，新聞から切り抜い
たクーポンを使用することに対する意識を確認した。その結果，クーポンを使用すること
は「自分はケチな人だ」という自己認識を高めること，それは，同じ割引率の店頭でのディ
スカウントを利用するよりも「ケチだ」と感じることが明らかにされた。実験 2 では，クー
ポンの使用者に対する観察者側（1）の評価について確認している。その結果，観察者から見
ても，クーポンを使用した人は「ケチな人である」という評価が下されることが示された。
　実験 3 では，クーポンの使用に関わる消費者の責任の程度に着目した実験を行った。クー
ポンの使用に関わる消費者の責任の程度とは，値引きを受けるために消費者自身が手間を
かけた程度と解釈できる。具体的には，消費者があらかじめ用意していたクーポンを使用
する場合（事前準備など手間をかけた状況）と，支払い時にその場で店員から勧められた
クーポンを使用する場合（自分では手間をかけず，たまたまクーポンを手にした状況）と
（1） Ashworthetal.（2005）の実験 2 では，初デートで異性の友人と訪れたレストランで一緒に食事をするとい
う実験 1 と同じシナリオを使用している。そのことから，ここでいう観察者とはクーポン使用者と一緒に食
事をしている人物であり，本研究における同伴他者と同様の意味を示すと捉えられる。
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いう 2 つの状況におけるクーポン使用への印象を比較した。その結果，店員から勧められ
たクーポンを使用する場合は，ネガティブな印象が軽減されることが明らかになった。
　最後に，同伴他者が誰であるかによる影響の違いが確認された。消費者は異性の友人と
初デートをする状況では，クーポンの使用によって生じるネガティブな印象を気にするが，
同伴他者が気心の知れた旧友だった場合，その程度は減少する。
　一連の実験を通して Ashworthetal.（2005）は，クーポンの使用は使用者にとっても
観察者にとっても「ケチな人である」というネガティブな印象を作り出す行動であること，
特に切り抜いた紙クーポンを持参することは，お金を倹約するために消費者が入念に準備
した行動だと映る点でネガティブな印象を強めるとしている。一方で，支払い時に店員か
らクーポンの使用を勧められるといったクーポンの使用に対する消費者自身の責任が低い
場合，同伴他者が気心の知れた旧友であるなど，印象管理の動機が低下する場合には，クー
ポン使用に対するネガティブな印象は弱まると結論付けている。
　Kimetal.（2016）は，クーポンを使用する消費者の特性に着目することで Ashworth
etal.（2005）を発展させた。彼らは，消費者はクーポンを使用することで「賢い消費者で
ある」という印象を獲得しようとする場合もあれば，「ケチな消費者である」という印象
を持たれないために使用を回避する場合もあると述べ，この矛盾した動機を説明する理論
背景として文化的自己観に注目した。賢い印象は，相互独立的自己観に見られる個人志向
と関係が深く，ケチな印象は相互協調的自己観に見られる集団主義と関係する。そのため，
相互独立的自己観の強い消費者は，賢さという望ましいアイデンティティを維持するため
にクーポンを使用するが，相互協調的自己観の強い消費者は他者の視線を気にする傾向が
強いためクーポンの使用を回避すると考えた。
　Kimetal.（2016）は，相互独立的自己観を持つ消費者として米国，相互協調的自己観を
持つ消費者として韓国を対象に 4 つの量的調査を行った。その結果，相互独立的自己観を
持つ消費者は，クーポンを使用することに対して「賢い消費者である」という印象を持ち，
それによってクーポンの使用を増加させること，またその傾向は，一人の時でも他者の前で
も変わらないことを明らかにした。一方，相互協調的自己観を持つ消費者は，他者から見ら
れていると感じると，クーポンを使用することをケチだと感じ，使用が減少する。そのため，
相互協調的自己観を持つ消費者の場合，周りにいる他者にどの程度見られていると感じる
かを示す可視性がクーポン使用に対する重要な影響要因であることが指摘されている。
　ArgoandMain（2008）は，クーポン使用者のネガティブな印象は，近くにいる他者の
印象をも傷つける可能性があると指摘した。そして，クーポン使用者のネガティブな印象
を，Goffman（1963）によって提唱されたスティグマ概念（2）を援用し説明した。彼らはシ
ナリオを用いた 4 つの実験を通して，観察者（3）がクーポンの使用者に対してスティグマを
知覚すると同時に，近くにいる別の買物客に対しても同様にネガティブな印象をいだくこ
とを明らかにした。一方で，近くにいる買物客とクーポン使用者との関係性（知り合いか
（2） ArgoandMain（2008）は当該研究の中で，スティグマを社会的文脈の中で価値を下げる，またはネガティ
ブだと知覚される性質，特徴，行動だと規定している。
（3） ArgoandMain（2008）における観察者とは，店舗内でクーポンを使用する人とそのそばにいる他者の様子
を客観的に見ている第三の消費者であり，同伴他者ではない。
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どうか），物理的距離（同じ列で会計をするか，違う列で会計をするか），個人的魅力（有
名人など個人的な魅力が高い消費者かどうか）という条件によって，スティグマが伝播す
る可能性は減少することも確認している。
　以上，主要な先行研究を概観した。消費者はクーポンの使用が他者に望ましくない自己
イメージを呈示してしまう可能性を懸念し，クーポンの使用を回避することがある。この
望ましくない印象は，ケチ，スティグマといった表現で説明され，クーポン使用者と近い
間柄にあったり，物理的距離が近い場合，そばにいるクーポンを使用していない他者にも
伝播する可能性がある。
　一方で，他者の視線があったとしても，クーポン使用が作り出すケチな印象が弱まり，
使用意図が高まる可能性も指摘されている。例えば，同伴他者が誰であるか，個人特性の
違い，また，クーポンの使用に対する消費者の責任の度合いなどがその影響要因として議
論されている。
　これらを踏まえ，以下では，他者の前でクーポンの使用を避けようとする消費者の心理
について印象管理理論をもとに確認し，先行研究で議論されたクーポンの使用意図に及ぼ
す影響要因について再整理する。
3．クーポン使用が引き起こすネガティブな自己イメージと印象管理
　上述の先行研究において，消費者はクーポンの使用によって好ましくない社会的印象を
作り出すことを懸念しその使用を避ける点，そしてこれらの行動が社会心理学における印
象管理の観点から説明されている点で共通している。中島ら（1999）によれば，印象管理
とは，特定の人間（自己，他者），組織（企業など），事象に対して他者が抱く印象を操作
ないし，制御しようとする目標志向的行動と定義される概念である。また，他者から良い
印象を持たれようとすること（大久保 2018），などとも説明される（4）。
　安藤（1994）（5）によれば，印象管理には主に 3 つの機能があるという。第一に，報酬の
獲得と損失の回避である。印象管理によって得られる報酬には様々なものがあるが，他者
に対する勢力を増大させたり，他者に対する勢力を失いそうなときに損失を最低限にする
ことができるという。第二に，自尊心の高揚と維持である。他者からの称賛は自分自身で
行う自己評価を高めることになるが，一方，非難されれば一時的に自尊心は低下すること
になる。そのため，称賛を引き出したり，非難を避けるような印象管理を行うことで，自
尊心の低下を最小限にするという。最後に，アイデンティティの確立である。自己の公的
な印象と自己概念を一致させるためにも印象管理が行われるのである。
　一方，印象管理の動機が弱まる場合もある。例えば，ある行為に没頭している場合，や
り方や順番が決まっている場合，そしてありのままの自分を出せるような親密な人間関係
にある他者の前にいる場合である（安藤 1994）。
（4） 印象管理は，自己呈示と同義に用いられる場合もあるが，印象を操作する対象が自己以外にも想定されてい
る点で，自己呈示よりも包括的な概念である（中島etal.,1999）。
（5） 安藤（1994）では自己呈示を対象に説明しているが，本稿では中島ら（1999）を参考に自己呈示と印象管理
を同義と扱うこととする。
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　ここで，先行研究で議論されてきたクーポンの使用意図に影響を及ぼす要因について，
印象管理理論を踏まえ改めて整理をする。第一に，クーポンの使用行動が誰から見られて
いるかである。安藤（1994）も述べている通り，他者が誰であるかによって印象管理の動
機が弱まる場合がある。先行研究では，Ashworthetal.（2005）が，旧友を同伴した場合
より，異性の友人を同伴したときの方が，クーポンに対するケチな印象が高まり，使用意
図が低下することを示している。
　第二に，ケチだという印象に影響するクーポンの入手方法である。印象管理理論に基づ
けば，ケチな印象が増すほど自尊心が低下し，自己の公的な印象と自己概念の不一致が生
じる。そして，こういった印象管理の失敗が羞恥感（embarrassment）（6）を引き起こすの
である（菅原1998）。Ashworthetal.（2005）は，クーポンの使用がケチな行為だという
イメージを強める要因の一つとして，クーポンの使用に関わる消費者の責任の程度を挙げ
ている。責任の程度が高いということは，値引きを受けるために労力をかけたということ
であり，そのことが他者に認識されることで，ケチだという印象を強める可能性が高まる。
彼らは，責任の程度が高い行動として事前に準備してきたクーポンの使用，責任の程度が
低い行動として支払い時に店員から勧められたクーポンの使用を設定し，その印象を比較
したところ，後者でネガティブな印象が弱まることを明らかにしている。
　第三に，他者との物理的な距離である。Kimetal.（2016）では，クーポン使用者の周
りにいる他者によって見えている程度を可視性と定義し，クーポンの使用意図に及ぼす重
要性を示唆している。また，ArgoandMain（2008）では，物理的に距離の離れた他者に
はスティグマは伝播しにくいとしており，物理的な距離は他者の影響を和らげることを示
唆している。その他にも Argoetal.（2005）が，同じ売り場にいる他者との距離が近くな
るほど消費者のネガティブな感情が高まり印象管理の動機が強まることを明らかにしてい
る。このように，影響を与える他者は物理的に近い場所にいて，消費者がその他者から見
られていると感じる状況においてより影響が強いと考えられるだろう。
　最後に，クーポン使用者の個人特性である。印象管理はそれに対する関心の程度に個人
差があると言われている（安藤 1994）。Kimetal.（2016）は文化的自己観の違いに着目し，
この問題に取り組んだ。その結果，個人主義的な相互独立的自己観の消費者は他者の視線
の有無にかかわらずクーポンを使用する傾向にあるが，集団主義的な相互協調的自己観の
消費者は他者の視線を気にしてクーポンの使用を避ける傾向にあることを明らかにしている。
　先行研究から得られた結果は表 1 のようにまとめられる。印象管理の動機の強い他者か
ら見られている状況，クーポン使用に関わる責任が高いと感じられる方法で入手したクーポ
ンは，使用を回避する傾向を強めると考えられる。そして，相互協調的自己観の強い消費者，
近くにいる他者から見られている消費者もまた，クーポンの使用を避ける可能性が高い。
4．本研究の目的
　以上の先行研究を踏まえ，本研究の目的を再確認する。本研究では，店舗内の他者とい
（6） 羞恥感（embarrassment）とは，恥ずかしさや決まりの悪さといったごく日常的な羞恥の感覚を指し，対人
場面に限定されて使用されることが多い（菅原1998）。
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う企業の意図しない要因によって，消費者のクーポン使用が阻害される状況に対して，そ
れを解消するための要件を把握することを目的とする。特に，クーポンの使用行動が誰か
ら見られているかという点と，クーポンの使用に関わる消費者の責任の程度を表すクーポ
ン形態に注目し，Ashworthetal.（2005）の議論を進展させたいと考える。
　なお，クーポン使用者とそれを観察する他者との物理的距離については，近い距離にい
る他者の影響が強いことから，本研究ではクーポン使用者を観察する他者を，同伴他者と
設定する。また，消費者の個人特性に関しては，本研究が相互協調的自己観の傾向が見ら
れる日本の消費者を対象としたものであることから，Kimetal.（2016）の研究結果に基
づき進める。
　まず，同伴他者についてである。誰から見られているかによって消費者の行動が変わる
という見解は，Ashworthetal.（2005）のクーポンを対象とした研究以外にも消費者行動
研究において蓄積が見られる（e.g.,Luo2005;宮澤，松本2018）。これらの議論は，安藤
（1994）の，誰に対する印象管理であるかによってその動機が変わるという主張と深くか
かわっていることから，旧友以外でも印象管理の動機が低いと考えられる他者を同伴した
場合，クーポンの使用意図は高まると考えられる。
　次に，クーポン使用に関わる責任の程度についてである。前述のように，Ashworthet
al.（2005）では，値引きを受けるために手間をかけたという行動が，クーポンの入手方法
によって可視化されることで，クーポン使用に対するケチだという印象が強まり使用意図
が弱まることが確認されている。一方，責任の程度を把握する方法としては，持参したクー
ポン，店員から勧められたクーポンというクーポンの入手方法の違いに対する確認に留
まっている。Ashworthetal.（2005）や Kimetal.（2016）では紙のクーポンを対象に研
究が進められてきた。しかし，近年では紙クーポンだけでなく，モバイルクーポンなどの
電子クーポンも多く使用されるようになっており（Kimetal.,2016），値引きを受けるた
表 1：他者の前でのクーポンの使用意図に対する影響要因
影響要因
他者の前でのクーポン
の使用意図
クーポンの使用を
観察する他者
Ashworthetal.（2005）
印象管理の動機が強い他者 低い
印象管理の動機が弱い他者 高い
クーポン使用に
関わる責任の程度
Ashworthetal.（2005）
責任の程度が高い
（自分で準備）
低い
責任の程度が低い
（店員が店頭で勧める）
高い
個人特性
Kimetal.（2016）
相互協調的自己観 低い
相互独立的自己観 高い
物理的距離
ArgoandMain（2008）
近くにいる他者 低い
遠くにいる他者 高い
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めにかけた手間が可視化されるという点において，クーポンの入手方法だけでなくクーポ
ン形態の違いも検討の余地があると考えられる。以上を踏まえ，次節では具体的な仮説の
設定を行う。
5．仮説設定
　本研究では，Ashworthetal.（2005）で見られた結果が，同伴する他者によって異なる
のか，また使用するクーポンの形態によって異なるのかを明らかにするために，2 つの仮
説を設定する。
　まず，同伴他者による違いである。異性友人を同伴するより，気心の知れた旧友を同伴
した時の方が印象管理の動機が低下し，クーポンの使用意図が高まるという Ashworthet
al.（2005）の主張に基づけば，旧友以外でも印象管理の動機が低いと考えられる他者が同
伴した場合，同様に使用意図は高まると考えられる。
　例えば，同伴他者が消費者の衝動購買に与える影響について研究した Luo（2005）は，
同僚を同伴した場合は，同僚が消費者の自発的で素早い判断を評価するため，それに応え
ようと衝動購買が促進されるが，家族を同伴した場合には衝動購買は抑えられるという結
果を得ている。また，宮澤，松本（2018）は，同伴他者の違いが消費者の製品選択に与え
る影響について，印象管理理論をもとに研究している。当該研究では，友人を同伴する場
合は高価格製品を選択する人が多く，低価格製品を選択する人が少ないが，家族を同伴す
る場合は逆に，高価格製品を選択する人が少なく，低価格製品を選択する人が多いという
結果が得られている。これらの先行研究を踏まえると，異性の友人を同伴するよりも家族
を同伴した時の方が印象管理の動機が弱まるため，クーポンの使用に対するケチな印象が
低下し，使用意図が高まると仮定できる。そこで以下の仮説を設定する。
仮説 1a：異性友人を同伴した時よりも家族を同伴した場合の方が，紙クーポンの使用に
対するケチだというイメージは低い。
仮説 1b：異性友人を同伴した時よりも家族を同伴した場合の方が，紙クーポンの使用意
図は高い。
　次に，クーポンの使用に関わる消費者の責任の程度とクーポンの形態についてである。
前述の通り，先行研究では主に，消費者があらかじめ準備した紙クーポン（事前準備等，
手間がかかっている状況）を対象に，クーポン使用に対するケチな印象や使用意図の有無
を検証している（e.g.,Ashworthetal.,2005;Kimetal.,2016）。一方，モバイルクーポン
のような電子クーポンの普及を指摘し，紙クーポンと比べて電子クーポンを使用すること
に対するネガティブなイメージは低いのではないかという見解も見られる（e.g.,Kimet
al.,2016）。例えば，紙クーポンは，事前に自宅でプリントアウトするなどの手間がかかる
が，電子クーポンは，その場でスマートフォンを提示することで割引が受けられるため，
値引きのために周到に用意されたネガティブな行動だという印象が弱まる可能性が考えら
れる。そのため，印象管理の動機の強い異性友人を同伴していたとしても，紙クーポンを
使用するよりはケチだという印象が低下して使用意図が高まると考えられる。そこで以下
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の仮説を設定する。
仮説 2a：異性友人の前でクーポンを使用する場合，紙クーポンよりも電子クーポンの方が，
ケチだというイメージは低い。
仮説 2b：異性友人の前でクーポンを使用する場合，紙クーポンよりも電子クーポンの方
が，使用意図は高い。
6．調査概要
6-1．質問紙の構成
　仮説の検証のために場面想定法を用いた。日頃のお礼のために同伴他者に対して食事を
ごちそうするというシナリオを作成した。被験者が 2 名分の食事代である 5,000 円を支払
う場面を想定して，その際，食事代が 10％オフ（500 円の得）になるクーポンを利用する
かどうかを想像させた。シナリオは同伴他者条件とクーポン条件の組み合わせが異なる 4
種類を用いた（付録 1 を参照）。
　同伴他者条件は，宮澤，松本（2018）を参考に 3 水準を設定した。統制群である他者を
伴わない「ひとり」，印象管理の動機が低いと想定した「家族（親やきょうだい）」，印象管
理の動機が高いと想定した「もっとも気心の知れた異性の友人」である（7）。各条件に割り
当てられた被験者には，シナリオを読む前に，「あなた自身」，「あなたの家族（親やきょう
だい）」「あなたにとって，もっとも気心の知れた異性の友人」を思い浮かべるように教示
文を示した。
　クーポン条件には，あらかじめ自宅でプリントアウトして持参してきた紙のクーポンを
支払い時に提示する場合と，スマートフォン上の電子クーポンを支払い時に提示する場合
の 2 水準を設定した。
　これらの条件を組み合わせて，①ひとり×紙クーポン，②家族 × 紙クーポン，③異性
友人×紙クーポン，④異性友人×電子クーポンの 4 種類のシナリオを作成した。
　仮説 1 の検証には紙クーポン水準と同伴他者 3 水準を組み合わせた①，②，③のシナリ
オを用いた。仮説 2 の検証には，同伴他者条件のうち，異性友人水準とクーポン条件 2 水
準を組み合わせた③と④のシナリオを用いた。
　他者を同伴せず，ひとりで食事をする統制群用のシナリオ①では，自分へのごほうびと
してレストランに食事をしにいくという場面を想定させた。食事代は 2,500 円とし，食事
代が 10％オフ（250 円の得）になるクーポンを利用するかどうかを想像させた。
　各シナリオを別の被験者に提示した。その後，各シナリオの場面におけるクーポン使用
に対してどう思うかを尋ねた。質問項目は，クーポン使用に対する「ケチ」という態度と
クーポンの使用意図についてである。
　クーポン使用に対する「ケチ」という態度については，Ashworthetal.（2005）を参考
に 3 項目を作成した。クーポンの使用意図についても同様に，Ashworthetal.（2005）を
（7） 「もっとも気心の知れた異性の友人」という表現については，羞恥感と観察者との心理的距離を主題とする佐々
木，菅原，丹野（2005）も参照した。
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参考に 2 項目を作成した。各質問項目は，7 段階のリッカート尺度（1：まったくあては
まらない～7：とてもあてはまる）で回答させた（表 2 参照）。
6-2．データの収集
　データの収集には，インターネット調査を用いた。データ収集作業は楽天インサイト株
式会社に依頼した。回答方法は，回答精度の偏りを防ぐためにスマートフォンからの回答
を除外し，パソコンからの回答に限定した。調査実施時期は 2019 年 3 月 15 日から 18 日
である。
　調査対象者は，全国の 20 代～40 代の未婚の男女である。同伴他者条件として異性の友
人を設定しているため，既婚者は対象から除外した。消費行動の偏りを防ぐために，有職
者を対象とし，学生，専業主婦（主夫），無職を対象から除外した。本研究ではクーポン
の使用行動を研究対象としているため，日常的に紙クーポンないし電子クーポンのいずれ
か，またはその両方を全く使用しないと回答した人を対象から除外した。
　本研究の仮説では異性友人の同伴他者に注目している。男性被験者と女性被験者とでは
異性に対する態度に差がある可能性があるため，データを収集する際，男女を均等に割り
付けた。年代についても同様に，年齢の違いによって他者に対する態度に差がある可能性
があるため，データを収集する際，20 代，30 代，40 代を均等に割り付けた。
　シナリオごとに性別 2 水準（男性・女性）×年代 3 水準（20 代・30 代・40 代）＝ 6 セル
を設定，1 セルごとに 21 サンプル，計 126 サンプルを収集した。シナリオ 4 種類合計で
504 サンプルの有効回答を得た（8）。
表 2：クーポン使用態度：「ケチ」と「使用意図」の質問項目
クーポン使用態度：ケチ（α＝0.908, M＝2.81, SD＝1.42）
Ａ．この場面でプリントアウトしたクーポンを使用する人は，…
Ｂ．この場面で電子クーポンを使用する人は，…
1　ケチだと思う
2　せこいと思う
3　貧乏くさい
クーポン使用態度：使用意図（α＝0.880, M＝5.26, SD＝1.54）
Ａ．この場面で私は，プリントアウトしたクーポンを…
Ｂ．この場面で私は，電子クーポンを…
1　使用する
2　提示したい
注 1：クーポン条件で紙クーポンの場合には A の文章の後に，電子クーポンの場合には B の文章
の後に，各質問項目を尋ねた。
注 2：クロンバックのα係数，平均値，標準偏差は，本研究で扱う全サンプル（504 サンプル）
で算出したものである。
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7．調査結果
7-1．仮説 1 の検証
　仮説 1 を検証するために，クーポン条件が紙クーポンの場合におけるクーポン使用態度
について，同伴他者が家族の場合（シナリオ②）と異性友人である場合（シナリオ③）と
を比較した。クーポン使用態度のうち，ケチについては，表 2 で示した 3 項目の平均値を
算出し，これをケチ得点として分析に用いた。使用意図については，表 2 で示した 2 項目
の平均値を算出し，これを使用意図得点として分析に用いた。いずれの値も，1 点から 7
点の範囲をとり，点数が高いほどケチの態度，使用意図の態度が高い傾向にあることを意
味する。分析では，統制群として同伴他者のいない「ひとり」で食事をする場合（シナリ
オ①）も含めて検証した。
　ケチ得点を従属変数とする一元配置分散分析（被験者間計画）を実施した結果，0.1％
水準で有意な差が認められた（F （2,375）＝7.440,p＝.001,η2＝.04）。Tukey の HSD 法に
よる多重比較の結果，異性友人の場合（M＝3.14,SD＝1.48）と家族の場合（M＝2.56,SD
＝1.38）の間に 1% 水準で有意な差が認められた（p＝.002）。また，異性友人の場合とひ
とりの場合（M＝2.57,SD＝1.25）の間にも 1％水準で有意な差が認められた（p＝.003）。
家族の場合とひとりの場合の間には有意な差は認められなかった（p＝.999）。
　ケチ得点について，3 つの場合の平均値をまとめたものが図 1 である。家族の場合の得
点が（M＝2.56）異性友人の場合の得点（M＝3.14）よりも低い。すなわち，同伴他者が
異性友人の場合よりも家族の場合のほうが，有意にケチ得点が低いことが確認された。こ
のことから，仮説 1a は支持された。
図 1：紙クーポン使用に対する態度：ケチの平均値
注：図中のエラーバーは標準誤差（± 1SE）を表す。
（8） 被験者の性別，年代，居住地，職業の分布は付録 2，3，4 を参照。
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　続けて，使用意図得点を従属変数とする一元配置分散分析（被験者間計画）を実施した
結果，0.1％水準で有意な差が認められた（F （2,375）＝7.642,p＝.001,η2＝.04）。Tukey
の HSD 法による多重比較の結果，異性友人の場合（M=4.92,SD=1.53）と家族の場合
の間（M＝5.58,SD＝1.53）に 1% 水準で有意な差が認められた（p＝.001）。また，異性友
人の場合とひとりの場合（M＝5.52,SD＝1.42）の間にも 1％水準で有意な差が認められた
（p＝.004）。家族の場合とひとりの場合の間には有意な差は認められなかった（p＝.952）。
　使用意図得点について，3 つの場合の平均値をまとめたものが図 2 である。家族の場合
の得点（M＝5.58）が，異性友人の場合の得点（M＝4.92）よりも高い。すなわち，同伴
他者が異性友人の場合よりも家族の場合のほうが，有意に使用意図得点が高いことが確認
された。このことから，仮説 1b は支持された。
図 2：紙クーポンに対する態度：使用意図の平均値
注：図中のエラーバーは標準誤差（± 1SE）を表す。
7-2．仮説 2 の検証
　仮説 2 の検証のために，同伴他者が異性友人の場合における，紙クーポンを使用する場
合（シナリオ③）と，電子クーポンを使用する場合（シナリオ④）とを比較した。検証に
は，仮説 1 の検証と同様に，ケチ得点と使用意図得点を用いた。
　まず，ケチ得点を従属変数とした，独立したサンプルの t 検定を実施した結果，紙クー
ポンの場合（M＝3.14,SD＝1.48）と，電子クーポンの場合（M＝2.97,SD＝1.48）の間に
有意な差は認められなかった（t（250）＝.865,p＝.388,r＝.06）。紙クーポンと電子クーポン
の平均値は図 3 に示した。以上のことから，異性友人を同伴した場合，電子クーポンと紙
クーポンの使用に対するケチというイメージには差がないことが確認された。したがって，
仮説 2a は棄却された。
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　次に，使用意図得点を従属変数とした，独立したサンプルの t 検定を実施した結果，紙
クーポンの場合（M=4.92,SD=1.53）と，電子クーポンの場合（M=5.04,SD=1.65）
の間に有意な差は認められなかった（t （250）=.594,p=.553,r=.04）。紙クーポンと電子
クーポンの平均値は図 4 に示した。以上のことから，異性友人を同伴した場合，電子クー
ポンと紙クーポンの使用意図には差がないことが確認された。したがって，仮説 2b も棄
却された。
8．考察
　本研究では，同伴他者の存在がクーポンの使用によって引き起こされるネガティブな印
象と使用意図に与える影響について検証を行った。仮説 1 では，紙クーポンの使用につい
て，家族と異性友人とを同伴した場合では，使用態度に差があるのかを確認した。結果と
注：図中のエラーバーは標準誤差（± 1SE）を表す。
図 4：異性友人の場合のクーポンに対する態度：使用意図の平均値
図 3：異性友人の場合のクーポンに対する態度：ケチの平均値
注：図中のエラーバーは標準誤差（± 1SE）を表す。
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して，異性友人を同伴した場合よりも家族を同伴した場合のほうが，クーポン使用に対す
るケチというイメージが有意に低かった。逆に，クーポンの使用意図については，異性友
人を同伴した場合よりも家族を同伴した場合のほうが，有意に得点が高かった。以上のこ
とから，家族を同伴する場合は異性友人を同伴する場合よりも，クーポン使用者が紙クー
ポンの使用に対してケチというイメージをあまり感じることなく，使用意図が高まる可能
性が確認された。この結果からは，仮説を導出する際に言及したように，家族は異性友人
よりも印象管理の動機が弱いことが示唆される。
　また，統制群として設定した同伴他者のいないひとりの場合と比べた場合，家族の場合
とひとりの場合には，紙クーポン使用に対するケチというイメージ，紙クーポン使用意図
のいずれも得点に有意差がなかった。同伴他者がおらず，近い距離にいる他者に対する印
象管理の必要がないひとりの場合と，家族を同伴した場合に有意な差がないことからも，
やはり家族の場合には印象管理の動機が弱いか，あるいはそうした動機がそもそも生じな
いことが示唆された。
　仮説 2 では，印象管理の動機が強い相手として異性の友人を取り上げ，異性友人を同伴
した場合のクーポン使用態度は，クーポン形態によって影響を受けるのかを検証した。クー
ポン形態の違いによって準備に要する手間の程度は異なる。例えば，紙クーポンは，電子
クーポンに比べて，事前に自宅でプリントアウトするなどの手間がかかる。その手間の違
いが，Ashworthetal.（2005）が指摘する，クーポン使用者のクーポン使用に対する責任
の度合いに関係する（クーポン使用に手間がかかるほど，クーポン使用に対するクーポン
使用者の責任の度合いが高い）と考えた。
　分析の結果，あらかじめ自宅でプリントアウトする必要がある紙クーポンの使用と，そ
の場でスマートフォンの画面を提示する電子クーポンの使用とを比較したところ，クーポ
ンに対するケチというイメージと，クーポンの使用意図のいずれも有意差は確認されな
かった。本研究の結果は，あくまで紙クーポンと電子クーポンという形態を比較した結果
であり，Ashworthetal.（2005）が指摘するクーポン使用の責任の度合いがクーポン使用
態度に影響しないと結論付けることはできない。どちらかといえば，紙クーポンと電子クー
ポンの使用に至る手間の印象の差異が，想定していたよりも小さかった可能性が高い。
　シナリオ作成時には，電子クーポンはあらかじめクーポンをプリントアウトする必要が
ないため，紙クーポンよりも手間の程度が低いと想定した。しかし，電子クーポンの場合
も事前準備が全く必要ないわけではなく，クーポン画像を呼び出すまでいくつかの作業が
一般的に必要である。このように操作に一定程度の時間を要することから，紙クーポンと
の手間の印象の差異があまり生じなかった可能性がある。
　本研究の結果から得られる実務的示唆は以下のとおりである。クーポンは来店動機を促
す機能を持つが，本研究の結果からは，異性の友人を同伴する場合，クーポン使用に対す
るケチというイメージが高まり，クーポン使用意図が低下することが確認された。つまり，
同伴他者が異性友人の場合であれば，クーポンがあるから当該店舗に来店しようという動
機にはつながりにくいと言える。それに対して，家族を同伴する場合，クーポンに対する
ケチというイメージは高まらず，使用意図も低下しないため，来店動機を促すというクー
ポン本来の機能が働きやすい。
　一方，本研究の結果ではクーポンの形態に関して，紙クーポンも電子クーポンもケチと
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いうイメージ，使用意図ともに差はなかった。本研究で扱った異性友人のような，印象管
理を必要とする同伴他者がいた場合，少なくとも紙か電子かといったクーポン形態によっ
てケチというイメージを低下させたり，使用意図を高めたりすることは難しいと言える。
9．本研究の貢献，限界と課題
　本研究の学術的貢献は大きく以下の二点である，第一に，同伴する他者が誰であるかに
よって印象管理の動機が異なり，クーポンの使用意図が変わるという Ashworthetal.
（2005）の見解を強化した点である。Ashworthetal.（2005）は，異性友人と気心の知れ
た旧友の比較を行ったが，本研究では印象管理の動機が低くなる他者として家族を設定し
た。その結果，家族を同伴した場合は，異性友人を同伴した時に比べ，クーポンの利用に
対するケチな印象が低下し，使用意図が高まる結果が得られた。また，クーポンの印象，
使用意図に関して家族の同伴は，ひとりで食事をする場合と類似した結果となった。この
ことから，家族に対する印象管理の動機は低いレベルにあり，ひとりでいるときとほぼ変
わらない消費行動をとる可能性が示唆された。
　第二に，責任の程度を把握する方法として，クーポンの形態の違いに着目した点である。
Kimetal.（2016）を参考に，紙クーポンと電子クーポンを比較し，ケチというイメージと
使用意図が異なるのかどうかを検証した。しかしながら，紙クーポンと電子クーポンを比
較したところ，ケチというイメージ，使用意図ともに有意差は確認されず，クーポン形態
による違いは確認できなかった。Ashworthetal.（2005）の，クーポンの使用に対する消
費者の責任の度合いが高い場合，他者の前ではクーポンを使用する意図が下がるという見
解に基づけば，クーポンの形態が紙であっても電子であっても，あらかじめ値引きされる
ことを知り，店頭でそれを提示したという点で，クーポンの使用に対する消費者の責任の
度合いは高いと判断されるのかもしれない。たまたま店頭で配布されたといったような
クーポンの入手方法と比べると，クーポンの形態のみの影響力は弱いと考えられる。
　以上のように，本研究には複数の貢献を挙げることができるが，いくつかの限界もまた
指摘できる。
　仮説 1，仮説 2 のいずれにおいても，同伴他者の性別（異性友人）に注目したが，男性
が女性友人を同伴する場合の意識と，女性が男性友人を同伴する場合の意識では異なる可
能性もある。今後は，クーポン使用者となる被験者の性別にも注目して，検討する必要が
ある。
　本研究では，家族と異性友人という同伴他者の違いがクーポン使用態度に与える影響の
理由として，印象管理理論を用いて説明した。本研究の結果からは，家族と異性友人では，
印象管理の動機付けが異なることが示唆されたが，直接的に印象管理の動機付けを測定し
て確認することはできていない。同伴他者に対する印象管理の動機付けを測定し，同伴他
者ごとの印象管理の動機の違いを明確にしたうえで，クーポン使用態度との関係を改めて
確認したい。そうすることで，同伴他者の違いがクーポン使用態度に与える影響のメカニ
ズムが，印象管理理論によって説明できることを確認することができる。印象管理の動機
付けをどのように測定するのか，家族や異性の友人以外の同伴他者では印象管理の動機付
けがどのように異なるのか，という点も含めて今後の課題としたい。
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　仮説 2 の検証において，本研究では Ashworthetal.（2005）が指摘するクーポン使用に
対する責任の度合いを，クーポン使用に至るまでの手間の程度の異なるクーポン形態をシ
ナリオに明記することで代表させた。考察でも言及したとおり，紙クーポンと電子クーポ
ンの間にはクーポン使用に至るまでの手間の印象にあまり差がなかった可能性が高く，そ
の結果，仮説 2a，仮説 2b ともに棄却されたと考えられる。これらの結果からは，クーポ
ン使用に対する手間の程度が，クーポン使用に影響しないということが確認されたわけで
はない。したがって，クーポン使用に至るまでの手間の程度については，今後，より精緻
な方法によって検討する必要がある。
　特に，変数の操作確認は十分に行う必要がある。本研究では，紙クーポンと電子クーポ
ンとの間に手間の印象の差異があったのかを量的に確認しなかった。今後は，そのほかの
クーポン形態や使用方法も含めて，使用に至るまでの手間の印象を何らかの尺度で量的に
測定する必要がある。
　また，Ashworthetal.（2005）のクーポン使用に対する責任の度合いを，クーポン使用
に至るまでの手間の程度で代表させることについても，両者が同じ概念かどうか，別の概
念であっても相関が高いのかどうか，という点を確認する必要がある。
　本研究のデータからは，どのシナリオにおいてもクーポンのケチというイメージはそれ
ほど高くなく（最大値 7 に対して 4 以下の平均値），使用意図が高い（最大値 7 に対して
4 以上の平均値）結果であった。このことから，そもそもクーポン使用が一般的であり，
多くの人があまり使用に躊躇していない可能性がある。本研究の結果のとおり，特に異性
友人を同伴した場合には，ひとりの場合や家族を同伴した場合にくらべて，ケチというイ
メージが高まり使用意図が低下することは確かではあるものの，今後はどのような消費者
で特にその傾向が高いのか，消費者特性にも注目する必要がある。
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付録 1：シナリオ一覧（4 種類）
シナリオ①ひとり×紙クーポン
【教示】
以下の質問に対して，あなたがひとりで食事や買い物に行った際の行動を想像しながらお答えください。
【シナリオ】
あなたは，ひとりで夕食を食べに行くことにしました。今回は自分へのごほうびのために，食事をすることにしました。
あらかじめインターネットでレストランを検索し，評価の高かった店の一つに出かけました。その店は評判通り，食事は
おいしく，店の対応もよかったので，満足のいく食事となりました。店員がテーブルまで会計伝票を持ってきました。支
払いは 2,500 円でした。
その時，あなたはレストランのホームページに掲載されていたクーポンをプリントアウトして持参していたことを思い出
しました。そのクーポンは夕食が 10％割引になるものです。つまり 250 円得をすることになります。ウエイターがテーブ
ルまで支払いを受け取りに来る時，あなたがこのクーポンを利用するかどうか想像してみてください。
シナリオ②家族×紙クーポン
【教示】
以下の質問に対して，先ほど思い浮かべていただいた，家族（親やきょうだい）とふたりで食事や買い物に行った際の行
動を想像しながらお答えください。
【シナリオ】
あなたは，家族とふたりで夕食を食べに行くことになりました。今回は日頃のお礼をするために，あなたが家族を食事に
誘いました。
あらかじめインターネットでレストランを検索し，評価の高かった店の一つに出かけました。その店は評判通り，食事は
おいしく，店の対応もよかったので，満足のいく食事となりました。店員がテーブルまで会計伝票を持ってきました。支
払いは 5,000 円でしたが，今日はあなたが支払いをする予定だと家族に告げました。
その時，あなたはレストランのホームページに掲載されていたクーポンをプリントアウトして持参していたことを思い出
しました。そのクーポンは夕食が 10％割引になるものです。つまり 500 円得をすることになります。ウエイターがテーブ
ルまで支払いを受け取りに来る時，あなたがこのクーポンを利用するかどうか想像してみてください。
シナリオ③異性友人×紙クーポン
【教示】
以下の質問に対して，先ほど思い浮かべていただいた，もっとも気心の知れた異性の友人とふたりで食事や買い物に行っ
た際の行動を想像しながらお答えください。
【シナリオ】
あなたは，もっとも気心の知れた異性の友人とふたりで夕食を食べに行くことになりました。今回は日頃のお礼をするた
めに，あなたがこの異性の友人を食事に誘いました。
あらかじめインターネットでレストランを検索し，評価の高かった店の一つに出かけました。その店は評判通り，食事は
おいしく，店の対応もよかったので，満足のいく食事となりました。店員がテーブルまで会計伝票を持ってきました。支
払いは 5000 円でしたが，今日はあなたが支払いをする予定だとこの異性の友人に告げました。
その時，あなたはレストランのホームページに掲載されていたクーポンをプリントアウトして持参していたことを思い出
しました。そのクーポンは夕食が 10％割引になるものです。つまり 500 円得をすることになります。ウエイターがテーブ
ルまで支払いを受け取りに来る時，あなたがこのクーポンを利用するかどうか想像してみてください。
シナリオ④異性友人×電子クーポン
【教示】共通
以下の質問に対して，先ほど思い浮かべていただいた，もっとも気心の知れた異性の友人とふたりで食事や買い物に行っ
た際の行動を想像しながらお答えください。
【シナリオ】
あなたは，もっとも気心の知れた異性の友人とふたりで夕食を食べに行くことになりました。今回は日頃のお礼をするた
めに，あなたがこの異性の友人を食事に誘いました。
あらかじめインターネットでレストランを検索し，評価の高かった店の一つに出かけました。その店は評判通り，食事は
おいしく，店の対応もよかったので，満足のいく食事となりました。店員がテーブルまで会計伝票を持ってきました。支
払いは 5000 円でしたが，今日はあなたが支払いをする予定だとこの異性の友人に告げました。
その時，あなたはレストランのホームページに掲載されている電子クーポンをスマートフォン上で提示すると割引になる
ことを思い出しました。その電子クーポンは夕食が 10％割引になるものです。つまり 500 円得をすることになります。ウ
エイターがテーブルまで支払いを受け取りに来る時，あなたがこの電子クーポンを利用するかどうか想像してみてください。
注：調査時にも，被験者に注目してほしい部分には下線を引き，強調した。被験者は４種類のシナリオのうち，ひとつを割り
当てられた。
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付録 2：被験者の性別・年代の分布（度数）
①ひとり
×紙クーポン
②家族
×紙クーポン
③異性友人
×紙クーポン
④異性友人
×電子クーポン
男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 合計
20 代 21 21 21 21 21 21 21 21 168
30 代 21 21 21 21 21 21 21 21 168
40 代 21 21 21 21 21 21 21 21 168
合計 63 63 63 63 63 63 63 63 504
付録 3：被験者の居住地の分布（度数・％）
①ひとり
×紙クーポン
②家族
×紙クーポン
③異性友人
×紙クーポン
④異性友人
×電子クーポン
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
北 海 道 6 4.8 2 1.6 6 4.8 9 7.1
青 森 県 1 0.8 3 2.4 2 1.6 1 0.8
岩 手 県 0 0.0 1 0.8 0 0.0 1 0.8
宮 城 県 5 4.0 4 3.2 2 1.6 1 0.8
秋 田 県 0 0.0 1 0.8 0 0.0 0 0.0
山 形 県 2 1.6 3 2.4 0 0.0 1 0.8
福 島 県 1 0.8 0 0.0 2 1.6 1 0.8
茨 城 県 1 0.8 2 1.6 5 4.0 1 0.8
栃 木 県 0 0.0 0 0.0 1 0.8 2 1.6
群 馬 県 1 0.8 0 0.0 1 0.8 2 1.6
埼 玉 県 10 7.9 5 4.0 3 2.4 7 5.6
千 葉 県 5 4.0 9 7.1 5 4.0 11 8.7
東 京 都 23 18.3 21 16.7 27 21.4 16 12.7
神奈川県 15 11.9 9 7.1 11 8.7 7 5.6
新 潟 県 2 1.6 1 0.8 1 0.8 0 0.0
富 山 県 1 0.8 0 0.0 0 0.0 1 0.8
石 川 県 0 0.0 0 0.0 3 2.4 2 1.6
福 井 県 1 0.8 0 0.0 2 1.6 1 0.8
山 梨 県 1 0.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0
長 野 県 2 1.6 1 0.8 1 0.8 1 0.8
岐 阜 県 1 0.8 2 1.6 1 0.8 2 1.6
静 岡 県 1 0.8 6 4.8 1 0.8 5 4.0
愛 知 県 8 6.3 8 6.3 11 8.7 10 7.9
三 重 県 1 0.8 4 3.2 2 1.6 0 0.0
滋 賀 県 1 0.8 0 0.0 2 1.6 0 0.0
京 都 府 1 0.8 3 2.4 6 4.8 3 2.4
大 阪 府 11 8.7 8 6.3 9 7.1 15 11.9
兵 庫 県 8 6.3 5 4.0 5 4.0 5 4.0
奈 良 県 1 0.8 2 1.6 1 0.8 3 2.4
和歌山県 0 0.0 0 0.0 1 0.8 0 0.0
鳥 取 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 1.6
島 根 県 2 1.6 0 0.0 0 0.0 1 0.8
岡 山 県 1 0.8 4 3.2 1 0.8 0 0.0
広 島 県 1 0.8 1 0.8 4 3.2 6 4.8
山 口 県 1 0.8 1 0.8 1 0.8 1 0.8
徳 島 県 1 0.8 2 1.6 0 0.0 0 0.0
香 川 県 1 0.8 2 1.6 0 0.0 0 0.0
愛 媛 県 4 3.2 4 3.2 1 0.8 1 0.8
高 知 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
福 岡 県 0 0.0 5 4.0 5 4.0 4 3.2
佐 賀 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
長 崎 県 1 0.8 1 0.8 1 0.8 1 0.8
熊 本 県 0 0.0 4 3.2 0 0.0 0 0.0
大 分 県 3 2.4 1 0.8 2 1.6 2 1.6
宮 崎 県 0 0.0 1 0.8 0 0.0 0 0.0
鹿児島県 1 0.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0
沖 縄 県 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
合 計 126 100.0 126 100.0 126 100.0 126 100.0
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付録 4：被験者の職業の分布（度数・％）
①ひとり
×紙クーポン
②家族
×紙クーポン
③異性友人
×紙クーポン
④異性友人
×電子クーポン
度数 ％ 度数 ％ 度数 ％ 度数 ％
会社員 98 77.8 87 69.0 95 75.4 99 78.6
会社経営／役員 0 0.0 2 1.6 1 0.8 1 0.8
公務員／団体職員 6 4.8 9 7.1 10 7.9 6 4.8
パート・アルバイト 22 17.5 28 22.2 20 15.9 20 15.9
合計 126 100.0 126 100.0 126 100.0 126 100.0
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〔抄　録〕
　消費者は，店舗内にいる他の消費者から見られていると，クーポンの使用を避けること
がある。先行研究では，社会心理学における印象管理を理論背景とし，消費者はケチなど
の好ましくない社会的印象を作り出すことを懸念し，クーポンの使用を避けることがある
としている（e.g.,Ashworthetal.,2005;ArgoandMain,2008;Kimetal.,2016）。一方，
他者による影響の強弱は，いくつかの要件によって異なることも示唆されている。本研究
では Ashworthetal.（2005）に依拠し，印象管理の動機の観点から同伴他者が誰かによ
る影響と，クーポン使用に関わる消費者の責任の程度という観点からクーポン形態による
影響を検証した。
　その結果，家族の同伴は，異性友人の同伴に比べケチというイメージが低下し，使用意
図が高まる結果となった。つまり，同伴他者が異性友人の場合，クーポンは来店動機には
つながりにくいが，家族の場合は来店動機を促すというクーポン本来の機能が働きやすい
ことが示された。一方，クーポン形態として紙クーポン，電子クーポンの比較を行ったが
両者に有意な差は見られなかった。このことから，異性友人のような，印象管理を必要と
する同伴他者がいた場合，クーポン形態のみでケチというイメージを低下させたり，使用
意図を高めたりすることは難しいことが示された。
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サービス業の人材問題と人材育成
―サービス・エンカウンターの担い手人材をめぐる現状と課題―
 池　田　武　俊
1．はじめに
　本論文では，日本におけるサービス産業の人材問題に注目し，現在のサービス産業が直
面する人材の課題と今後の人材育成に向けたマネジメント上の課題について検討してい
く。現在，日本では，就業者数の約 70％が第 3次産業分野に就業している。広義のサー
ビス産業はすべて第 3次産業に含まれている。日本を支えてきた製造業への就業者は
1990 年をピークに減少に向かっており，日本社会を健全な発展させていくために，サー
ビス産業の重要性が問われる時代が到来している。自動車産業に代表されるような日本の
強力な製造業はその就業者数は減っているが，高い生産性を数十年にわたり向上させ続け
依然として世界有数の競争力でグローバル競争のプレイヤーであり続けている。一方で，
サービス産業は，就業者数が増えてはいるものの，その生産性は長きにわたり低いままと
されている。このような違いの背景はどこにあるのだろうか。また，今後，サービス産業
が日本においてその重要性を増していく中で，どうすれば製造業のように高品質高生産性
を実現できるのであろうか。
　もちろん製造業とサービス産業は産業特性としての違いがある。そのため，製造業での
知見をそのままサービス産業に当てはめることは困難である。しかし，サービス産業を考
えるために，工業経営の研究の中で蓄積されてきた知見は存在する。あるいは，どのよう
にすればその知見を応用できるか，そのために解決すべき課題は何かということを明らか
にすることで，学ぶべきポイントも焦点化されるといえよう。こうした問題意識のもとで，
この研究に着手した。
　本研究では，「設計情報価値説」を基礎にして，製造業とサービス産業の共通点と相違
点について確認していく。そのうえで，改めて人材の問題に立ち戻り，サービス産業の現
場を支えている人材に対して実施したアンケート調査の結果をもとに，サービス産業の人
材上の課題，そのために必要なマネジメントについて検討していく。
2．サービス産業の特徴と人材の関係　
2.1　サービス・エンカウンターの重要性
　日本においてサービス業あるいはサービス産業と表現される業種は極めて多様である。
産業分類上で第 3次産業に分類されている産業はすべてサービス産業に位置づけられてし
まうが，それは第 1次産業，第 2次産業に当てはまらない産業すべてが対象になっており，
サービス産業というラベルが貼られるすべての産業に共通した解を考えることは難しい。
〔論　説〕
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　そこで本論文で対象とするのは，多様なサービス産業の中でも，接客や対人コミュニケー
ションが企業の付加価値において大きな意味を持つ産業に焦点を当てる。なぜならば，こ
の要素がサービス業の最もサービス業らしい特徴といえる面であるからだ。多様なサービ
ス産業の中には，このような要素が相対的に小さい業界も存在する。日本標準産業分類（1）
においては，同じ第 3次産業に分類されているものの「電気・ガス。熱供給・水道業」は，
「宿泊業，飲食サービス業」や「卸売業，小売業」よりは相対的に接客や対人コミュニケー
ションの必要性が小さいと考えられる。本論文で注目する接客や対人コミュニケーション
が行われる現場を「サービス・エンカウンター」と呼ぶ（近藤［2007］）。すなわち，サー
ビス・エンカウンターとは，顧客がサービス提供者と直接接触し，相互作用によってサー
ビスを生産かつ消費する最終接点の場であり，これは店舗，店頭などが代表的なものであ
る。この場の存在はサービス業に共通する重要な要素である。このサービス・エンカウン
ターで，ヒト（従業員）とヒト（顧客）のやり取りによって，最終的なサービスの価値が
受け渡される。この「サービス・エンカウンター」におけるやり取りが価値の創出に対し
て相対的に大きな比重を占めるサービス産業が，サービス業を考えるうえでの典型である。
2.2　設計情報価値説からとらえるサービス産業
　これまで蓄積されてきた製造業ベースの知見をサービス産業に援用していくために，本
論文で注目するのが，「設計情報価値説」（藤本隆宏・東京大学 21 世紀 COEものづくり
研究センター［2007］，藤本［2017］）である。この考え方の概略をまとめると以下のよう
になる。この考え方では付加価値の源泉を設計情報に求め，「製品設計とは製品の機能と
構造を事前に決めることであり，企業は構造設計情報を媒体に転写して製品を生産し，顧
客はその製品の機能設計情報を評価してそれを買う（藤本［2017］75 頁）」ということを
基本的な視点としている。この事前に作られた設計情報が媒体を介して顧客に受け渡され
るというプロセスでとらえると，製造業とサービス業を対極的に考える必要はなくなる。
　製造業でもサービス業でも事前にそれぞれの企業がどのような製品を作ろうか，どのよ
うなサービスを作ろうかという設計情報を作っている。その設計情報を転写する媒体が有
形・耐久的なのものであれば典型的な製造業となる。例えば，自動車は，設計情報が鉄板
や樹脂の形状という形に転写された結果生み出された物財となる。一方で，サービス業は
その転写する媒体が，「場の空気」のように無形 ･非耐久的な媒体で情報が受け渡される
のであれば狭義のサービス業と捉えられる（具・小菅・佐藤・松尾［2008］，藤本［2017）。
つまり，人の声や言葉，態度，場の空気感という無形のエネルギーを媒介にして顧客へ設
計情報を受け渡すのがサービス業の特徴となる。
　もちろん，サービス業の事業活動の全てのプロセスでそのようなことが起きるわけでは
ない。事業者が予め設計したビジネスモデルに基づきながら，事前に構築されている要素
がある。例えば，小売店ならば，顧客ターゲットの決定や店舗の出店計画は，いわば本部
の戦略として事前に設計情報として作りこめる領域とある。このビジネスモデルレベルの
戦略の妥当性が企業業績に影響を与えることは当然である。一方で，サービス・エンカウ
ンターにおける従業員と顧客との間のやり取りは，人の無形の媒体を通じた設計情報の最
終的な受け渡し工程であるととらえられる。藤本らが「サービス業らしいサービス業」と
して指摘するサービス産業は，サービス・エンカウンターにおける従業員から顧客に対し，
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その声，言葉，態度あるいは場の空気感といったエネルギーをもって価値を受け渡しが大
きな意味を持つ業界であると考えられる。この特徴が顕著であり，かつ，業界の規模や従
業員総数などの観点からしても，外食業界と小売業界はその代表的な業界と位置付けられ
る。
　また，コトラーらが示すようなサービスの 4つの特徴，すなわち「無形性」「同時性（不
可分性）」「価値の変動性」「消滅性」という特徴と考え合わせると，顧客自身がサービス
の生産過程に関与し，顧客との相互作用によりサービスの生産と消費が同時に起きる場（同
時性）であり，その場における顧客の状況によりサービスの価値が変動する場（価値の変
動性）が，サービス・エンカウンターとなる。
　以上，設計情報価値説の観点に立てば，製造業でもサービス業でも設計情報を媒体に転
写して顧客に受け渡すというというプロセスにおいて共通している。このことについては
「よい設計情報をよい流れで顧客に届けるという点では，物財の生産と本質的に同じであ
り，よって『広義のものづくり』と考えてよく，むしろそう考えるべきである。（藤本［2017］
80-81 頁）」という見解にまとめられる。
2.3　媒体としての人材の問題　
　「広義のものづくり」という範疇で考えると，製造業もサービス業もその価値創造のプ
ロセスは共通する。しかし，従来型の製造業とサービス業で大きな違いとなるのは，人材
の問題である。よい設計情報をよい流れで届ける担い手である人材のポジションが従来型
の製造業とサービス業では大きく異なっている。
　藤本［2017］では，「ポスト冷戦期に，危機への対応の結果として，『ものづくり能力』
や『裏の競争力』を高めてきた優良現場は，その多くが『長期・多能工・チームワーク・
高生産性・高賃金』という路線で能力構築を進めてきた（206 頁）」と指摘している。す
なわち，設計情報価値説が示すような，よい流れ，良い設計情報をつくり，よい流れをつ
くることで組織能力を開発していくには，5つの条件の相互作用が必要になる。この点に
ついて，例えばベッカー［1975］の示すように，企業にとって価値のある関係特殊的な投
資を受けるためには，長期雇用を前提とすることが指摘されてきている。このような価値
ある投資を受けた人材が中心的な人材として組織内に滞在し機能するからこそ，よい設計
情報が生み出され，よい流れを維持し，媒体に対して正しく設計情報を転写していくこと
が可能といえよう。
　よい設計情報をよい流れで扱える人材になりえる従業員とは，伝統的な日本企業の正社
員型従業員像と重なる。国内主要産業の正社員・非正社員の比率については，総務省統計
局の経済センサスの調査（2）から確認できるが，現時点においても，自動車産業など製造業
の多くは，全産業平均を上回る正社員比率で推移していることがわかる。
　一方で，サービス業においては正社員比率が低いことがわかる。宿泊業，飲食サービス
業では約 80％，卸売業，小売業では約 50％が正社員・正職員以外の雇用者により活動が
行われている。この人材にかかわる問題が，製造業とサービス業の産業構造の大きな違い
であろう。そして，一般的に観察されるように，サービス産業のサービス・エンカウンター
には，パートタイム従業員はもとより，大学生などの学生アルバイトが多数採用され，そ
の業務を担っている。学生アルバイトの存在が象徴するように，これらの人材は未熟練労
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働者である可能性が高く，また，当該職場との短期的な関係性のなかにある。いわば，正
社員人材と比べて不安定な人材である。これは，よい設計よい流れを作れる強い職場の構
成員として位置付けられる正社員人材が基幹となっている製造業の現場と状況が異なる。
　事前設計として，よい設計がよい流れが作りこまれてきたとしても，このサービス・エ
ンカウンターで何か問題が発生すると，その価値が著しく損なわれてしまう。サービス・
エンカウンターにおけるサービスの生産プロセスと消費プロセスは不可分で，つねに目の
前に顧客がいる状況である。そのため，何か問題が生じた場合にも，製造ラインを止めて
対応するというようなやり方で問題に対処することが難しい（3）。不安定な人材が最終的な
サービスの品質に影響を与え，顧客満足に対して直接的に影響を及ぼす立場にいるのである。
　この部分に本研究の根源的な関心事でもある。すなわち，サービス・エンカウンターを
不安定な人材で運営している現状の把握と，よりよくサービス・エンカウンターを運営し
ていくためにどのような可能性があるという点の解明である。
　そのために実際に，パートタイム従業員，アルバイトなどの非正社員の人材は，どのよ
うな意識で仕事に関わり，どのように問題に対処しているか，どのような関わり方を求め
ているのか。これらの点を明らかにするから，サービス業らしいサービス業の領域におい
てより良い設計情報の創出とよい流れの実現，正確な情報の受け渡しの達成に向けてすべ
きこことが明確になり，サービス業らしいサービス業の領域での競争優位を確立していく
ために重要な課題を解く手がかりが得られよう。
　以上のような問題意識により，まずは，サービス業らしいサービス業の典型的特徴を持
つ小売流通業と外食産業の 2業種を調査対象として位置づけ，これらの点を把握するアン
ケート調査を実施した。
3．調査の概略と調査結果のまとめ
3.1　調査の狙い
　本稿に関わる調査は，2回に分けて実施されている。第 1回 2014 年 2 月 28 日～3/1 日
で第 2回 2016 年 3 月 8 日～9日である。
　調査方法：マクロミル社のアンケートモニターを対象としたWeb アンケートにより実
施した。調査対象は，第 1回が学歴は大卒・短大卒以上で年齢は 20～49 歳の「小売・流
通業」「飲食業」にアルバイトやパートの立場で従事する人を，第 2回が 19～22 歳の学生
で「小売・流通業」「飲食業」でアルバイトする人を対象とした（4）。第 1回の対象者は，
小売流通の 142 人，飲食 160 の人であり，第 2回の対象者は，小売流通の 155 人，飲食の
155 人である。
　第 1回調査はある程度の年齢の高い層で，それまでの社会経験や職業経験があるであろ
う方たち，いわば社会人として常態として仕事をしている非正規従業員（パート従業員，
社会人レベルのアルバイト従業員）を念頭に置いた調査であった（池田，2015）。これら
の層は，年齢的にみて何らかの社会的キャリアが存在を念頭に置いていた。
　しかし，この調査だけでは，これら 2業種のもう一つの非正規従業員層である，学生（学
生アルバイト）層の状況を把握することが出来なかった。これら 2業種においては，常態
的に学生アルバイトを用いたサービス・エンカウンターの運営がなされており，この層の
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認識についても把握することが，より正確な現状把握のために不可欠となった。
　1回目の調査層に比べると若く学生という属性をもつ人材は，より未熟練な人材と考え
ることが出来る。そのより未熟練な人材がどのような認識を持って関わっているのか。そ
れぞれ，アルバイトやパートという非正規の立場で関わっているが，そのバックグラウン
ド異なるため，それ自己認識に違いを生んでいる可能性があった。
　両者ともに，小売流通業と外食産業の「正社員・正職員以外の雇用者」の主たる担い手
である。そこで，「小売・流通業」「飲食業」のサービス・エンカウンターを支える主たる
層の動向としてこの両者を把握することは，サービス・エンカウンターの人材問題を検討
するうえで欠くことのできない情報であると考え，2回目の調査を実施するに至った。
3.2　調査結果のまとめ
　本研究の中で，実施してきたアンケート調査結果を簡単に整理すると次のようになる。
　まず，非正規従業員（以下，表中は非正規と表記）であっても，学生アルバイト（以下，
表中は学生と表記）であっても，自分の職場にはマニュアルや手順が存在しているという
認識されている。（表 1参照）。すなわち，こうした人材を受け入れるサービス・エンカウ
ンターでは，マニュアルや手順の存在は必要な要素として認識されていることがわかる。
また，マニュアルや手順の存在について，学生アルバイトのほうがその認識の割合が高い
ことも確認された。このことから，未熟練労働者であろう学生のがアルバイト先を選ぶと
き，業務を行うためのマニュアルや手順が確立している職場を意識的に選択している可能
性が推察できる。つまり，未熟練労働者の戦力化という点では，雇われる側，雇われる側
双方にとって，マニュアルや手順が確立していることはメリットのあることと考えられる。
　しかし，サービス・エンカウンターの担い手の認識として，日常の業務をより良く行お
うとするとき，定められたマニュアルの内容や手順を守るだけでは対応できない問題に直
面することが多々存在するとしている（表 2参照）。より未熟練の学生アルバイトの立場
から見ても，定められたマニュアルや手順を守るだけでは対応できないという認識を持た
れる定められたマニュアルや手順は，その精度や正しさという点でその設計者である経営
者側にとっては大きな課題といえるだろう。
Ｑ：日常の業務を行う際に必要な定められたマニュ
アルや手順は存在していますか？
はい いいえ
非正規　小売 70.4％ 29.6％
学生　小売 84.5％ 15.5％
非正規　飲食 61.3％ 38.8％
学生　飲食 81.9％ 18.1％
表 1：マニュアルや手順の存在について
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　そして，そのような事態に対して，非正規従業員，学生のいずれの立場であっても，自
分の判断で臨機応変に，柔軟に対応することで実行しているという認識が示された（表 3
参照）。すなわち，サービス・エンカウンターの場においては，未熟練な担い手が，マニュ
アルや手順以外の事態に直面した時は，自ら何らかの判断を下して，日々の業務を行って
いることが確認された。
　また，いずれの立場であっても，今の仕事において自分の実力を十分に発揮できている
か否かという意識が，他者にノウハウを教えることへの意識，職場の業績を高めることの
意識，将来の成長や発展への意識に影響を与えることが確認された。
　小売業に従事する非正規，飲食に従事する非正規の 2者の場合，「今の仕事において自
分の実力を十分に発揮できている」という意識に対して肯定的（そう思う，ややそう思う）
な意見である場合，「これまでの職務経験であなたが身につけたノウハウを同僚に教えた
いと思いますか」「あなたは職場の将来の成長や発展について関心がありますか」「自分の
職場の業績を高めることに関心がありますか」という各問へも肯定的（「はい」）に回答し
表 2：マニュアルや手順との乖離について
Ｑ：日常の業務をより良く行おうとするとき，定められたマニュアルの
内容や手順を守るだけでは対応できない問題に直面することはあります
か？
とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 23.2% 48.6% 27.5% 0.7%
学生　小売 29.0% 48.4% 21.3% 1.3%
非正規　飲食 14.4% 51.3% 30.0% 4.4%
学生　飲食 29.0% 56.1% 13.5% 1.3%
表 3：マニュアルや手順にない対応について
Ｑ：日常の業務を行う中で，定められたマニュアルや手順に示されてい
ないような「臨機応変な対応」，「柔軟な対応」をあなた自身の判断で求
められることがありますか？
とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 28.2％ 52.8％ 17.6％ 1.4％
学生　小売 29.0％ 48.4％ 21.3％ 1.3％
非正規　飲食 22.5％ 54.4％ 19.4％ 3.8％
学生　飲食 29.0％ 56.1％ 13.5％ 1.3％
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ており，両者には高い相関が確認できた。同じく，「今の仕事において自分の実力を十分
に発揮できている」という意識に否定的（ややそう思わない，そう思わない）な場合は，
各問へ否定的な回答をしている（第 1回調査結果）。
　学生アルバイトの場合も同様の傾向であるが，「今の仕事において自分の実力を十分に
発揮できている」と「これまでの職務経験であなたが身につけたノウハウを同僚に教えた
いと思いますか」の関係以外は，第 1回調査では把握した非正規従業員よりも弱い傾向が
示された。
　以上が本調査結果の概要であるが，この結果を手掛かりに，サービス業らしいサービス
業の直面する課題を，特に人材問題の観点から検討していきたい。
4．考察
4.1　調査結果から考えられる人材問題への示唆
　今回のアンケート調査から把握できた傾向は，小売業，飲食業ともに多くの場合，日常
の業務を行う際に必要な定められたマニュアルや手順は存在しているが，日常の業務をよ
り良く行おうとするとき，定められたマニュアルの内容や手順を守るだけでは対応できな
い問題に直面するということである。そして，日常の業務を行う中で，定められたマニュ
アルや手順に示されていないような「臨機応変な対応」，「柔軟な対応」を担い手自身の判
断で行っており，それは非正規や学生アルバイトの立場であったとしても自ら判断して行
われているという姿である。このようなサービス・エンカウンターの実態は，サービス業
の人材問題を考えるうえで，いくつかの示唆を与えてくれる。1つ目の示唆は，サービス
業におけるマニュアルや手順の限界についてである。2つ目の示唆は，従業員の臨機応変
な対応・柔軟な対応についてのとらえ方である。そこで，以下ではこの 2つの示唆をもと
に，サービス業の人材問題を検討していく。
4.2　マニュアルや手順の存在と限界　
　まず，1つ目の示唆として，サービス業におけるマニュアルや手順の限界について検討
表 4：マニュアルや手順の改善への意見の反映
Ｑ：あなたの意見が，マニュアルや手順の改善に取り入れられたことは
ありますか？
とてもよくある よくある あまりない 全くない
非正規　小売 2.8％ 12.0％ 41.5％ 43.7％
学生　小売 5.2％ 18.7％ 32.3％ 43.9％
非正規　飲食 3.1％ 16.9％ 45.6％ 34.4％
学生　飲食 5.8％ 20.6％ 34.2％ 39.4％
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する。今回の調査より，個別にマニュアルや手順が存在しているものの，それが十分な機
能を発揮しているわけではない割合が高いことが確認された。このような認識をもつのは，
非正規，学生アルバイトの双方で存在する。そして，それらサービス・エンカウンターの
担い手たちは，それぞれで，サービス・エンカウンターの日常業務に対応していくために
は，マニュアルや手順を超えて何らかの臨機応変・柔軟な活動を行い，現場を支えている
ことが確認された。この事実はどのように考えることができるだろうか。
　企業が一定水準のサービス品質を常に実現しつづけていくためには，マニュアルにより
業務やオペレーションを標準化し，属人的なばらつきをなくすことが必要になる。しかし，
サービス・エンカウンターにおける従業員から顧客に対し，声，言葉，態度あるいは場の
空気感といったエネルギーをもって価値を受け渡す局面で起こりえる事態をすべて事前に
設計し，それへの対応を想定しておくことは相当に困難である。事前に予測し設計すると
いう点で，鉄板や樹脂という情報を転写するのに最適な媒体をあらかじめ指定でき，かつ，
消費と切り離して生産工程が存立している工業生産過程と大きな違いになる。
　そのため，サービス・エンカウンターにおいては，マニュアルや手順をすべて先に定め
ることに限界があり，それを補うために，サービス・エンカウンターの担い手たちは，サー
ビス・エンカウンターの現場で生じる問題に対して，何らかの臨機応変・柔軟な活動を行
い，現場を支えていることになる。しかし，これまで見てきたように，サービス・エンカ
ウンターの大部分の担い手は，相応しい臨機応変・柔軟な活動を素早く判断して実施する
の必要な教育訓練を受けているのであろうか。ベッカーらの議論を踏まえると，当該組織
と長期的な関係を想定しない人材に対して積極的な教育訓練の機会があるとは考えにく
い。それにも関わらず，担い手たち自らの判断で臨機応変・柔軟な活動がなされている。
こうした行動は，組織に対してプラスの影響とマイナスの影響の双方がある。
4.3　臨機応変・柔軟な対応の可能性とリスク
　臨機応変・柔軟な対応のもたらす意義については，図 1にように，プラスに作用する対
応とマイナスに作用する対応の 2種類に分けて考えることができる（池田・今井［2016］）。
　まず，プラスに作用するという面に注目するならば，非正規従業員や学生アルバイトい
う不安定な人材であっても，職場の一員として，顧客満足を高めるため，自分なりの考え
図 1
出所：池田・今井（2016）
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を持って行動しているという意識が読み取れる。このマニュアル外の行動の結果，高い顧
客満足が実現されるのであれば，経営側が事前に想定し設計していた設計情報をもとに設
定されたマニュアルや手順よりも，優れた知識が彼らの活動によって創出されていること
になる。　こうした改善や改良の知識の背後には，個人の暗黙知が存在する。このような
個人の暗黙知をもとに創出された価値ある知識をサービス・エンカウンター全体で共有す
ることができれば，組織能力向上に繋げることができる。この観点からすると，プラスに
作用する対応の発見を発見し，組織的に集約していくことは大きな改善，改良型イノベー
ションの推進に向けて意味を持っている。
　その一方で，臨機応変・柔軟な対応には，マイナスに作用も想定される。事前に想定さ
れたマニュアルや手順がその通りに実行されないことは，企業活動の不全やオペレーショ
ン効率の悪化，不適切な対応は組織のリスク，経営リスクの原因となりうる。とりわけ，
同じ店舗で同じサービスを購入しているにもかかわらず，スタッフの如何によってその内
容に変化が生じるようなサービス品質のバラつきの可能性は大きな課題といえよう。
　本調査より，最も未熟練な労働者であり，当該組織に対し関わる時間も短く長期的な関
係性を持つことへのインセンティブが小さい学生アルバイト人材ですら，相当の割合で自
らの判断による行動をしていることがわかる。未熟練な人材すら臨機応変・柔軟な対応を
行っているという事実は，提供する品質のバラつきを生じさせるという経営リスクをとも
なっているが，サービス・エンカウンターの現場から切り離せない情報から考え行動して
いるという点では，改善，改良型イノベーションを考えるうえの手掛かりがあると考える
ことが出来る。
4.4　豊かな暗黙知をもつサービス・エンカウンター人材の育成
　表 3に示されるような「臨機応変な対応」「柔軟な対応」が組織にとってプラスに作用
する臨機応変・柔軟な対応が行われているのであれば，それは，工業におけるいわゆる「カ
イゼン」（今井［1988，2010］）に見られる成果と同様なものと考えることが出来る。トヨ
タ自動車の改善活動に代表されるように，日本の製造業において，その従業員たちの創意
工夫で品質改善や業務改善が日本の工業力の国際競争力の源泉の一つとして有効に作用し
てきた点を指摘する研究は多い。そして，それら先行研究で改善活動の担い手として注目
するのは，社内の多数を占める企業と長期的な関係性にある正社員型の従業員であった。
　一方，サービス業においては，従業員との長期的な関係の構築という点で製造業とは状
況が異なる。実際にサービス・エンカウンターが多くの非正規従業員であり短期の関係性
で組織に関わる人材と考えられる。学生アルバイトは最大でも学生の間であり，その後，
アルバイト先に対して特段の関係性は発生しない。このことは，非正規と比べ学生のほう
が職場の長期の発展などに興味が薄いという回答への調査結果から頷ける。
　厚生労働省「平成 27 年賃金構造基本統計調査」をみても，製造業の勤続年数は 15.2 年
であるのに対し，例えば宿泊業，飲食サービス業は 9.5 年と短い傾向にある。つまり，従
来型製造業と比べると，担い手全体の中における正社員比率が低いうえ，正社員であった
としても勤続年数が短く，企業と従業員の時間的な関係性という面で製造業とは異なって
いる。
　勤続年数の短さは，その企業がより良い組織能力を開発していくために必要となる高度
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で，その企業の価値に相応しい熟練を身につけるに至らないままで終わってしまう可能性
も意味している。スポーツや音楽などで熟達したプレイヤーになるには 10 年間，1万時
間の練習期間が必要であると指摘される（北村［2015］）。同様に，人（担い手）から人（顧
客）へ，「言葉」，「態度」，「場の空気感」，「エネルギー」を駆使しながら価値を移すこと，
相応しいふるまいを高度に実践する「感情労働」（ホックシールド［1983］，武井［2006］）
も駆使してサービスを提供する熟達したレベルになるには，相応の時間と投資が必要であ
る。メディア等で耳目を集めるサービスのスペシャリストたちは，すでにそういった熟達
に必要な時間と投資を受けた人材である（5）。
　そうしたスペシャリストの存在が大きい一方で，そのような特殊な時間と投資の対象と
ならない大多数の担い手の存在が組織に与える影響についても考える必要がある。表 3に
示されるように，こうした大多数（その中でも，この調査で注目するのは非正規従業員，
学生アルバイトといういわば組織との関係が不安定な存在）であっても，何らかの気づき
のなかで日常の業務をしている一方で，それを企業側が組織的にマニュアルや手順の改善
に取り入れるという認識は低い状況にある（表 4）。このことから組織能力を高める可能
性のある知識を組織的に活用するという点で，大きな無駄が起きているととらえられる。
　顧客と接するサービス・エンカウンターは，サービスの価値を受け渡す顧客との接点で
ある。それゆえに知り得るユーザー側の粘着性の高い情報は企業のイノベーションの源泉
として重要とされる（小川［2000］）。その場を担う従業員だから知りえる情報や，マニュ
アルや手順にはない知識を組織的に共有できれば組織知を高められる可能性がある（6）。し
かし，その知識がマニュアルや手順の改善に取り入れられていることは少なく，組織とし
て，そのようなイノベーションの源泉になりうる情報が収集しにくい状況にあることが考
えられる。これは，組織能力の進化，改善改良型イノベーションの遂行の大きな障害にな
るだろう。この部分に働きかけるマネジメントの構築は，今後のサービス業の人材問題を
考えるうえで，大きな手掛かりになると考える。
　熟達に向けた時間や投資が行われていない組織との関係が不安定な人材の暗黙知を組織
的に共有できるようにするマネジメントとは，どのような形であろうか。短期の関係性で
働く彼らにとっては，将来の観点から組織に関わること，将来の進化のために自らのノウ
ハウや知識を提供することの必要性も希薄である。それにもかかわらず，職場で，実力を
発揮しているという意識があるならば，長期的な組織能力の向上につながる行動への貢献
意識（これまでの職務経験で自分が身に付けたノウハウを同僚に教えることや，将来の成
長や発展について関心があるといった意識）を促進していることが確認できた。このこと
は，組織的な知識創造活動に対する従業員のコミットメント形成の問題（7）を不安定人材に
も当てはめていくことの重要性を意味している。
　今回の調査対象は，非正規従業員や学生アルバイトへのインセンティブとして，給与，
時給といった直接的な利益が大きな影響を与える面はある。こうした経済的な魅力を満た
すことももちろんであるが，自分自身のノウハウの提供や長期的な業績への貢献意欲を引
き出すための，能力発揮の意識，自己効力感（DeciandRichard［1995］）を満たすマネ
ジメントの構築が今後のサービス業にとって大きな意味を持つと考えられる。そのために
は，組織と人材の関係について，現状のように大多数が不安定なままでいいのか，あるい
はどの程度安定的な人材とすることで，よりよい「よい流れ」を形成していくことができ
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るのかについて検討する必要がある。
　今日注目を集める「サービス・ドミナント・ロジック」（ラッシュ&バーゴ，井上訳［2016］）
の議論では，顧客との価値の共創，相互作用による価値の創出，企業と顧客は取引する関
係ではなく，交換や価値共創への能動的な関係であるというとらえ方が新機軸になってい
る。顧客と企業の間での価値の共創や相互作用が行われる場はどこなのかといえば，それ
は，顧客との接点であるサービス・エンカウンターである。この議論で展開されるように，
グッズ（財）に埋め込まれた価値を取引するという従来のロジックから，グッズは手段にす
ぎず受益者によって判断される文脈的な使用価値によって価値が決まるという新しいロ
ジックが妥当なものなのであれば，受益者との最終接点であり，文脈の形成に携わる人材
の重要性がこれまで以上に増すことになる。この面からも，企業の戦略としてサービス・
エンカウンターの担い手人材について向き合うことは，今後ますます重要な経営課題に
なってくる。
5．まとめ　サービス産業の人材と企業の関わり方
　最後に本研究とまとめと今後の課題について述べたい。
　サービス産業を考えるとき，まごころやおもてなしの精神が重要な意味を持つことは言
を俟たない。今般，日本のサービス産業はその細やかなおもてなしや気遣いが大きな強み
であると一般には認識されている。しかし，まごころやおもてなしという言葉のみで，サー
ビス産業を大きく発展させていくことは難しい。まごころやおもてなしという暗黙知的で，
属人的な要素を前面に押し出せるポジションの企業もあるだろうが，ボリュームゾーンの
企業については，そのような要素だけではなく，よりシステマティックに「よい設計情報
をよい流れ」のなかで生み出し受け渡し，サービスを提供できるように進化させていく必
要がある。このことは，企業のマネジメントの優劣に影響する。
　今回の調査結果から，マニュアルや手順が存在するものの，現場との乖離があり，それ
を埋めるために属人的な対応をして毎日のオペレーションを乗り切っているサービス・エ
ンカウンターの姿が浮き彫りになった。未熟練な学生アルバイトであってもそうした行為
をしているという認識であった。
　この発見から，マニュアルや手順の在り方に目を向ける必要が出てくる。市場のボリュー
ムゾーンでビジネスを行う企業にとっては，マニュアルや手順という他者に移転可能な形
式知の質的向上が喫緊の課題として浮かび上がってくる。工業化社会の黎明期には，科学
的管理法によって作業の暗黙知を可視化し形式知へと置き換え，未熟練労働者であっても
労働力化することに成功した。この経験をサービス産業に援用して考えることが必要であ
ろう。マニュアルや手順の強化に向けた取り組みにより，サービスの質を高めるというマ
ネジメントの方向性である。
　マニュアルとサービス・エンカウンターの実情との乖離している現状にたいして，その
担い手たちは，自身の臨機応変・柔軟な判断と対応で乗り切って仕事をしていると認識し
ていた。このような対応の良し悪しは属人的な手腕に関わるとともに，サービス品質のバ
ラつきといったマネジメント上のリスクも潜んでいる。
　本調査を含む一連の研究のなかで，筆者は飲食業や宿泊業などのサービス企業の経営者
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に対してヒアリング調査も行ってきた。そのさいに，提供するサービスの品質とマニュア
ルの関係をテーマとする質問しご意見を伺ってきた。そして，多くの場合，自社の提供す
るサービスはマニュアルの徹底ではなく，現場で従業員（正社員，パート，アルバイトな
どの別はなく）の意識を高めるように働きかけ，その努力からサービスの質を上げたいと
いう趣旨のコメントを頂戴している。
　現場の従業員，担い手の高い意識や努力を通じサービスの価値が高められていくことの
意義については十分に納得できる。まごころやおもてなしという言葉のなかには，その提
供者として，従業員個人の意識，努力，精神がセットになっているともいえる。そして，
そのような意識，努力，精神は，ハイエンド層を顧客とする企業の従業員だけではなく，
ボリュームゾーンでビジネスをしている企業の従業員にも同様の期待がされている。
　日本のサービス産業においては，多くの優れた人材がその期待に応え円滑にサービス・
エンカウンターを運営してきた。しかし，そのような優れた人材が今後とも十分に供給さ
れうるのであろうか。本研究に着手した当初は，リーマンショック後の就職難時代と非正
規雇用問題が深刻な時期であった。この間，製造業の不振とそれにともなう雇用の縮小に
より，製造業の現場の熟練崩壊については強い危機感で指摘されてきた。一方で，サービ
ス業ではいわゆる大手企業の正社員採用の見送り，契約社員化など雇用問題としては論じ
られたものの，サービス産業でも同様に熟練が継承されなくなる，崩壊するではないかと
いう文脈で語られることは相対的に少なかったのではないだろうか。研究の着手から数年
を経た今日の経済環境下では，サービス業の人材不足問題が深刻であり，アルバイト時給
の高騰など人材獲得競争が生じている。さらに少子高齢化社会の中で労働人口が減少し，
外国人労働者などの多様な背景を持つ人材の戦力化も今後の課題となる。これらはいずれ
もサービス業におけると未熟練労働者の活用問題と熟達形成のために有能な人材を見極め
その能力を企業がどのように取り込んでいくのかという能力開発問題につながっていく。
　この環境の中では，まず，属人的な暗黙知的要素をマニュアルや手順へと可視化し形式
知として移転可能な知識にして，その効果的な移転を通じ未熟練労働者であっても，一定
の品質が提供できる環境を整えることが必要であろう。そして同時に，より「よい設計よ
い流れ」を作れるような優れた暗黙知を持つ人材を自らの組織内に留めるマネジメントも
必要になる。つまり，未熟練労働者を効果的に活用するためのマネジメントと，知識の源
泉となるような人材の能力開発と組織への貢献を引き出すマネジメントの双方を進めるこ
との重要性が明らかになった。
6．残された課題と今後の研究の方向性について
　今回の一連の調査では，サービス・エンカウンターの担い手側の行動に焦点を当ててき
た。そのなかでも，とりわけ，非正規従業員や学生アルバイトという企業との関係性が不
安定な担い手人材に注目した。当然，これら担い手は，使用される側である。担い手側の
行動，意識については一定程度明らかになったが，今回の研究では，経営者側，管理者側
の行動，意識については確認できていない。
　担い手の人材たちが持つ経験や暗黙知を組織内に取り込むための情報共有の制度設計，
担い手側の人材たちが有効な暗黙知を獲得できるようにしていく能力開発や学習機会の設
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計は，経営者側，管理者側の考えに依存する。そのために，サービス・エンカウンターの
担い手に対して，その経営者側，管理者側たちがどのように認識をもっているのか，経営
者側，管理者側としてサービス・エンカウンターの質的向上に資するような能力開発，組
織的な情報共有の制度設計がどのように行っているかについて確認する必要がある。担い
手，経営者，管理者，それぞれことなる立場によって状況認識にどのような違いがあるの
か，この点を明らかにして，サービス・エンカウンターをめぐる現在の姿をより正確にと
らえることが，サービス産業の人材問題を考えるために極めて重要なこととなる。
　日本の製造業の成功モデルである設計情報価値説では，「よい設計よい流れ」を生み出
すことができる強い現場があり，その原動力として「長期・多能工・チームワーク・高生
産性・高賃金」の諸要素が相互作用することによってその強さが生み出されてきたことが
指摘されている。翻って，今日のサービス産業の中で，この諸要素はどのように位置付け
られているのであろうか。より良いサービスの実現のために，担い手，経営者，管理者の
それぞれにこれら諸要素がどのように認識され，その行動に影響を与えているのか，こう
した点を解明していくことことがより良いサービスを提供するサービス企業の分析にとっ
て極めて重要な意味を持つ。その意味で，本論文は「担い手」限定の視点となる。今後，
経営者，管理者の視点について調査を進めることで，より良いサービス業の姿，それに従
事する多数の担い手たちの能力を活かせるマネジメント像を描き出していくことが，この
研究の目指す方向性となる。
 以上
〈注〉
（1）平成 25 年 10 月改定の内容に基づいている。正社員・正職員と正社員・正職員以外の
雇用者で比較したとき，「宿泊，飲食サービス業」は 21.6％対 78.4％，「生活関連サービ
ス業，娯楽産業」が 43.6％対 56.4％，「サービス業（他に分類されないもの）」が 46.1％
対 53.6％，「教育，学習支援業」が 46.4％対 53.9％，「卸売行，小売業」が 50.1％対
49.9％となっている。また，「製造業」は 75.0％対 25.0％となる。サービス業の範疇に
入る業界が多様であるため，金融業や保険業，情報通信業など電気ガス熱供給水道業な
ど製造業を上回る正社員・正職員比率を示す業界もあるが，「サービス業らしいサービ
ス業」の特徴とは一線を画すので，今回の検討対象としない。
（2）出所：平成 24 年経済センサス―活動調査（確報）産業横断的集計基本編，P23 より
引用。URL：http://www.stat.go.jp/data/ecensus/2012/kakuho/gaiyo.html
（3）もちろん，サービス・エンカウンターに直接関わらない工程については，この限りで
はない。例えば，外食産業でも店舗というサービス・エンカウンターとセントラルキッ
チンなど顧客と接しない前工程では大きくことなり，この前工程については，工業的な
品質管理等との親和性が高い領域と考えられる。
（4）池田［2015］においては，社会人の非正規従業員を対象とした第 1回調査をまとめた。
そのうえで，サービス・エンカウンターを担うもう一つの集団である学生アルバイトの
同様の調査を試みた。このこと異なる 2つの集団を見ることで，よりサービス・エンカ
ウンター人材の実像に迫ることができると考える。この点が，本研究の貢献となる。
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（5）例えば，同じ小売業，飲食業であっても，ハイエンド層向けの店舗などの場合は，比
較的それら店舗がデザインした環境設定に適合した顧客のみを相手としているので，こ
こで検討しているボリュームゾーンのサービス業とは状況は異なる側面がある。例えば
西尾・藤本［2009］では，京都の花街のお座敷における事例からサービスの流れとその
流れを司る人材（芸妓さん）の関係を考察している。お座敷という「サービス・エンカ
ウンター」で，サービスの流れを的確にマネジメントする人材という点で，独創的でき
わめて示唆に富む研究であるが，ボリュームゾーンのサービス産業に向けて，同様な立
場をこなせる人材を大量に育成するためにはどのようにすればいいのかについては，今
後さらなる研究を必要とする。また，そのような時間と投資が可能なのは，ハイレベル
のサービス領域限定であり，ボリュームゾーンには別の論理が必要なのかもしれない。
この点については，今後の検討課題としたい。
（6）製造業とサービス産業を比較すると，製造業のほうが厳密な条件設定がしやすい面も
ある。製造業においては，設計情報を最適に転写できる素材を自ら選択したり，クリー
ンルームのようにそれが行いやすい環境設定を企業が主体的に行うことが可能である。
しかし，サービス業における対人接客，対人コミュニケーションの局面では，顧客側の
都合という企業側ではコントロールしにくい要素がつねに存在し，そのなかで生産と消
費が同時に行われることになる。そのため，厳密な環境設定を企業が主体的に行うこと
が困難である。とりわけ，市場のボリュームゾーンでビジネスを行う企業においては，
特定の属性の顧客だけをターゲットにしてサービスを提供するようなビジネスモデルは
組みにくくなる。そうしたコントロールできない要素に対応しているのがサービス・エ
ンカウンター人材であることを考えると，これまで顧みられてこなかった属人的に蓄積
された知識の中にも，サービス・エンカウンターの組織能力を向上させる知識が多く存
在している可能性がある。
（7）野中・竹内［1996］参照
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〔抄　録〕
　本論文では，日本におけるサービス産業の人材問題に注目し，現在のサービス産業が直
面する人材の課題と今後の人材育成に向けたマネジメント上の課題について検討してい
く。サービス業は，従来型の製造業と比べ，組織内での正社員比率が低く，アルバイト従
業員やパート従業員などの非正規従業員が多く関与している。とりわけ，「サービス・エ
ンカウンター」と表現される，店舗や店頭で顧客と接する場の多くは多様な非正規従業員
がその運営の担い手となっている。その顕著な例が小売業や飲食業である。そうした担い
手たちは，どのような意識で行動しているのであろうか。この点を確認するために行った
アンケート調査をもとに，その意識の解明を試みた。その結果，それら担い手たちの多く
が定められた業務手順やマニュアルでは対応できない状況に直面し，それらを自らの臨機
応変な対応，柔軟な対応によって対処しているという認識を持つことが確認された。こう
した多様な担い手たちの行動には，経営リスクと組織能力の向上に資する可能性の双方が
内在している。この可能性に注目し，そうした知識や情報を生み出す人材と企業の関係構
築，人材育成を考える大きな示唆を得た。
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適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57条 2項の
「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？
―TPR事件を素材として―
 泉　　　絢　也
はじめに
　法人税法上の欠損金に関係する諸規定については，定義規定及び繰越・繰戻に関する規
定を除くと，平成 13 年度改正において適格合併等により合併法人等による被合併法人等
の欠損金の引継ぎ及びその制限に関する規定が整備されるなど，近年著しい進展がみられ，
裁判例も相次いでいることが指摘されている（1）。もっとも，適格合併が行われた場合に繰
越欠損金の引継ぎが認められる実質的根拠や趣旨及び目的は何かという基本的な論点につ
いて，いまだ議論が続いている。
　合併の場面を念頭に置いて説明すると，法人税法上，繰越欠損金は，「それを有する法
人が継続する限り維持され（合併会社側），その主体の同一性が失われれば破棄される（被
合併会社側）」という主体の同一性の考え方に基づいて（2），その使用が認められている。
その例外として，法人税法 57 条 2 項は，適格合併が行われた場合に，合併法人が被合併
法人の繰越欠損金を引き継ぐことを認めている。合併法人が，別人格である被合併法人の
繰越欠損金を引き継ぐためには，合併，しかも税制上の所定の要件を満たした適格合併で
あることが求められるのである。本稿は，上記の論点，とりわけ同項の「本来の趣旨及び
目的」に，被合併法人が合併前に営んでいた事業が合併により合併法人に移転し，合併後
に合併法人によって引き続き営まれるという意味での「事業の継続」が含まれるか，とい
う問題を中心的に論ずる。
　この問題は，組織再編成に係る行為又は計算の否認規定である法人税法 132 条の 2と関
わる。合併法人である上告人が，被合併法人となる法人を完全子会社化した後にみなし共
同事業要件を満たす形で合併し，繰越欠損金の引継制限の適用を回避した事案であるヤ
フー事件最高裁判決（最高裁平成 28 年 2 月 29 日第一小法廷判決・民集 70 巻 2 号 242 頁）
は，法人税法 132 条の 2が定める不当性の意義とその判断枠組みを明らかにした。判決は，
「法人税法第 132 条の 2の趣旨及び目的からすれば，同条にいう『法人税の負担を不当に
減少させる結果となると認められるもの』とは，法人の行為又は計算で組織再編税制に係
る各規定を租税回避の手段として濫用することにより法人税の負担を減少させるものであ
（1） 酒井貴子「欠損金の移転―組織再編税制，連結納税制度―」金子宏監修『現代租税法講座第 3巻　企業・市場』
215 頁以下（日本評論社 2017）参照。
（2） 後掲注（10）参照。
〔論　説〕
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ることをいう」とした上で，濫用の有無に係る「考慮事情」と「判断の観点」を示した。
　具体的には，判決は，その濫用の有無の判断に当たっては，法人の行為又は計算が，通
常は想定されない組織再編成の手順や方法に基づいたり，実態とはかい離した形式を作出
したりするなど，不自然なものであるかどうか（以下「考慮事情①」という），税負担の
減少以外にそのような行為又は計算を行うことの合理的な理由となる事業目的その他の事
情が存在するかどうか（以下「考慮事情②」という）等の事情を考慮した上で，当該行為
又は計算が，組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したものであって，組
織再編税制に係る各規定の「本来の趣旨及び目的」から逸脱する態様でその適用を受ける
もの又は免れるものと認められるか否かという観点から判断すべきであるとした。考慮事
情①及び考慮事情②について，調査官解説は，単なる考慮事情にとどまるものではなく，
実質的には，法人税法 132 条の 2の不当性要件該当性を肯定するために必要な要素である
とみている（3）。
　組織再編成に係る租税回避は繰越欠損金に関係するものが多い。よって，ヤフー事件最
高裁判決が示した上記判断枠組みに照らすと，法人税法 132 条の 2の適用の可否が検討さ
れる場面では，同法 57 条各項の「本来の趣旨及び目的」が問題となることが多い，とい
うことになる。
　検討の素材として，TPR事件に着目する。この事件では，合併法人が適格合併により
引き継いだ被合併法人の繰越欠損金の損金算入の可否が争われている。すなわち，親会社
である原告Xは，優に 5年を超えて 100％の資本関係（現行法でいうところの法人税法 2
条 12 号の 7の 6の完全支配関係）を継続していた完全子会社を合併し，その繰越欠損金（未
処理欠損金額）を引き継いで自らの法人税の申告において損金に算入した。処分行政庁が，
法人税法 132 条の 2を適用して，その損金算入を否認する課税処分を行ったため，Xはか
かる処分の取消しを求めて提訴した。
　本件地裁判決（東京地裁令和元年 6月 27 日判決・判例集未登載）は，組織再編税制は，
完全支配関係がある法人間の合併についても，共同事業を営むための適格合併及び企業グ
ループ内の適格合併のうち完全支配関係を除く支配関係がある適格合併と同様に，合併に
よる事業の移転及び合併後の事業の継続を想定しているという解釈を前提として，「法人
税法 57 条 2 項についても，合併による事業の移転及び合併後の事業の継続を想定して，
被合併法人の有する未処理欠損金額の合併法人への引継ぎという租税法上の効果を認めた
もの〔下線筆者〕」という見解を示した。その上で判決は，「本件合併は，組織再編成を利
用して税負担を減少させることを意図したものであって，法人税法 57 条 2 項の本来の趣
旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受けるもの」であると判示した。かような本件
地裁判決は，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を読み込ん
だ可能性がある。
　以上を踏まえて，本稿では，法人税法 132 条の 2の適用場面を想定し，かつ，TPR事
件を素材として，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含
まれるかという点に関する考察を行う。
（3） 徳地淳＝林史高「判解」曹時 69 巻 5 号 299 頁参照。
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Ⅰ　東京地裁令和元年 6月 27 日判決（判例集未登載）
　素材とするTPR事件及び本件地裁判決の内容を簡単に確認する。
1　事案の概要
　Xは，その完全子会社を被合併法人とする適格合併（平成 22 年法律第 6号による改正
前の法人税法 2条 12 号の 8）を行い，当該子会社が有していた未処理欠損金額を同法 57
条 2 項の適用によりXの欠損金額とみなして損金の額に算入して法人税の確定申告をし
た。処分行政庁は，上記未処理欠損金額をXの損金の額に算入することはXの法人税の
負担を不当に減少させる結果となるとして，同法 132 条の 2の適用により更正処分及び過
少申告加算税の賦課決定処分を行った。これに対して，Xは，これらの一部の取消しを求
めて，提訴した。
2　前提事実等
（1）　当事者等
ア　Xは，自動車部品等の製造及び販売を主たる目的とする法人である。
イ　旧TAT社は，平成 2年 3月 20 日に設立された，鉄製品，銅，アルミニウム，チタ
ン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とする法人であり，自動二輪車用アルミホイー
ル製造事業を営んでいた（以下，旧TAT社による同事業を「本件事業」という）。旧
TAT社は，平成 22 年 3 月 1 日付けでXに吸収合併され（以下，この合併を「本件合併」
という），解散した。
ウ　新TAT社は，平成 22 年 2 月 16 日に設立された，鉄製品，銅，アルミニウム，チタ
ン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とする法人である。
（2）　本件合併前のXと旧TAT社の状況等
ア　Xは，平成 14 年 2 月 9 日，旧TAT社の発行済株式総数の 3分の 2を取得した。
イ　Xは，平成 14 年 2 月 13 日付けで，旧TAT社との間で，同社との取引に係る取引基
本契約（以下「旧取引基本契約」という）を締結し，S株式会社から受注した自動二輪
車用アルミホイールの製造を旧TAT社に委託した。
ウ　Xは，平成 15 年 3 月 18 日，旧TAT社の発行済株式を追加取得し，同社の発行済株
式の全てを保有することになった。
エ　旧TAT社は，平成 21 年 9 月 30 日時点で，負債の合計金額が資産の合計金額を 1億
1403 万 9576 円上回る債務超過となっていた。
（3）　本件合併の経緯等
ア　平成 21 年 12 月 21 日，旧TAT社の取締役会が開催され，平成 22 年 3 月 1 日付けで
Xが旧TAT社を吸収合併する合併契約を平成 21 年 12 月 22 日付けで締結することが
審議され，承認された。
イ　平成 21 年 12 月 21 日，Xの経営会議（X社内において取締役会の次に位置付けられ
る会議）が開催され，Xが旧TAT社を吸収合併することが提案され，承認された。上
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記経営会議の承認を受けて，同日，Xの取締役会が開催され，Xが旧TAT社を吸収合
併することにつき提案がされ，承認された。
ウ　Xは，上記イの取締役会の承認を受けて，翌 22 日，旧TAT社との間で，平成 22 年
3 月 1 日付けでXが旧TAT社を吸収合併する合併契約を締結した。同契約に係る契約
書には，要旨，以下の定めがある。
　・　X及び旧TAT社は合併して，Xは存続し，旧TAT社は解散する。
　・　Xは，旧TAT社の発行済株式の全てを所有しているため，合併による株式その他
の金銭等の交付を行わず，合併による資本金の増加を行わない。
　・　合併の効力発生日は，平成 22 年 3 月 1 日とする。
　・　旧 TAT社は，平成 22 年 2 月 28 日現在の貸借対照表，その他同日の計算を基礎と
し，合併効力発生日においてその資産，負債その他一切の権利義務をXに引き継ぎ，
Xはこれを承継する。
エ　平成 22 年 2 月 5 日，Xの取締役会が開催され，①旧TAT社の債務超過を解消する
ため増資をし，その後減資をすること，②新TAT社の社名を旧TAT社の平成 14 年 2
月 13 日付け変更前の商号と同一のもの，設立登記日を平成 22 年 2 月 15 日～19 日の間
とし，所在地は「岡山県E市（省略）101 番-1」とするが，合併後に「岡山県E市（省
略）99 番-1」に変更すること，③旧TAT社の従業員は，旧TAT社の解散と同時に新
TAT社に転籍すること，④旧TAT社の棚卸資産（製品・仕掛品・原材料等）は，合
併後に新TAT社に売却すること等が提案され，承認された。
オ　上記エの取締役会の承認に基づき，Xは，平成 22 年 2 月 15 日，旧TAT社に対し，
2億 5000 万円の増資引受けをし，また，同月 16 日，全額を出資して，鉄製品，銅，ア
ルミニウム，チタン等非鉄金属製品の製造及び販売を目的とし，「岡山県E市（省略）
101 番地 1」を本店所在地とする新TAT社を設立した（以下「本件設立」という）。新
TAT社は，本件設立当時，商号，目的及び役員構成が旧TAT社と同一であった。
カ　本件合併等
　・　前記ウの合併契約に基づき，平成 22 年 3 月 1 日，本件合併の効力が生じ，Xは旧
TAT社の権利義務を承継し，同社は解散した。
　・　Xは，平成 22 年 3 月 1 日付けで，旧TAT社の全従業員を新TAT社に転籍させ
た（以下「本件転籍」という）。新TAT社における労働条件は旧TAT社との間
のものと同一であった。
　・　Xは，平成 22 年 3 月 1 日付けで，新TAT社との間で，本件合併により旧TAT
社から承継した資産及び負債のうち，本件事業に係る製品，仕掛品，原材料等の棚
卸資産等の資産及び同社の従業員に係る負債（以下「本件棚卸資産等」という）の
譲渡に関する契約を締結し，同日，本件棚卸資産等の譲渡を行った（以下，この譲
渡を「本件譲渡」という）。
　・　Xは，平成 22 年 3 月 1 日付けで，新TAT社との間で，本件合併により旧TAT
社から承継した資産のうち，本件事業に係る建物，構築物，機械装置等の製造設備
等（以下「本件製造設備等」という）について設備賃貸借契約を締結し，同日，こ
れを新TAT社に賃貸した（以下，この賃貸借を「本件賃貸借」という）。本件賃
貸借に係る本件製造設備等の賃借料は，本件製造設備等の減価償却費に相当する金
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額であった。
　・　Xは，平成 22 年 3 月 1 日付けで，新TAT社との間で取引基本契約（以下「新取
引基本契約」という）を締結したほか，同社に対し，「取引品」の価格改定を実施
する旨通知した（以下，この価格改定を「本件単価変更」という）。これにより，
Xによる新TAT社からの仕入数量が減少すればそれに応じて仕入単価が上がり，
仕入数量が増加すれば仕入単価が下がるという，仕入数量に応じた仕入単価の決定
方法が導入されることとなった。なお，新取引基本契約に係る契約書は，おおむね
旧取引基本契約の契約書と同じ内容である。
　・　旧 TAT社が締結していたリース契約は，本件合併後，新TAT社が引き継ぎ，同
社の売上先，仕入先等の取引先も，旧TAT社の取引先と同一であった
キ　新TAT社は，平成 22 年 3 月 2 日付けで，本店所在地を，旧TAT社の解散当時の
本店所在地であった「岡山県E市（省略）99 番地 1」に移転した。
3　争点
　本件の争点は，処分行政庁が法人税法 132 条の 2を適用してXの各事業年度における
未処理欠損金額の損金の額への算入を認めなかったことが適法であるか否かであり，具体
的には次のとおりである。
①　特定資本関係（いずれか一方の法人が他方の法人の発行済株式又は出資の総数又は総
額の 50%を超える数又は金額の株式又は出資を直接又は間接に保有する関係その他
の一定の関係）が合併法人の当該合併に係る事業年度開始の日の 5年前の日より前に
生じている場合（以下「特定資本関係 5年超要件」ということがある），すなわち，
法人税法 57 条 3 項の適用が除外される適格合併に当たる場合に，同法 132 条の 2を
適用することができるか否か。
②　①が肯定されるとして，本件合併が法人税法 132 条の 2にいう「法人税の負担を不当
に減少させる結果となると認められるもの」（不当性要件）に当たるか否か。
　本稿の主題との関係上，争点②に係る判示等を中心に取り扱うが，その当てはめ部分に
係る判示の詳細については立ち入らない。
4　争点②に関する当事者の主張の要旨
（1）被告の主張
　法人税法 57 条 2 項の趣旨及び目的について，同項に規定する適格合併に係る被合併法
人（子会社）の未処理欠損金額の合併法人（親会社）への引継ぎは，被合併法人が適格合
併前に行っていた事業が合併法人において継続して営まれるという「事業の継続性」を前
提として認められるものと解される。同項は，適格合併について，移転資産等に対する支
配が合併後においても実質的に継続するものであることを前提として，被合併法人の有す
る未処理欠損金額の合併法人への引継ぎという租税法上の効果を認めたものと解すべきで
あり，本件合併の不当性を判断するに当たっては，本件合併について考慮事情①及び考慮
事情②を検討した上で，本件合併が，組織再編成を利用して税負担を減少させることを意
図したものであって，上記のような同項の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受
けるものと認められるか否かという観点から判断すべきである。
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　本件合併は，組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したものであって，
組織再編税制に係る各規定の 1つである法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」か
ら逸脱する態様でその適用を受けるものと認められるというべきである。
（2）Xの主張
　法人税法 57 条 2 項は，組織再編成における未処理欠損金額の引継ぎにおいて，完全支
配関係下の適格合併については事業継続要件の充足を求めていないのであるから，同法
132 条の 2の適用に当たって，合併法人が被合併法人の事業を継続していないことを考慮
して通常想定されない組織再編成の手順であるなどとする被告の主張は理由がない。本件
合併は，ヤフー事件最高裁判決に照らして，法人税法 132 条の 2の不当性要件を充足する
ものではない。
5　判旨（請求棄却）
　本件地裁判決は，ヤフー事件最高裁判決が示した法人税法 132 条の 2の不当性に係る判
断枠組みを踏襲した上で，争点②について，次のとおり，法人税法 57 条 2 項は合併によ
る事業の移転及び合併後の事業の継続を想定して，被合併法人の有する未処理欠損金額の
合併法人への引継ぎという租税法上の効果を認めたものと解することで，課税処分の適法
性を認めた。
〔法人税法 57 条 2 項が想定するもの〕
「ア　平成 13 年度税制改正により導入された組織再編税制の基本的な考え方は，実態に
合った課税を行うという観点から，原則として，移転資産等についてその譲渡損益の
計上を求めつつ，移転資産等に対する支配が継続している場合には，その譲渡損益の
計上を繰り延べて従前の課税関係を継続させるというものである。このような考え方
から，組織再編成による資産等の移転が形式と実質のいずれにおいてもその資産等を
手放すものであるとき（非適格組織再編成）は，その移転資産等を時価により譲渡し
たものとされ，譲渡益又は譲渡損が生じた場合，これらを益金の額又は損金の額に算
入しなければならないが（法人税法 62 条等），他方，その移転が形式のみで実質にお
いてはまだその資産等を保有しているということができるものであるとき（適格組織
再編成）は，その移転資産等について帳簿価額による引継ぎをしたものとされ（同法
62 条の 2等），譲渡損益が生じないものとされている。
　　　また，上記のような考え方から，組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについ
ても，基本的に，移転資産等の譲渡損益に係る取扱いに合わせて従前の課税関係を継
続させることとするか否かを決めることとされており，適格合併が行われた場合につ
いては，被合併法人の前 7年内事業年度において生じた未処理欠損金額は，それぞれ
当該未処理欠損金額の生じた前 7年内事業年度の開始の日の属する合併法人の各事業
年度において生じた欠損金額とみなすものとして（同法 57 条 2 項），その引継ぎが認
められている。
　イ　ところで，適格合併には，大別して，企業グループ内の適格合併（法人税法 2条
12 号の 8イ及びロ）と共同事業を営むための適格合併（同号ハ）があるところ，い
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ずれについても移転資産の対価として株式又は出資以外の資産の交付がされないこと
が要件とされている。これは，株式又は出資以外の資産の交付がされる場合には，そ
の経済実態は通常の売買取引と異なるところがなく，移転資産に対する支配が継続し
ていないこととなるなど，組織再編成の前後で経済実態に実質的な変更がないとはい
えなくなるからであると考えられる。また，上記要件に加えて，共同事業を営むため
の適格合併については共同事業要件（施行令 4条の 2第 4項各号）が必要とされ，企
業グループ内の適格合併についても，完全支配関係がある場合と異なり支配関係があ
るにすぎない場合には，いわゆる従業者引継要件（法人税法 2条 12 号の 8ロ（1））
及び事業継続要件（同（2））が必要とされている。
　　　以上の法人税法等の規定に加え，前記アの組織再編税制の基本的な考え方の『移転
資産等に対する支配が継続している場合』としては，当該移転資産等の果たす機能の
面に着目するならば，被合併法人において当該移転資産等を用いて営んでいた事業が
合併法人に移転し，その事業が合併後に合併法人において引き続き営まれることが想
定されているものといえるところ，このことからすれば，組織再編税制は，組織再編
成による資産の移転を個別の資産の売買取引と区別するために，資産の移転が独立し
た事業単位で行われること及び組織再編成後も移転した事業が継続することを想定し
ているものと解される。そして，完全支配関係がある法人間の合併は，いわば経済的，
実質的に完全に一体であったものを合併するものといえるのに対し，支配関係がある
場合の合併や共同事業を営むための合併の場合は，経済的同一性・実質的一体性が希
薄であることから，上記の基本的な考え方に合致するように，従業者引継要件及び事
業継続要件等の要件が付加されているものと考えられる。このように，組織再編成税
制は，完全支配関係がある法人間の合併についても，他の 2類型の合併と同様，合併
による事業の移転及び合併後の事業の継続を想定しているものと解される。
　　　そうすると，法人税法 57 条 2 項についても，合併による事業の移転及び合併後の
事業の継続を想定して，被合併法人の有する未処理欠損金額の合併法人への引継ぎと
いう租税法上の効果を認めたものと解される。」
〔考慮事情①との関係〕
　「本件合併とともに本件設立，本件転籍，本件譲渡及び本件賃貸借が行われたことによっ
て，実態としては，旧TAT社の営んでいた本件事業はほぼ変化のないまま新TAT社に
引き継がれ，Xは，旧TAT社の有していた本件未処理欠損金額のみを同社から引き継い
だに等しいものということができる。そうすると，本件合併は，形式的には適格合併の要
件を満たすものの，組織再編税制が通常想定している移転資産等に対する支配の継続，言
い換えれば，事業の移転及び継続という実質を備えているとはいえず，適格合併において
通常想定されていない手順や方法に基づくもので，かつ，実態とはかい離した形式を作出
するものであり，不自然なものというべきである」
〔考慮事情②との関係〕
　「本件合併及びこれに伴う本件設立等の検討経過等に照らすと，本件合併の主たる目的
は本件未処理欠損金額の引継ぎにあったものとみるのが相当であり，前記……で述べた本
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件合併の不自然さも考慮すると，税負担の減少以外に本件合併を行うことの合理的理由と
なる事業目的その他の事由が存在するとは認め難いといわざるを得ない」
〔判断の観点との関係〕
　「本件合併は，通常想定されない組織再編成の手順や方法に基づくものであり，実態と
はかい離した形式を作出するものであって，その態様が不自然なものであることに加えて，
本件未処理欠損金額の引継ぎによってXの法人税の負担を減少させること以外に本件合
併を行うことの合理的な理由となる事業目的その他の事情があったとは認められないこと
からすれば，本件合併は，組織再編成を利用して税負担を減少させることを意図したもの
であって，法人税法 57 条 2 項の本来の趣旨及び目的から逸脱する態様でその適用を受け
るものというべきである。
　そうすると，本件合併は，組織再編税制に係る上記規定を租税回避の手段として濫用す
ることによって法人税の負担を減少させるものとして，法人税法 132 条の 2にいう『法人
税の負担を不当に減少させる結果となると認められるもの』に当たるということができる。」
6　考察
　親会社が完全支配関係にある子会社を吸収合併する場合には，法人税法上，親会社にお
いて子会社の事業を継続しなくとも適格合併となり，被合併法人の資産や負債は，時価で
はなく帳簿価額で合併法人である親会社に引き継がれる（法法 2十二の八，62 の 2 等）。
適格合併の場合には，被合併法人の繰越欠損金も合併法人に引き継がれる（法法 57 ②）。
本件合併は適格合併に該当するため，Xは子会社の繰越欠損金を引き継ぐことができる。
　しかしながら，法人税法 57 条 3 項は，一定の繰越欠損金について引継制限を設けてい
るため，同項の適用があると一定の繰越欠損金は引継ぎの対象から外れる。法人税法 57
条 3 項の発動要件及び引継制限の対象となる繰越欠損金の範囲等については後述するが，
TPR事件において，Xは，特定資本関係 5年超要件を満たしていたため，みなし共同事
業要件を満たさずとも，繰越欠損金の引継制限が発動されることはない。しかも，TPR
事件において引継ぎの対象とされているのは被合併法人である旧TAT社の特定資本関係
事業年度以後に発生した繰越欠損金であることを前提とすると，それは，そもそも繰越欠
損金の引継制限の対象外のものということになる。
　そうであれば，Xは，いわば繰越欠損金の引継ぎのための 2枚のフリーパスを入手して
いたことになる。そのフリーパスの入手方法にも不自然な点は把握されていないようであ
るから，引継制限を定める法人税法 57 条 3 項の趣旨及び目的を逸脱するものとはいえな
い。このことは，被告国及び本件地裁判決が同項の趣旨及び目的からの逸脱という論陣を
張っていないことからも推察される。よって，少なくとも形式的には，Xが本件合併によ
り旧TAT社の繰越欠損金を引き継ぐことに障害はない。
　もっとも，TPR事件において，Xは，自らは繰越欠損金の発生元である旧TAT社の
事業を引き継いで営むことはせず，合併効力発生日に，Xが合併直前に全額を出資して設
立した，しかも旧TAT社と商号，目的及び役員構成等が同一の会社にこれを承継させて
おり，見方によってはXが合併により旧TAT社の繰越欠損金のみを引き継いでいると
いえるような事情が存在する。かかる事情を考慮すると，法人税法 132 条の 2により，X
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による繰越欠損金の引継ぎが否認されるのではないか，という見立てが成り立ちうる。
　なぜなら，かような事情の存在は，合併が先か，事業の切り出しが先か，という相違は
あるにせよ，「A社が B社を吸収合併する場合に，合併効力発生日にB社事業を分割で切
り出して，A社は抜け殻となったB社の繰越欠損金を引き継ぐ」ような組織再編税制導
入当初から問題視されていた（4），いわば広い意味における「抜け殻合併」のケースを彷彿
させるからである（もちろん，その全てのケースが非難されるべきであるとは思われない
し，現行法令が許容していると解されるケースもありうる）。また，経営不振となってい
る会社（第一会社）の事業のうち，優良事業及びその事業に係る資産・負債を別の会社（第
二会社）に移転し，第一会社については法的整理を行うようないわゆる第二会社方式につ
いては，有効な事業再生手段にもなりうるものの（5），かような第二会社方式が詐害的又は
濫用的に用いられるケースもあり，上記のような事情の存在は，かようなケースとの共通
性を意識させるからである。
　TPR事件が非難されるスキームに該当するかどうかは措くとしても，あえて類型化す
ることが許されるならば，同事件は，ヤフー事件最高裁判決が示した不当性要件に係る判
断枠組みの最初の当てはめ事例としてのみならず，「抜け殻合併＋第二会社方式」の要素
を含むスキームによる繰越欠損金の引継ぎに対して法人税法 132 条の 2の適用の可否を検
討する場合に参考となる事例であるといえよう。かかる論脈においては，冒頭で述べたと
おり，本件地裁判決は法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を
読み込んだ可能性があることが注目されよう。
　なお，控訴審である東京高裁令和元年 12 月 11 日判決（判例集未登載）も本件地裁判決
の判断を維持したため，Ｘは上告したようである。
Ⅱ　法人税法 57条の規定内容と趣旨及び目的（6）
　上述のとおり，本件地裁判決は，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に被合
併法人が合併前に営んでいた事業が合併により合併法人に移転し，合併後に合併法人に
よって引き続き営まれるという意味での「事業の継続」を読み込んだ可能性があるが，か
ような読み込みは妥当であろうか。検討の準備作業として，法人税法 57 条の規定内容と
趣旨及び目的等を考察する。
1　法人税法 57 条 1項（欠損金の繰越し（7））
　法人税法 57 条 1 項は，内国法人の各事業年度開始の日前 10 年以内に開始した事業年度
（4） 仲谷修ほか『企業組織再編税制及びグループ法人税制の現状と今後の展望』130 頁〔佐々木浩発言〕（大蔵財
務協会 2012）参照。なお，佐藤信祐『組織再編における繰越欠損金の税務詳解〔第 5版〕』31 頁以下（中央
経済社 2017）も参照。
（5） 高岸直樹「新設分割の方法によるいわゆる第二会社に対する法人格否認に関する一考察」地域政策研究 16
巻 4 号 51 頁以下，同「判批」税務事例 47 巻 5 号 77 頁以下参照。
（6） 泉絢也「5年を超える完全支配関係下において行われた合併による繰越欠損金の引継ぎに対して，組織再編
成に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）が適用された事例―国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁
決―」税務事例 50 巻 4 号 67 頁以下も参照。
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において生じた未使用の欠損金額がある場合には，当該欠損金額相当額は，一定の限度に
おいて，当該各事業年度の所得の金額の計算上，損金の額に算入することを定めている。
　かかる欠損金の繰越しを認める趣旨について，合併により被合併法人の繰越欠損金を合
併法人が引き継ぐことを認める法人税法 57 条 2 項が制定されていない時代に，このよう
な引継ぎを否定した最高裁昭和 43 年 5 月 2 日第一小法廷判決（民集 22 巻 5 号 1067 頁。
以下「最高裁昭和 43 年判決」という）は，「欠損金額の繰越控除とは，いわば欠損金額の
生じた事業年度と所得の申告をすべき年度との間における事業年度の障壁を取り払ってそ
の成果を通算することにほかならない」のであり，これを認める法人税法 57 条 1 項の前
身規定の趣旨は，「各事業年度毎の所得によって課税する原則を貫くときは所得額に変動
ある数年度を通じて所得計算をして課税するに比して税負担が過重となる場合が生ずるの
で，その緩和を図る」ことにあると判示する（8）。
　また，最高裁平成 25 年 3 月 21 日第一小法廷判決（民集 67 巻 3 号 438 頁）は，最高裁
昭和 43 年判決を引用して，法人税法の欠損金の繰越控除は「各事業年度間の所得の金額
と欠損金額を平準化することによってその〔筆者注：上記過重な税負担の〕緩和を図り，
事業年度ごとの所得の金額の変動の大小にかかわらず法人の税負担をできるだけ均等化し
て公平な課税を行うという趣旨，目的から設けられた制度である」と判示する。
　最高裁昭和 43 年判決によれば，「被合併法人の合併前欠損金額が合併法人に承継される
ことはないが，合併法人の合併前に発生した欠損金額は，原則として合併後も繰越控除可
能である」ことになる（9）。これは主体の同一性すなわち「欠損金額は，それを有する法人
が継続する限り維持され（合併会社側），その主体の同一性が失われれば破棄される（被
合併会社側）」という考え方に基づく（10）。
2　法人税法 57 条 2項（適格合併による繰越欠損金の引継ぎ）
　法人税法 57 条 2 項は，適格合併が行われた場合には，合併法人は，被合併法人の当該
適格合併の日前 10 年以内に開始した各事業年度において生じた一定の欠損金額（未処理
欠損金額）を引き継ぐことを定めている。同項は，いわば上記の主体の同一性という考え
方の例外的取扱いを定めたものである（11）。
（7） もう少し正確にいうと，法人税法 57 条の見出しは「青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越し」で
あり，同条 1項の規定は，同項の内国法人が欠損金額の生じた事業年度について青色申告書である確定申告
書を提出し，かつ，その後において連続して確定申告書を提出している場合であって欠損金額の生じた事業
年度に係る帳簿書類を財務省令で定めるところにより保存している場合に限り，適用される（法法 57 ⑩）。
（8） 同判決は，「法人の各事業年度における純益金額，欠損金額のごときは，企業会計上表示される観念的な数
額にすぎず，被合併会社におけるこれら数額は，もとより商法 103 条に基づき合併の効果として合併会社に
当然承継される権利義務に含まれるものではない」という理解を示している。
（9） 酒井貴子『法人税法における租税属性の研究』41～42 頁（成文堂 2011）。
（10）酒井・前掲注（9），41 頁以下。法主体の同一性と租税属性（納税者自身やその資産，負債に認められる性質，
属性のうち，税負担に影響を与えるもの。繰越欠損金などがこれに該当する）の維持に関する議論として，
岡村忠生『法人税法講義〔第 3版〕』434 頁以下（成文堂 2007）参照。上記のような考え方は，最高裁昭和
43 年判決の原審である大阪高裁昭和 38 年 12 月 10 日判決（民集 22 巻 5 号 1095 頁）において，より直接的
に採用されていた。なお，主体の同一性が維持されている場合でも繰越欠損金に対して制限を加える規定も
ある（法法 57 ④，57 の 2）。岡村・同書，451 頁，465 頁参照。
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　同項が創設された平成 13 年度改正における組織再編税制の導入経緯からすると，中心
的に議論されたのは移転資産等に対する課税繰延べの要件であるから，資産等の含み損益
に対する課税ルール（適格組織編成）のあり方がまず検討され，それを受けて（あるいは
それに倣って）欠損金の引継ルールが作られたことになる（12）。平成 13 年当時において，
一定の合併の場合に繰越欠損金の引継ぎを認めることとした実質的根拠や趣旨及び目的は
やや判然としない面がある（13）。そこで，以下では，別のルートの存在がありうることに
配意しつつも，差し当たり，最高裁昭和 43 年判決が示した理解を念頭に置いた説明を試
みる。すなわち，同判決は，次のとおり述べている。
　「欠損金額の繰越控除は，それら事業年度の間に経理方法に一貫した同一性が継続維持
されることを前提としてはじめて認めるのを妥当とされる性質のものなのであって，合併
会社に被合併会社の経理関係全体がそのまま継続するものとは考えられない合併につい
て，所論の特典の承継は否定せざるをえない。合併会社とは無関係な経営のもとに生じた
被合併会社の既往の欠損金額を合併によりこれと経営を異にする合併会社に承継利用させ
る合理的な理由は，通常の場合見出だしがたく，また被合併会社の欠損金額は，合併会社
において受入資産の価額の定め方によって当然調整できるものであるから，普通には欠損
金額の引継などを考慮する要もないのである。結局，合併による欠損金額の引継，その繰
越控除の特典の承継のごときは，立法政策上の問題というべく，それを合理化するような
条件を定めて制定された特別な立法があって，はじめて認めうるものと解するのが相当で
あ」る。
　同判決から，「欠損金額の繰越控除は，それら事業年度の間に経理方法に一貫した同一
性が継続維持されることを前提としてはじめて認めるのを妥当とされる性質のもの」であ
ることや「結局，合併による欠損金額の引継，その繰越控除の特典の承継のごときは，立
法政策上の問題というべく，それを合理化するような条件を定めて制定された特別な立法
があって，はじめて認めうるもの」という考え方を抽出するとしよう。
　すると，法人税法 57 条 2 項の実質的根拠や趣旨及び目的は，適格合併の場合には，合
併法人と被合併法人との間で，資産及び負債の帳簿価額による引継ぎがなされることなど
（法法 62 の 2 ①，法令 9①二等（14））「経理方法に一貫した同一性が継続維持されている
こと」から，異なる法人間において繰越欠損金の引継ぎを認めるという特別な措置を施す
ことにある，という理解を導きうる。かかる理解は，ヤフー事件最高裁判決や後述する「基
本的考え方」と整合する面があり，現行法の底流をなしているという見方も浮上する。
3　法人税法 57 条 3項（繰越欠損金の引継制限）
　法人税法 57 条 3 項は，所定の要件を満たさない場合には，適格合併に係る被合併法人
（11）酒井・前掲注（9），43 頁。
（12）渡辺徹也「法人税法 132 条の 2にいう不当性要件とヤフー事件最高裁判決（下）」商事 2113 号 24 頁参照。
（13）この点については，阿部泰久「改正の経緯と残された課題」江頭憲治郎＝中里実編『企業組織と租税法』87
頁以下（商事法務 2002）も参照。
（14）ただし，合併による利益積立金額の引継ぎに関する議論について，朝長英樹＝竹内陽一『会社合併実務必携〔第
3版〕』134～135 頁（法令出版 2017），朝長英樹『現代税制の現状と課題　組織再編成税制編』350 頁以下（新
日本法規出版 2017）参照。
―117―
泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57条 2項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？
の未処理欠損金額には一定の金額が含まれないことを定める。繰越欠損金の引継ぎを制限
する規定である。
　同項は，引継対象となる被合併法人の欠損金額には，適格合併が共同で事業を行うため
の合併として一定のもの―いわゆるみなし共同事業要件―に該当する場合又は（原則とし
て）合併法人の適格合併の日の属する事業年度開始の日の 5年前の日から継続して支配関
係（TPR事件当時の法人税法における特定資本関係）がある場合―いわゆる 5年超要件
―のいずれにも該当しないときは，次に掲げるものを含まないとすることで，引継ぎの対
象から外している。
①　被合併法人の支配関係事業年度（被合併法人と合併法人との間に最後に支配関係があ
ることとなった日の属する事業年度）前の各事業年度で前 10 年内事業年度に該当する
事業年度において生じた欠損金額で一定のもの
②　被合併法人の支配関係事業年度以後の各事業年度で前 10 年内事業年度に該当する事
業年度において生じた欠損金額のうち法人税法 62 条の 7第 2項に規定する特定資産譲
渡等損失額に相当する金額から成る部分の金額で一定のもの
　説明の便宜上，みなし共同事業要件を軸とすると，次のように整理することができる。
❶　みなし共同事業要件を満たす場合には，法人税法 57 条 3 項は発動されない。
❷　みなし共同事業要件を満たさない場合でも，5年超要件を満たしている場合には，法人税法 57 条 3 項は発
動されない。
❸　みなし共同事業要件を満たさず，かつ，5年超要件も満たさない場合でも，そもそも被合併法人の支配関係
（特定資本関係）事業年度以後に発生した繰越欠損金については，特定資産譲渡等損失の取扱いを除き，法
人税法 57 条 3 項の適用はない。
　法人税法 57 条 3 項の趣旨及び目的は，グループ内の適格合併の場合における繰越欠損
金の引継ぎに関する租税回避行為の防止にある。ヤフー事件最高裁判決は，適格合併には，
大別して，企業グループ内の適格合併（法法 2十二の八イ及びロ）と共同事業を営むため
の適格合併（同号ハ）があることに言及した上で，次のとおり判示する（後記Ⅲ 3（3）
アの「基本的考え方」における説明も参照）。
　「企業グループ内の適格合併については，共同事業を営むための適格合併よりも要件が
緩和されているため，その未処理欠損金額の引継ぎを無制限に認めると，例えば，大規模
な法人が未処理欠損金額を有するグループ外の小規模な法人を買収し完全子会社として取
り込んだ上で，当該法人との適格合併を行うことにより，当該法人の未処理欠損金額が不
当に利用されるなどのおそれがある。そこで，そのような租税回避行為を防止するため，
法 57 条 3 項において，企業グループ内の適格合併が行われた事業年度開始の日の 5年前
の日以後に特定資本関係が発生している場合については，『当該適格合併等が共同で事業
を営むための適格合併等として政令で定めるもの』（みなし共同事業要件）に該当する場
合を除き，特定資本関係が生じた日の属する事業年度前の各事業年度において生じた欠損
金額等を引き継ぐことができないものとされている。」
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Ⅲ　法人税法 57条 2項の「本来の趣旨及び目的」を探求するための各種アプローチ
1　アプローチの提示
　法人税法 57 条 2 項について，その「本来の趣旨及び目的」が何であるかをもう少し深
掘りして考察する。とりわけ，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の
継続」が含まれるか否かを考究する。この際，❶会社法又は法人税法上の合併概念に着眼
する合併概念アプローチ，❷適格合併又は適格合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価
額による引継ぎの規定（法法 2十二の八，62 の 2 ①等）に着眼する簿価引継規定アプロー
チ，❸法人税法 57 条 3 項等に着眼する 57 条 3 項アプローチを提示し，検討を加える。
　このほか，法人税法「法 57 条の目的・趣旨にかんがみ，欠損金額の繰越控除が認めら
れるのは，そのような操作の許される事業年度の間に経理方法に一貫した同一性が継続維
持されることを前提としてはじめて認めるのを妥当とされる性質のものと解されるから，
同条により繰越欠損金額を損金の額に算入することのできる法人は，当該法人の事業経営
上生じた繰越欠損金額を有する法人に限られるものというべきである」と判示する広島地
裁平成 2年 1月 25 日判決（行集 41 巻 1 号 42 頁）を手掛かりとするようなアプローチも
考えられる（同判決は最高裁昭和 43 年判決を引用していないことに注意）。
　同判決等を根拠として，「合併において被合併法人の繰越欠損金の引継ぎを認めるとし
た場合に，法人が独立の人格とその同一性を保持していることとは，被合併法人の従業員
や施設など，すなわち，被合併法人の事業が合併法人に引き継がれて，企業実体が合併前
後を通じて，存続していることと解される」とする見解も存する（15）。もっとも，かよう
に人格の同一性という議論を持ち出すことには，非適格合併の取扱いとどのように整合性
をとるか，「経理方法に一貫した同一性」との間で生じている「ネジれ」を解消し，合併
の法的性質に関する会社法の議論とつなぎ直す必要がないかといった課題もある。
　上記広島地裁判決は，被合併法人の繰越欠損金を合併法人において引き継ぐ規定が用意
されていなかった時代の裁判例であり，このことを背景として納税者が逆さ合併を行った
場合に法人税法 132 条の適用があるか否かが争われたものである。かような文脈を念頭に
置くと，同判決をもって，繰越欠損金の引継ぎには，繰越欠損金が生じた「事業の継続」
や，繰越欠損金の生じた事業とこれを利用する事業の一体性が求められる根拠とすること
には，更なる説明が求められよう（16）。
　そもそも，繰越欠損金の引継ぎに当たって，「繰越欠損金が生じた事業の継続」や，「繰
越欠損金の生じた事業」と当該「繰越欠損金を利用する事業」の一体性を厳格に要求する
ことが困難な場合があることは容易に想定される。完全支配関係を除く支配関係にある法
人間の適格合併に求められる事業継続要件も，所詮は，「主要な」事業の継続と事業継続
の「見込み」にすぎないことを想起しておきたい。
（15）斉木秀憲「組織再編成に係る行為計算否認規定の適用について」税大論叢 73 号 70 頁。
（16）他に参考となる文献として，武田昌輔『新版　合併の法人税務』113 頁（財政経済弘報社 1972）を挙げておく。
ただし，同書 115 頁も参照。
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2　❶合併概念アプローチ
（1）　法人税法上の合併概念
　紙幅の都合上，詳述は避けるが，法人税法上の合併は会社法上の合併を借用した概念で
あることを出発点とする。この場合，外国私法上の合併が我が国法人税法上の合併に該当
するか否かが問題となる場面では，外国法に基づく組織再編成が形式と実質の両方におい
て我が国会社法上の合併と類似するかどうかで判断される可能性がある。他方，我が国会
社法上の合併が行われる場面に限っていえば，形式上，会社法上の合併に該当すれば法人
税法上の合併に該当するという形式面のみによる判断がなされるのが通常であろう（ただ
し，両場面によって判断基準が異なるといえるか，ダブルスタンダードが存在するといえ
るかは議論の余地がある（17））。いずれにしても，本稿は後者の場面を念頭に置く。
（2）　会社法上の合併概念とその実質
　会社法は，吸収合併とは「会社が他の会社とする合併であって，合併により消滅する会
社の権利義務の全部を合併後存続する会社に承継させるもの」（会社 2二十七）をいい，
新設合併とは「二以上の会社がする合併であって，合併により消滅する会社の権利義務の
全部を合併により設立する会社に承継させるもの」（会社 2二十八）をいうとするのみで，
合併そのものの定義規定を設けていない。合併については，従来からその概念の大枠が固
まっており，会社法において特にその意義の明確化をする必要性が乏しいものであること
から，それ自体の定義規定については設けないこととされたのである（18）。
　そして，おおむね，合併とは，2つ以上の会社が契約を締結して行う行為であって，当
事会社の一部又は全部が解散し，解散する会社（消滅会社）の権利義務の全部が清算手続
を経ることなく存続会社又は新設会社に包括承継（一般承継）される効果をもつものと理
解されている（19）。①すべての権利義務の包括承継（会社 750 ①等）と，②清算手続を経
ない被合併法人の消滅（会社 471 四，475 一），という合併の法的効果に着目した定義内
容である（以下，差し当たり，この①と②をそれぞれ「合併の実質①」，「合併の実質②」
という）。
　補足するに，合併の実質①について，合併による包括承継の場合には，個々の権利義務
の承継のための手続ないし移転行為は要しない。民法の一般原則によれば，債務の引受け
（17）この点については，泉絢也「租税法と信託法の交錯―租税法上の信託の意義―」第 21 回租税資料館受賞論
文集上巻 131 頁以下参照。
（18）相澤哲＝細川充「組織再編行為」相澤哲編著『立案担当者による新・会社法の解説』181 頁（商事法務
2006）。なお，同論稿 181 頁では，合併の対価が相手方会社の株式に限定されず，対価として金銭のみを交
付する合併も認められることとなる会社法の下では，人格合一説と現物出資説という合併の法的性質に関す
る従来の見解のいずれによっても，合併の性質を説明するには困難が伴うのであり，むしろ，合併は，消滅
会社となる会社がその事業に関する権利義務の全部の議渡等をするとともに解散し，その解散につき清算手
続を要せず，ただちに法人格を失い，また，その結果として，それによる権利移転については特段の対抗要
件の具備を要しないこととなるという特則が適用される特殊な行為という程度の理解をしたほうが，その規
制体系等を考える上では便宜であるとされる。
（19）江頭憲治郎『株式会社法〔第 7版〕』851 頁（有斐閣 2017），大隅健一郎ほか『新会社法概説〔第 2版〕』441
頁（有斐閣 2010），森本滋編『会社法コンメンタール 17　組織変更，合併，会社分割，株式交換等（1）』78
頁〔柴田和史執筆〕（商事法務 2010）など参照。
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のためには，債権者の承諾が必要とされるが，存続会社又は新設会社による消滅会社の債
務の引受けについては，個々的に債権者の承諾の手続はとられない。その代わりに，合併
自体に対する債権者保護手続がとられる（20）。包括承継か特定承継かは，承継の仕方に関
する区別であり，包括承継であるからといって，旧主体に帰属した権利義務のすべてが承
継されるとは限らない（21）。
　合併の定義としては，従来，財産の包括承継のほかに，消滅会社の社員が存続会社又は
新設会社の社員として引き継がれることも挙げられていたが，合併対価を柔軟化した会社
法の下では，消滅会社の株主が存続会社の株式を交付されてその株主となるとは限らない
ため，この要素は合併の定義から消えることとなった（22）。
　合併の実質②や「抜け殻合併＋第二会社方式」スキームとも関わるが，解散会社の財産
の一部を合併により承継される財産から除外し，解散会社に留保する旨の合併当事会社間
の合意は認められないと解されていることも確認しておきたい。「合併の場合における財
産の移転は包括承継であって，各個の財産につき個別的な移転行為を要しない反面，財産
の一部を移転の対象から除外することは許されない。一部の財産を包括承継の対象から除
外することは，合併により解散会社が即時に消滅し，清算が行われないことと相容れな
い」（23）というのがその理由である。他方，合併期日前において消滅会社の財産の一部を処
分し，残りの財産のみをもって合併することは，当事会社が合意をし，合併決議をもって
承認するならば差し支えないと解されている（24）。
　会社法の合併に関する規定は，上記のような合併の法的効果等を踏まえて，当事会社の
株主又は債権者の保護等の立場から，種々の規制を設けている。
（3）　本件裁決が採用した合併概念アプローチ
　TPR事件の国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁決（裁決事例集未登載：TAINS コー
ド　F0―2―672。以下「本件裁決」という）は，合併概念アプローチを採用した可能性が
ある。本件裁決の問題点については別稿で論じているため（25），簡単に述べるにとどめる。
　本件裁決は，「本件合併は，被合併法人の権利義務を承継するといった通常想定されて
いる合併の実質が備わっていたということはできず，旧TAT社の未処理欠損金額を引き
継ぐために企図された名目的なものであって，実態とはかい離した形式を作出する明らか
に不自然なものである」とする。本件裁決が考慮した各事情を見ると，かかる言明は，本
（20）前田庸『会社法入門〔第 12 版〕』689 頁（有斐閣 2009），上柳克郎ほか『新版注釈会社法（1）　会社総則，
合名会社，合資会社』425 頁〔今井宏執筆〕（有斐閣 1985），田中亘『会社法〔第 2版〕』628 頁（東京大学出
版会 2018）参照。
（21）原田晃治「会社分割法制の創設について（下）―平成一二年改正商法の解説―」商事 1566 号 5 頁参照。
（22）大隅ほか・前掲注（19）441 頁の脚注 308 参照。また，柴田和史「合併法理の再構成（6・完）」法協 107 巻
1 号 39 頁以下も参照。なお，新設合併においては，対価の柔軟化は認められていない（会社 753 ①六。ただ
し，会社 753 ①八等参照）ことについて，大隈・前掲注（19），451～452 頁参照。
（23）上柳ほか・前掲注（20）114 頁。同書 427 頁以下も同旨。大審院大正 6年 9月 26 日判決（民録 23 輯 1498 頁）
も参照。
（24）上柳克郎ほか『新版　注釈会社法（13）　株式会社の解散・清算，外国会社，罰則』168 頁〔今井宏執筆〕（有
斐閣 1990）参照。
（25）泉・前掲注（6）参照。
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件合併により，Xは旧TAT社の本件事業を承継せず，新TAT社がこれを承継したこと
を根拠としているようである。そうであるとすると，本件裁決は，合併による権利義務の
承継を事業の承継（合併法人による被合併法人の「事業の継続」）と結び付けていること
になる。よって，本件裁決は，合併の実質①に着目し，会社法の合併（ひいては法人税法
上の合併）の実質①に「事業の継続」，すなわち被合併法人の営んでいた事業が合併後に
合併法人に移転され，合併法人によって引き続き営まれていることを読み込んだ可能性が
ある（ただし，裁決文では「合併の実質」という言葉が唐突に用いられているため，本件
裁決の真意は判然としない面もある）。
　しかしながら，このような読み込みは妥当でない。会社法は合併による承継対象として
「権利義務」という概念を当てている（会社 750 ①等）。何らの説明もなしに，ここから
承継対象として「事業」という概念を引き出すことはできない。
　会社が「その事業に関して有する権利義務の全部又は一部」を他の会社に承継させる分
割と異なり（会社 2二十九，三十），合併により承継される権利義務には「事業に関して有
する」という限定は付されていないこと（会社 2二十七，二十八，759 ①）にも目配りす
べきである。しかも，このような分割でさえ，会社法上の立案担当者は「会社法において
は，有機的一体性も，事業活動の承継をも，会社分割の要件ではないということを明らか
にするため，会社分割の対象について，『事業』という事業活動を含む概念ではなく，『事
業に関して有する権利義務』という財産に着目した規定を設けることとされたものである」
と説明している（26）。会社法制定前は，会社分割の対象は分割会社の「営業の全部又は一部」
である必要があったため，何が「営業」に当たるかは必ずしも明確でなく，法的安定性を
害するという批判があったが，現行法下では，「（分割会社の）事業に関して有する権利義
務の全部又は一部であれば，それ自体が「事業」といえるものでなくとも，会社分割の対
象にできるということである（27）。
　以上からすれば，会社法上の合併の実質①に「事業の継続」を読み込むことは難しい。
親会社が完全子会社を合併する場合において，その直前に被合併法人である完全子会社の
事業をグループ外のものを含む他の会社に承継させたり，親会社が完全子会社の事業を合
併により一旦承継するものの，その後，当該事業をグループ外のものを含む他の会社に承
継させたりすることも，会社法上の合併に該当することを否定する要素にはならない。
　そうであるとすると，会社法の合併概念が法人税法に取り込まれ，適格合併から繰越欠
損金の引継ぎ規定へと根を伸ばしていく中で，法人税法固有ともいえる合併概念が形成さ
（26）相澤哲ほか編著『論点解説　新・会社法』669 頁（商事法務 2006）。ただし，かような説明には賛否いずれ
の意見もあることについて，奥島孝康ほか編『基本法コンメンタール　会社法 3〔第 2版〕』248 頁以下〔中
東正文執筆〕（日本評論社 2015）参照。同書 248 頁以下は，会社分割の対象に事業性を要求する見解も少な
からず存在することを指摘した上で，会社法の分割に係る上記規定の文言は決定的ではないとされる文脈に
おいて，その論拠の 1つとして法人税法 2条 12 号の 11 に着目されているようである。逆基準性に類似する
議論として，興味深い。また，会社の行為は事業のためにするものと推定されるため（最高裁平成 20 年 2
月 22 日第二小法廷判決・民集 62 巻 2 号 576 頁参照），会社が有する権利義務は，基本的にはすべて「事業
に関して有する」ものであると考えてよいとする見解として，田中亘『会社法』613 頁（東京大学出版会
2016）参照。
（27）田中・前掲注（20）627 頁参照。
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れたのであろうか。すなわち，法人税法上の合併なる概念の中心に会社法上の合併を据え
るとしても，その据え付け作業の際に「事業の継続」があるものに限定ないし剪定された，
あるいは「事業の継続」という条件が付加されたのであろうか。かような作業や操作が行
われたという手掛かりを探し出すことは難しいように思われる。会社法のルートを通るに
せよ，法人税法のルートを通るにせよ，合併の実質①に「事業の継続」を持ち込むことは
困難である。
　以上からすれば，合併概念アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及
び目的」に「事業の継続」が含まれると解することは難しい。
3　❷簿価引継規定アプローチ
（1）　概要
　簿価引継規定アプローチは，次のとおり，適格合併（とりわけ「適格」部分）又は適格
合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価額による引継ぎの規定（法法 2十二の八，62
の 2 ①等。以下「適格合併又は簿価引継規定」という）の趣旨及び目的に「事業の継続」
が含まれていることを大前提として（第 1段階），法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び
目的」には「事業の継続」が含まれる（第 2段階）とするものである（他のアプローチと
もども仕組み解釈に通ずるところがあるかもしれない（28））。
（第 1段階）
　適格合併又は簿価引継規定の趣旨及び目的には「事業の継続」という考え方が含まれている。
（第 2段階）
　上記のような趣旨及び目的を有する適格合併又は簿価引継規定を前提として，法人税法 57 条 2 項は繰越欠損
金の引継ぎを認めていることからすると，同項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれる。
　TPR事件における被告国や本件地裁判決の立場は，この簿価引継規定アプローチに属
するものであるという見方がありうる。同アプローチの根拠としてまず思い浮かぶのは，
平成 12 年 10 月に政府税制調査会法人課税小委員会が組織再編税制の創設に係る検討結果
をまとめた報告書である「会社分割・合併等の企業組織再編成に係る税制の基本的考え方」
（以下「『基本的考え方』」という）の次の部分である。
　すなわち，「基本的考え方」は，移転資産等の帳簿価額による引継ぎが認められる類型
としての「組織再編成により移転した資産の譲渡損益の計上が繰り延べられる企業グルー
プ内の組織再編成」について，「組織再編成による資産の移転を個別の資産の売買取引と
区別する観点から，資産の移転が独立した事業単位で行われること，組織再編成後も移転
した事業が継続することを要件とすることが必要である。ただし，完全に一体と考えられ
る持分割合の極めて高い法人間で行う組織再編成については，これらの要件を緩和するこ
とも考えられる。」（第二・一・1），また，上記とは別に移転資産等の帳簿価額による引継
ぎが認められる類型としての共同事業を行うための組織再編成について，「組織再編成に
（28）仕組み解釈については，泉絢也「判批」税務事例 47 巻 7 号 48 頁以下参照。
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よる資産の移転を個別の資産の売買取引と区別する観点から，資産の移転が独立した事業
単位で行われること，組織再編成後も移転した事業が継続することを要件とすることが必
要である。」（第二・二・1）と述べている。
　上記各記述から第 1段階部分の見解を導く試みも検討に値する。
（2）　第 1段階部分について
ア　適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及び目的」に係る整理
　第 1段階部分に対しては，完全支配関係の場合には「事業の継続」が求められていない
こととどのように整合性をとるのかという疑問が立ちはだかる。もちろん，ヤフー事件最
高裁判決を念頭に置くと，法人税法 132 条の 2の場面では，要件として明記されていない
場合でも，問題となる規定の「本来の趣旨及び目的」からの逸脱があれば，同条の発動が
ありうる（29）。よって，法人税法が完全支配関係がある場合の合併には「事業の継続」を
求める明文の規定を設けていないとしても，簿価引継規定アプローチを経て，「事業の継続」
がなされていない「抜け殻合併＋第二会社方式」スキームなどに対して，法人税法 132 条
の 2を適用することは妨げられない。
　それでは，適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」を含ま
せることができるか。次のような例を想定すると，感覚的には否定せざるをえない方向に傾く。
　例えば，完全支配関係下の合併の場合で，合併法人は，被合併法人が営んでいた赤字事
業をそのままでは承継しないものの，知的財産権や許認可など赤字事業の資産等，あるい
は人員をその赤字事業と関連する合併法人の事業で全部又は一部承継するケース（以下
「関連事業における赤字事業承継ケース」という）はどうであろうか。形式上は適格合併
となり，移転資産等の帳簿価額による引継ぎが認められるはずである。かようなケースに
対して，適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及び目的」を逸脱するものであるとか，
「本来的には」，適格合併として認められるべきではなく，帳簿価額による引継ぎも認め
られるべきではないといった評価を断定的に与えることは難しいように思われる。実質的
に赤字事業の継続を強いるような解釈に対する懸念もよぎる（30）。
　他方，「基本的考え方」が「組織再編成による資産の移転を個別の資産の売買取引と区
別する観点から，資産の移転が独立した事業単位で行われること，組織再編成後も移転し
た事業が継続することを要件とすることが必要である」としていることを重視するならば，
適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及び目的」からは逸脱する可能性があるという見
（29）法人税法 132 条の 2の取扱説明書をそのように書き上げることは，租税法律主義の観点から問題がないわけ
ではない。また，「本来の趣旨及び目的」の認定のための資料の乏しさ，かかる資料との関係で租税法令の
立案を担当した租税行政庁側が有するアドバンテージ，裁判所による独断的な認定とこれによる法解釈のリ
スクといった観点からの不安を払拭できない。この点については，泉絢也「租税訴訟における立法事実論と
行政機関の優位性―ヤフー・IDCF事件における立案担当者の私的鑑定意見書を素材に―」税法学 576 号 23
頁以下参照。
（30）本件地裁判決は，合併による事業の移転と継続を繰越欠損金の引継ぎの要件と考えたが，このように考える
と，合併後に当該事業をリストラなどすることができなくなるという懸念を示すものとして，岩品信明「TPR
事件，ユニバーサルミュージック事件を詳解　行為計算否認規定の適用をめぐる論点」旬刊経理情報 1563
号 17 頁参照。
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解がありえよう。しかしながら，かような見解を支持することは躊躇される。すなわち，「基
本的考え方」は「第一　基本的な考え方」と題する箇所において，次のように述べている。
　近年，わが国企業の経営環境が急速に変化する中で，企業の競争力を確保し，企業活力が十分発揮できるよう，
商法等において柔軟な企業組織再編成を可能とするための法制等の整備が進められてきている。税制としても，
企業組織再編成により資産の移転を行った場合にその取引の実態に合った課税を行うなど，適切な対応を行う
必要がある。
 〔下線筆者〕
　会社分割・合併等の組織再編成に係る法人税制の検討の中心となるのは，組織再編成により移転する資産の譲
渡損益の取扱いと考えられるが，法人がその有する資産を他に移転する場合には，移転資産の時価取引として譲
渡損益を計上するのが原則であり，この点については，組織再編成により資産を移転する場合も例外ではない。
　ただし，組織再編成により資産を移転する前後で経済実態に実質的な変更が無いと考えられる場合には，課
税関係を継続させるのが適当と考えられる。したがって，組織再編成において，移転資産に対する支配が再編
成後も継続していると認められるものについては，移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べることが考えられる。
 〔下線筆者〕
　波線部分は，組織再編成により移転する資産の譲渡損益の取扱いについて，「課税関係
を継続させる」ことの実質的根拠を「組織再編成により資産を移転する前後で経済実態に
実質的な変更が無い」ことに求めている。「したがって」という接続詞を経た点線部分は，
波線部分の「組織再編成により資産を移転する前後で経済実態に実質的な変更が無い」こ
とを「移転資産に対する支配が再編成後も継続している」ことに，同じく波線部分の「課
税関係を継続させる」ことを「移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べる」ことに，それぞ
れ具体化又は展開している。もって，この「移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べる」こ
との実質的根拠を「移転資産に対する支配が再編成後も継続している」ことに求めている。
　実際に作られた法令をも踏まえると，弱干の論理の「ネジれ」はあるものの次のような
整理も成り立ちうると解する。
　組織再編成により移転する資産の譲渡損益の取扱いについて，「移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べる」こ
とにより「課税関係を継続させる」こととしている組織再編税制の実質的根拠は，「移転資産に対する支配が再
編成後も継続している」こと，すなわち「組織再編成により資産を移転する前後で経済実態に実質的な変更が
無い」ことにある。かかる実質的根拠により（に着目することで），「企業組織再編成により資産の移転を行っ
た場合にその取引の実態に合った課税」を果たしている。
　適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及び目的」は，おおよそ，上記のような整理
に落ち着くという理解である。このような理解を前提とすると，その「本来の趣旨及び目
的」に「事業の継続」を読み込むことは，直ちには受け入れ難い。下線部分の前後に着目
して，①「移転資産に対する支配が再編成後も継続している」こと＝②「組織再編成によ
り資産を移転する前後で経済実態に実質的な変更が無い」こと＝③「事業の継続」という
等式の成立を認めるには，「経済実態に実質的な変更が無い」ことの意義なども含めて，
もう少し論証を要する（「移転資産等の果たす機能に着目」する本件地裁判決はかかる等
式が成り立つことを前提としている可能性がある）。「企業組織再編成により資産の移転を
行った場合にその取引の実態に合った課税を行う」という理念を実質的根拠として，①＝
②という等式を導くことは理解できるが，（とりわけ完全支配関係にある法人間の組織再
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編成を考えると）③までも等式で結ぶことが必然といえるのか。簿価引継規定アプローチ
に対する疑問である。
イ　更なる検討
　「基本的考え方」は，次の「第二　資産等を移転した法人の課税」の「一　移転資産の
譲渡損益の取扱い」の冒頭において，次のように述べる。
　法人が組織再編成によりその有する資産を他に移転した場合には，その移転資産の譲渡損益の計上を行うの
が原則であるが，組織再編成の実態や移転資産に対する支配の継続という点に着目すれば，企業グループ内の
組織再編成により資産を企業グループ内で移転した場合には，一定の要件の下，移転資産をその帳簿価額のま
ま引き継ぎ，譲渡損益の計上を繰り延べることが考えられる。
　また，共同で事業を行うために組織再編成により資産を移転した場合にも，移転の対価として取得した株式
の継続保有等の要件を満たす限り，移転資産に対する支配が継続していると考え，譲渡損益の計上を繰り延べ
ることを考えることができる。
　なお，いずれの場合にも，移転資産の対価として金銭等の株式以外の資産が交付される場合には，その経済
実態は通常の売買取引と異なるところがなく，移転資産の譲渡損益の計上を繰り延べることは適当でないと考
えられる。
 〔下線筆者〕
　先ほど，筆者は，「移転資産に対する支配が再編成後も継続している」こと，すなわち「組
織再編成により資産を移転する前後で経済実態に実質的な変更が無い」ことと表現したが，
ここでは「組織再編成の実態や移転資産に対する支配の継続という点に着目すれば」とさ
れていることに着目すると，両者は必ずしも「すなわち」という接続詞で結ばれるような
関係に立たないという見方も出てくる。
　いずれにしても，「移転資産に対する支配の継続」を株式又は当該株式を発行する子会
社を通じた（「支配の手段・態様」）移転資産（「支配の対象」）に対する支配の継続を意味
するものと解するならば，ここでも「事業の継続」という考え方は適格合併又は簿価引継
規定の「本来の趣旨及び目的」とはいえそうにない。少なくとも，この時点において企業
グループ内の組織再編成の文脈では，「支配の対象」と「支配の手段・態様」のいずれの
意味においても，「移転資産に対する支配の継続」と「事業の継続」を同一視するような
発想は見られない。
　さらに，「基本的考え方」を読み進めていく。「基本的考え方」は，上記に続く「1　企
業グループ内の組織再編成」において次のとおり説明している。
　組織再編成により移転した資産の譲渡損益の計上が繰り延べられる企業グループ内の組織再編成は，現行の
分割税制（現物出資の課税の特例制度）の考え方において採られているように，基本的には，完全に一体と考
えられる持分割合の極めて高い法人間で行う組織再編成とすべきである。ただし，企業グループとして一体的
な経営が行われている単位という点を考慮すれば，商法上の親子会社のような関係にある法人間で行う組織再
編成についてもこの企業グループ内で行う組織再編成とみることが考えられる。
　さらに，組織再編成による資産の移転を個別の資産の売買取引と区別する観点から，資産の移転が独立した
事業単位で行われること，組織再編成後も移転した事業が継続することを要件とすることが必要である。ただし，
完全に一体と考えられる持分割合の極めて高い法人間で行う組織再編成については，これらの要件を緩和する
ことも考えられる。
 〔下線筆者〕
　波線部分は上記（1）で簿価引継規定アプローチの根拠になりうるものとして引用した
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箇所である。ここまで来て初めて「事業の継続」という考え方が示されたことになる。
　ここで述べられている「観点」と「要件」との間に論理的必然性は認められない。「個
別の資産の売買取引と区別」しなければならないという「観点」の根拠を「組織再編成の
実態」や「移転資産に対する支配の継続」に求めうるとしても，このことから，「資産の
移転が独立した事業単位で行われること」及び「組織再編成後も移転した事業が継続する
こと」の「要件」化までもが必然的に導かれるわけではない。上記で例として挙げたよう
な関連事業における赤字事業承継ケースは，「個別の資産の売買取引と区別」しうるとい
う評価や，上記アにおいて整理として示した適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及
び目的」に適合するという評価を行う余地があると解される。実際に導入された従業者従
事（引継）要件や事業継続要件は，内容的に緩やかなものにすぎないこと及び完全支配関
係下の合併では求められていないことも証左となる。後の改正で導入された規定であるが，
内国法人を現物分配法人とする現物分配のうち，その現物分配により資産の移転を受ける
者がその現物分配の直前において当該内国法人との間に完全支配関係がある内国法人のみ
である適格現物分配が行われた場合には，被現物分配法人へと帳簿価額による引継ぎがな
されることも補足として付け足しておく（法法 2十二の十五，62 の 5）。
　点線部分に目を向けると何が見えてくるか。「資産の移転が独立した事業単位で行われ
ること」と「組織再編成後も移転した事業が継続すること」（現行法人税法 2条 12 号の 8
でいうところの従業者従事要件と事業継続要件（31））という「要件を緩和」するという文
脈である。ここから，完全支配関係がある場合にこれらの要件が緩和されているにすぎず，
適格合併又は簿価引継規定は本来的に「事業の継続」が求められるという見解に接続する
可能性はある。しかしながら，「基本的考え方」のうち上記の「第一　基本的な考え方」
の方をより重要視するならば，かかる見解は直ちには採用し難い。簡単に緩和を認めるよう
なものを「本来の趣旨及び目的」を具現化した要件として位置付けることにも賛同できない。
　また，直線部分は，組織再編成により移転した資産の譲渡損益の計上が繰り延べられる
企業グループ内の組織再編成は，「完全に一体と考えられる持分割合の極めて高い法人間
で行う組織再編成」が基本であるとする。本件地裁判決の言葉を借りるならば，「完全支
配関係がある法人間の合併は，いわば経済的，実質的に完全に一体であったものを合併す
るもの」といえる。これらの点を考慮すると，波線部分や点線部分の説明をもって，適格
合併又は簿価引継規定には本来的に「事業の継続」が求められるという上記見解を導くこ
とには疑問が惹起される。むしろ，完全支配関係がある法人間の合併の場合には，本来的
に「事業の継続」を求める必要はなく，よって法はあえて求めていないと解すべきである，
という見方も生まれてくる（32）。後述するとおり事後的な改正が「本来の趣旨及び目的」
に与える影響は議論の余地があるものの，かかる見方は，平成 22 年度改正で導入された
適格現物分配に係る資産の譲渡損益の繰延べ規定（法法 2十二の十五，62 の 5，法令 123
の 6）や完全支配関係がある法人間における譲渡損益調整資産に係る譲渡損益の繰延べ規
定（法法 61 の 13）とも整合するであろう。
　なお，完全支配関係がある場合の適格合併に事業継続要件の充足を求めていないことの
（31）朝長英樹＝山田博志「会社分割等の組織再編成に係る税制（案）についての質問に対する回答について」租
税研究 617 号 85～86 頁参照。
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「本来の趣旨及び目的」が上記のような「要件の緩和」にあると理解するならば，完全支
配関係を成立させた経緯等に鑑みて，かかる意味での「本来の趣旨及び目的」に逸脱する
という評価が妥当する事情があってこそ，法人税法 132 条の 2を適用しうることになるの
ではないか。法が，要件を緩和しているにもかかわらず，同条の適用により，その緩和を
認めないような課税を行うのであれば，緩和のための要件（ここでは完全支配関係）を充
足するに当たってかかる緩和の趣旨及び目的に反するような事情の存在が必要となろう。
ここでいう「要件の緩和」はあくまで，適格合併に係る要件の緩和であって，繰越欠損金
の引継ぎに係る他の要件の緩和ではないこと及びTPR事件との関係でいうと，判決文を
見る限り，かかる事情があるとはうかがわれないことを指摘しておく。
　もちろん，以上は，適格合併又は簿価引継規定の中に「事業の継続」に関する要件を織
り込むか否かの議論ではなく（立法者には立法裁量があることなどに留意），「事業の継続」
という考え方をかかる規定の「本来の趣旨及び目的」であると解すべきであるか否かの議
論である。
（3）　第 2段階部分
ア　候補探し
　上記のとおり，第 1段階部分に対する疑問は残るが，第 2段階部分についても考察を加
えておく。仮に，適格合併又は簿価引継規定の趣旨及び目的には「事業の継続」という考
え方が含まれているという第 1段階の説明が成り立つとしても，法人税法 57 条 2 項の「本
来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれるという第 2段階の説明までも導くことが
できるであろうか。
　まず，親法人が完全支配関係にある子法人を適格合併する場合に，法人税法 57 条 2 項
は親法人が子法人の事業を継続することを求めていない。これは，（「主要な」事業の継続
と事業継続の「見込み」にすぎないが）事業継続要件を明定する完全支配関係以外の支配
関係にある法人の合併とグループ外法人の共同事業による合併（法法 2十二の八ロ及びハ，
法令 4の 3④），TPR事件当時の法人税法 57 条 2 項において適格合併と同様に繰越欠損
金の引継ぎが認められていた合併類似適格分割型分割に係る各規定の反対解釈からも導き
うる（また，現行法人税法 57 条 2 項は，完全支配関係のある子会社が残余財産の確定を
した場合には，親会社は子会社の繰越欠損金を引き継ぐことを認めており，このことと，
適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認めていることとの関係について，結びに代えての
〔「本来の趣旨及び目的」に関する付言〕（5）及び（6）参照）。かように，完全支配関係
がある適格合併の場合には，事業継続要件は課されておらず，被合併法人が合併前に行っ
ていた主要な事業を合併法人において継続する見込みがない場合であっても，その適格要
（32）組織再編税制の全体像としては，完全支配関係内の組織再編成を基本として構築されているが，経済界の要
請により，支配関係内の組織再編成が組織再編税制に混入してしまったため，事業単位の移転といった概念を
入れざるをえなかったという立場からは，完全支配関係内の合併において，事業単位の移転を要求する理由が
なく，本件地裁判決が判示した組織再編税制の制度趣旨には誤りがあるという見解として，佐藤信祐「検証　
TPR事件東京地裁判決【第 2回】」プロフェッションジャーナル 341 号参照。https://profEssion-nEt.com/
profEssionjournal/corporation-articlE-825/
 以下，本稿で引用するURLの最終閲覧日は令和 2年 1月 10 日である。
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件の充足の有無に影響はないはずである。
　このような状況下において，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の
継続」を含めることは妥当であろうか。単なる趣旨及び目的にとどまらない「本来の趣旨
及び目的」というのであれば，やはり，要件として明定するか，完全支配関係の場合でも
「事業の継続」が問われることを示唆するような完全支配関係に関する規定があって然る
べきではないか（かような規定として，法人税法 57 条 3 項を挙げることができるかもし
れないが，同項を手掛かりとしたアプローチを採用することが難しいことについては後記
4参照）。
　第 1段階部分が成り立つことを前提として，第 2段階部分において，第 1段階で注入さ
れる「事業の継続」という趣旨及び目的が法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
として根を下ろすことがありうるのか。第 1段階部分と第 2段階部分の接木となるのは，
法人税法 57 条 2 項が適格合併を要件として組み込んでいる部分であるが，同項によるか
かる組み込みの趣旨及び目的は奈辺にあるのか。ひとまず，法人税法 57 条 3 項等を度外
視した上で，その考えられる候補として，次の 3つを挙げておこう。
候補①　適格合併の効果（移転資産等の帳簿価額による引継ぎ，譲渡損益の計上の繰り延べ）を重視
候補②　適格合併又は簿価引継規定の趣旨及び目的（移転資産等に対する支配の継続）を重視
候補③　①及び②の両方を重視
　「基本的考え方」は，その別紙の「一　法人税における諸制度の基本的な取扱い」にお
いて，次のように述べる。
　会社分割・合併等において移転資産の譲渡損益の計上が繰り延べられる場合における諸制度の取扱いについ
ては，基本的には，以下のように考える。
（注）　合併の場合には，被合併法人の全ての資産等がその帳簿価額で合併法人に引き継がれることから，特に
留意すべきものを除き，引き継ぐ資産の範囲やその金額に係る記載を省略している。なお，合併及び現物
出資の取扱いの中には，既に現行制度において同様に取り扱われているものも含まれている。
〔略〕
〔繰越欠損金〕
　合併の場合には，租税回避行為を防止するための措置を講じた上，被合併法人の繰越欠損金を引き継ぐこと
が適当である。
　分割型の会社分割の場合には，移転する事業に係る繰越欠損金の計算の困難性を考慮し，その引継ぎについ
ては，実務的に慎重な検討を行う必要がある。
 〔下線筆者〕
　上記の記述から，法人税法 57 条 3 項は合併による繰越欠損金の引継ぎに関する「租税
回避行為を防止するための措置」として位置付けられているという推察が成り立つ。
　法人税法 57 条 2 項の趣旨及び目的に関する手掛かりとしては，合併の場合に繰越欠損
金の引継ぎを認める根拠を下線部分に見いだすことができるかもしれない。そうであれば
候補①に接近することになる。「移転資産の譲渡損益の計上が繰り延べられる」ことを前
提として，繰越欠損金の引継ぎ規定が整備されているという読み方であるが，やや決め手
に欠ける。このため，平成 13 年度改正における組織再編税制の立案担当者から，「資産，
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負債や利益積立金額をそのまま引き継ぐという課税特例の処理の考え方からして，基本的
には繰越欠損金についても引継ぎを認めることを原則とすべき」であるという考え方が示
されていたことも付け足しておく（33）。
　加えて，ヤフー事件最高裁判決が次のとおり述べていることに着目して考察を進めてみ
たい。
「〔1〕組織再編税制の基本的な考え方は，実態に合った課税を行うという観点から，原則として，組織再編成
により移転する資産等（以下「移転資産等」という。）についてその譲渡損益の計上を求めつつ，移転資産等に
対する支配が継続している場合には，その譲渡損益の計上を繰り延べて従前の課税関係を継続させるというも
のである。このような考え方から，組織再編成による資産等の移転が形式と実質のいずれにおいてもその資産
等を手放すものであるとき（非適格組織再編成）は，その移転資産等を時価により譲渡したものとされ，譲渡
益又は譲渡損が生じた場合，これらを益金の額又は損金の額に算入しなければならないが（法 62 条等），他方，
その移転が形式のみで実質においてはまだその資産等を保有しているということができるものであるとき（適
格組織再編成）は，その移転資産等について帳簿価額による引継ぎをしたものとされ（法 62 条の 2等），譲渡
損益のいずれも生じないものとされている。
〔2〕組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについても，基本的に，移転資産等の譲渡損益に係る取扱いに
合わせて従前の課税関係を継続させることとするか否かを決めることとされており，適格合併が行われた場合
につき，被合併法人の前 7年内事業年度において生じた未処理欠損金額は，それぞれ当該未処理欠損金額の生
じた前 7年内事業年度の開始の日の属する合併法人の各事業年度において生じた欠損金額とみなすものとして
（法 57 条 2 項），その引継ぎが認められるものとされている。〔下線筆者〕」
　上記〔1〕の判示は，上記（2）アにおいて整理として示した適格合併又は簿価引継規定
の「本来の趣旨及び目的」とおおむね適合する。ここでは，上記〔2〕の下線部分の判示
を手掛かりとして，差し当たり，候補①及び候補②に関する考察を進めてみたい。
イ　候補①について
　上記アの〔2〕の直線部分の判示のうち「移転資産等の譲渡損益に係る取扱い」という
部分について，上記アの〔1〕の点線部分，すなわち「譲渡損益の計上を繰り延べて従前
の課税関係を継続させること」（適格合併の効果）を意味していると理解すると，次のよ
うに読み替えることができる（当該直線部分の判示に次の波線部分を挿入した形になる）。
　「組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについても，基本的に，『譲渡損益の計上を繰り延べて従前の課
税関係を継続させる』という移転資産等の譲渡損益に係る取扱いに合わせて従前の課税関係を継続させること
とするか否かを決める」
　読替え後の判示は候補①と整合的である。また，最高裁昭和 43 年判決と整合的に理解
することが妥当であるとすれば，法人税法 57 条 2 項は，「譲渡損益の計上を繰り延べて従
前の課税関係を継続する」場合には，「経理方法に一貫した同一性が継続維持されている
こと」から，異なる法人間において繰越欠損金の引継ぎを認めるという特別な措置を施し
たものと理解することになる。この辺りに同項の「本来の趣旨及び目的」があると解すべ
きかもしれない。
（33）朝長英樹＝山田博志「会社分割等の組織再編成に係る税制について」租税研究 614 号 67 頁以下。
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　少なくとも，候補①を支持し，法人税法 57 条 2 項が適格合併を要件としているのは，
譲渡損益の計上を繰り延べて従前の課税関係を継続させる，すなわち移転資産等を帳簿価
額により引き継いで従前の課税関係を継続させるという適格合併の効果を重視したもので
あると解することが妥当であるならば，「事業の継続」を同項の「本来の趣旨及び目的」
に入れ込むことは難しくなる。そうであれば，簿価引継規定アプローチを支持し，法人税
法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれると断ずることは困難
である。
　ただし，法人税法 57 条 2 項は，適格合併が行われた場合の移転資産等の帳簿価額によ
る引継規定である同法 62 条の 2第 1項を引用し，同項の適用がある場合に繰越欠損金の
引継ぎを認めるという建付けにはなっていない。直接的には適格合併を要件としている。
このことに相応の意義を見いだすことができるとすれば，候補①を支持することへの一応
の反論になるかもしれないが，結局は，移転資産等の帳簿価額による引継規定が発動する
ことを前提としているという再反論も可能である。
ウ　候補②について
　上記アの〔2〕の直線部分の判示のうち「移転資産等の譲渡損益に係る取扱い」という
部分について，上記アの〔1〕の直線部分，すなわち「組織再編成により移転する資産等
について，その譲渡損益の計上を求めつつ，移転資産等に対する支配が継続している場合
には，その譲渡損益の計上を繰り延べて従前の課税関係を継続させること」を意味してい
ると理解すると，次のように読み替えることができる（上記アの〔2〕の直線部分の判示
に次の波線部分を挿入した形になる）。
　「組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについても，基本的に，『組織再編成により移転する資産等につ
いて，その譲渡損益の計上を求めつつ，移転資産等に対する支配が継続している場合には，その譲渡損益の計
上を繰り延べて従前の課税関係を継続させる』という移転資産等の譲渡損益に係る取扱いに合わせて従前の課
税関係を継続させることとするか否かを決める」
　ヤフー事件最高裁判決が「取扱い」という語を使用していることからすれば，語感的に
は候補①の方がおさまりがよい。この点を措いて上記のように読み替えた場合，やはり候
補①へと接続することになるという見方がありうる一方，候補②と親和性があるという見
方もありうる。
　候補②（あるいはこれを含む候補③）によると，TPR事件や「抜け殻合併＋第二会社
方式」スキームのケースにおいて，移転資産等に対する支配の継続性を否定する事情を考
慮することで，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を逸脱しており，同法 132
条の 2の適用を肯定する方向に向かう可能性がある。
　TPR事件における国の主張につなげることもできるかもしれない。簿価引継規定アプ
ローチに属すると思われる国の主張は，法人税法 57 条 2 項の規定の趣旨及び目的につい
て，次の❶及び❷を挙げることにより，「法人税法 57 条 2 項に規定する適格合併に係る被
合併法人（子会社）の未処理欠損金額の合併法人（親会社）への引継ぎは，被合併法人が
適格合併前に行っていた事業が合併法人において継続して営まれるという『事業の継続性』
を前提として認められる」という解釈を展開するものである（34）。
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❶　「組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについても，基本的に，移転資産等の譲
渡損益に係る取扱いに合わせて従前の課税関係を継続させることとするか否かを決める
こととされており，法人税法 57 条 2 項は，実態に合った課税を行うという組織再編税
制の基本的な考え方に基づいて，適格合併等は，移転資産等に対する支配が合併後も実
質的に継続するものであるということを前提として，従前の課税関係を継続させる取扱
いを認めているものというべきである。」
❷　「この点につき，税制調査会法人課税小委員会も，組織再編成につき移転資産等の譲渡
損益の計上の繰延べを認めるに当たり，被合併法人の有する未処理欠損金額の引継ぎの
前提となる組織再編成について移転資産等の譲渡損益の計上の繰延べ及び従前の課税関
係の継続を認める基本的な考え方として，移転資産等に対する支配が合併後においても
実質的に継続するものであること，換言すれば，組織再編成により移転した事業が組織
再編成後において継続するものであることが必要であると考えているものと認められる。」
　❶のうち，「組織再編成に伴う未処理欠損金額の取扱いについても，基本的に，移転資
産等の譲渡損益に係る取扱いに合わせて従前の課税関係を継続させることとするか否かを
決めることとされて」いるという部分は，ヤフー事件最高裁判決や「基本的考え方」と同
旨である。「法人税法 57 条 2 項は，実態に合った課税を行うという組織再編税制の基本的
な考え方に基づいて，適格合併等は，移転資産等に対する支配が合併後も実質的に継続す
るものであるということを前提として，従前の課税関係を継続させる取扱いを認めている
ものというべきである」という部分は，上記の波線部分のような読み替えと親和性を有す
る。もっとも，ヤフー事件最高裁判決の上記判示の読み方としてはやはり候補①の方が自
然であるという問題は残る。
　また，❶について，法人税法 57 条 2 項は，適格合併等が「移転資産等に対する支配が
合併後も実質的に継続するものであるということを前提として，従前の課税関係を継続さ
せる取扱いを認める」趣旨であるという説明が成り立つとしても，法人税法 132 条の 2の
適用の可否の判断場面において，ことさら重視されるべきか，という疑問はくすぶる。か
かる趣旨を果たして法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」にまで昇華できるかと
いう点についての疑念と言い換えてもよい。
　かかる疑念は，❷に対する批判にもなる。❷においては，「被合併法人の有する未処理
欠損金額の引継ぎの前提となる組織再編成について」と前置きされているように，適格合
併又は簿価引継規定の趣旨に係る説明がそのまま繰越欠損金の引継ぎの趣旨に係る説明に
当てはまると解しているようである。しかしながら，法人税法 57 条 2 項が「前提」とし
（34）審査請求段階における原処分庁の主張は，「法人税法第 57 条第 2項が，移転対象事業について継続すると認
められる適格合併を前提として設けられていることに鑑みれば，同項が完全子会社の吸収合併において未処
理欠損金額の引継ぎを認める趣旨は，合併前の支配関係を前提として，消滅会社の資産及び負債が帳簿価額
により親会社である存続会社に包括承継された結果，その移転した資産及び負債を利用した事業を継続する
ことにより従来の課税関係を継続させることを認めたものであると解するのが相当である。」というもので
あり，やはり簿価引継規定アプローチに属すると解される。
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ているといえるとしても，同項の「本来の趣旨及び目的」とまでいえるか，という疑問は
残る。意図的にそうしているのかもしれないし，苦心の跡又は認識ある飛躍と見るべきか
もしれないが，上記部分における国の主張は，「事業の継続」を同項が「前提」としてい
ると述べるにとどまり，「本来の趣旨及び目的」として位置付けているとまでは明言して
いないことも指摘しておく。
　❷について，「移転資産等に対する支配の継続」が「事業の継続」に言い換えられてい
るが，「基本的考え方」を根拠として「移転資産に対する支配の継続」と「事業の継続」
を同一視するような見解の問題点については上記（2）で論じたとおりである。
　さらに，❶や❷を通して見た場合に，国は，法人税法 57 条 2 項の趣旨及び目的を移転
資産等に対する支配の継続と捉えている可能性もある。仮にそうであれば，検討すべき問
題が生じる。ヤフー事件の第一審（東京地裁平成 26 年 3 月 18 日判決・民集 70 巻 2 号
331 頁）が未処理欠損金額の引継ぎを認める実質的根拠に係る判示部分や特定役員引継要
件の趣旨及び目的に係る判示部分において用いていた「移転資産に対する支配の継続」と
いう表現について，第二審（東京高裁平成 26 年 11 月 15 日判決・民集 70 巻 2 号 448 頁）
が削除したこととの関係で，どのように理解すべきか，という問題である（ただし，第二
審は，法人税法 57 条 3 項の文脈であるが，「事業の継続」がない場合には「未処理欠損金
額の引継ぎを認める実質的な根拠を欠く」と理解しているようである）。
　結局，簿価引継規定アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
に「事業の継続」が含まれると断ずることは困難であるという上記イの見解に辿り着く。
4　❸ 57 条 3項アプローチ
　法人税法 57 条 3 項，あるいはこれ以外の規定も取り込んで，同条 2項の「本来の趣旨
及び目的」を捉える 57 条 3 項アプローチも検討しておこう。例えば，そこに組み込まれ
ているみなし共同事業要件は実質的に事業継続要件と同等の要件を含んでいるとされ
る（35）法人税法 57 条 3 項や，特定株主等によって支配された欠損等法人の欠損金の繰越し
の不適用を定める同法 57 条の 2に光を当てることが考えられる。
　もっとも，両規定の趣旨及び目的がグループ外の法人を買収することにより，繰越欠損
金を引き継ぐ又は利用する租税回避行為を防止することにあるとするならば，TPR事件
のように，かような対象行為に該当する事情が認められないケースでは，これらの規定の
趣旨及び目的を逸脱すると主張することは難しくなる。法人税法 57 条 3 項についていえ
ば，これはあくまで租税回避防止の趣旨で設けられたにすぎず，57 条 2 項単体で見れば，
完全支配関係の場合の適格合併における欠損金の引継ぎの「本来の趣旨及び目的」には「事
業の継続」は含まれているとはいい難いのではないかという疑問に答えねばならない。
　また，上記のみなし共同事業要件は実質的に事業継続要件と同等の要件を含んでいると
（35）岡村・前掲注（10）475～480 頁，酒井・前掲注（9）44 頁，55 頁参照。岡村忠生「組織再編成と行為計算否
認（1）」税研 177 号 82 頁も参照。なお，長戸貴之「組織再編成における事業の継続性と繰越欠損金の引継
制限―ヤフー事件最高裁判決の射程との関係―」論究ジュリ 18 号 237 頁は，「特定役員引継要件は，経営面
に着目する点で異なる側面を有するものの，抽象的には『事業』の継続性に着目する点でアメリカ法と共通
する」とされる。
―133―
泉　絢也：適格合併による繰越欠損金の引継ぎを認める法人税法 57条 2項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれるか？
いう前提理解についても検討の余地がある。事業継続要件はあくまで 50％超 100 未満の
支配関係の場合の適格合併において問われているのであって，みなし共同事業件にも事業
継続要件とまったく同等のものが組み込まれているとすれば，余剰な規定の存在を認める
ことになりかねない。みなし共同事業要件の具体的な内容を定める法人税法施行令 112 条
3 項の文言上も，合併後において合併前の事業を継続することをストレートに問うものは
ない（36）。したがって，上記のように「実質的に事業継続要件と同等の要件を含んでいる」
と見る可能性があるとしても，同等性の程度について検討を加える必要があろう。ここで
は，法人税法 57 条 3 項はあくまで繰越欠損金に関する租税回避を防止する規定としての
色彩が強調される。
　法人税法 57 条 3 項等にまで足を延ばして同条 2項の「本来の趣旨及び目的」を探索す
る試みを行ってきたが，そもそも，かような手法の採用自体にも再考の余地はある。仕組
み解釈的な手法等をとる可能性も絶無ではないが（ヤフー事件の第二審が示した上記 3ウ
の理解も参照），法人税法 57 条 2 項は移転資産等の帳簿価額による引継ぎという適格合併
の租税法的効果ないし結果に着目し，合併法人による被合併法人の繰越欠損金の引継ぎを
認めていると理解するならば，同項と，繰越欠損金に関する租税回避行為を防止するため
の規定である同条 3項とは一応，次元が異なるものであり，適格合併に係る繰越欠損金の
引継ぎ規定の「本来の趣旨及び目的」の文脈において，57 条 2 項と 3項を一体的に捉えて，
解釈論を進めることには乗り越えるべきハードルがあるという見解もありうる。
　以上，57 条 3 項アプローチを支持し，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に「事
業の継続」が含まれるとは断じ難い。
5　小括
　以上，いずれのアプローチをとるにしても，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
に「事業の継続」が含まれると論断することは困難であるという理解に落ち着く。かかる
理解は，非適格合併の場合に，たとえ合併法人において被合併法人が営んでいたまさにそ
のままの形で「事業の継続」が認められたとしても，移転資産等の帳簿価額による引継ぎ
や繰越欠損金の引継ぎは認められないこととも整合する。
結びに代えて
　これまでの考察が正しいとすると，❶合併概念アプローチ，❷簿価引継規定アプローチ，
❸ 57 条 3 項アプローチ等のうち，いずれのアプローチをとるにしても，法人税法 57 条 2
項の「本来の趣旨及び目的」に被合併法人が合併前に営んでいた事業が合併により合併法
人に移転し，合併後に合併法人によって引き続き営まれるという意味での「事業の継続」
（36）みなし共同事業要件に係る特定役員引継要件の文脈ではあるが，合併後において合併前の事業を継続するこ
とが問われるかという疑問に言及するものとして，小塚真啓「判批」ジュリ 1505〔平成 28 年度重要判例解説〕
215 頁参照。文理上は明示的には問われていないという理解に左袒したい。なお，ヤフー事件最高裁判決は，
みなし共同事業要件の趣旨及び目的には，少なくとも部分的には「双方の法人の事業が合併の前後において
継続」していることが含まれると解しているようである。
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が含まれると断定することは難しいという結論になる。もとより，同項の「趣旨及び目的」
に「事業の継続」が含まれるという理解を完全に否定するものではないが，少なくとも精
査を要するといわざるをえないし，「本来の趣旨及び目的」にまで昇華させることに対す
る不安が拭えない。
　もっとも，そもそも「本来の趣旨及び目的」それ自体の意義が判然としないという問題
がある。この問題は，場合によっては上記結論について再考を迫る。以下，現時点におけ
る筆者の見解を述べておく。
〔「本来の趣旨及び目的」に関する付言〕
（1）　「本来の趣旨及び目的」とは，租税法律主義に反しない範囲で，条文の文言からは
必ずしも明らかではない，「（通常は表に出てこないという意味で本来的な）趣旨及び
目的」を意味するのか（37）。個別規定によって実装されている制度や仕組みの趣旨及
び目的を「本来の趣旨及び目的」とすることは可能か（38）。法人税法 57 条 2 項のよう
な個別規定から一段上に上がった「組織再編税制に係る各規定のすべてに当然に内在
する本来の趣旨および目的」という視座から（39），議論を展開することは可能か。す
べての個別規定ごとに具体的理由を付して，その「本来の趣旨及び目的」を論ずるこ
とは難しい作業となる。このことを考慮すると，「組織再編税制に係る各規定のすべて
に当然に内在する本来の趣旨および目的」という考え方は魅力的に映るかもしれない。
（2）　「本来の」という部分の意義は必ずしも明らかではないが，「元来の」，「大元の」，「根
底にある」，「本質的な」，「最も基本的な」などというような理解を候補として挙げる
ことが妥当するならば，法人税法 132 条の 2の適用のハードルは高くなることが予想
される。ヤフー事件最高裁判決は，「組織再編税制に係る各規定の本来の趣旨及び目的」
と判示し，第二審がその判断枠組みに入れ込んでいた「組織再編税制の趣旨・目的」
を外し，かつ，趣旨及び目的の前に「本来の」という語を付加した。かような整理が
妥当するならば，かかる最高裁の判示に相応の意味を見いだす態度には一定の理解を
寄せることができる。そして，法人税法 57 条 2 項との関係でいうと，単なる「趣旨
及び目的」にとどまらない同項の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」が含まれ
るというのであれば，やはり，要件として明定するか，完全支配関係の場合でも「事
業の継続」が問われることを示唆するような完全支配関係に関する規定があって然る
べきではないかとも思われる。
　　　また，ヤフー事件最高裁判決が示した考慮事情①に含まれる「当該法人の行為又は
計算が，通常は想定されない組織再編成の手順や方法」に基づいているかという部分
とその収斂先ともいうべき判断の観点に含まれる「本来の趣旨及び目的」から逸脱す
る態様であるかという部分とは，相応の乖離が存在するはずであることにも意識を向
けておきたい。
（37）北村導人＝黒松昴蔵「組織再編成に係る行為計算否認規定の解釈と実務対応―ヤフー・IDCF事件最高裁判
決の検討―」ビジネス法務 16 巻 9 号 87 頁。
（38）この点は，今村隆『租税回避と濫用法理』222 頁（大蔵財務協会 2015）も参照。
（39）北村＝黒松・前掲注（37）89～90 頁。
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　　　他方，「本来の」という部分に殊更意味を見いださずに，各規定が趣旨及び目的と
して含んでいるといえるものはすべて「組織再編税制に係る各規定の本来の趣旨及び
目的」に該当するのであれば，各規定の文言から離れた目的論的解釈による否認が容
易に認められる可能性がある。この点において，法人税法 132 条の 2の適用のハード
ルは低くなることが予想される。
　　　納税者の予測可能性を確保するために個別規定を設けるとしても，法人税法 132 条
の 2が重畳的に適用されるのであれば，個別規定化によって確保される予測可能性の
程度は決して盤石なものとはいえない。かような状況が各当事者に強いる負担を納税
者に相当程度押し付けることに対する懸念を前提とすると，同条のハードルを下げる
ような営みには直ちには賛同し難い。
（3）　前記Ⅲ 3（3）の議論にも関わるが，本来の「趣旨及び目的」については，規定の
要件又は効果のいずれに係るものかという観点から議論を行う余地がある。
（4）　行為又は計算が不自然なものである場合や，行為又は計算を行うことの合理的な理
由となる事業目的その他の事情を欠く場合には，おしなべて，「本来の趣旨及び目的」
に反するという評価へと “雪崩れ込む” 現象が起きないか。このこととの関係では，
ヤフー事件最高裁判決が示した「判断の観点」には，逸脱の程度の「著しさ」といっ
た，バッファになる手がかりが少なくとも明示的には組み込まれていないことも指摘
しておく。
（5）　規定の改正が入り組んでいる場合や，このこともあって互いに相反する趣旨及び目
的が混在しているかのような事情が存する場合には，一筋縄ではいかない問題が生じ
る。平成 18 年の会社法成立や，度重なる組織再編税制の改正を目の当たりにすると，
組織再編税制に係る各規定の「本来の趣旨及び目的」は創設当時のものを考慮すべき
であるのか，変容していると解すべきなのか，といった問題視覚の必要性を意識させ
られる。かかる問題視覚は，前記Ⅲ 2で見た基本的には会社法の合併に関する議論や，
平成 22 年度税制改正（TPR事件では平成 22 年法律第 6号による改正前の法人税法
の適用関係が問題となっていることに留意）で導入された適格現物分配等の場合の帳
簿価額による引継ぎや残余財産確定の場合の繰越欠損金の引継ぎに関する規定を持ち
出すことの妥当性とも関わる。本稿で示した理解に再考を促す可能性があるし，TPR
事件における裁判所の判断の射程範囲とも関わる問題であるから，かような問題視覚
から突き詰めた検討を行うことも重要である（40）。
　　　例えば，平成 22 年度改正において法人税法 57 条 2 項の下で認められるようになっ
（40）平成 30年度改正に係る議論も含めて，佐藤信祐「検証　TPR事件東京地裁判決【第3回】」プロフェッションジャー
ナル342号が参考となる。例えば，佐藤税理士は，平成30年度税制改正では，第1次組織再編成の後に完全支配
関係がある法人間で従業者又は事業を移転することが見込まれている場合にも，第1次組織再編成における従業者
従事要件及び事業継続要件を満たすこととされたため（法法 2十二の八ロ，法令 4の 3④三・四など），合併法人
等と完全支配関係のある他の内国法人に被合併法人等の従業者又は事業が移転したとしても，事業単位の移転に
該当することになることを指摘される。https://profEssion-nEt.com/profEssionjournal/corporation-articlE-826/
 大野貴史「TPR事件を受けて今後どう対応するか―法人税法における組織再編成の行為計算否認規定―」税
弘 67 巻 13 号 44 頁以下，安田雄飛「ヤフー最高裁判決後初の法人税法 132 条の 2に関する判断事例―“TPR
事件判決”の問題点―」週刊税務通信 3584 号 22 頁も参照。
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た完全支配関係下にある内国法人の残余財産が確定した場合における株主等によるそ
の法人の欠損金の引継ぎに関する規定は，平成 13 年度改正当時の資料から得られる
同項の「本来の趣旨及び目的」と整合するのか，しないのか。完全支配関係という共
通性はあるが個別の資産の移転にすぎず，事業の移転を前提としていない（41）適格現
物分配に対して帳簿価額による引継ぎを認め，事業の引継ぎのない残余財産確定の場
合でも繰越欠損金の引継ぎなどを認める平成 22 年度改正は異質のもので，従来の考
え方とは整合しないと解すべきか。そのように解する場合，平成 13 年度改正当時に
おける法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」が変容を遂げると解すべきか，
あるいは平成 22 年度改正を異質のものとしてかかる「本来の趣旨及び目的」とは異
なる「本来の趣旨及び目的」が併存することになったと解すべきか。個別の各規定の
みならず，組織再編税制全体を見渡す立ち位置から議論を展開すべきか。解釈者にお
ける価値判断やその序列も問われる。
（6）　敷衍するに，完全支配関係の法人間の合併であれば，組織再編成により資産を移転
する前後で経済実態に実質的な変更がない，移転資産等に対する支配が再編成後も継
続しているといえるから，適格合併又は適格合併による移転資産等の帳簿価額による
引継ぎを認めるに当たって，「事業の継続」までも求める必要はないのであって，か
ような意味で，適格合併又は簿価引継規定の「本来の趣旨及び目的」に「事業の継続」
を含ませることは妥当ではないという考え方もありうる（前記Ⅲ 3（2）イにおける
考察も参照）。
　　　かような観点から，平成 22 年度改正で導入された適格現物分配に係る資産の譲渡
損益の繰延べ規定（法法 2十二の十五，62 の 5，法令 123 の 6）や完全支配関係があ
る法人間における譲渡損益調整資産に係る譲渡損益の繰延べ規定（法法 61 の 13）
を（42），従来の組織再編税制に係る譲渡損益の繰延べ規定の延長線上で理解する方向
性もありえよう。①完全支配関係　⇒　②組織再編成により資産を移転する前後で経
済実態に実質的な変更がない，移転資産等に対する支配が再編成後も継続している　
⇒　③移転資産等の譲渡損益の繰延べ（移転資産等の帳簿価額による引継ぎ）という
ラインである。
　　　この場合でも，残余財産確定の場合の繰越欠損金の引継ぎを法人税法 57 条 2 項に
おいて認めることとした実質的根拠や趣旨をどのように解すべきかという問題は残
る。平成 22 年度改正において，適格現物分配の場合も帳簿価額による引継ぎとされ
（41）財務省HP『平成 22 年度　税制改正の解説』211 頁参照。
 https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_rEform/outlinE/fy2010/Explanation/indEx.html
（42）財務省・前掲注（41）189 頁，210 頁では，「グループ法人が一体的に経営されている実態に鑑みれば，グルー
プ内法人間の資産の移転が行われた場合であっても実質的には資産に対する支配は継続していること，グ
ループ内法人間の資産の移転の時点で課税関係を生じさせると円滑な経営資源再配置に対する阻害要因にも
なりかねないことから，連結納税の選択の有無にかかわらず，その時点で課税関係を生じさせないことが実
態に合った課税上の取扱いと考えられます。」，「今回の改正の共通項であるグループ法人の実質的な一体性
に着目すれば，グループ法人間の現物分配の場合にも，資産の譲渡損益はいまだ実現していないものと考え
られることから，現物分配による資産の譲渡損益課税の繰延制度が措置されたものです。」という説明がな
されている。
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たことを背景として，「残余財産が確定した法人の欠損金については，特定の資産と
の結びつきが希薄であることを踏まえ，その移転資産の有無に関わらず，合併に係る
欠損金の引継ぎと同様の取扱いとすることとされ」たという説明を前提とするとどう
なるか（43）。
　　　やはり，法人税法 57 条 2 項は「譲渡損益の計上を繰り延べて従前の課税関係を継
続する」場合には，「経理方法に一貫した同一性が継続維持されていること」から，
異なる法人間において繰越欠損金の引継ぎを認めるという特別な措置を施したものと
理解すべきであり，この辺りに同項の「本来の趣旨及び目的」があると解すべきか。
あるいは，少なくとも，候補①を支持し，法人税法 57 条 2 項が適格合併を要件とし
ているのは，譲渡損益の計上を繰り延べて従前の課税関係を継続させる，すなわち移
転資産等を帳簿価額による引き継いで従前の課税関係を継続させるという適格合併の
効果を重視したものであると解すべきか（前記Ⅲ 3（3）イ参照）。これらによれば，
上記のラインの先に法人税法 57 条 2 項による繰越欠損金の引継ぎを据えることにな
ろうか。もっとも，残余財産確定の場合は②の部分を緩やかな，あるいは毛色の異な
る「支配の継続」として観念すべきであろうか。ここでは，前記Ⅲ 3（2）イの「支
配の対象」と「支配の手段・態様」という視点に基づく考察が有益かもしれない。
　　　平成 22 年度改正で，清算する子会社株式に係る損失を計上できないこととしたこ
とから，残余財産確定の場合の繰越欠損金の引継ぎを認めることとしたという立場や，
そもそも組織再編成と，現物分配や残余財産確定は性格が異なるはずであるという立
場をとるならば，より複雑な見取り図を描くことになりそうである。
〔TPR事件に関する付言〕
　最後に，TPR事件との関係で私見を付け加えておく。
（1）　TPR事件では，本件合併に伴う移転資産等の帳簿価額による引継ぎ自体は否認さ
れていない。このこととの関係で述べておくと，前記Ⅲ 3（3）アの候補①を支持す
る場合に，（どのような点をもってそのように評価されるのか必ずしも明らかではな
いが）実質的には帳簿価額による引継ぎが行われていないという事情が存在しないと，
法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を逸脱するという評価には向かわない
という主張もありうる。帳簿価額による引継ぎを否認した場合に所得にどのような影
響があるのか，繰越欠損金の引継ぎのみを否認するような課税処分は適法ないし妥当
か（44）という点も問題となりうる。
（2）　本件地裁判決は，①おしなべて「組織再編税制は，組織再編成による資産の移転を
個別の資産の売買取引と区別するために，資産の移転が独立した事業単位で行われる
こと及び組織再編成後も移転した事業が継続することを想定している」と解した上で，
②「本件合併は，形式的には適格合併の要件を満たすものの，組織再編税制が通常想
定している移転資産等に対する支配の継続，言い換えれば，事業の移転及び継続とい
う実質を備えているとはいえず，適格合併において通常想定されていない手順や方法
（43）財務省・前掲注（41）284 頁参照。
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に基づくもので，かつ，実態とはかい離した形式を作出するものであり，不自然なも
のというべきである〔下線筆者〕」と論断する。
　　　①の判示は，前記Ⅲ 3（2）イや〔「本来の趣旨及び目的」に関する付言〕（6）にお
ける完全支配関係の場合の考察を前提とすると，疑問なしとしない。本件地裁判決が
「組織再編成税制は，完全支配関係がある法人間の合併についても，他の 2類型の合
併と同様，合併による事業の移転及び合併後の事業の継続を想定しているものと解さ
れる。そうすると，法人税法 57 条 2 項についても，合併による事業の移転及び合併
後の事業の継続を想定して，被合併法人の有する未処理欠損金額の合併法人への引継
ぎという租税法上の効果を認めたものと解される。」と述べている点に対してもほぼ
同様の疑問が当てられる（45）。
　　　②の判示について，下線部分の言い換えの妥当性については検討の余地があるし，
法人税法 57 条 2 項の趣旨及び目的を移転資産等の支配の継続と捉えているのであれ
ば，前記Ⅲ 3（3）ウにおいて示した国の主張に対するものと根を同じくする問題を
指摘しうる（46）。
　　　また，仮に，被合併法人の事業を継続しない合併は「組織再編税制が通常想定して
いる」移転資産等に対する支配の継続を認めることができないといえるとしても，か
かる合併が法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」を「逸脱する」と断定する
ことは早計である。
（3）　TPR事件において，本件地裁判決も，国も，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及
び目的」を正面から論ずるのではなく，単に同項は「事業の継続」を想定していると
いうような主張を行い，結論部分でのみ，法人税法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」
から逸脱すると述べて，ヤフー事件最高裁判決が示した判断枠組みへの“帳尻合わせ”
をしているようにも見える。法人税法 132 条の 2が “心証（心象）” 課税の規定であ
ると揶揄されないためにも，より精緻な検討を求めたい。
（4）　私見としては，本稿における考察を前提としても，課税処分の適法性を認める余地
（44）本件地裁判決は，この点について，「法人税法 132 条の 2は，法人の行為又は計算が組織再編税制に係る各
規定を租税回避の手段として濫用することにより法人税の負担を不当に減少させるものである場合に適用さ
れるものであるところ，どの規定が濫用されたのかによって否認すべき租税法上の効果は異なり得るといえ
るから，法人税の更正又は決定に当たり，複数の租税法上の効果のうち未処理欠損金額の引継ぎという効果
のみを否認するということも許容されるといえる。また，同法 57 条 3 項の適用により被合併法人の有する
未処理欠損金額の一部を引き継ぐことができなくなる場合であっても，その合併に伴う移転資産等に係る譲
渡損益の計上の繰延べ（同法 62 条の 2第 1項）等が否定されるものではないことからすると，同法は，移
転資産等に係る課税繰延べと被合併法人の有する未処理欠損金額の引継ぎが常に一体として認められるもの
ではないことを予定しているものといえる。」と判示する。
（45）大淵博義「ヤフー事件判決の功罪―引直し課税の欠落とその後の判決等への影響―」租税研究 843 号 83 頁
も参照。
（46）なお，あくまで参考資料の 1つにすぎないが，例えば，財務省HP『平成 19 年度　税制改正の解説』271 頁に
おいて，「移転資産に対する支配の継続とは，その営まれる事業に着目すれば，『事業を営んできた当事者が
引き続き事業を営む』実態の継続と言い換えることもできます。」と記述されていることを根拠資料として
あげることができるかもしれない。しかしながら，かかる記述は事後的な見解にすぎないという見方もある
し，完全支配関係の場合についての説明がないことも気に掛かる。https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_
rEform/outlinE/fy2007/Explanation/indEx.html
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は十分あると考える。本件地裁判決の理論構成については部分的に疑問も残り，例え
ば，「事業の継続」に関する判示について理論的に突き詰めて検証する余地があると
しても，そのことをもって判決の結論自体を覆すには至らないと解する（47）。Xが本
件事業を承継していないこと（Xにおいて「事業の継続」がないこと），そうである
からといって本件事業は廃止されているわけではなく新TAT社が本件事業を承継し
ていること（新TAT社において「事業の継続」があること），新旧両会社は実質的
に同一であって（48）旧 TAT社は実質的に消滅していないこと（合併の実質②への着
目（49））に着眼する三位一体的な理論構成を採用し，本件合併により繰越欠損金の引
継ぎのみが行われたに等しいものとして，法人税法 132 条の 2の適用が肯定される可
能性はあると考える。
　　　もっとも，かような三位一体的構成は，個々の着眼点の妥当性や着眼点同士の関係
が漠然としたものにとどまる危険性があるかもしれない。また，新旧会社の実質的同
一性を否定する事情や，本件単価変更の実施にとどまることなくXに本件製造設備
等を移転する手段として合併を選択した理由も含めて，税負担の減少以外に本件合併
を行うことの合理的理由となる事業目的その他の事由が存在すること等について，X
がどこまで説得力のある主張・立証を行うことができるかという点で，結論の揺り戻
しの可能性は残されている（50）。法人税法 132 条の 2のいう「行為又は計算」について，
本件裁決のように広く本件転籍や本件譲渡も含めた「本件合併及びこれに関連する一
連の行為」に照準を合わせるのか，本件地裁判決のように「本件合併」に照準を合わ
せるのかによって，主張・立証の範囲や力点も変化するであろう。
（5）　実質的同一性という点に関して補足するに，労働法分野等において蓄積されてきた
実質的同一性（実体的同一性）に関する議論を踏まえると，旧会社を解散し，これと
実質的に同一の新会社に，旧会社の法人格ないし事業が承継するような組織再編成が
行われた場合に，旧会社の解散に対して，「形式的には解散・消滅していても，実質
的には解散・消滅せずに存続している」というような評価がなされる余地がある。各
法分野に固有の価値判断がそれぞれの分野における実質的同一性（や法人格否認の法
理）の議論に影響することは否めないものの（51），新旧両会社の実質的同一性が「法
（47）本件地裁判決の理論構成には疑問を抱かざるを得ない箇所もあるが，認定された事実関係に照らせば，本件
において繰越欠損金の引継ぎをすることは行き過ぎとも思われるため結論としては納得できるという見解と
して，岩品・前掲注（30）17 頁参照。
（48）本件地裁判決はXと新TAT社との法人格の違いを前提にして本件事業の引継ぎの「実態」を問題にしてい
るという理解を前提として，「基本的な考え方」では「実態に合った課税を行うという観点」から法人の経
済的同一性・実質的一体性をも問題にしていることからすると，本件事業がXと「実質的に完全に一体」の
新TAT社に引き継がれたことを，直ちに，組織再編税制が通常想定していない「不自然なもの」といえる
かどうか検討の余地があるという指摘として，谷口勢津夫「判批」ジュリ 1538 号 11 頁参照。
（49）会社法上の合併の実質には被合併法人の消滅が含まれることに加えて，異なる法主体間において繰越欠損金
を引き継ぐに当たり，法人税法 57 条 2 項は，繰越欠損金を有していた法人が消滅することを当然の前提と
しているか，少なくとも重視していると理解することができるのではないかという点について，泉・前掲注（6）
79～80 頁参照。なお，安田・前掲注（41）23 頁も参照。
（50）参考として，佐藤信祐「検証　TPR事件東京地裁判決【第 1回】」プロフェッションジャーナル 340 号参照。
https://profEssion-nEt.com/profEssionjournal/corporation-articlE-821/
―140―
千葉商大論叢　第 57 巻　第 3号（2020 年 3 月）
人制度や法人格の濫用」と評価されるようなケースでは，法人税法 132 条の 2との関
係においても，新旧両会社の実質的同一性が「組織再編税制に係る各規定を租税回避
の手段として濫用したものである」という評価を根拠付ける重要な事情として位置付
けられる可能性もある（52）。
 （2020.1.20 受稿，2020.3.3 受理）
（51）法人格否認の法理との関係において，池田悠「事業譲渡と労働契約関係」野川忍ほか編『企業変動における
労働法の課題』73 頁（有斐閣 2016）参照。なお，実質的に法人格否認の法理の適用を認めた最高裁昭和 48
年 10 月 26 日第二小法廷判決（民集 27 巻 9 号 1240 頁）においては，新旧両会社に実質的同一性が認められ
ることが，「新会社の設立は，株式会社が比較的容易に設立されることに乗じて，何らかの不当な目的を達
成するために行われたものである」，ひいては「法人格の濫用である」という評価を肯定する一要素になっ
ている。
（52）詳細は，泉絢也「組織再編成に係る租税回避否認規定と実質的同一性（1）・（2・完）」千葉商大論叢 56 巻 1
号 25 頁以下，2号 89 頁以下参照。本件合併を含む一連の行為を，事業再生の場面で実務上用いられる第二
会社方式（収益性のある事業を別会社に切り出して存続させ，不採算の事業を清算すること）とみれば，本
件事業をB社にて存続させつつ，A社を清算する方法として親会社たるXに吸収合併するという手法は，特
段不自然ではないという見解として，片平享介「判批」T&Amaster811 号 27 頁参照。ただし，本件において
清算した不採算事業とは何かという問題はある。また，本件合併においては，合併前に旧TAT社が有して
いた本件製造設備等の所有権を合併後は（実態としても）Xが有しており（新TAT社はXから本件製造設
備等を賃借するのみ），旧TAT社の重要な資産が欠損金とともにXに移転している点で，旧完全子会社の
事業を全て新完全子会社に切り出す一方で，合併により新完全子会社の株式と欠損金のみを親会社に引き継
ぐような典型的な濫用事例とも異なっている，という見解として，安田・前掲注（40）23 頁以下参照。なお，
泉・同論稿によるならば，濫用とみなされる場合の実質的同一性については常に完全なる同一性（一体性）
が求められるものではない。
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〔抄　録〕
　適格合併が行われた場合に，法人税法 57 条 2 項により，繰越欠損金の引継ぎが認めら
れる実質的根拠や趣旨及び目的は何かという基本的な論点について，いまだ議論が続いて
いる。合併法人が適格合併により引き継いだ完全子会社である被合併法人の繰越欠損金を
損金に算入したことに対して，組織再編成に係る行為又は計算の否認規定である法人税法
132 の 2 を適用してこれを否認できるか否かが争われたTPR事件の東京地裁令和元年 6
月 27 日判決（判例集未登載）は，同法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」に，被合併法
人が合併前に営んでいた事業が合併により合併法人に移転し，合併後に合併法人によって
引き続き営まれるという意味での「事業の継続」を読み込んだ可能性がある。
　本稿では，法人税法 132 条の 2の適用場面を想定し，かつ，TPR事件を素材として，
同法 57 条 2 項の「本来の趣旨及び目的」には「事業の継続」が含まれると断定すること
は難しいという見解を導く。
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診断型コントロール・システムと
インタラクティブ・コントロール・システム概念の操作化
―経験的研究の回顧に基づく検討―
 森　　　浩　気
1　はじめに
　Simons（1995）において提唱されたレバーズ・オブ・コントロール（Leversof
Control：以下「LOC」）のフレームワークを用いた経験的研究（定量あるいは定性調査に
基づく論文）が主要な管理会計ジャーナルにはじめて掲載されたのは，1997 年である
（Kloot1997；Martynetal.2016）。それから 20 年以上が経過し，多くの経験的研究が蓄
積される一方，各コントロール・レバー，特に診断型コントロール・システム（Diagnostic
ControlSystems:以下「DCS」）とインタラクティブ・コントロール・システム（Interactive
ControlSystems:以下「ICS」）の概念的定義や操作化の曖昧性に着目した議論が展開さ
れ て き た（FerreiraandOtley2009；TessierandOtley2012； 庵 谷2017； 佐 久 間 他
2013；西居2013 等）。そのような状況下でも，依然として LOC フレームワークに依拠し
た経験的研究は進展している（Martynetal.2016）。
　本稿の目的は，DCS および ICS 概念を用いた経験的研究の回顧を通じて，両概念の操
作化について検討し，将来の研究に向けた提言を行うことである。具体的には，Simons
（1995）にて提唱された DCS および ICS の概念的定義とこれまでの経験的研究における
操作的定義との相違点，経験的研究間での操作化の相違点から検討を行い，インプリケー
ションを導出する。
　本稿で着目するのは，LOC フレームワークのうち DCS および ICS である。LOC フレー
ムワークは，理念システム（BeliefsSystems），境界システム（BoundarySystems），
DCS，ICS の 4 つのコントロール・レバーから成る。個々のコントロール・レバーについ
ては Simons（1995）以前の研究から言及がなされていたが（Simons1990；1991；
1994），LOC フレームワークとして体系的に発表されたのは 1995 年であった。Simons
（1995）によれば，理念システムおよび境界システムは必ずしも管理会計システムを想定
した概念ではないが，DCS および ICS は基本的に管理会計システムを想定した概念であ
る。DCS は重要な業績変数をモニタリングするためのマネジメント・コントロール・シ
ステム（ManagementControlSystems：以下「MCS」）であり，ICS はその DCS の範囲
を超えて機会探索や戦略創発を促進するための MCS である。DCS および ICS は，予算
や業績評価システムをはじめとする管理会計システムがどのように利用されているか分析
する，経験的研究で用いられてきた。
　LOC フレームワーク，特に DCS と ICS 概念について検討することには，2 つの点から
〔論　説〕
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意義がある。第一に，管理会計研究において重要な概念を検討している点である。パッケー
ジ（MalmiandBrown2008）に代表される MCS の分類を示したフレームワークに対し，
LOC は個々の MCS が「どのように」利用されるかという点を概念化しており，この視点
に着目する研究者によって用いられてきた。GoogleScholar での検索を参照すると，
Simons（1995）は 2018 年までに約 4,000 の文献で引用されており，直近の 5 年間でもそ
の数は 1,500 を超える。Simons（1995）と同様に MCS の利用方法に関するフレームワー
クを提唱した文献として Merchant（1998）が挙げられるが，同じく GoogleScholar での
検索では，2018 年までに同書を引用した文献の数は約 750 である。両者の引用文献数の
差は，LOC フレームワークの中でも斬新な概念だった ICS に研究者の関心が寄せられた
こと（Martynetal.2016），それを踏まえ定量調査で用いる測定尺度の開発が活発に行わ
れてきたことから生じたと考えられる。以上の背景からも，管理会計研究における LOC
フレームワークの重要性が示されていると言えよう。
　第二に，概念的定義とその操作化について現在に至るまで研究間でコンセンサスを得ら
れておらず，操作化のプロセスが不明瞭な研究も多いことが指摘されている概念（Bedford
andSpeklé2018；Bisbeetal.2007；Curtisetal.2017等）について検討する点である。
DCS および ICS は多くの研究で用いられる重要な概念であるにも関わらず，実際には研
究ごとに多様な操作化がなされてきた。概念の多様な操作化は，自由闊達な議論につなが
り，そこからもたらされた研究成果がある一方，概念の定義や操作化に研究者の恣意性が
介在する余地を大きくし，先行研究に基づく頑健な研究の蓄積や実務へのインプリケー
ション導出を阻害する要因となりかねない（Curtisetal.2017）。概念的定義から適切な操
作化による操作的定義を導出することは，経験的研究の発展において重要な役割を果たす
（Libbyetal.2002）。過去の経験的研究から得られた知見を尊重しつつも，Simons（1995）
における DCS および ICS の概念的定義，およびその操作化に関する議論を行うことが，
今後の研究進展に向け重要だと言えよう。この際，主要なジャーナルに掲載された経験的
研究の網羅的なレビューから論点を明確にして検討を行う点が，本稿の特徴である。
　なお本稿は Simons（1995）にてフレームワークとして完成された LOC に着目してお
り，その形成プロセスについての詳細な検討は行わない。
図 1：予測妥当性フレームワーク
出所：Libbyetal.（2002,795）
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2　LOCフレームワークに関するこれまでの議論
　Libbyetal.（2002）にて概念の適切な操作化に基づく仮説検証の重要性が提言された後，
LOC フレームワークを用いた経験的研究では概念の操作化に関する課題が多いことが，
これまでに指摘されてきた（BedfordandSpeklé2018；Bisbeetal.2007；Curtisetal.
2017 等）。
　まず Bisbeetal.（2007）は，Libbyetal.（2002）における概念の操作化プロセスを表し
た予測妥当性フレームワーク（predictivevalidityframework：図 1）に基づき，経験的研
究で依拠する概念について，操作的定義を定量調査での測定尺度に代表される「操作的変
数」（operationalvariables）へと細分化する，適切な操作化を行う必要性があると論じた。
同研究ではさらに，ICS 概念の曖昧性，および研究間での定義の相違があることを指摘し，
Libbyetal.（2002）のモデルに基づき ICS 概念の特性を示している。具体的には，「経営
層による一貫した利用」（Intensiveusebytopmanagement），「下位マネジャーによる一
貫した利用」（Intensiveusebyoperatingmanagers），「対面での挑戦と対話」（Face-to-face
challengeanddebate），「戦略に関する不確実性（StrategicUncertainties:以下「SU」）
への集中」（Focusonstrategicuncertainties），「自律性を阻害せず周囲を鼓舞する促進的
な関与」（Non-invasive, facilitatingand inspirational involvement）の 5 つである。次に
FerreiraandOtley（2009）は，LOC フレームワークでは組織で重要な社会的コントロー
ルが考慮されていないとの指摘（Collier2005）を踏まえ，ICS の概念的定義が曖昧である
こと，子会社など LOC フレームワークでは分析できない組織があることを指摘した。こ
れらの議論から，TessierandOtley（2012）は LOC を発展させた新たな概念フレームワー
クを提唱した。
　わが国では，西居（2012；2013）が ICS 概念を取り上げ，その操作化について検討を行っ
た。佐久間他（2013）は，定量調査を行ったいくつかの研究について検討し，Henri（2006a）
で ICS 利用度の測定に用いられた 7 つの尺度が，Widener（2007）では DCS 利用度の測
定に用いられたことなどを指摘した。庵谷（2017）は，Simons（1995）以前の彼の研究
から LOC フレームワークが体系化されるまでのプロセスを追い，ICS の操作化について
検討を行った。
　また Martynetal.（2016）は，theAssociationofBusinessSchools のジャーナルラン
キングに基づき，13 のジャーナルから 45 の経験的研究を網羅的に抽出し，LOC フレー
ムワークを用いた研究群の傾向を示した。たとえば，コントロール・レバーのうちもっと
も多くの経験的研究で用いられたのは ICS であること，製造業企業のみならず病院，公
共機関など様々な組織が研究対象になるなど Simons（1995）で提唱されたものより LOC
フレームワークに該当するコントロールや組織の範囲が拡張してきたことを明らかにして
いる。
　しかしながら，現在に至るまで DCS および ICS の概念的定義とその操作化について研
究間でコンセンサスを得られておらず，操作化のプロセスが不明瞭な研究も多い（Curtis
etal.2017；BedfordandSpeklé2018）。Libbyetal.（2002）および Bisbeetal.（2007）
にて，概念の操作化に注意を払うことで詳細かつ正確な研究結果の蓄積が可能となること
が示されたものの，DCS および ICS の操作化についてはいまだ検討の余地が残されてい
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る。これは今後の研究進展に向け，研究者が向きあわなければならない重要な課題だと言
えよう。
　さらにこれまでの研究では，網羅的な文献レビューから Simons（1995）における DCS
および ICS の概念的定義と経験的研究における操作的定義の相違点，また経験的研究間
で生じた操作化の相違点を整理し，それに基づき操作化の妥当性を高める試みがなされて
いない。この点が本稿の問題意識となっている。網羅的な文献レビューから過去の研究結
果の解釈や将来の研究設計を行ううえでの論点を整理し，Simons（1995）の概念的定義
を精緻に捉えつつ検討することで，頑健な研究の蓄積につながる操作化の形を見出すこと
ができよう。
　特に議論の多い ICS については，必要に応じて DCS との比較を行い，両概念の相違点
から Simons（1995）における概念的定義の特徴，および経験的研究における操作化につ
いて検討する。Simons（1995）で随所に示された DCS と ICS の比較にいま一度着目しつ
つ，経験的研究についても同様の視点から分析を行う。
　総じて，DCS および ICS に関する Simons（1995）の概念的定義と経験的研究における
操作化との橋渡し役を担うのが，本稿の意義だと言えよう。
3　DCSと ICSに関する検討課題と概念的定義
3.1　検討課題の設定
　本項では，前節で挙げた先行研究を踏まえ，本稿での検討課題を設定する。具体的には，
ICS 概念の特性と，定量調査を行う際の DCS および ICS 利用に関する測定尺度である。
　まず，LOC フレームワークの中では特に ICS 概念の曖昧性が指摘されており（Ferreira
andOtley2009），操作化に関する議論が行われてきた（Bisbeetal.2007；庵谷2017；西
居2012；2013 等）。近年は Bisbeetal.（2007）にて示された特性に依拠して調査を行っ
たとする研究があり（Bedford2015；Kruisetal.2016；Mundy2010；庵谷2013 等），
ICS の操作化における基準となりつつある。しかし Bisbeetal.（2007）では，LOC フレー
ムワークのうち ICS のみに関する議論が展開されており，Simons（1995）で随所に示さ
れている DCS と ICS の相違点は強調されていない。したがって Bisbeetal.（2007）の特
性を受け入れるだけでは，DCS と ICS の操作化において両概念の混同が生じる問題には
十分に対応できない。単一のコントロール・レバーのみに着目した議論には限界があるこ
とから，本稿では必要に応じて DCS と ICS を概念的に比較しつつ，ICS 概念の操作化，
すなわち ICS 概念を細分化した特性について，検討を行う。
　次に，DCS と ICS の両概念については，定量調査を行う際の測定尺度に関して，研究
間でのコンセンサスを得られていない。特に Henri（2006a）および Widener（2007）に
依拠し測定尺度を設定した経験的研究が多いものの，それらの測定尺度では DCS と ICS
が概念的に識別されていないという問題がある。この点を議論の発端とし，定量調査を行
う研究において DCS と ICS の両概念を操作化するうえで最後のプロセスとなる測定尺度
の設定について，検討を行う。測定尺度の設定は概念の操作化における最後のプロセスで
あり，その際に過誤が生じてしまうと，各特性の内容を正確に反映できず元の概念から逸
脱してしまう恐れがある。したがって，本稿の目的を果たすうえで，測定尺度に関する検
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討は避けて通れない道である。
3.2　DCSと ICSの概念的定義
　本項では，検討課題の議論に先立ち，DCS と ICS の概念的定義およびその特性を示す。
　Simons（1995）で提唱された概念を正確に捉え検証するべく，Bisbeetal.（2007）およ
び Curtisetal.（2017）を参考に，本稿では DCS を「組織における重要な成果をモニターし，
事前に設定した目標からの差異を是正する MCS」と，ICS を「SU に対応するため，経営
層による関与に基づき組織の階層間で利用され，公式的なシステムとして，議論や情報還
流を促進し，事前の想定にとらわれない戦略や目標，プロセスの変更を必要に応じて行う
ことで，継続的な挑戦を実現する MCS」と定義する。
　DCS 概念は，「事前に意図した戦略の実行」，「成果を測定する能力」，「公式的なシステ
ム」，「事前に設定した基準と現実の成果との比較」，「基準からの乖離の修正」といった特
性から成り（Simons1995,59），これによって例外管理が可能となる（Simons1995,70）。
　ICS 概念は，Bisbeetal.（2007）の 5 つの特性をベースに，以下のとおり修正を加え，
図 2 で示す 5 つの特性に細分化した。まず，Bisbeetal.（2007）にて「下位マネジャーに
よる一貫した利用」と「面と向かった挑戦と対話」とに分かれている特性を，「ミドルの
参加する議論や情報還流の促進」として統一した。ICS での対話はミドルマネジャーを巻
き込んで行うことが前提となっており（Simons1995,108），Simons（1995,102）や西居
出所：Bisbeetal.（2007,809）等を参考に筆者作成
図 2：形成的モデルに基づく ICS概念とその特性
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（2013）の検討を踏まえれば，情報還流という要素を盛り込みつつ，Bisbeetal.（2007）
では 2 つに分かれている特性を統一するのが適切だと考えられる。次に，ICS は公式的な
MCS であることが Simons（1995）で明記されていることから，「公式的なシステム」を
特性に追加した。最後に，Bisbeetal.（2007）での「自律性を阻害せず周囲を鼓舞する促
進的な関与」を「戦略・目標を見直す可能性／継続的な挑戦」へと修正した。Curtiset
al.（2017）が指摘するように Simons（1995）では ICS の利用が既存のルーティンの範囲
を超えた機会探索や戦略創発につながることが強調されており，この点をより正確に反映
した表記へと変更した。
　DCS と ICS の両概念は，SU への対応を前提としているか（ICS），戦略を所与のもの
としその実行にのみ着目するか（DCS），目標と成果の差異が生じた際に例外管理の範囲
を超えた抜本的対応が検討されるか（ICS）否か（DCS），組織縦断的な議論や情報還流
を伴うか（ICS）否か（DCS），といった点において識別される。
4　調査の方法と基礎情報
　本節では，システマティック・レビューのコンセプトに則った網羅的な研究の抽出を行
う。システマティック・レビューは，「計画的で，透明かつ再現可能な手順をプロセスの
各段階で用いて，特定の問題に関係する研究を包括的に抽出し，統合する」ための研究手
法であり，文献レビューから結論を導くうえで生じ得るバイアスや誤りを軽減する（Littell
2008,1）。この手続きに則って抽出された研究群を対象に，文献レビューを行う。
　研究を抽出するジャーナルは，以下のとおり設定した。海外のジャーナルは，Martyn
etal.（2016）と同様，Accounting and Business Research，Accounting, Organizations and 
Society，Advances in Strategic Management，Behavioral Research in Accounting，
British Accounting Review，European Accounting Review，Financial Accountability and 
Management，Journal of Accounting & Organizational Change，Journal of Management 
Accounting Research，Journal of Management Studies，Long Range Planning，
Management Accounting Research，Strategic Management Journalの 13 誌とした。わが
国のジャーナルは，Martynetal.（2016）が利用したジャーナルランキングに相当する選
定基準を設定できないことから，わが国の管理会計研究をレビューした吉田他（2009）を
参考にしつつ，海外のジャーナルと同様に査読を行う会計ジャーナルである，『会計プロ
グレス』，『管理会計学』，『原価計算研究』，『メルコ管理会計研究』の 4 誌とした。
　文献レビューの対象期間は，1997 年から 2016 年までの 20 年間である。Martynetal.
（2016）において LOC フレームワークを用いたもっとも古い経験的研究として抽出され
たのは Kloot（1997）であり，そこからの 20 年を区切りとして設定した。それ以前の期
間は，Simons（1995）にて LOC フレームワークが提唱される前に行われた研究と捉えら
れることから，本稿での分析対象には含まない。なお Martynetal.（2016）における文献
レビューの対象期間は 2014 年までであり，本稿ではその後の 2 年間も対象となる。
　以上のジャーナル，および期間の範囲において，質問票調査あるいはインタビュー調査
に基づき LOC フレームワークに関する観察，測定を行った研究が，本稿のレビュー対象
である。海外の研究については，ジャーナルごとに“Simons”，“LeversofControl”，
―148―
千葉商大論叢　第 57 巻　第 3号（2020 年 3 月）
“DiagnosticControl”，“InteractiveControl”の各ワードで検索を行い，調査段階あるい
は結果の解釈において DCS ないし ICS 概念を用いた経験的研究を抽出した。わが国の研
究については，対象とするジャーナルが少ないことから，すべての研究を確認し LOC フ
レームワークを用いた経験的研究を抽出した。
　上記の基準にしたがい抽出されたのは，海外のジャーナルから 57 の，わが国のジャーナ
ルから 19 の研究であり，これら計 76 研究が文献レビューの対象である。最多の研究が抽
出されたジャーナルは Management Accounting Research で，その数は 29 だった。わが国
のジャーナルでは『原価計算研究』の 12 が最多で，『管理会計学』からは 2，『メルコ管理
会計研究』からは 5 の研究が抽出された。それぞれのコントロール・レバーについて分析
を行った研究の数は，DCS が 53（うちわが国の研究 14，以下同様に括弧内はわが国の研
究の数を示す），ICS が 73（18）であった。また定量調査のみに基づく研究が 36（12），定
性調査のみに基づく研究が 37（5），両者を用いた混合研究法に基づく研究が 2（2）であった。
5　DCSおよび ICSの操作化に関する検討
5.1　ICS 概念を構成する特性
　本項では，システマティック・レビューで抽出された研究群から，ICS の 5 つの特性に
ついて検討を行う。これら 5 つの特性について，研究間でコンセンサスを得られていない
ことが確認されれば，将来の LOC フレームワークを用いた研究のために提言を示す必要
がある。
　なお DCS 概念についても ICS 概念と同様に分析を行ったが，次項で述べる測定尺度の
問題を除き，操作化に関する重大な懸念点は確認されなかった。Simons（1995）は DCS
を管理会計システムの伝統的な利用方法から概念化しており，研究者にとって概念を把握
するのが比較的容易だったため，経験的研究における操作化でも各特性が ICS 概念より
考慮されてきたと考えられる。
5.1.1　各特性の論点整理
　以下では，ICS 概念の各特性が経験的研究において考慮されているか判断するうえでの，
論点整理を行う。
　第一に，SU への対応を，ICS の前提として考慮しているかどうかという点である。
Simons（1995,6）において，4 つのコントロール・レバーはそれぞれ戦略を実行するうえ
での「鍵」となる変数に対応するための概念であることが記されている。Frowetal.（2010）
や西居（2013）などでは，ICS が SU を認知し用いられる概念であることが強調されてい
る。SU への対応は，ICS 概念の根幹に関わる，非常に重要な特性だと言えよう。
　第二に，ICS の中で企業トップ，ないし経営層の関与を考慮しているかどうかという点
である。Simons（1995,102-103）において，ICS は企業の経営層の関与に基づき利用さ
れること，経営層の戦略に関する意思決定に影響を与えない下位マネジャーは ICS の利
用者に含まれないことが記されており，Tuomela（2005）はこの点を ICS の特徴のひと
つとして挙げている。タスクの不確実性に対処するため下位マネジャー同士で対話を行う
ようなケースを ICS の利用と捉えている研究は，Simons（1995）の提唱した概念と乖離
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していると言えよう。
　第三に，ICS が公式的なシステムであることを考慮しているかどうかという点である。
LOC は「公式的な手順や手続き」である MCS に関するフレームワークであり（Simons
1995,5），下位マネジャー同士で ICS 利用と類似した「インタラクション」は起こり得る
ものの，これは ICS とは異なる概念とされる（Simons1995,97）。Marginson（1999）は，
インフォーマル・コントロールが ICS を補足する重要性を示す一方，両者を異なる概念
として扱っている。また PlesnerRossing（2013,185）は，ICS と「ICS 利用を促進する
インタラクティブなプロセス」を概念的に区別すべきだと主張している。インフォーマル
な場での対話をもって ICS の利用とみなし，公式的なシステムであることを必要条件と
しない研究があれば，Simons（1995）の提唱した概念と乖離していると言えよう。
　第四に，ミドルの参加する議論や情報還流の促進を考慮しているかどうかという点であ
る。ICS は経営層のみならず組織の複数階層，すなわちミドルを巻き込んだ MCS であり
（Simons1995,108），これらの階層間で議論や情報還流が促進される（Simons1995,
102-103）。
　第五に，ICS 利用の帰結として，事前の想定にとらわれない戦略や目標，プロセスの変
更に至る可能性があることを考慮しているかどうかという点である。DCS と ICS には，
時間軸のうえで概念上の相違がある。具体的には，DCS が過去に設定した目標の達成に
向け現状に着目するのに対し，ICS では戦略創発や目標設定の見直しを図るべく現状から
の展開を未来志向で議論する（Simons1995,124）。すなわち，戦略に関する機会や脅威
に応じて戦略そのものや目標，プロセスを変え，「継続的な挑戦」（continualchallenge）
を実現するのが ICS である。Frowetal.（2010）は，DCS と比較した際の ICS の特徴と
して，この点を強調している。単なる議論や対話に留まらず，その帰結として継続的な挑
戦に向けた目標や戦略の見直しにつながる可能性がなければ，Simons（1995）の提唱し
た ICS 概念と乖離していると言えよう。
5.1.2　分析の枠組み
　以上を踏まえ，それぞれの経験的研究で ICS 概念の操作化において 5 つの特性が考慮
されているか否か，分析を行った。本稿のレビュー対象のうち，ICS 概念を用いた研究の
数は 73 であり，その中で質問票調査の測定尺度が記載されていないものなどを除いた 69
研究（うちわが国の研究 16）が，本項での分析対象である。
　各特性の考慮の有無については，定量調査を行った研究では ICS に関する測定尺度を
もとに，定性調査を行った研究では各研究において ICS 利用の有無がどのような実務か
ら判断されているかをもとに，分類を行った。分類軸は，「考慮あり」，「部分的に考慮」，
「考慮なし」の 3 つである。「部分的に考慮」という軸を設定したのは，各特性が実際に
はさらに複数の測定尺度や小さな特性から観測されることになり（Bisbeetal.2007；
Jarvisetal.2003），これらの「抜け・漏れ」が経験的研究のプロセスで生じかねないため
である。もしそのような傾向がみられる特性を発見できれば，操作化において慎重を期す
必要性を示すことができよう。
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5.1.3　分析結果と提言
　表 1 が分析の結果である。第一に，SU への対応は，約半数の研究で ICS 概念の操作化
で考慮されていない，あるいはその一部しか考慮されていなかった。SU が ICS 概念の「鍵」
にあたることを踏まえると，この結果は重大である。なお定量調査を行った 34 研究の中
では，SU への対応について測定した研究の数は 10，部分的に考慮したものを含めても半
数の 17 だった。この背景として，AbernethyandBrownell（1999），Henri（2006a），
Widener（2007）の 3 研究において SU への対応が ICS の測定尺度として考慮されていな
いことが挙げられる。これら 3 研究に依拠して ICS の測定尺度を設定した後続の研究は
多く（ChongandMahama2014；Marginsonetal.2010；2014；岸田2010；長坂2014；
福島2011；目時・妹尾2012 等），操作化のパラダイムに与えた影響は大きかった。Henri
（2006a）および Widener（2007）については次項にて考察するが，Bedford（2015）や
Kruisetal.（2016）など SU を明確に考慮した研究がある一方，そうではない経験的研究
も多いという事実に，研究者は留意すべきである。
　なお本稿のレビュー対象となった研究群において，DCS が「重要な業績変数」（Critical
PerformanceVariables）に関して用いられるコントロールであることはいずれの研究で
も考慮されており，理念システムの「中核的な価値」（CoreValues），境界システムの「回
避すべきリスク」（RiskstoBeAvoided）も同様であった。すなわち，LOC フレームワー
クにおける 4 つのレバーの「鍵」のうち，ICS の SU のみが経験的研究の中で考慮されな
いことがあり，その割合が半数程度にも上ることが明らかになった。
　第二に，ICS における経営層の関与を考慮した研究の数は，58 であった。第三に，ICS
が公式的なシステムを通じて行われることを考慮した研究の数は，61 であった。この両
者については，Simons（1995）の記述に沿い ICS 概念の操作化を行う研究が多かったも
のの，そうではない研究も 1～2 割程度存在することが明らかになった。
　第四に，本稿のレビュー対象となったすべての研究において，ICS の特性としてミドル
の参加する議論や情報還流の促進が考慮されていた。他の特性と異なり経験的研究間での
コンセンサスを得られていることから，ミドルの参加する議論や情報還流の促進は，ICS
概念の象徴的な特性として研究者に認識されてきたことが推察される。
　第五に，ICS が継続的な挑戦を可能にし，目標や戦略の変更に至る可能性もあることを
明確に考慮していた研究の数は，45 であった。特にわが国の 16 研究の中で，この点を明
確に考慮しているものが 2 つに留まっており，海外の研究との間にギャップが生じている。
過去の研究結果を解釈するうえではもちろん，今後わが国で LOC フレームワークを用い
た研究を進展させていくうえで，いま一度念頭におくべき特性である。
表 1：ICSの操作化における各特性考慮の有無（全研究・母数 69）
特性 考慮あり 部分的に考慮 考慮なし
戦略に関する不確実性（SU）への対応 34  （5） 8（2） 27  （9）
経営層の関与 58（15） 0（0） 11  （1）
公式的なシステム 62（16） 0（0）  7  （0）
ミドルの参加する議論や情報還流の促進 69（16） 0（0）  0  （0）
戦略・目標を見直す可能性／継続的な挑戦 45  （2） 5（3） 19（11）
（海外の研究とわが国の研究の合計数，括弧内はわが国の研究の数）
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　また「SU への対応」と「戦略・目標を見直す可能性／継続的な挑戦」について「部分
的に考慮」した研究が一定数確認されていることから，ICS 概念の操作化において両特性
の中での「抜け・漏れ」が生じないよう，研究者は特に注意を要する。この背景には，両
特性がさらに小さな特性へと分類でき得ることが挙げられる（西居2013；森2017）。
　以上の分析から，ICS の利用に関する操作化を行うにあたり，基本的には Simons（1995）
の概念的定義に沿った操作化を行いつつ，本項を通じて考察した 4 つの特性をめぐる論点
に，研究者は留意する必要があると言えよう。Simons（1995）の概念的定義にしたがう
べき理由として，ICS 概念のオリジナリティを正確に反映できること，それによって各研
究において ICS 概念を用いる意義が確保されること，実際に過半の研究では各特性を考
慮していることから頑健な研究結果に蓄積に寄与することが挙げられる。なお Jankeet
al.（2014）は，当研究で援用した Naranjo-GilandHartmann（2007）の測定尺度は「SU
への対応」の一部を捉えたものだと位置付けている。仮に操作化において各特性の一部が
考慮されない場合には，その点を明記することで，当該研究における概念の操作的定義を
明確化できよう。
5.2　DCSと ICSの測定尺度
　本項では，DCS と ICS の測定尺度について検討する。DCS と ICS の両概念については，
操作化の一環と言える定量調査での測定尺度に関して，研究間でのコンセンサスを得られ
ていない。本稿の研究目的を果たすうえでは，この点についても提言を示す必要がある。
5.2.1　測定尺度に関する問題提起
　DCS と ICS の測定尺度に関する特に重要な問題として，Henri（2006a）で ICS の測定
に用いられた 7 つの尺度が，Widener（2007）では DCS の測定尺度として利用されてい
る点が挙げられる。Vandenbosch（1999）にてエグゼクティブ支援システムの利用が「組
織の集中」（FocusingAttention）につながる度合いを測定するため設定された尺度を，
Henri（2006a）が ICS の測定尺度として用い，Widener（2007）がそれらに対する探索的
因子分析を行った結果，このような相違が生じた（佐久間他2013）。
　ところがその約 10 年後，共著者に Henri を含む Journeaultetal.（2016）がこれら 7 つ
の尺度を DCS の測定に用い，共著者に Widener を含む Kruisetal.（2016）がうち 5 つを，
Heinickeetal.（2016）が 7 つを ICS の測定に用いる，いわば逆転現象が起きた（表 2）。
　これにより，DCS と ICS の測定尺度について改めて検討する必要性が一層高まった。
本稿のレビュー対象の中で，2007 年以降に発表された ICS 概念を用いた定量調査に基づ
く研究（測定尺度が記載されていないものを除く）は 30 であったが，このうち半数とな
る 15 の研究で Henri（2006a）ないし Widener（2007）の測定尺度が援用されていた。こ
のように両研究に依拠した経験的研究は多く，その尺度を設定した研究者のスタンスが変
わることは，研究の一貫性確保に重大な影響を与えてしまう。なぜ彼らの立場が逆転した
のか，これらの尺度を今後も用いることが適切か否かを考察し，よりよい測定尺度の形を
見出すのは，LOC フレームワークを用いた将来の研究に向け提言を示すという本稿の研
究目的上，非常に重要である。
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5.2.2　問題点の分析
　表 2 に示す逆転現象が生じた背景として，第一に，Simons（1995）は同一の MCS が
DCS かつ ICS として利用される可能性を否定しておらず，実際に両者の利用度には正の
相関関係が観測されることもあり（BedfordandMalmi2015），探索的因子分析の結果，
DCS と ICS が識別されなかった点が挙げられる。Widener（2007）では，概念的には
ICS に該当する「データや推定，行動計画に基づく継続的な挑戦と議論を可能にする」
（Enable continual challengeanddebateunderlyingdata, assumptions andaction
plans）という測定尺度が，探索的因子分析の結果，後述する曖昧な測定尺度と結びつき
DCS とラベリングされた。このように，探索的因子分析では DCS および ICS の測定尺度
が正確に識別されず，その結果として抽出された各因子を DCS ないし ICS とラベリング
することで，Simons（1995）での概念的定義と乖離が生じる恐れがある。DCS および
ICS を用いた仮説を検証する際には，両概念を識別した測定尺度を設定し，それぞれ検証
的因子分析を行うことで，探索的因子分析を行った際に生じうる問題を回避すべきである。
　第二に，DCS と ICS のどちらにも該当し得る測定尺度が用いられている点が挙げられる。
DCS は，事前に決められた基準値と現状とを比較し，その差を解消するため製造やサービ
スのプロセスに修正を加えるコントロールであり（Simons1995,59-60），ICS は組織の階
層間での対話を活性化させる。以上を踏まえると，「会議において上司，部下および同僚
による議論を可能にする」（Enablediscussioninmeetingsofsuperiors,sub-ordinatesand
peers）という測定尺度は，DCS と ICS の両者に該当し得る。また DCS は事前に定めた目
標の達成に，ICS は組織が今後目指す戦略や目標の創発につながる概念である。したがっ
て，「組織に関する視野の共有を実現する」（Provideacommonviewoforganization），「組
織の結びつきを強める」（Tietheorganizationtogether），「組織が共通の問題に集中する
ことを可能にする」（Enabletheorganizationtofocusoncommonissues），「組織が重要
表 2：DCSと ICSの測定尺度に関する研究間の相違
測定尺度
研　　究
Henri
（2006a）
Widener
（2007）
Journeault
etal.（2016）
Kruisetal.
（2016）
Heinicke
etal.（2016）
Enablediscussioninmeetingsof
superiors,sub-ordinatesand
peers
ICS DCS DCS ICS ICS
Enablecontinualchallengeand
debateunderlyingdata,
assumptionsandactionplans
ICS DCS DCS - ICS
Provideacommonviewofthe
organization
ICS DCS DCS ICS ICS
Tietheorganizationtogether ICS DCS DCS ICS ICS
Enabletheorganizationtofocus
oncommonissues
ICS DCS DCS ICS ICS
Enabletheorganizationtofocus
oncriticalsuccessfactors
ICS DCS DCS - ICS
Developacommonvocabularyin
theorganization
ICS DCS DCS ICS ICS
（質問項目が，各研究において DCS ないし ICS 利用のどちらの測定に用いられたかを示す）
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成功要因に集中することを可能にする」（Enabletheorganizationto focusoncritical
success factors），「組織内での共通言語を作り出す」（Developacommonvocabulary in
theorganization）といった測定尺度も，DCS と ICS の両者に該当し得る。
　これらの測定尺度では，DCS 概念に該当する目標達成に向けた例外管理の範囲内での
改善活動と，ICS 概念の「議論や情報還流の促進」および「戦略の見直し」といった特性
が識別されていない。DCS で行われる議論は例外管理の範囲内で行われるのに対し，ICS
が促進するのは SU への対応に関する議論である。また DCS では目標を維持しつつ達成
に向け改善活動を行うのに対し，ICS では戦略目標そのものの変更も視野に入れた抜本的
な見直しを行う。「議論」の前提やその内容，および「見直し」の範囲について識別され
ていない測定尺度は，一見すると DCS と ICS 双方に該当し得るため，両概念を比較せず
個別に論じると，両概念の混同，そこから生じる操作化の曖昧性を見逃してしまう。
　第三に，Henri（2006a）および Widener（2007）における操作化プロセスの妥当性に
関する懸念が挙げられる。まず Henri（2006a）において，「データや推定，行動計画に基
づく継続的な挑戦と議論を可能にする」を除く 6 つは，もともとエグゼクティブ支援シス
テムの利用が組織の集中につながる度合いを測定する尺度だった（Vandenbosch1999）。
さらにこれら 7 つの測定尺度は，Henri（2006b）では Vandenbosch（1999）と同じく「組
織の集中」（Attentionfocusing）の測定に用いられており，Henri（2006a）では同一の測
定尺度のまま ICS へと，変数の名称のみが置き換わった状態となっている。ある概念か
ら他の概念へと「借り物」のように測定尺度を転用する場合，測定する概念ないし特性と
測定尺度が本当に一致しているかどうか，慎重な検討が必要である。しかしながら
BedfordandSpeklé（2018）が指摘するように，Henri（2006a）ではその点について十分
な検討が行われているとは言えない。
　次に Widener（2007）において，DCS および ICS の測定尺度は，Henri（2006a）をは
じめとする複数の研究から「業績評価システムに関する測定尺度」として援用した項目に
ついて探索的因子分析を行うことで抽出された。しかしこの結果として抽出された ICS
の測定尺度は，Bisbeetal.（2007）における 5 つの特性のうち 2 つしか満たしていないこ
とを研究者自身が明記しており（Widener2007,773），さらに SU の測定尺度が独立する
形で設けられ，ICS とは異なる変数として扱われている。したがって，Widener（2007）
において ICS とされている変数は，Simons（1995）の定義する ICS 概念の「一部」に過
ぎないと言えよう。なお Widener（2007）は，Henri（2006a）における ICS の測定尺度
が当研究で DCS へと置き換わった点について言及しておらず，測定尺度の転用に関する
疑問には答えていない。
5.2.3　測定尺度に関する提言
　以上の分析を踏まえると，Henri（2006a）において Vandenbosch（1999）の尺度をそ
のまま ICS の測定に用いたことの妥当性，および Widener（2007）において DCS および
ICS とされる変数を Simons（1995）の概念と結びつける妥当性について，慎重に検討す
べきである。そしてこれら 7 つの測定尺度（表 2）は，操作化の妥当性が十分に示されて
いないこと，多くが DCS と ICS を概念的に識別できていないこと，研究者のスタンスも
一貫していないことから，DCS および ICS の測定尺度として適切ではないと判断できる。
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なお Henri（2006b）でモニタリング，Henri（2006a）で DCS の測定に用いられた 4 つの
尺度は，Vandenbosch（1999）においてエグゼクティブ支援システム利用が「結果の記録」
（ScoreKeeping）につながる度合いを測定するために設定されたもので，こちらは概念
的に妥当と言えよう。
　Henri（2006a）および Widener（2007）に依拠し調査を行った研究の結果や知見につ
いて，その価値が損なわれることはない。ただしそれらの研究では，調査したとされる変
数の名称と測定尺度が必ずしも研究間で一致しないこと，Simons（1995）における DCS
および ICS の概念的定義と測定尺度との間に乖離が生じた可能性があることに，留意し
なければならない。
　総じて，DCS および ICS の測定においては，上述したとおり両者の概念的定義に依拠
しつつ，操作化の段階で両概念の相違点について適切に識別した測定尺度を設定し，検証
的因子分析を行うべきだと言えよう。
　本節で述べた問題を回避し，DCS と ICS の測定尺度を設定した研究として，Bedford
（2015）が挙げられる。彼は，DCS を過去の目標値設定およびそれと現状との比較に関
する尺度で，ICS を経営層が含まれた組織成員の一貫した関与や継続的な挑戦，SU（既
存戦略への脅威と新たな戦略展開の機会）への集中といった尺度で，それぞれ測定した。
これらの測定尺度は，両概念の相違に着目した Frowetal.（2010）の見解や，Bisbeet
al.（2007）および本稿における ICS の特性とも整合しており，Simons（1995）の概念的定
義を反映している。また Curtisetal.（2017）は Libbyetal.（2002）の予測妥当性フレー
ムワークを用い，両概念の識別を試みている。操作化における DCS と ICS の識別は，本
節での両概念を比較した分析，Simons（1995,124）が示した両概念を比較した表などを
あわせれば，可能となろう。ただし Bedford（2015）において，SU は単一の尺度で測定
されているが，西居（2013）はその中でも機会と脅威の認知を区別した尺度を設定し，森
（2017）ではその意義が示されている。この点は，Bedford（2015）の測定尺度にも改善
の余地があると言えよう。
　なお DCS の利用度を測定した複数の研究で，天井効果，あるいはそれに近い状態にあ
る結果がみられた（Heinickeetal.2016；福島2011）。DCS は従来型の予算管理など伝統
的な MCS の利用方法であり，大企業では浸透していると考えられる。すなわち，サンプ
ルの中心が大企業となる定量調査においては，天井効果が確認されても不思議ではない。
これは研究者が調査の設計，実施にあたって留意すべき点である。
6　おわりに
　本稿では LOC フレームワークを用いた経験的研究の回顧を通じて，DCS と ICS の操作
化について検討を行ってきた。総括として以下に，将来の研究に向けた提言を示す。
　第一に，ICS は，「SU」に対応するため，「経営層による関与」に基づき組織の階層間
で利用され，「公式的なシステム」として「議論や情報還流を促進」し，「事前の想定にと
らわれない戦略や目標，プロセスの変更を必要に応じて行うことで，継続的な挑戦を実現」
する概念として操作化すべきである。この際，もしこれらの特性と完全に一致しない概念
の操作化を行うのであれば，その相違点を明記することで Simons（1995）における ICS
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概念との差分が明確になる。またインフォーマルな対話や社会的なコントロールは，ICS
ないし LOC フレームワークとは異なる概念である。
　第二に，DCS および ICS に関する定量調査を行う研究では，両概念を適切に識別した
操作化を行い，検証的因子分析によってその妥当性を確認すべきである。DCS と ICS は
ともに公式的なシステムだが，それ以外の特性に関しては，両概念に該当し得る曖昧な尺
度による測定を避ける必要がある。DCS は重要な業績変数に関する既存の目標値と現状
を比較，検討する概念であり，ICS は現状の SU を認知し，将来に向けた展開へ組織を導
く概念である。
　本稿の研究上の貢献は，DCS および ICS について，操作化における提言を Simons
（1995）の記述と網羅的な文献レビューから見出し，両者の概念的定義と経験的研究にお
ける操作化との橋渡し役を担ったことである。本稿では，Bisbeetal.（2007）に修正を加
えた ICS の 5 つの特性，ICS 概念の操作化に関する経験的研究間での相違の実態，ICS 概
念の特性に関する操作化段階での提言，Henri（2006a）および Widener（2007）におけ
る DCS と ICS の測定尺度に関して後に研究者自身が参加した研究（Heinickeetal.2016;
Journeaultetal.2016;Kruisetal.2016）で生じた矛盾とその要因，そして DCS と ICS の
両概念を識別した測定尺度の重要性とその設定方法に関する提言を示した。DCS と ICS
の両概念を並行的に分析し，適宜比較することで以上の知見を得たことが，本稿の特徴と
言えよう。本稿の論点に研究者が留意し，過去の研究結果を正確に読み取り，将来の研究
に反映させることで，DCS および ICS に関する頑健な研究結果の蓄積，実務へのインプ
リケーション提示につながる展開が期待される。
　実務に向けては，DCS と ICS の両概念について考察し，両者を識別したことで，管理
会計システムが果たし得る多様な役割を示すことができた。グローバル化が進み，既存の
ビジネスモデルが急速に変化している昨今，特に ICS の重要性は増していると言えよう。
原価企画（Tani1993），アメーバ経営（三矢2003），バランスト・スコアカード（横田・
妹尾2012）や戦略マップ（Adler2011）など，あらゆる管理会計システムを ICS として
利用可能であることがこれまでの研究から示唆されており，実務での活用が期待される。
また大規模組織のマネジメントにおいて必要な DCS についても，例外管理としての機能
を果たしつつ，会計不正などにつながらないよう，改めてその意義が見直されることが期
待される。
　本稿の限界として，第一に，文献レビューにおいて LOC フレームワークを用いた経験
的研究すべてを分析したわけではないことが挙げられる。Martynetal.（2016）でレビュー
対象とならなかった海外ジャーナル，海外およびわが国の書籍，そしてわが国の大学紀要
などは，本稿の文献レビューで対象としていない。本稿の知見が分析の母集団である特定
の経験的研究から得られたものであることに，留意しなければならない。
　第二に，LOC フレームワークを用いた具体的な研究テーマを見出していないことが挙
げられる。本稿での考察は，今後の研究を進展させるうえでの地ならしに位置付けられ，
ここに様々な研究の種をまき，発芽させ，花を咲かせていくことが求められる。本稿では
そういった研究の「種」までは論じていない。個々の経験的研究や，ICS に関連する今後
の研究テーマを検討した天王寺谷（2018）などを参照し，今後の研究の種を見出していく
必要がある。
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　本稿では概念の操作化に関する検討を通じて，改めて DCS および ICS の役割を見直し
てきた。また LOC フレームワークを用いた研究は，FerreiraandOtley（2009）や
TessierandOtley（2012）による批判を経てなお，現在に至るまで国内外で進展している。
本稿での議論から，DCS および ICS と組織に関する他のコンテクスト要因との新たな関
係を見出せる可能性がある。本稿がその一助となれば，幸いである。
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〔抄　録〕
　本稿の目的は，DCS（診断型コントロール・システム）および ICS（インタラクティブ・
コントロール・システム）概念を用いた経験的研究の回顧を通じて，両コントロール・レ
バーの操作化について検討し，将来の研究に向けた提言を行うことである。管理会計研究
ではこれまで，両概念を用いた経験的研究が多く行われてきたが，概念の操作化に関する
課題が多いこともあわせて指摘されてきた。本稿は，DCS および ICS の概念的定義と経
験的研究における操作化との橋渡し役を担うものである。システマティック・レビューに
基づく分析を行ったところ，概念の操作化に関して経験的研究間でコンセンサスを得られ
ていない 2 つの課題が見出された。この結果を受け，これらの課題に対し妥当性を高める
操作化の形を検討し，将来の研究に向け 2 つの主要な提言を示した。第一に，ICS 概念に
依拠する経験的研究では，概念的定義から適切な特性を設定し，それらを漏れなく網羅し
た調査を行うべきである。第二に，DCS および ICS の利用度測定を行う経験的研究では，
両方の概念に該当し得る曖昧な測定尺度の利用を避け，両概念の相違点に着目した操作化
を行うべきである。総じて，DCS と ICS を概念上正確に識別することが重要となる。
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ESGインテグレーションとシェアホルダー・エンゲージメント
―リスクマネジメントと受託者責任・善管注意義務，ガバナンス改革の
深化ならびにスチュワードシップ・コード改訂に向けて―
 藤　川　信　夫
一．ESG投資と SDGs の進展
　ESG投資は，投資先企業の評価において伝統的な財務情報のみでなく環境問題の対応
（Environment），従業員や地域社会の関係（Social），企業統治の在り方（Governance）
等を考慮する投資といえる。経団連は 2017 年 11 月企業行動憲章を改訂し，ESGや SDGs
が盛り込まれ，ESGに配慮した経営の推進が基本課題になりつつある。
　更にビジネスと人権に関する指導原則，パリ協定などの国際フレームワークも出され，
グループ企業，サプライチェーンに対しても行動変革を促すことが経団連会員企業に求め
られた。企業行動憲章は，国連関係中心とする SDGs（SustainableDevelopmentGoals
持続可能な開発目標），世界人権宣言（1948 年），国連ビジネスと人権に関する指導原則
（GuidingPrinciplesonBusinessandHumanRights），国連責任投資原則（Principles
forResponsibleInvestmentPRI），国連グローバル・コンパクト（UnitedNationsGlobal
CompactUNGC 企業の行動ガイドライン），OECD多国籍企業行動指針（OECD
Guidelines forMultinationalEnterprises），民間基準等を参照した内容となっている。
ESG課題を広範囲に把握するものとして国連グローバル・コンパクト 10 原則があり，人
権，労働，環境，腐敗防止の 4カテゴリーに分類され，ESG課題の共通テーマである。
　ESG課題，ESG評価は指導原則など政府，消費者，従業員，地域住民，取引先，NGO
など様々なステークホルダーの課題や意識を取り入れている。ESG投資から ESG金融，
サステナブルなファイナンスへと向かうことが予想され，その取組みが政策課題のみなら
ず，域内の資本市場の活性化としても重要な施策となる。
二．我が国のESG投資とダブルコードの対応
1．ESG投資とダブルコード
　我が国では 2015 年 9 月 GRIF が PRI に署名し，パッシブ運用として 2017 年 6 月議決
権行使基準を策定し，ESG投資を本格化させた。投資家がESG情報に関する評価やエン
ゲージメントを容易にすることが主旨となる。米国では年金基金の投資の関係で対応が遅
れているとされる。
　我が国のスチュワードシップ・コード（SSC）改定においてはESGへの明示的な言及
がされ（指針 3-3），機関投資家が把握する内容としては投資先企業のガバナンス，企業
戦略，業績，資本構造，事業におけるリスク・収益機会（社会・環境問題に関連するもの
〔論　説〕
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を含む）および対応など非財務面の事項を含むことが示された。コーポレートガバナンス・
コード（CGC）でも 2018 年 6 月改訂以前から非財務情報の開示充実が規定されている（基
本原則 3）。経済産業省は企業と投資家を繋ぐ共通言語として「価値協創ガイダンス」を
策定し，企業経営者にとって投資家に伝えるべき情報（経営理念やビジネスモデル，戦略，
ガバナンス等の非財務情報）を体系的・統合的に整理している。環境省「ESG金融懇談会」
（2017 年 12 月），同「ESG金融懇談会提言～ESG金融大国を目指して～」（2018 年 7 年
27 日），経済産業省「SDGs 経営／ESG投資研究会」の立ち上げ（2018 年 11 月）など関
係省庁挙げて取組む姿勢を見せ，ガバナンス同様に縦割り官庁による次の政策タ－ゲット
としての色彩も強めている。
2．CSRや SDGs と開示の充実の関係，投資・調達期間のマッティング
　長期投資家は企業の持続的成長を評価対象として分析し，投資することは当然であるが，
財務情報のみでは不足し，ESG情報が重要な意味を有する。特に環境（E），社会（S）に
ついては事業のリスク要因であると共に収益機会として積極的・能動的に取り組むべき課
題でもある。CGCでも重要なリスク管理の一部として位置付けられ（CGC補充原則 2-3
①），価値共創ガイダンスも事業機会となるESG課題の特定とビジネスモデル，戦略への
落とし込みを求めている（価値共創ガイダンス 1.2-08）。上場企業としては長期投資家を
長期安定株主として取り込むべく，長期投資家からの投資適格性を獲得することが求めら
れる。この点で長期資金供給を行う銀行などステークホルダー・債権者としての金融機関
の役割と合わせて中長期的企業価値増加の大きな鍵となろう。
　企業の社会的責任（CSR）と ESG投資の関係を見ると，CSRの取組みを社会貢献活動
のみならず，リスク管理や収益機会・持続的企業価値向上の取組みとして投資家に理解さ
せることがESG投資に繋がり，投資家からは開示が求められる。ESG課題の対応が如何
に企業の持続的向上に結び付いているか，持続的価値創造プロセスの説明が要求される。
国連 SDGs もかかる文脈の下で把握することになり，SDGs の取組みにより企業価値の持
続的向上が図られればESG投資を行う投資家において長期的リターン拡大に繋がる。投
資先企業も自社活動と SDGs 目標を結合して開示する事例が増加し，経済産業省「SDGs
経営／ESG投資研究会」でもCSRを超えて事業として成長する SDGs を考察することが
テーマとなっている。
　投資家に対して企業側がESG，SDGs について開示し理解を得るため，統合報告書／サ
スティナビリティ報告書作成が重要になる（2018 年 10 月時点 410 社が発行）。多くの企
業は IIRC の国際統合フレームワーク，サステナビリティレポーティングのガイドライン
最大手のGRI（GlobalReportingInitiative）スタンダードなどに依拠して作成している。
改訂CGCにより上場企業は金融機関を筆頭に政策投資株式削減を求められ，安定株主が
減少する中で中長期的価値創造に向けどの投資家と対話し，設備投資など長期的投資を企
業側が行う上で投資・調達期間がマッティングしたパートナーを獲得するかが問われ，リ
スク管理や価値創造の取組みを示し開示を行うことが重要になる。政策投資株式減少の下，
海外機関投資家等の比重が一層強まり，経営陣との対話のために開示の充実が求められる。
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三．米国のESGインテグレーションとシェアホルダー・エンゲージメント
1．ESGインテグレーション―ジャッジメンタル運用とクオンツ運用―
　米国の機関投資家である運用機関，アセットオーナーにおけるESGインテグレーショ
ンとシェアホルダー・エンゲージメントに関する動向を見ていきたい（1）。
　ESGの要素を運用プロセスに組み込むESGインテグレーションにおいて，運用機関に
おいては長期的パフォーマンス向上のため，伝統的運用手法で用いられる投資ファクター
と同様にESGを組み入れている。アクティブ運用の 2つのアプローチとして，ジャッジ
メンタル（Discretionary）とクオンツ（Systematic）を取り上げる。
　メインストリーム運用，ESG特化型運用は運用担当者（ファンドマネージャー）によっ
て投資判断が行われるジャッジメンタル運用と称され（2），定性的投資判断に従い銘柄選択
を行う。メインストリーム（アクティブ）運用機関は伝統的投資手法の枠組みでESGを
組み入れるが，ESG特化型運用機関は投資の信念（investmentbelief）として ESGを組
み入れる。メインストリーム運用機関では主に銘柄選択プロセスにおいてESGが組み入
れられ，ESG特化型運用機関では銘柄選定プロセスのみならず，投資ユニバース，運用ルー
ルにESGが反映される傾向がある（サスティナビリティ株式戦略）。
　他方でコンピュータによる投資判断に基づくクオンツ運用は，定量的データを用いた株
式モデルに従い銘柄選択を行うアプローチでジャッジメンタルな要素を含まず，株式モデ
ルを構成する定量データとしてESGが組み入れられる。クオンツ運用機関のESGインテ
グレーションは株式パフォーマンスを説明するファクターの 1つであり，いかなるESG
要素が考慮されるかは運用モデルにより相違する。
2．シェアホルダー・エンゲージメント―プロキシ・アクセス，プロキシ・コンテスト―
　シェアホルダー・エンゲージメントについては，金融危機後のドッド・フランク金融改
革法によるガバナンス改革が機関投資家のエンゲージメントを積極化させ，投資プロセス
の一部として議決権行使やエンゲージメントを行うに至っている。先ず役員報酬に関する
（1） 日興リサーチセンター寺山恵・中嶋幹「米国のESGインテグレーションとシェアホルダー・エンゲージメン
ト」（2016 年 8 月）1-24 頁参照。寺山恵「米国のシェアホルダー・エンゲージメント」月刊資本市場No.
379（2017 年 3 月）18-26 頁。鹿子木亨紀「クオンツ運用とジャッジメンタル運用」（2018 年 11 月 14 日）
1-26 頁。https://site2.convention.co.jp/gps2018/program/pdf/S07_Kanokogi_JP.pdf.PRI 原則と ESG投資
に関して，投資先企業は SDGs に賛同して 17 項目のうち自社にふさわしいものを事業活動として取り込む
ことで事業機会増加に繋がり，企業と社会の共通価値創造（GreatingSharedValueCSV）が生まれる。こ
の取組みによって企業価値が持続的に向上すれば，機関投資家としても長期的な投資リターン拡大につなが
ることとなる。GPIF ホームページ「ESG投資と SDGs のつながり」。https://www.gpif.go.jp/about/. 経済産
業省関東経済産業局総務企画部長・佐竹佳典「SDGs 達成を通じた企業価値向上・競争力強化に向けて」（1-19
頁），笹谷秀光「SDGs アップデート―ESG時代の SDGs 経営へ―」（1-23 頁）千葉商科大学・日刊工業新聞
社共催『第２回わが社の SDGs 勉強会』（2019 年２月 28 日）講演資料・議論を参照。
（2） 2 つの手法を対照することは可能ではあるが，共にファンダメンタルを意識したプロセスで，似通ったイン
プットを用いつつ異なる手法をもって，パフォーマンスを向上する共通目的を実現するものである。AQR
CapitalManagement,LLC,PSG「AlternativeThinking」2017 年第 3四半期「クオンツ運用とジャッジメン
タル運用（Systematicvs.Discretionary）」1-17 頁。
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議案について株主が拘束力のない意見表明をする SayonPay は，経営陣の信任投票とし
ての機能を果たしている。またESGにかかる株主提案では環境，政治活動，人権や労働
問題，サスティナビリティ，ダイバーシティ，自然保護，動物愛護他となっている。
　株主が会社による委任状勧誘を取締役候補者指名の株主提案に利用できるプロキシ・ア
クセス（proxyaccess）では，投資家は株主による取締役候補指名としてのプロキシ・ア
クセスを求めて株主提案を行い，公的年金基金提案により総会決議で過半数を獲得する
ケースが増えている。アクティビストによるプロキシ・コンテストでもアクティビスト，
会社側の双方ともエンゲージメントを図り機関投資家に説得を試みる傾向が強まる結果，
米国では SayonPay やプロキシ・アクセスを中心にシェアホルダー・エンゲージメント
が盛んになっている。プロキシ・アクセス導入が株主提案やエンゲージメントを通じて要
請され，プロキシ・アクセスを利用して長期的投資家が取締役会の変革を要請する局面が
予想される。
　プロキシ・コンテスト（proxycontest委任状争奪戦）では，アクティビストは少数株
主である機関投資家の支持を集めることが重要になり，ヘッジファンド・アクティビスト
は少数株主代表として取締役候補を送り込み，長期的企業価値向上の方向で機関投資家と
利害が一致する。機関投資家とアクティビストが協働し，機関投資家はヘッジファンド・
アクティビストからエンゲージメントを受けつつ，株主として影響力を行使する機会を得
ることになる。
　我が国への示唆として，機関投資家や企業をエンゲージメントに駆り立てる米国 Say
onPay，プロキシ・アクセスを持たない我が国としては，米国公務員年金基金がプロキシ・
アクセスを投資先企業に求めるように機関投資家がモチベーションを持つことでエンゲー
ジメント活動が活発化することが指摘される。
① ESG 特化型運用機関をみると，投資先企業に対し活発なエンゲージメントを行い，議
決権行使は投資先企業に対する意思表示の機会として把握し，経営陣の承認以上に積
極的な意思表示の手段となっている。
②メインストリーム運用機関では，ファンダメンタル分析による銘柄選択を行うアクティ
ブ運用においてESGの観点を組み入れている。運用機関は各全社的な議決権行使ガイ
ドラインを定め，最大手の議決権行使助言会社 ISS（InstitutionalShareholderServices
Inc.）やグラスルイス（Glass,Lewis&Co.,LLC）などのプロキシ・アドバイザ （ーProxy
Advisor）がガイドラインに沿った推奨を助言する。株主提案やヘッジファンド・アク
ティビストによるプロキシ・コンテストでは，提案者やアクティビスト，会社側の双方
からエンゲージメントを受ける立場になる。
四．ESGインテグレーションにかかる受託者責任と善管注意義務・忠実義務
1．ESG投資の分類，投資目的
　持続可能な投資を普及するための国際組織であるGSIA（GlobalSustainableInvestment
Alliance）の定義では，ESG投資は以下の 7つの手法に分類される（3）。ネガティブ・スクリー
ニング（Negative/Exclusionaryscreening），ポジティブ・スクリーニング（Positive/
Best-in-classscreening），規範に基づくスクリーニング（Norms-basedscreening），ESG
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インテグレーション（ESGintegration），サステナビリティ・テーマ投資（Sustainability
themedinvesting），インパクト投資（Impact/Communityinvesting），議決権・エンゲー
ジメント（CorporateengagementandShareholderaction）の 7つである。ファンド運営
においては複数のESG投資手法を組み合わせることも多い。
　ESG投資の手法別残高をみると，欧州では SRI（SociallyResponsibleInvestment社会
的責任投資）が多かった背景もありネガティブ・スクリーニングが使われるが，米国では
ビジネスモデルや財務諸表の分析のみならずESG分析も投資意思決定プロセスに組み込
むESGインテグレーションが主流で，我が国は議決権・エンゲージメントとESGインテ
グレーションが略同じ割合で多い。巨大アセットオーナーであるGPIF の ESG投資推進
も，内外株式パッシブ運用における 5つの ESGインデックスを採用している。
2．ESG投資と受託者責任，資産運用業者の善管注意義務，忠実義務の抵触
　ESG投資と受託者責任について，受託者責任を主として構成する忠実義務と善管注意
義務のうち，忠実義務に関してESG投資が投資リターン以外の社会便益を目的とするこ
とが加入者等の利益を追求すべき忠実義務に違反していないか，議論になる。
①米国では，受託者責任を規定するERISA法（EmployeeRetirementIncomeSecurity
Actof1974従業員退職所得保障法）に関して，所管の労働省が解釈通知によりESG投
資を選択してもリスクを有する他の投資手法と同様のリターンを持つのであればESG
投資を選択しても受託者責任に反しないとされている。
②英国政府は 2019 年 1 月職域年金基金に対して実務方針（CodeofPractice）において，
ESG，気候変動を含む財務的に重要性のある要因をいかに考慮するか，非財務要因につ
いて考慮する場合の程度などについて記載を 2019 年 10 月から義務化するなどESG投
資拡大に向け改正を図っている。
③我が国スチュワードシップ・コード指針 3-3 においても，スチュワードシップ責任を適
切に果たすために当該企業の状況を把握すべき項目として，ガバナンスや企業戦略，業
績，資本構造の他，事業におけるリスク・収益機会（社会・環境問題に関連するものを
含む）が掲げられている。厚生労働省が確定給付企業年金の資産運用関係者に求める行
動指針「確定給付企業年金にかかる資産運用関係者の役割および責任に関するガイドラ
イン」においても，運用受託機関の選任・評価の基準として日本版スチュワードシップ・
コードの受け入れや取組み状況，ESGに対する考え方を定性評価項目として検討する
ことが望ましいとし，受託者責任の視点からESG要因の考慮が推奨されている。
　受益者のために投資運用を行う機関投資家，投資運用権限を持つ者は専門家としての知
識や経験を活かして受益者資産を運用することが期待され，投資判断に明らかに合理性を
欠く場合，裁量権逸脱として善管注意義務違反を認める下級審判断も存在する。機関投資
家が投資活動にESGの視点を取り入れるかの判断において，全く取り入れないとの選択
肢もとり難いが，ESG投資を決定した場合に全投資活動が正当化されるわけでもなく，
善管注意義務の観点から改めて投資対象のリスク・リターン，費用対効果について情報収
（3）“GlobalSustainableInvestmentReview2018”GSIA.岡本卓万・渡邊清香「ESGインテグレーションの現在」
三菱UFJ 信託資産運用情報 2019 年 8 月号 1-22 頁参照。
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集，銘柄選定，モニタリング，更にはエンゲージメント等を行うことになる。ESG投資
リターン計測も肯定・否定，中立的に分かれ，ESG投資は高い投資リターンが得られる
と評価してよいかは検討の必要があると指摘されている（4）。ESG投資関連の利益相反が
発生する場合，善管注意義務とは別に忠実義務の関係も論点となる。
五．企業・投資家によるESGリスク評価・管理ならびにコミュニケーション
1．ESGのリスク評価とガバナンス体制整備
　ESGに関連する規制の変容の中で企業や投資家がいかにESGリスクに対応していくか
が問われている（5）。ESGリスク評価の 4つの観点として，①インパクトアセスメントが
あり，単に重大な法令違反が発生したかではなく，企業活動が消費者や従業員，地域社会
等のステークホルダーにいかなる影響を与えたかが問題となる。サプライチェーン規制や
CSR調達が普及し，ESGリスクが顕在化すると，取引先，金融機関から取引を停止され
る等不利益を被るリスクが大きい。投資家からの議決権行使，株式売却，投資銘柄からの
排除等が予想され，企業活動が直接的，間接的に他のステークホルダーに対してマイナス
の影響を与えていないか，インパクトアセスメントを行うことが重要である。国連ビジネ
スと人権に関する指導原則が要求する人権DD（DueDiligence詳細調査）の手法が企業
価値向上に有益で，人権や環境・社会に対するインパクトをチェックし，高リスク分野に
対応する必要がある。外部専門家やステークホルダーと対話しリスクを評価することが重
要になろう。②リスクベースアプローチがあり，リスクの大きさに応じた対応の実施が求
められる。③シナリオ分析があり，規制や市場環境の環境変化に対処してシミュレーショ
ンを行う必要がある。ガバナンス体制確立，経営戦略策定によってリスクの大きさに応じ
た権限・リソース配分が求められる。④ESGリスク管理のための内部統制システム整備
が重要であり，近年の企業不祥事はESGリスクの顕在化が原因となる場合も多い（日本
取引所自主規制法人の 2018 年 3 月 30 日「上場会社における不祥事予防のプリンシプル」）。
　ESGリスクの評価については，企業固有のESGリスクの評価と共に，ESGリスクを企
業内でコントロールできているか，即ちESGリスクを適切に評価・管理するためガバナ
ンス体制を整備し具体的な取組みを実施しているかを評価することが重要になる。
2．ESGリスクの情報開示とコミュニケーション
　ESGリスクの情報開示についてはDD，内部統制のプロセスの開示が求められる。重要
業績評価指標（KPI）の設定・開示がDDや内部統制のプロセスの進捗状況を効果的に説
明するために重要になり，2017 年 6 月欧州委員会はEU非財務情報開示指令に関するガ
（4） ESG 投資関連の利益相反が発生する場合，善管注意義務とは別に忠実義務の関係が論点となる。有吉尚哉・
三本俊介「ESG投資と受託者責任」西村あさひ法律事務所金融ニューズレター（2019 年 9 月 30 日）1-3 頁
参照。ESG投資の投資リターン計測につき，湯山智教 ｢ESG 投資のパフォーマンス評価を巡る現状と課題｣
みずほ証券・日本投資環境研究所資本市場リサーチ 2019 年冬号 85 頁以下。
（5） 高橋大祐「レギュレーションから見たESGリスクの評価・管理・開示―贈賄・人権・サイバーセキュリティ・
気候変動をめぐる規制動向の概要と対応を中心に」日本証券アナリスト協会講演（2018 年 5 月 22 日）1-50
頁参照。
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イドラインを公表し，環境，労働，人権，贈賄防止，サプライチェーン，紛争鉱物の
ESG分野に関して開示すべき項目，KPI を列挙している。
　EUの非財務情報開示指令は，広範なESG分野に関して情報開示を要求している。環境・
社会，従業員に関する事項に加えて人権に対する尊重，腐敗・贈賄防止に関する事項につ
いても開示分野を拡大し，開示事項も開示分野に関する会社の方針，方針の結果，開示分
野に関連するリスク，会社によるリスクの対処方法，サプライチェーンを含む重要業績評
価指標（KPI）等であり，ガバナンス・コードに比較しても範囲が広い。
　またビジネスと人権に関する規制として，2015 年 3月英国現代奴隷法（ModernSlavery
Act）では，業種を問わず一定規模の売上高規模の企業に対して強制労働・人身取引に関
する開示を義務付け，自社のサプライチェーンにおいて現代奴隷が存在しないことを確実
にするための手続に関する声明を毎年度行うことを要求する。域外適用の範囲が広く，本
邦企業も英国で事業の一部を行っている場合，現代奴隷法が適用される。現代奴隷に関す
る開示事項として 6つの要素が期待され，①企業の組織，事業およびサプライチェーン，
②現代奴隷に関する方針，③自社の事業およびサプライチェーンにおける現代奴隷に関す
るDDプロセス，④現代奴隷が発生しているリスクのある自社事業およびサプライチェー
ンの部分ならび企業がリスクを評価・対処するために実施した手続き，⑤適切と考えるパ
フォーマンス指標で測定した自社の事業またはサプライチェーンで現代奴隷が発生してい
ないことを確実にする手続きの実効性，⑥従業員に対する現代奴隷に関する研修である。
③は国連指導原則で要求される人権DDを踏まえたものとなっている。
　こうした規制動向を踏まえ，ESGリスクが企業価値に与える影響を分析し，情報を企業・
投資家に提供することで企業と投資家のコミュニケーションに繋がる。企業によるESG
リスクの開示ならびに投資家のESGリスクの評価，リスク分析を進展させるべく，政府
において実務に整合した非財務情報開示ルール，枠組み形成が望まれる。
六．気候変動の情報開示とESG投資ならびに対話・エンゲージメント
1．ESG投資拡大と気候変動情報の開示―金融安定理事会（FSB）報告書―
　ESG投資の中で特に気候変動に関する情報開示について近時の規制動向を見ていきた
い。欧米機関投資家の多くは気候変動をポートフォリオの重要なリスク要因に位置づけ，
優先すべき事項に掲げている。気候関連の情報開示が不十分な企業に対して議決権を行使
して改善を求める集団的エンゲージメント，気候変動に対する取り組みが不十分な企業に
対しては投資を引き上げるダイベストメントを行使しつつある（6）。
　金融安定理事会（FSB）が設置している気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
は 2017 年 6 月最終報告書の中で，投資家やステークホルダーが重要な気候関連のリスク
と機会が企業にもたらす財務インパクトを理解するための有用な情報開示の枠組みを提言
している。開示の枠組みが提示され，欧米機関投資家は具体的に気候関連の情報開示を求
めることになる。財務報告一元化に向けて，本邦企業は財務報告と気候関連財務情報との
（6） 板津直孝「機関投資家が注目し始めた気候関連財務情報―ESG投資拡大に伴い重要性が高まる積極開示―」
野村資本市場クォータリー2018 年夏号 22-35 頁参照。
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一体性を高めることが必要である。企業と欧米投資家との対話においても，投資家サイド
ではTCFD提言に則した気候関連財務情報開示が期待されている。
2．気候変動リスクとアセットマネージャー
　米国の運用会社や投資銀行などはESG投資の中でも気候変動をポートフォリオの重要
なリスク要因に位置づけ，アセットマネージャーは気候変動をポートフォリオのリスク要
因と把握し，気候関連の情報開示を投資先企業に対して求め持続可能なポートフォリオを
構築できる。気候関連財務情報開示に関するタスクフォース（TCFD）はアセットマネー
ジャー向けに補助ガイダンスや情報開示の現状における課題を示し，アセットマネー
ジャーの気候関連情報開示はアセットオーナーにとり重要となる。情報開示の強化によっ
て，ミクロプルーデンスならびにマクロプルーデンス分野における金融監督の対応にも資
すると考えられる（7）。
七．ガバナンス改革の深化，株主総会プラクティスと説明責任，対話の一層の促進
1．ガバナンス改革とESG投資動向および対話と情報開示
　ダブルコ－ド改定などガバナンス改革が進められ，ESG投資動向にも焦点が移行する
中で対話とそのための情報開示の重要性が浮き彫りになってきた。株主総会のプラクティ
スと説明責任などについて検討を深めたい（8）。
（1）ガバナンス改革の一層の深化
　ガバナンス改革の一層の深化のために，（ⅰ）優秀な経営陣の選任（CGC補充原則 4-1 ③，
4-3 ①），適切なリスクテイクを促すインセンティブ付与（CGC原則 4-2），成果のチェッ
ク（CGC原則 4-2）が重要になり，その役割を担うべき取締役会の機能の強化を図る。
手法として，（a）資質を備えた社長・CEO後継者の確保，適切なタイミングの交替につ
いて，客観性・適時性・透明性のある手続により計画的・戦略的になされる仕組み作りが
求められる（CGC補充原則 4-1 ③，4-3 ②，4-3 ③）。（b）任意の諮問委員会活用により
取締役会の機能の独立性・客観性ならびに説明責任を強化する（CGC補充原則 4-10 ①）。
（ⅱ）取締役会の機能を発揮させるためダイバ－シティ経営が重要になり，適切な知識・
経験・能力を取締役会全体として備え，ジェンダーや国際性を含む多様性が十分に確保さ
れた取締役会の構成が求められる。
（2）企業と機関投資家の対話の一層の促進
　SSC改定によるスチュワ－ド活動の実効性強化（議決権行使方針と結果公表の充実，
パッシブ運用における積極的なスチュワ－ド活動の推奨，集団的エンゲ－ジメント活用
他），政策保有株式の一層の縮減（CGC原則 1-4）から機関投資家の影響力が強くなり，
経営陣との対話が重要になる。（ⅱ）機関投資家との対話に資するような情報開示の充実
（7） 板津直孝「気候変動リスクを巡るアセットマネージャーの動向」野村資本市場クォータリー2019 年春号（要約）。
（8） 佐藤丈文「2019 年定時株主総会に向けて―CGC改訂，ESG投資の動向を踏まえて」（1-104 頁）西村あさひ
法律事務所リーガルフォーラム（2019 年 2 月 22 日），松原大祐「2019 年定時株主総会に向けた検討課題」（1-67
頁）同参照。
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が求められる。対話の実際においては，ESG情報など非財務情報の充実が重視され（CGC
基本原則 3，SSC 指針 3-3），有価証券報告書，事業報告書による情報開示の充実に向け
た法改正等が進められた。
（3）企業の対話への積極的な取組み
　企業としては対話に積極的に取組むことが従来にも増して求められ，（a）長期的な企業
価値向上を共有できる長期投資家を企業側が逆選別する方向に進み，短視眼的になりがち
な個人株主への配慮も必要となる。（b）ガバナンスを含むESG課題への適切な取組みと
ESG情報の積極的な開示が重要になる。
2．株主総会のプラクティス対応―対話の場としての株主総会の充実―
　ガバナンス改革，ESG投資動向を踏まえ，今後は株主総会が対話の場として位置付け
られる。先ずは対話を踏まえた議決権行使を促し，会社提案への賛同を得ることになるが，
対話は総会限りでなく，事前ならびに事後の対話（相当数の反対があった場合の原因分析
と対話等の要否の検討（CGC補充原則 1-1 ①）を繋いだ継続性のある対話）が望まれる。
　議決権行使にかかる事前の対話の取組には，招集通知を含めて総会前に行うものとして
機関投資家に対する議案の事前説明がある。議決権行使の個別開示により同種の以前の議
案に対して反対票を投じた機関投資家の特定が可能となる。また機関投資家は全保有株式
について議決権を行使するよう努めるべき，議決権の行使に当たっては投資先企業の状況
や当該企業との対話の内容等を踏まえた上で賛否を判断すべきである（SSC指針 5-3）。
　また事後の対話に関しては，相当数の反対という場合の基準についてコードに記載がな
いが，2018 年 7 月改定の英国ガバナンス・コードでは 20％以上の反対票と明記され（各
則 5），その原因について理解するべく株主の意見を聴くために執るべき行動について説
明責任を負うことが規定される。
3．対話促進のための事業報告による開示―ESG関連情報の充実―
　ESG関連情報については，事業報告（事業の経過・成果，対処すべき課題），あるいは
招集通知の末尾（株主通信）等において情報開示を図る企業が顕れている。SSCの影響
や個人株主の関心の増加を踏まえ，事業報告における開示が今後増加する可能性があるが，
招集通知における開示はまだ少数に留まる。
4．株主総会会場における質疑応答の対応―社外役員への質問など―
　質問があった会社数は増加し（78.3％），株主，質問件数とも増えている。経営政策，
営業政策（60.9％），配当政策（29.19％）などが多く，コ－ポレ－ト・ガバナンスに関し
ては役員氏名，役員報酬，社外役員・独立役員，役員構成などがテーマとなっている。具
体的には独立社外取締役の人数・割合，取締役会のダイバ－シティ（女性登用ほか），取
締役の指名・報酬の方針・手続き（任意委員会），取締役会の実効性評価，相談役・顧問
制度，政策保有株式などである。環境問題・社会貢献，ESG・SDGs 関係の取組み・課題
や人材活用，更に不祥事などについて質問が増えている。
　社外役員への質問も 2018 年度は増加し，社外取締役（100 社），社外監査役（27 社）と
なっている。社外役員自身の考え方が質問される場合は，当日会場における対話として社
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外役員自身の回答が望まれる。
八．ESGインテグレーションとエンゲージメントのプラクティス
―法的検討，制度設計の交錯―
1．ESGインテグレーションとエンゲージメントにかかる基準・ガイドライン策定
―まとめを兼ねて―
　ESGインテグレーションとエンゲージメントについて最新のプラクティスを示し，合
わせて法的検討，制度設計の関連について検討しておきたい（以下は，私見である）。
　結論を先取りすれば，ESG投資に関して投資家，投資先企業さらにESGレーティング
機関等にも亘って予測可能性と客観的検証可能性を有する一定の基準・ガイドライン（政
府，自主団体によるソフトロー）を策定することで適正なプラクティスを醸成し，将来的
には判例法理（ケースロー）も含めて PDCAを通じた SDGs 浸透と ESG投資の一層の促
進を図り，アベノミクスの攻めのガバナンスに関するダブルコードとも平仄の取れる我が
国経済の成長に繋がることが期待される。
　今後はESG投資の中でESGインテグレーションが大きな地位を占めるようになり，そ
の場合は投資家と対象企業の経営陣との対話・エンゲージメントにおいてストロング型，
あるいはセミストロング型が選好され，関与度合いが深まることになろう。またESGイ
ンテグレーションの中でも，クオンツ運用の場合は特にその傾向が強くなる。ESGイン
テグレーションと緊密なエンゲージメントの両輪により，今後のESG投資は一層の発展
を見せることが予想される。
　またボトムアップ型よりも，トップダウン型の運用の場合に機関投資家・ファンド側の
運用方針が一層問われることになるが，個々のファンドの運用方針も一部資金はアクティ
ブに，かつESGの中でも E（環境），S（社会）に絞って運用するが，他の資金部分はシ
ステマティック運用とすることもあろう。仮に運用原資毎に資金源のみならず人的，ある
いは情報疎通のファイヤーフォールを設け，利益相反処理にも配慮するとすれば，特に機
関投資家・ファンドが発展して巨大化した場合に，運用方針の開示等に関して恣意的に流
れず，根拠を示すことを議決権行使助言会社がEU議決権指令などで要求されつつあるよ
うな開示や規制の網にかけられる必要性が出てくる局面も将来はあろうか。規制整備によ
り，機関投資家の日本法人において真に相応の人員，時間と適切な情報入手と情報量をか
けて分析した結果なのか，開示を求められることも想定される。
　エンゲージメントにおける関与度合が強まれば，議決権行使助言会社同様に投資先企業
の株主総会の決議結果を左右しかねず，また集団的エンゲージメントにより他の株主行動，
ひいてはステークホルダーの関係者に大きな影響を及ぼすことになる。現状では，ESG
投資礼賛の下，スチュワードシップ・コード，コーポレートガバナンス・コードにおいて
ESG投資の呼び込みと SDGs 経営に向けた取り組みを奨励する方向性のみがうかがえる
が，いずれはこうした適正な秩序に向けた規制環境整備が進む可能性もあると思料する。
　ESGの各要素・領域に関しても，我が国の場合には欧米に比してG（ガバナンス）に
関しては精緻で有用な方向性が示されるが，E（環境），S（社会）面では意識面を含めて
投資業務における取り込みなど改革が遅れていると指摘がされる。リスクマネジメント領
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域についても，投資家側か，投資先企業か，あるいは投資家側の中でも個別投資か，トー
タル・ポートフォリオか，視点によって種々であろうが，海外投資先の国情などポリティ
カルなカントリーリスクの把握などを投資の場合のリスクマネジメントとしていかに織り
込むか，をリスクマネジメントとして考えるのであればかかる議論は金融機関における
ALMの問題とも近似してこようか。結局は，銀行，あるいは機関投資家におけるトータ
ルの与信・投資管理の問題にまで行きつくことになる。投資先企業におけるERMも絡ん
でくることで，我が国経済全体の成長戦略に結び付く。投資先企業側も，経営理念のみな
らず，経営戦略や中期経営計画などと関連させて，ESG・SDGs の問題を考えることにな
り，経済産業省の価値共創ガイダンス（9）で指向される長期的な企業成長に繋がることにな
る。リスクマネジメントに関しては，本稿で検討した領域に限らず，対象範囲ならびに奥
行きともに広大なエリアであり，全体像を現時点で明確に示すことができなかった点は，
今後の更なる研究課題としたい。
　法的側面でも，ESG投資が高じてストロング型を超えて支配株主的な地位にまで進む
とすれば，支配株主における少数株主やステークホルダーに対する信任義務違反の問題に
派生しかねない。機関投資家の在り方が高じて支配株主としてのプレゼンスにまで進めば，
ESG投資等とは別物であることになろうが，実際にはこの線引きは不透明で，将来の機
関投資家の行動も基本は利益稼得に主があるため，微妙な問題となる。支配株主の定義に
ついても親会社との定義上の相違をどうするかなど，経済産業省のガイドラインはあって
も法的には定まっていない。ガイドライン自体，将来の判例形成（ケースロー）を意識し
たプラクティス誘導を趣旨とし，法的規範の形成を時間をかけて意図し，レックスホール
ディング事件高裁決定などにみる株主総会偏重の傾向の是正を図ることを目論んでいると
も思料される。そのために，M&Aの公正価値担保措置として積極的なマーケット・チェッ
クの実施（10），マジョリティ・オブ・マイノリティ（Majority-of-the-MinorityVoting
MM）条件の設定，特別委員会設置などがプラクティスとして提示され，取締役会の役割
重視が示されるところである。
　即ち，経済産業省産業組織課は会社法上の最大の懸案となっている親子会社法制の整備
を念頭にグループガバナンス・ガイドライン（11）を発出したことに加えて，「公正なM&A
の在り方に関する指針―企業価値の向上と株主利益の確保に向けて―」（2019 年 6 月 28
日）によるガイドラインを発し，MBO（マネジメント・バイアウト）や支配株主による上
場子会社の買収を念頭に，利益相反防止措置としてMM条件，特別委員会の具備等を掲
げている。米国におけるユノカル基準・義務（12），支配株主とレブロン基準・義務（13）など
（9） 経済産業省「価値協創のための統合的開示・対話ガイダンス―ESG・非財務情報と無形資産投資―（価値協
創ガイダンス）」（2017 年 5 月 29 日）1-27 頁。
（10）柳明昌「「公正な価格」の判断枠組みとマーケット・チェックの意義・射程－オークション理論を手掛かり
として」『株式制度の再検討―会社法における基礎的な理論の観点から―』商事法務 2207 号（2019 年 8 月）
32-44 頁参照（日本私法学会全国大会（立教大学 2019 年 10 月 5 日）シンポジウム発表）。
（11）坂本里和経済産業省産業組織課長「『グループ・ガバナンス・システムに関する実務指針』（グループ・ガイ
ドライン）～グローバル企業の企業価値向上に向けたグループガバナンスの在り方について～」日本コーポ
レート・ガバナンス・ネットワーク講演（2019 年 7 月 26 日）。
（12）UnocalCorp.v.MesaPetroleumCo.,493A.2d946（Del.1985）.
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の敵対的買収防衛策にかかる判例法理の展開を念頭に置いたものと見られるが，一方で従
来の我が国の司法判断ではレックスホールディング事件高裁判決（14）に見る通り，総会の
判断を重視する傾向にある。米国判例理論をそのまま移植することについては，法制度全
体の相違を勘案することの必要性が指摘もされているところである（15）。
　ESGにかかる機関投資家においてこのような支配株主が抱える問題点の発現まで一気
に進むことは現時点では想定しにくいが，アクティビストがパッシブ運用でなくアクティ
ブ運用としてESGインテグレーションを選択し，エンゲージメント活動を相当レベルに
強めるような局面にまで至ればかかる懸念もなしとしない。議決権行使助言会社規制を創
設する動きの高まりのように，議決権行使助言会社やアドバイザーも含めて一定の規制の
網を被せるのか，その場合ハードローとしての会社法か，ソフトローとしてスチュワード
シップ・コードか，開示規制とするか，その場合に事後的な開示報告書あるいはガバナン
ス報告書とするか。エンフォースメントにしても，英国の 2006 年会社法 172 条の取締役
にかかる成功促進あるいは企業価値向上義務については実際のエンフォースメント発動例
がないとされるように，ESG促進の視点からブレーキ装置を設置することは困難さも伴
う。法律要件の規定もさることながら，コードに内容を規定するとしても民事，刑事罰に
ついて会社法あるいはコードにいかに書き入れ，かつ連動させるか。刑事罰をコードある
いは上場規則に盛り込む場合の問題点，更に我が国ではグループガバナンスなど親子会社
法制のプラクティスに関するガイダンス策定を進めているが，コードと一体的な運用を進
める場合のエンフォースメントについて煮詰める必要が出てくる。
　任務懈怠責任・善管注意義務違反にしても，親子会社関係では子会社に損失が生じた場
合の子会社取締役の子会社に対する責任追及は，子会社役員は親会社から派遣されその命
令に事実上服し，半面ではグループ全体でみれば実際には利益が増加することも少なくな
く，注意義務違反としての構成は容易ではない。寧ろ忠実義務違反として異質説の立場に
立って，米国判例実務のように忠実義務の範囲を柔軟に構成して構成することも想定され
よう。攻めのガバナンスに関し，取締役における積極的妥当性にかかるエンフォースメン
トの議論として重要性があると思料する。
　ESGインテグレーションが高じて，ストロング型のエンゲージメントに進み，議決権
行使のみならず役員を機関投資家が投資先企業に派遣するに至った場合，支配株主に該当
するか否かの認定とはまた別に実質的な上下関係にある企業間で，上位企業の命令に服す
る下位企業の役員（代表取締役など）が下位企業の少数株主，あるいは上場しているので
あれば一般株主，更に従業員や顧客などに対していかなる責任を負うのか，また責任追及
者は上位企業である機関投資家の経営陣に対して責任追及ができないか。その場合，ESG
という社会的な価値の存在の故に少なくとも上位企業の経営陣は免責されやすく，ESG
投資を受けた結果心室が発生した下位企業の経営陣のみな損害倍書責任を一手に受けるの
か，上位企業の指示を受け経営を主導した結果でも同じなのか。特に上位企業から社外取
（13）Revlon,Inc.v.MacAndrews&ForbesHoldingsInc.,506A.2d173（Del.1986）.
（14）東京高判平成 25 年 4 月 17 日判時 2190 号 96 頁。
（15）飯田秀総「企業買収における対象会社の取締役の義務―買収対価の適切性について―」財務省財務総合政策
研究所「フィナンシャル・レビュー」通巻第 121 号（2015 年 3 月）135-158 頁。
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締役として派遣されている場合，支配株主であっても親会社か否かで非業務執行取締役
（Non-ExecutiveDirector）としての社外性・独立性を失う結果となりかねず，業務執行
取締役として直に責任追及を受けることも考えられる。2020 年に予定される会社法改正
では，社外取締役の業務執行性について特別調査委員会の委員となっても社外性を失わな
い規定が導入される見通しとなったが，親会社には該当しないが支配株主としてストロン
グ型エンゲージメントを進めてきた場合に派遣された社外取締役に関しては，こうした問
題点が生じうると思料する。若干の先行き懸念にかかる杞憂として指摘しておきたい。
　任務懈怠責任にしても，具体的事案におけるESGインテグレーションやエンゲージメ
ントの態様，程度等に応じて減免される可能性もある。利益相反にかかる公正性担保措置
のプラクティス・ガイドラインの在り方も同様に多様性を見せて，影響を受け変容するこ
とも考えられよう。
2．ESGインテグレーションと競争力ある戦略
　（1）ESGインテグレーションを経営戦略面から見ていきたい。「価値協創ガイダンス」
では，基本的枠組みとして①価値観（企業理念やビジョン等），②ビジネスモデル（事業
を通じて顧客・社会に価値を提供し，持続的な企業価値向上に繋げる仕組み），③持続可
能性・成長性（ビジネスモデルが持続し，成長性を保つための重要事項，ESGやリスク等），
④戦略，⑤成果と重要な成果目標（財務パフォーマンスや戦略遂行のKPI 等），⑥ガバナ
ンスを提示し，③においてESG活用をビジネスモデルおよび競争力ある戦略に組込むこ
とが想定されている。引いては日本経済全体の底上げも期待される。
　欧州における特徴として，①ESに関する対話と改善策の提案も行い，②共同エンゲー
ジメントも実施されていること，③機関投資家が開示するEngagementReport が充実し，
投資先企業以外の企業からもES項目における改善や重視すべき点が明確であることの 3
点が挙げられている。対話手法は大きくボトムアップ型とトップダウン型に区分される。
ボトムアップ型では，投資先企業からスクリーニング等によりES問題が大きいと見られ
る企業について調査を実施して対話を行う。トップダウン型では，セクターに個別のES
問題を特定化して調査後にセクターに属する企業に対して対話を行うことになる（16）。
　（2）Winter,J.（2011）（17）による機関投資家のエンゲージメントレベルについて，第 1段
階（Compliance）では機関投資家が議決権行使ポリシーを有し，議決権行使助言会社の
助言に基づき議決権行使を行うのみである。第 2段階（Intervention 関与）では投資先企
業に対する理解が求められ，対話により，短期・単発的行動として企業価値向上を目指す
事業分割など経営戦略，ESG関連の株主提案を行う。第 3段階（Stewardship）では，企
業戦略，ESG問題全般に関与して長期的価値向上を目指し，継続的に関与する。より深
（16）光定洋介「投資家から見た企業のESGの在り方－海外事例の紹介も含めて－」株式会社東レ経営研究所経営
センサ （ー2018 年 5 月）11-17 頁参照。2011 年ポーター教授・グラマー教授がCreatingSharedValue（CSV）
の論文を発表し，本業強化に繋がる戦略的CSRを CSVとして再提起を行っている。足達英一郎・村上芽・
橋爪麻紀子『ESG読本』（日経BP社 2016 年）42-44 頁。
（17）Winter, J.（2011）.Shareholderengagementandstewardship: therealitiesand illusionsof institutional
shareownership.Amsterdam:DuisenbergSchoolofFinance.p.6.
 https://doi.org/10.2139/ssrn.1867564
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く企業を理解し，情報獲得と対話が必要になる。米国ヘッジファンド・アクティズムは第
2段階，欧州の年金基金などは第 3段階にあり，我が国もダブルコード導入により第 3段
階のエンゲージメントが求められている。また「支配する株主」としてのアクティビスト
による行動とスチュワードシップ・エンゲージメントとは明確に区別される（18）。
　1987-1999 年における 5つの米国年金基金のコーポレート・ガバナンスに関する株主行
動（アクティビズム）の効果に関する分析では，年金基金による効果的なアクティビズム
としてモニタリング効果（買収成功確率の増加），パッシブ戦略としては市場に影響力の
高い問題に取り組むスピルオーバー効果，アクティブ戦略の場合には企業固有の問題に取
り組むスペシフィック・リスクの効果，コストエフェクトに配慮した株主提案を行う効果
などが挙げられている（Guercioet.al（1999）（19）。他方，米国機関投投資家の年金基金な
どの株主アクティビズムの効果に関する実証研究では，目立った成果はないとの結論が多
い（Karpoff（2001）（20）ほか）。ヘッジファンドのアクティビズムの成果は，短期的にター
ゲット企業の株価と正の相関を見出す研究が多い（KahanandRock（2007）（21）ほか）。
3．ESGインテグレーションと対話・エンゲージメントにおけるプラクティス
（1）ESGインテグレーションとクオンツ投資
　ESGインテグレーションと対話・エンゲージメントにつき，両面から機関投資家にお
ける最新のプラクティスをみていきたい（22）。
　Dunn,Hernandez,andPalazzolo（2019）（23）に基づく ESG投資のフレームワークをみる
と，ESGに関わる投資家は問題となるような銘柄・業種を投資ユニバースから除外（静
的規範としては煙草や石炭，動的にESG，テーマ的にグリーンやインパクト）すること
に注力してきたが，ESG統合も検討するようになり，リスク・リターンの見地から総合
的投資評価のインプット（バリエーションとリスク）としてESGファクターを見るに至る。
次に投資後の責任あるオーナーシップも重要になり，投資家は議決権の直接行使か，議決
権代理行使サービスを利用して自身の意見表明ができ取締役ポストを取得するなど積極的
（18）三和裕美子「機関投資家のエンゲージメントとはなにか―国内外の機関投資家のヒアリング調査をもとに―」
『証券経済学会年報』第 50 号別冊（2016 年 1 月 31 日投稿）2-8-1～2-8-21 頁参照。
（19）GuercioD.DandJ.Hawkins（1999）“Themotivationand impactofpension fundactivism”, Journalof
FinancialEconomics（1999）.pp.293-340.
（20）Karpoff, J., 2001 ,The ImpactofShareholderActivismonTargetCompanies:ASurveyofEmpirical
Findings,UniversityofWashingtonworkingpaper.
（21）Kahan,Marcel&edwerdB.Rock（2007）“HedgeFundinCorporateGovernanceandCorporateControl”,
155U.Pa.L.Rev.p.102.
（22）鹿子木亨紀（AQRインターナショナル東京支店ポートフォリオマネージャー）「ESGとクオンツ投資」，光
定洋介（あすかアセットマネジメント株式会社／あすかコーポレイトアドバイザリー株式会社取締役・ファ
ウンディングパートナー）「ESGエンゲージメント」，パネルディスカッション「ESG投資における超過リター
ン獲得の方法論」（青木大介（マーサージャパン株式会社資産運用コンサルティング部門シニアコンサルタ
ント）「ESG投資について」・鹿子木亨紀・光定洋介，モデレーター加藤康之）『公開シンポジウムESG投資
における超過リターン獲得の方法論』京都大学経済研究所ほか主催（日本橋サテライト 2020 年 1 月 10 日）
参照。
（23）ClearingtheAir:ResponsibleInvestment,May8,2019-JeffDunn,MarisolHernandez,ChristopherPalazzolo.
 https://www.aqr.com/Insights/Research/White-Papers/Clearing-the-Air-Responsible-Investment
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なエンゲージメントを追求することも可能となる。即ち議決権の直接行使（ESGを意識
あるいは焦点を当てる），エンゲージメント（開示，キャンペーン），アクティビズム（取
締役ポストや株式取得），直接経営（プライベートエクイティ（PE），その他の非流動資産）
の各段階が考えられる（24）。
　ESGが投資パフォーマンスに役立つかについて，良好なESG特性は中期に及び低い統
計的リスクと相関を持つことが示されている。ESGが投資リターン目標より優先される
目標としての意味を持つことについてはやや懐疑的となり，非財務的ESG目標を持たず
に運用された類似ポートフォリオよりは結果が悪化すると予想されることが指摘される。
　次に非財務的ESG情報を定量化できるか，については企業利益におけるアクルーアル
（会計発生高）がある種のガバナンス情報を把握し，単に間接的にESGと相関を持って
いるのではなく，期待リターン改善に役立つESGシグナルになり得る。アクティブマネー
ジャーにおいて優良なESG企業かどうか他の投資家よりも正確，かつ早く見分けること
ができれば投資の優位性につながる可能性がある。
　投資家がポートフォリオにおいて非財務的目標に対処する方法には，スクリーニングと
ある要因に着目して銘柄ウェイトを傾斜させ高い収益を目指すティルティングがあるが，
スクリーニングは直接的で広く使われている。代表的には悪いESG特性を持つ銘柄を除
外するネガティブ・スクリーニング，高いESG特性を持つ銘柄にユニバースを特化させ
るポジティブ・スクリーニングのほか，間接的スクリーニングとして狭い範囲のESG指
向のベンチマークを選択する方法もある。もっとも気候変動における二酸化炭素など広い
範囲の制約を意識する場合，スクリーニングは実務的ソリューションではない可能性もあ
り，ポートフォリオレベルの制約を通じたティルティングが優位性を持つこともある。ス
クリーニングの従来型の制約がジレンマを引き起こす懸念もあり，投資家は企業に悪い感
情を抱く一方，当該企業が変化することも望んでいる可能性がある。
　ティルティングについては，ESG投資ファクターを構築し，ポートフォリオにおける
銘柄のウェイトをESG特性の関数として変化させること，あるいはポートフォリオレベ
ルでESG制約を課してポートフォリオ全体でベンチマークより高いESGスコアが出せる
べくオプティマイザーにより銘柄選定とウェイト付けをすることの 2つの手法がある。利
点としてスクリーニングよりも効率的な実施ができ，投資の歪みを少なくしてESG目標
を達成できる可能性がある。気候変動を意識したポートフォリオとして，炭素にかかる仮
想期待超過リターンの事例も示されている。
　ESG投資のアプローチについては次の分類もある。①インテグレーション（投資分析・
判断にESG要素を取り込む），②スチュワードシップ（受託者として権利義務を行使する），
③テーマ運用（持続可能性に寄与する領域に資金配分を行う），④スクリーニングに分け
る考え方もあり，①から③では収益性向上が目的となり，①ではリスク管理，②では資本
市場の機能向上，③では社会環境改善のインパクトが加わる。④ではリスク管理と投資価
値と倫理基準の調和が目的となる。
　次にESGはシステマティック（クオンツ）運用の相性がよいことが述べられる。裁量
（24）鹿子木亨紀・前掲（注 22）「ESGとクオンツ投資」，AQRCapitalManagement,LLC,PSG 資料「Alternative
Thinking」2019 年第 4四半期責任ある資産選択 : ポートフォリオ判断におけるESG」1-20 頁参照。
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的運用マネジャーに比べ，クオンツ運用マネジャーは非財務的目標を戦略に組み込む上で
一定の優位性がある。ESGファクターのパフォーマンス要因を抽出でき透明性が高いこ
と，代替ソリューションテストやESG考慮による機会コストといったポートフォリオ運
用の計算も容易であることが挙げられる（25）。マネジャーとしては，当該ESG情報がポー
トフォリオに取り入れられ，ポートフォリオに与える潜在的な影響について説明が必要と
なる。
（2）ESGエンゲージメント
　ESG投資を巡る流れを見ると投資倫理から，国連による PRI（責任投資原則）策定や
SDGs（持続可能な開発目標）採択など投資原則へと向かっており，当初はネガティブス
クリーニングが主流で投資リターンとの関連性が希薄であったが，徐々にポジティブスク
リーニングに移行し，国連の原則策定などを契機にESGインテグレーションなど成長戦
略としてESGを見ることに繋がり，投資先企業も重要な経営課題として設定することに
なる（26）。
　CSRからサスティナビリティへの流れもあり（27），1980 年代は法令遵守・リスク管理型
CSR（環境関連法令遵守，リスク管理，社会貢献），2000 年にかけてトリプルボトムライ
ン型CSR（効率的操業，説明責任，積極的情報開示），更に 2000 年代以降はコーポレー
トサスティナビリティ（長期的思考，ステークホルダーマネジメント，課題解決型革新）
へと段階が移行している。
　ESG投資の重要性への認識とともに，ダブルコードに見るような投資家と経営陣の持
続的成長，中長期的企業価値向上に向けた対話・エンゲージメント重視の動きが顕著にな
り，サスティナビリティに向けたESGエンゲージメントに対する認識が高まっている。
　ESG投資については別の視点から分類が試みられ，戦略分類（3つ），投資手法（7つ）
に分けて，①ESG準拠として，（a）ネガティブ・スクリーニング，（b）ポジティブ・ス
クリーニング，（c）国際規範スクリーニングがあり，②ESG認識として，（d）ESGイン
テグレーション，（e）ESGテーマ投資，（f）インパクト投資がある。③最後にESG変革
として，（g）ESGエンゲージメントが位置づけられる。ESGインテグレーションでは，
投資プロセスにESG要因を組入れ投資判断を行い，企業価値への影響を考慮する。ESG
テーマ投資では，ESGの特定テーマを選択しポートフォリオを構築し，成長産業として
の再生可能エネルギー投資などを行う。インパクト投資では，社会問題や環境問題の解決
を目的とした投資を行う。またESGエンゲージメントでは，ESG課題について株主とし
て議決権行使，対話と通じて変革を促すことになる（28）。
　次に ESGエンゲージメントを段階別に整理すると，①ウィーク型（Weak），②セミ
ウィーク型（Semi-Weak），③セミストロング型（Semi-Strong），④ストロング型（Strong）
に分類でき，①から④に向かうにつれて投資先 1社に対する対話コストは徐々に高まり，
各企業のESG問題への知見が高まっていくことになる。主要な情報収集先は，①では投
（25）鹿子木亨紀・前掲（注 24）16-17 頁。
（26）光定洋介・前掲（注 22）「ESGエンゲージメント」1-30 頁参照。
（27）PWC`sViewVol20.
（28）あすかアセットマネジメントの整理による。
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資先企業，②は同業他社，③と④ではNGOやグローバル企業等，更に④においては企業
の内部情報の一部にも拡大する。エンゲージメント活動の内容は，①では議決権行使，②
はESG項目の改善要求，ESG開示要求，③はESG問題の具体的改善策提案からNGOや
グローバル企業等へのヒアリングなどを通じてベストプラクティスを考案，更にはベスト
プラクティスの提示に至る。④の段階では，企業の内部に近い形でエンゲージメントを図
り，社外役員等の立場でESG改善提案を行う。
　我が国のESG投資の現状を見ると（2018 年），ネガティブ・スクリーニング（2.1 兆円）
もあるが，ESGエンゲージメント（1.0 兆円）と ESGインテグレーション（1.8 兆円）が
多いことが窺える。欧米では SRI 投資の傾向が強いが，エンゲージメントとインテグレー
ションも増加しつつある（29）。
　統合報告書発行企業は増加し，ESG関連項目について開示を行っているが（84％），社会・
環境と自社の戦略目標等に関する記載（組織のレジリエンス，ビジネスモデルの変革の必
要性の認識）まで行う企業（52％）は今後増加が期待される（30）。
　ESGエンゲージメントから期待できる理論的リターンとして，①将来キャッシュフロー
の割引率低下，②顧客への売り上げの増大，業績低下の抑制，③ESGインデックスに入
ることで株式需給が改善すること，④経済・市場全体の底上げとダウンサイドリスク抑制
が述べられるが，②ではESGを配慮しない企業からは調達が制限され，BtoC 企業では消
費者からの評判リスクが高まることになる。④は，金額の大きい年金基金を運用するユニ
バーサル・アセットオーナーにおいて特に重要な問題となる。
　今後は，企業が社会的責任（CSR）に基づき行う活動の中で，CSV（CreatingShared
Value）活動，社会貢献に結び付く仕掛けを取り入れるマーケティングなどが企業価値向
上に繋がることが指摘される。また我が国の機関投資家は欧米と比較してG（ガバナンス）
に関しては遜色がないレベルにあり，エンゲージント手法もコスト・リターンを考慮して
行われている。セミストロング型（社外取締役との面談）およびストロング型（社外取締
役候補の提示，社外取締役派遣）においては社外取締役を軸に関わりを強めている。反面
で，環境（E），社会（S）に関するエンゲージメントは欧米に比して遅れが見られ，トッ
プダウン型とボトムアップ型によりエンゲージメントテーマを設定していくことにな
る（31）（32）。
（29）GlobalSustainableInvestmentReview（2018）。あすかアセットマネジメントの整理による。
（30）企業価値レポーティングラボ「国内自己表明型統合レポート発行企業リスト 2018 版」，KPMG「日本企業の
統合報告書に関する調査 2018」。
（31）ガバナンス（G）エンゲージメントのテーマも持合株式の解消，低ROE改善・余剰現金に対する方針，取締
役会構成や経営者報酬の在り方，IR（ES情報も含む開示）の改善などに及んでいる。トップダウン型では，
セクターに個別のES問題（紛争鉱物調達のコンプライアンスなど）を特定し，調査後にセクターの企業に
対してエンゲージメントを行う。ボトムアップ型では，投資先企業のスクリーニング等によりES問題が大
きくなる企業に調査を実施してエンゲージメントを行う。光定洋介・前掲（注 22）「ESGエンゲージメント」
23-24 頁。
（32）マーサージャパン株式会社においてはESGレーティングを 4段階に分け，ESG要因やアクティブ・オーナー
シップの統合を率先して行う場合を最上位に扱っている。前掲（注 22）・青木大介「ESG投資について」1-9 頁。
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九．コードの実質化，資本コストとプラクティスとESG投資
―スチュワードシップ・コード改訂，持続的成長と企業価値向上に向けて―
1．企業の持続的成長に向けたグローバルレベルの課題
　企業の持続的成長，中長期的企業価値向上についてはCGCにおいて前文，基本原則 5，
SSCでも本コードの目的において趣旨が示され，ステークホルダーとの協働や社会・環
境問題への配慮についてはCGC基本原則 2，SSC 原則 3，指針 3-3 等で掲示される。
　持続的成長に向けた株主・機関投資家と経営者の対話・エンゲ－ジメント強化に向けた
議論がグローバルレベルで活発化し，①パッシブ運用主体の中で株主権行使やエンゲージ
メントによるコーポレート・ガバナンス向上をいかに確保・促進するか。②インベストメ
ントチェーンの複雑化と地理的拡大の中で株主権行使を如何に図るか。③機関投資家のス
チュワードシップ責任，経営者との建設的対話促進に向けた規範のソフトロー化あるいは
部分的ソフトロー化の進展も想定される。④株主以外のステークホルダーの利益，社会・
環境問題への配慮の要請が強まり，国連責任投資原則（PRI），機関投資家のESG投資の
重視，投資先企業における SDGs に向けた経営（2015 年国連「世界を変える：持続的発
展のための 2030 年のアジェンダ」）等との整合性も求められる。
2．コードの実質化とプラクティス，対話・エンゲージメントとESG投資ならびに資本
コストおよび企業価値向上
　スチュワードシップ活動やESG問題などステークホルダーとの対話が会社役員や資産
運用業者の善管注意義務あるいは忠実義務と抵触する怖れはないかについては中長期的視
点を導入し洗練された株主利益最大化論を採り，株主利益との統合あるいは両立を図らん
としている英国の議論や法制度の検討がなされる。むしろ中長期的利益の増大に繋がり，
株式市場の効率性を念頭に市場全体のリターンの底上げに資するという考え方もある。ス
テークホルダーへの配慮が取締役等の視点からも検討され，株主，投資家，金融資本市場
を総合的に考慮した施策が必要になる（33）。
　機関投資家側の国連 PRI 原則に依拠したESG投資，投資先企業における SDGs の 17
項目の自社の事業活動への取込みなど，幅広いステークホルダーに対する配慮が企業と社
会の共通価値創造（CSV）を通じ，企業価値の持続的向上，機関投資家の長期的リターン
拡大に繋がる新しいコーポレート・ガバナンス発現の局面に向かいつつある。攻めのガバ
ナンスに向けて不祥事防止に留まらず，中長期的に企業価値向上ひいては経済再活性化を
図るべく，ガバナンス改革を成長戦略の骨子に据えた制度設計が継続的に政府主導ともい
える形で推進されている。コードの実質化ならびにプラクティス，株主・機関投資家と経
営陣の対話・エンゲージメントを進め，中長期的企業価値向上と持続的成長を図らんとす
る政府・金融庁，経済産業省あるいは証券取引所の方向性は基本的に是とされよう。
独立社外取締役導入は上場企業においても急速に進み，取締役会の過半数を目途とし，
（33）神作裕之「企業の持続的成長と会社法・金商法上のいくつかの論点」東京大学比較法政シンポジウム『グロー
バル・ガバナンスの実務と最新諸論点―日本企業の国際競争力強化に向けて―』講演（2019 年 2 月 27 日）
1-50 頁。
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ダイバーシティあるいは資本コストに基づく資本政策改善など形式的対応から実質化に向
けた段階に移行しつつある。株主との対話，エンゲージメントあるいはステークホルダー
やESGなど非財務情報，国連の提唱する SDGs への配慮も強く求められ，ESGリスク・
対話と資本コストへの反映など実質化が進み，経営陣としても対応が焦眉の急となる。
　投資判断とESGファクターのインテグレーション手法は機関投資家によって異なるが，
ESGファクターはフリーキャッシュフローモデルの調整などにおいて単独で精査するも
のでなく，資本生産性や財務戦略と一体となって初めて評価が可能となる。ESGは長期
投資家にとって潜在的財務リスクであり，企業価値の持続性を担保する目的でリスク管理
の観点から体系的に精査している。長期的企業価値の持続性についてのリスク認識を払拭
できれば投資家との信頼関係や期待値を反映した資本コストは低減し，IRプレミアムの
付与を通じて企業価値は向上する。資本生産性と持続性（ESGファクター）を踏まえた
対話の効果として機関投資家はバリュエーション評価にプレミアムを付し，結果的に株主
資本コストの低下をもたらし，企業価値が株価に反映されやすくなることが指摘される（34）。
　ESGを切り口とするリスクマネジメントに関し，資本コスト低減と企業価値向上，資
本生産性・財務戦略・ESGの一体性について，①投下資本とリターン（利益・フリーキャッ
シュフロー）の関係が資本生産性で表象される（ROE，ROIC（投下資本利益率））。②投
下資本と資本コストの関係について，最適資本構成実現による資本コスト低減を財務戦略
によって図る。③資本コストとリターンを繋ぐものがESGファクターとなり，（a）ESG
ファクターによって，リスク対応による持続性担保や短中長期の収益機会を通じたリター
ン創出がされる。（b）ESGファクターによって，リスク認識低下に伴う資本コスト低減・
IRプレミアム獲得に至る（35）。
3．スチュワードシップ・コード改訂とESG重視
　日本投資顧問業協会が 2019 年 12 月 18 日公表した会員調査において，運用に際して
ESGを考慮する企業は 75.5％，日本株投資残高は約 73 兆円に上っている（SSC受入れ表
明の 239 社対象（36））。ESG投資の理由として顧客要請のほか，中長期的企業価値の維持向
上に不可欠等が挙げられる。
　更に 12 月 11 日金融庁は，SSC改定案（2020 年 3 月改訂予定）においてESG重視を明
記し，機関投資家に対しESGをいかに考慮して運用しているかを示すよう求めている（37）。
ESG 投資に関する改訂の要点は，①ESG投資を重視する内容として持続可能性に焦点を
当て（指針 1-1），投資戦略に応じて投資先企業との対話の位置づけを明確にすることを
（34）環境省「ESG金融懇談会提言概要」（2018 年 7 月 27 日）1-4 頁。直接金融市場におけるESG投資加速化，
間接金融によるESG融資促進を盛り込む。
（35）あずさ監査法人土屋大輔「ESGリスクへの対応と企業価値向上～資本コストの低減に向けたESG対話と
は～」日本証券アナリスト協会講演（2018 年 10 月 23 日）1-57 頁参照。
（36）日本投資顧問業協会「日本版スチュワードシップ・コードへの対応等に関するアンケート（第 6回）の結果
について（2019 年 10 月実施分）」1-90 頁。
（37）金融庁「「責任ある機関投資家」の諸原則《日本版スチュワードシップ・コード》～投資と対話を通じて企
業の持続的成長を促すために～（案）」スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会（2019 年 12 月
11 日）1-18 頁。
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求める（指針 1-2）。②機関投資家は，サスティナビリティを巡る課題に関する対話に当たっ
ては，投資戦略と整合的で，中長期的な企業価値の向上や企業の持続的成長に結び付くも
のとなるよう意識すべきである（指針 4-2）。
　次に②議決権行使助言会社に対して日本拠点の設置を含め人員や組織体制整備を促して
いる。機関投資家向けサービス提供者は，機関投資家がスチュワードシップ責任を果たす
に当たり，適切にサービスを提供し，インベストメントチェーン全体の機能向上に資する
ものとなるよう努めるべきである（原則 8）。議決権行使助言会社・年金運用コンサルタ
ントを含む機関投資家向けサービス提供者は，利益相反が生じ得る局面を具体的に特定し，
これをどのように実効的に管理するのかについての明確な方針を策定して，利益相反管理
体制を整備するとともに，これらの取組みを公表すべきである（指針 8-1）。
4．ESG投資のリスクマネジメントと企業価値向上に向けて
　企業の SDGs 活動と投資家のESG投資の進化を通じて，スチュワードシップ・コード
とコーポレートガバナンス・コードが求める対話・エンゲージメントが進展し，産学官連
携によるコミュニケーション進展も図られる。ベンチャー増加や大手企業の連携も進み，
内部統制やリスクマネジメント強化も自発的に行われることになろう。我が国のイノベー
ションを進展させ，攻めのガバナンスにも資するものと思料される。そのためには非財務
情報開示制度の整備，企業における長期ビジョンが伝わるコミュニケーション，ESG投
資のリスクマネジメント等が求められ，投資家のESG評価・分析を通じて長期的企業価
値向上に向けた PDCAサイクル策定が一層重要になろう。
　ESG投資に関しては，エンゲージメントに絡めた支配株主の視点のみならず，格付け
低下による競争力維持の困難さなども議論となり，ESG投資の影響の大きさを示すと共
に予測可能性と共通化等の視点からガイドライン・基準策定の課題もいずれは生じてこよ
うか。投資家側と受入れ側や格付け機関などに分けて定義，評価基準等が内容となること
が考えられる。議決権行使助言会社にかかる規制導入の議論とのアナロジーも伺えようか。
直近ではESGファンドの投資銘柄からの排除に関し，人権やガバナンスなどを数値化し
たESGスコアにより銘柄の入れ替えが図られ，労働問題発覚などを契機に米国調査機関
が格下げを行った結果，本業の業績が堅調であるにも関らず，株価動向が乖離して競争力
維持に影響が生じるという事例が生じている（38）。先述したリスク評価の問題としても注
視されよう。
［本稿は財団法人民事紛争処理研究基金の助成金に基づく研究成果の一部である］
 （2020.1.19 受稿，2020.3.6 受理）
（38） 2019 年 12 月米国MSCI は，ESGへの取組みが進んでいるとされた三菱電機のESGレーティングをAから
BBBに格下げした。2019 年 12 月 16 日日本経済新聞社。
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〔抄　録〕
　本稿では，ESGインテグレーションとシェアホルダー・エンゲージメント，更に受託
者責任と取締役等の善管注意義務・忠実義務の法的論点などを中心に，ガバナンスやリス
クマネジメントの視点を含めて考察を進めた。2018 年の世界のESG投資は約 3330 兆円
と 2年間で 34％増加，日本は 4.6 倍と突出し（GSIA調査），中長期的企業価値向上，持
続的成長を図るアベノミクスにおいて大きなウェイトを発揮し，安倍首相も 2019 年 9 月
24 日国連で ESG投資を後押しする考えを表明した。投資先企業側もESG経営推進を通
じて SDGs に貢献する姿勢を示している。12 月 11 日金融庁はスチュワードシップ・コー
ド改訂案を提示し，ESG重視を初めて明記して機関投資家にESGをいかに考慮して運用
しているかを示すよう求めるなど，ステークホルダーへ配慮も含め株主，投資家，金融資
本市場を総合的に考慮した施策に向けた動きが加速しつつあり，グローバルな観点からの
一層の検討が求められている。最後に，今般論文掲載の貴重な機会をいただいた千葉商科
大学では原科幸彦学長以下，多くの素晴らしい研究者の方々がESGに関する多面的で精
力的な御研究を展開，情報発信されており，研究会などにも出席させて頂き触発を受け，
知見を深めさせて頂いている。改めて深く，感謝申し上げたい。
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事業等のリスクの分析
―記載内容のトピックにもとづくアプローチ―
 土　屋　和　之
1．はじめに
　有価証券報告書における記述情報の開示は，開示府令が改正されて大幅な開示の拡充が
図られており，その一部はすでに適用が進んでいるところである。同時に，このような記
述情報の開示拡充の効果を検証するため，開示の実態など，記述情報の分析は，今後，記
述情報の開示のあり方を議論する上で，必要不可欠となるであろう。
　一方で，EDINET での法定開示書類の XBRL 形式の開示によって，こうした記述情報
が大量のテキスト情報として入手可能となったことから，記述情報について，これまでと
は異なる分析が可能となっている（1）。
　記述情報のなかでも，これまで取り上げられることの多かった事業等のリスクについて，
従来の研究をふまえて，単語の出現頻度をもとに文書の類似度を比較して，業種によって
事業等のリスクが似ている業種と，そうでない業種があることを明らかにした（2）。そこで
今回は，自然言語処理の分野で利用されているトピックモデルによって，事業等のリスク
の記載内容を分析し，業種による類似度の違いの中身を明らかにすることにしたい。
　本研究は次のような構成となっている。すでに前回の研究で事業等のリスク開示の導入
の背景から，開示府令の規定などを整理し，開示を対象にした研究を再検討した。その後，
開示府令が改正され，事業等のリスクについても記載内容等について改正があったことか
ら，どのような経緯で開示府令の改正が行われたのか，特に事業等のリスクについてどの
ような改正が行われたのかを概観しておく。
　次に，分析の方法と対象について検討する。本研究では事業等のリスクの記載内容をト
ピックモデルを使って推定する。先行研究をふまえて，事業等のリスクをパラグラフに分
割して，トピックモデルによる記載内容の推定を行っている。
　次に，分析の結果を検討する。まず，トピックモデルによって事業等のリスクの記載内
容がどのように推定されたのかを示す。次に，それにもとづいて，各社の事業等のリスク
の記載内容をどう決定するかを明らかにする。その結果，分析の対象となった会社全体の
事業等のリスクの記載内容を概観した上で，業種ごとにどのような内容が事業等のリスク
に記載されているのかを見ていくことにする。
　最後に分析結果をまとめるとともに，今後の課題について検討することにしたい。
（1） テキストに表れている感情を分析した感情分析や，その株価への影響に関する研究はすでに数多く行われて
いる（首藤［2019］，奥村［2018］）。
（2） 土屋［2018］。
〔研究ノート〕
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2．事業等のリスクの開示をめぐる動向
　事業等のリスクの開示については，2019 年 1 月 31 日に施行された企業内容等の開示に
関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（平成 31 年内閣府令第 3 号）により，開示
内容の拡充が図られることとなった（3）。
　この改正は，2018 年 6 月 28 日に公表された金融審議会ディスクロージャーワーキング・
グループ報告を受けたものである。この報告書では，企業価値向上のため企業と投資家の
対話を促進するため「財務情報」および「記述情報」の充実など 4 項目について提言がな
されている。このうち，記述情報を，財務情報を理解するために必要な情報であるとし，
具体的に投資家が経営者の視点から企業を理解するための情報を提供し，財務情報全体を
分析するための文脈を提供するとともに，企業収益やキャッシュ・フローの性質やそれら
を生み出す基盤についての情報提供を通じ将来の業績の確度を判断する上で重要としてい
る。その上で，経営戦略・ビジネスモデル，MD&A，リスク情報，その他について検討
している。
　事業等のリスクについては，全体としてみると，一般的なリスクの羅列となっている記
載が多く，外部環境の変化にかかわらず数年間記載に変化がない開示例も多いほか，経営
戦略や MD&A とリスクの関係が明確でなく，投資判断に影響を与えるリスクが読み取り
にくいと指摘を行っている。また，投資判断に当たっては，企業固有のリスク，リスクが
顕在化した際の影響度，リスクへの対応策等の開示が重要とも指摘している。そこで，経
営者視点からみたリスクの重要度の順に，発生可能性や時期・事業に与える影響・リスク
への対応策等を含め，企業固有の事情に応じたより実効的なリスク情報の開示を促してい
く必要があると指摘している（4）。
　ディスクロージャーワーキング・グループ報告を受けて，改正された内閣府令では，事
業等のリスクについて次のように改正が行われている。有価証券報告書に記載した事業の
状況，経理の状況等に関する事項のうち，経営者が連結会社の経営成績等の状況に重要な
影響を与える可能性があると認識している主要なリスクについて，当該リスクが顕在化す
る可能性の程度や時期，当該リスクが顕在化した場合に連結会社の経営成績等の状況に与
える影響の内容，当該リスクへの対応策を記載するなど，具体的に記載することとし，記
載にあたっては，リスクの重要性や経営方針・経営戦略等との関連性の程度を考慮して，
わかりやすく記載するように求めている。事業等のリスクに関する規定は，2020 年 3 月
31 日に終了する事業年度に係る有価証券報告書から適用されることとされているが，
2019 年 3 月 31 日から早期適用することも妨げないとされている（5）。
　また，開示府令の改正に合わせ，報告書で求められていたプリンシパルベースのガイダ
ンスとして，2019 年 3 月 19 日に「記述情報の開示に関する原則」と，投資家とアナリス
トと企業が開示の好事例について意見交換する場を設置し，そこで収集された好事例をと
（3） 有価証券報告書での事業等のリスクの開示の導入から，今回の改正までの経緯については，土屋［2018］で
整理している。
（4） 金融庁［2018,p.6］。
（5） 開示項目によって適用時期が異なっている。適用時期の概要は八木原他［2019,p.98］にまとめられている。
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りまとめた「記述情報の開示に関する好事例集」が公表されている（6）。
　原則は，総論と各論から構成され，総論では，記述情報の開示全般に共通する原則，考
え方および望ましい開示に向けた取り組みを示し，各論では，事業等のリスクなど，法令
上記載が求められている事項に関して，開示の考え方や望ましい開示に向けた取り組みを
提示している。
　事業等のリスクについては，一般的なリスクの羅列ではなく，投資家の判断に重要な影
響を及ぼす可能性のある事項を具体的に記載すること，その際に，取締役会等でそのリス
クの影響の程度や発生の蓋然性に応じて，リスクの重要性をどう判断しているかについて
説明すること，リスクの記載の順序については，取締役会等での重要性の判断を反映する
ことなどが挙げられている。
　好事例集では，各開示例として着目したポイントを原則に対応する形でコメントしてお
り，有価証券報告書だけでなく，統合報告書など任意の開示書類における開示例のうち有
価証券報告書での開示に参考になるものも含めている。事業等のリスクについては，事例
として挙げられた各社について，適切な分類が行われていること，具体的であること，わ
かりやすいことが指摘されている。
3．分析の方法と対象
　トピックモデルとは，文書が生成される過程を，確率を用いてモデル化した確率モデル
であり（7），文書の内容を表すテーマであるトピックを推定する方法である。文書のトピッ
クを推定することで，文書を分類したり，検索語に近い文書を探すことが可能になる。
　ここではトピックモデルの代表的なモデルである LDA（LatentDirichletAllocation：
潜在ディリクレ配分法）を利用する。LDA では，次のように文書の生成過程をモデル化
する。文書ごとにトピック分布が存在し，そこからトピックが生成され，トピックごとの
単語の出現分布から単語が文書に出現する。LDA では，実際に観察される文書中の単語
から，観察されないトピック分布と単語の出現分布を計算することでトピックを推定する
のである（8）。
　前回の研究では，k 平均法というクラスタリングの手法によって事業等のリスクを分類
した。k 平均法では 1 つの文書が 1 つのクラスタに属すると考え，分類が行われる。一方，
LDA では，1 つの文書が複数のトピックを持つと考えるので，トピックにもとづくクラ
スタリングとみなせば 1 つの文書が複数のクラスタに属すると考え，分類が行われる。
　本研究では，このトピックモデルによって事業等のリスクのトピックを推定し，事業等
のリスクの記載内容を分析することにしたい。分析の対象となるのは，2018 年 4 月 1 日
から 2019 年 3 月 31 日までの間に決算日を迎える 4093 社のうち，2019 年 3 月末時点で東
京証券取引所の上場銘柄一覧として業種が与えられている 3618 社の有価証券報告書であ
（6） 原則と好事例集については藤岡他［2019］に詳しい。
（7） 岩田［2015,p.iv］
（8） 計算のアルゴリズムにはいくつかあるが，アルゴリズムの詳細は本研究の範囲を超えるので，ここでは取り
上げない。詳しくは，佐藤［2015］の第 4 章を参照されたい。また，実際の分析については後述する。
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る。トピックを推定する事業等のリスクは有価証券報告書の XBRL インスタンスの該当
箇所を抽出している。このうち，2019 年 11 月 30 日までに訂正有価証券報告書が提出さ
れたものについては訂正有価証券報告書の XBRL インスタンスを使用している（9）。また，
事業等のリスクについては，2019 年 3 月 31 日の有価証券報告書から改正開示府令の早期
適用が認められているが，今回はこれを考慮していない。
　LDA に必要なデータは，単語と出現頻度をベクトルとして表現した bag-of-words であ
る。トピックモデルでは文書ごとに bag-of-words を用意する必要がある。そこで 1 社ご
との事業等のリスクを 1 つの文書とすることが考えられるが，本研究では次のようにして
事業等のリスクを分割することにした。
　BaoandDatta［2014］は米国の年次報告書 Form10-K に記載されるリスク情報である
Item1A.RiskFactor について，トピックモデルを用いた研究である。BaoandDatta
［2014］は，RiskFactor を読むと，1 つのセンテンスに 1 つのトピックが記述されてい
ると指摘している。そこで BaoandDatta［2014］は，トピックモデルを用いる場合に，
RiskFactor 全体を 1 つの文書として，そこに含まれるトピックを推定するのではなく，
1 つのセンテンスを 1 つの文書として，センテンスのトピックを推定する方法をとってい
る（10）。
　一方，有価証券報告書の事業等のリスクについても，図表 1 のように，適当な見出しの
もと，項目ごとに多くの場合 1 つの文章ではなく，複数の文章で，リスクが説明されてい
る。したがって，事業等のリスクについては，1 パラグラフ 1 トピックという記載が取ら
れているとみることができる。
　そこで，本研究では，事業等のリスクを，適当な区切り文字でパラグラフに分割するこ
ととした。適当な区切り文字で分割が困難な場合は，分割されずに複数のリスク項目が混
じってしまうため，分析の精度向上の点から，今回は分析の対象から外すこととする。こ
れによって分析の対象は 2791 社となっている。もともと複数のリスク項目の記載がない
事業等のリスクは分析の対象からははずれることになる。したがって，今回の分析の対象
となる事業等のリスクでは，記載されているリスク項目は 2 つ以上あることになる。
　また，事業等のリスクでは，リスクの記載に先立って，リスクが有価証券報告書に記載
した事業の状況，経理の状況等に関する事項のうち，投資者の判断に重要な影響を及ぼす
可能性のある事項であること，将来に関する事項は，当連結会計年度末現在に会社が判断
したものであることなどが記載されているが，この記載は，リスクの内容に関する記載で
はないことから削除する。したがって，図表 1 の事業等のリスクはパラグラフに分割し，
記載内容の説明に関する部分を削除することよって，図表 2 のように 3 つのパラグラフに
なる。
　以上から，分析の対象となるのは，2719 社の事業等のリスクに記載された分割された
24974 のパラグラフとなる。24974 のパラグラフを文書とみなし，パラグラフを分かち書
（9） ファイルの入手には 2019 年 3 月から公開されている EDINETAPI を利用している。EDINETAPI につい
ては，金融庁企画市場局企業開示課［2019］を参照のこと。
（10） BaoandDatta［2014］は，local-LDA と呼んでいる。もともとは製品やサービスに関するオンラインレビュー
の分析のために BrodyandElhadad［2010］が採用したものである。
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2【事業等のリスク】
　有価証券報告書に記載した事業の状況，経理の状況等に関する事項のうち，投資家の判断に重要な影響を及
ぼす可能性のある事項には以下のようなものが考えられます。なお，将来に関する事項については，当連結会
計年度末（2019 年 3 月 31 日）現在において判断したものであり，特に経営成績に重要な影響を与える恐れが
あるものを中心として記載しております。
　なお，以下のリスクが顕在化する可能性は，現時点において極めて低いと考えております。
（1）製品及び製品開発におけるリスク
　当社の主力製品である統合業務ソフトウェア「OBIC7 シリーズ」は現在，総売上高の半分以上を占める主
力製品であります。このコアシステムと周辺のサブモジュール群はそれを支えるプラットホームや開発言語の
進化・変遷により開発のタイミングや製品の開発手法に大きな影響を及ぼすものであり，製品開発における発
売時期の遅延やコストの上昇により業績が影響されるリスクがあるものと考えております。
（2）モチベーションの高い人材の流失とノウハウの喪失に関するリスク
　当「情報サービス業界」は他の装置産業等に比べ労働集約的な側面があり「人材のモチベーション」が，よ
りダイレクトに業績に影響する可能性のある業界であります。当社は優秀な人材の確保と育成に毎年多くの時
間とコストをかけ将来性豊かな社員の育成に努めてまいりました。仮想ではありますが，敵対的な買収者によ
る奇襲攻撃的な企業買収行為が起きた場合には，人心の混乱を招き，結果としてモチベーションの高い人材の
流失やノウハウの喪失を招くとすれば，安定的・継続的に成長・発展させていく企業活動にとって致命的な損
失であり，当社の経営成績に重大な影響を与える可能性があると考えております。
（3）顧客から預かるテストデータに関しての情報管理におけるリスク
　当社は，事業の性格上，システム導入や運用サポート時に，顧客企業のデータや情報を取り扱う場合があり
ます。取り扱いに際しては，個人情報保護法に準拠して，情報管理規定の整備，研修を通じた社員への周知徹
底，インフラのセキュリティ強化などにより，管理の強化・徹底と漏洩の防止に努めております。しかしなが
ら，情報の授受，運搬時における紛失や盗難などにより，顧客企業の個人情報が漏洩した場合には，当該顧客
からの損害賠償請求による費用発生や，社会的信用の低下などにより，当社の経営成績に影響を与える可能性
があると考えております。
図表 1：事業等のリスクの例
　製品及び製品開発におけるリスク当社の主力製品である統合業務ソフトウェア「OBIC7 シリーズ」は現在，
総売上高の半分以上を占める主力製品であります。このコアシステムと周辺のサブモジュール群はそれを支え
るプラットホームや開発言語の進化・変遷により開発のタイミングや製品の開発手法に大きな影響を及ぼすも
のであり，製品開発における発売時期の遅延やコストの上昇により業績が影響されるリスクがあるものと考え
ております。
　モチベーションの高い人材の流失とノウハウの喪失に関するリスク当「情報サービス業界」は他の装置産業
等に比べ労働集約的な側面があり「人材のモチベーション」が，よりダイレクトに業績に影響する可能性のあ
る業界であります。当社は優秀な人材の確保と育成に毎年多くの時間とコストをかけ将来性豊かな社員の育成
に努めてまいりました。仮想ではありますが，敵対的な買収者による奇襲攻撃的な企業買収行為が起きた場合
には，人心の混乱を招き，結果としてモチベーションの高い人材の流失やノウハウの喪失を招くとすれば，安
定的・継続的に成長・発展させていく企業活動にとって致命的な損失であり，当社の経営成績に重大な影響を
与える可能性があると考えております。
　顧客から預かるテストデータに関しての情報管理におけるリスク当社は，事業の性格上，システム導入や運
用サポート時に，顧客企業のデータや情報を取り扱う場合があります。取り扱いに際しては，個人情報保護法
に準拠して，情報管理規定の整備，研修を通じた社員への周知徹底，インフラのセキュリティ強化などにより，
管理の強化・徹底と漏洩の防止に努めております。しかしながら，情報の授受，運搬時における紛失や盗難な
どにより，顧客企業の個人情報が漏洩した場合には，当該顧客からの損害賠償請求による費用発生や，社会的
信用の低下などにより，当社の経営成績に影響を与える可能性があると考えております。
図表 2：分割された事業等のリスク
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きした上で，ストップワードを削除し，名詞のみからなる bag-of-words を作成し（11），トピッ
クモデルによる分析を行う。
4．トピックモデルによる事業等のリスクの分析
　トピックモデルによるトピックの推定では，あらかじめトピック数を付与する必要があ
る。今回はトピック数を 30 に設定している。これまでの事業等のリスクの開示を調査し
た研究では，リスクをさまざまな基準で分類している。財務会計基準機構［2005］が開示
されたリスクを 17 に分類したのをはじめ，中野［2010］は 7 つの分類を設けて，具体例
として 10 のリスクを挙げている。また，野田［2016］は 12 のリスクカテゴリーを設けて
いる。このうち，張替［2008］で，もっとも多い 27 のリスクに分類されていること，
BaoandDatta［2014］でも先行研究をふまえ 27 に設定していること，事業等のリスクを
パラグラフに分割した際に，パラグラフのもっとも多い会社でパラグラフが 29 であるこ
となどから 30 として（12）トピックの推定を行った（13）。
　分かち書きされた 24974 パラグラフをもとに，トピック数を 30 として計算した結果，
推定されたトピックとそのトピックを代表する単語は図表 3 のとおりである。トピックモ
デルはいわゆる教師なし機械学習に当たるので，トピックモデルによってトピックのラベ
ルは付与されない。また，トピックの番号は順不同である。
　以上のようにトピックが推定されたので，各パラグラフのトピックを次のように決定す
る。各パラグラフについてトピックと出現確率が与えられるので，このうちもっとも出現
確率が高いトピックをそのパラグラフのトピックに決定する。たとえば図表 2 のように 3
つの分割されたパラグラフは，図表 4 のようにトピックとその出現確率が計算される。例
えば 1 つ目のパラグラフは，トピック 4 の確率が 0.033，トピック 5 が 0.373，トピック 9
が0.093，トピック 12 が 0.034，トピック 16 が 0.040，トピック 18 が 0.103，トピック 23
が 0.196，トピック 24 が 0.036，トピック 25 が 0.065 であることを示している。このうち
もっとも確率が高いのはトピック 5 なので，このパラグラフのトピックは 5 に決定される。
したがって，この事業等のリスクのトピックは，トピック 5，トピック 28，トピック 18
であると推定される。
　以上のようにして，24974 のパラグラフのトピックを決定し，各トピックの数を集計し
たものが図表 5 である。また，図表 6 はトピック 14 に分類されたパラグラフの中から 3
（11） 前回と同様，日本語の分かち書きをMeCab（http://taku910.github.io/mecab/）によって行い，MeCabが使
う辞書として，mecab-ipadic-NEologd（https://github.com/neologd/mecab-ipadic-neologd/）を使用している。
（12） 生成されたモデルの汎化能力（性能）の尺度となる perplexity をトピック数の決定の基準とすることもでき
る（佐藤［2015,pp.135-136］）が，金［2018,p.89］では，トピック数の決定にはさまざまな方法が提案さ
れているが，どの方法も決定的な方法ではないことが指摘されている。こうしたことから今回はトピック数
を先行研究などから決定している。
（13） 今回は，Python と，Python のトピックモデルのライブラリである genism（https://radimrehurek.com/
gensim/）の ldamodel を使用している。オプション等は指定していない。なお，gensim は，LDA のアルゴ
リズムとして変分ベイズ法を採用している。詳しくは以下に説明がある。https://radimrehurek.com/
gensim/models/ldamodel.html
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つを，図表 7 はトピック 28 に分類されたパラグラフの中から 3 つを挙げている。
　前回の研究では，先行研究をふまえ，業種ごとに事業等のリスクの開示の類似度に違い
があることを示した。そこで，どのようなトピックがどのくらい開示されているかを業種
トピック トピックを代表する単語
0 訴訟，重要，収入，提起，結果，関連，内容，依存，事業活動，経営
1 顧客，販売，機器，技術，製品，装置，製造，業界，医療，向け
2 契約，取引，財務，連結会計，損失，締結，重要，残高，制限，米ドル
3 取引先，債権，管理，回収，与信，信用，取引，信用リスク，悪化，お客さま
4 賃貸，不動産，物件，期間，加盟，受注，収支，案件，官公庁，予算
5 競合，競争，商品，開発，他社，市場，激化，製品，販売，新製品
6 工事，建築，ガス，受注，仕入れ，遅延，環境規制，電気，得意，請負
7 業務，体制，火災，管理体制，プロジェクト，整備，内部，組織，強化，管理
8 取引，変更，売上高，販売，特定，依存，要因，顧客，テロ，割合
9 売上高，減少，売上，傾向，商品，企業グループ，四半期，季節，構成，天候
10 契約，提携，ブランド，権利，ライセンス，手数料，提供，展開，承認，獲得
11 新規，変化，投資，計画，拡大，環境，対応，開発，確保，成長
12 給付，債務，退職，制度，費用，変更，資産，運用，計算，結果
13 動向，市場，需要，業界，住宅，販売，製品，経済状況，景気，株式
14 店舗，自然災害，災害，出店，事故，地震，大規模，設備，被害，施設
15 金利，環境，変化，経済，動向，情勢，設備投資，資金調達，調達，資金
16 リース，価格競争，シェア，同業他社，統合，顧客，介護，市場，技術革新，携帯電話
17 固定資産，減損，資産，減損損失，適用，計上，減損会計，低下，処理，保有
18 システム，情報，管理，業務，顧客，情報システム，お客様，信用，情報セキュリティ，食材
19 侵入，排除，多様，印刷，甚大，タイ，ダウン，コンピュータウイルス，発電，不慮
20 個人情報，管理，信用，情報，漏洩，外部，委託，社会的，流出，個人情報保護
21 投資，M&A，企業，技術，調査，成果，買収，出資，検討，財務
22 保有，株式，下落，有価証券，不動産，投資，時価，価値，資産，評価損
23 価格，原材料，調達，製品，仕入，供給，上昇，商品，生産，高騰
24 自動車，配送，業者，仕入，パートナー，価格，固定金利，調達，商品，相場
25 製品，品質，欠陥，品質管理，保険，問題，製造，商品，製造物責任，保証
26 知的財産権，第三者，侵害，保護，製品，知的財産，訴訟，技術，取得，他社
27 海外，為替，為替レート，取引，為替相場，換算，中国，地域，通貨，現地
28 確保，人材，育成，採用，優秀，重要，教育，社員，制度，成長
29 規制，法令，法的，許可，遵守，関連，変更，許認可，コンプライアンス，登録
図表 3：トピックとトピックを代表する単語
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ごとに見てみよう。なお，東証 33 業種のうちパラグラフの分割ができずに含まれなかっ
た 4 業種を除く 29 業種が対象となっているが，7 業種は会社数が少ないため，ここでは
除外する。
　図表 8 は，22 業種について業種ごとの 30 のトピックの記載割合を％で表示したもので
ある。業種の中でもっとも記載の多いトピックの割合を網掛けにしている。これをみると
製造業中心にトピック 23 の記載が多くなっている。また，他のトピックの記載割合が多
い業種でも，いくつかの特定のトピックの記載が多い。一見全く違う業種であっても，認
識しているリスクが類似していると考えられる。
　前回の研究で行ったクラスタリングによると，銀行業，情報・通信業，建設業，不動
産業，小売業で類似度が高いことが明らかになった。このうち不動産業は唯一トピック
29 の記載割合が多くなっている。また，銀行業と情報・通信業ではトピック 18 が，小売
業と建設業ではトピック 14 がそれぞれ多くなっている。一方で，クラスタリングでは把
握できなかった，トピック 5 の記載割合が高い医薬品と電気機器，トピック 8 の記載割合
の高い輸送用機器，トピック 14 の記載割合が高い繊維製品，卸売業，トピック 18 の記載
割合が高いサービス業，トピック 27 の記載割合の高いゴム製品と精密機器が特徴的であ
ることが理解できる。
　事業等のリスクに関する議論では，同じようなリスクが記載されていることが指摘され
ている。これは，今回推定されたトピックのうち，同じトピックの組み合わせが記載され
ていること，と考えることができるだろう。
　重複，順番を無視して，全く同じトピックが記載されているケースを調べると，6 社が
同じトピックを記載しているケースが 1，5 社が同じケースが 1，4 社が同じケースが 8，
（4,0.033）,（5,0.373）,（9,0.093）,（12,0.034）,（16,0.040）,（18,0.103）,（23,0.196）,（24,0.036）,（25,0.065）
（3,0.119）,（8,0.037）,（10,0.058）,（16,0.087）,（18,0.076）,（21,0.127）,（28,0.474）
（1,0.111）,（7,0.030）,（12,0.037）,（18,0.524）,（20,0.224）,（25,0.026）,（28,0.029）
図表 4：図表 2の各パラグラフに与えられたトピックと確率
図表 5：24973 パラグラフのトピックとその数
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3 社が同じケースが 21，2 社が同じケースが 164 となっている。したがって，残りの 2357
社は同じトピックの組み合わせの記載の会社はいないことになる。
5．おわりに
　本研究では，文書のトピックを推定するトピックモデルを使って，事業等のリスクの記
載内容を分析した。事業等のリスク全体を 1 つの文書として扱うのではなく，事業等のリ
スクをリスク項目ごとに分割し，リスク項目が記載されたパラグラフを 1 つの文書として
扱ってトピックモデルを使用している。
　本研究で明らかになったことは次の 2 点である。1 つ目は，パラグラフを 1 つの文書と
したことによって，おおむねトピックが推定できている点である。事業等のリスクには多
くのリスクが記載されることから，全体を 1 つの文書として扱うと，分割したときに比べ，
　自然災害，天候，伝染病等冷夏暖冬等の異常気象，台風や地震等の自然災害が発生した場合や伝染病が日本
国内で流行した場合，当社グループの業績と財政状態に影響を及ぼす可能性があります。これらは予期できぬ
ことですが，収益性の低下を招き，業績に悪影響を及ぼす可能性があります。
　自然災害，事故，テロ，戦争等に関するリスク当社グループが事業活動を行っている地域では，地震，台風
等の自然災害の影響を受ける可能性があります。同様に火災等の事故災害，テロ，戦争等が発生した場合，当
社グループの拠点の設備等に大きな被害を受け，その全部又は一部の操業が中断し，生産及び出荷が遅延する
可能性があります。また，損害を被った設備等の修復のために多額の費用が発生し，結果として，当社グルー
プの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
　災害等の発生について当社は，地震，台風，洪水等の自然災害や火災等の事故，及び新型インフルエンザ等
の感染症の流行の発生を想定し，必要とされる安全対策や安否確認体制の構築等，事業継続計画を策定して影
響の回避に努めております。しかしながら，大規模な災害，事故等が発生した場合は，全ての影響を回避する
ことは困難であり，財政状況及び業績等に影響を及ぼす可能性があります。
図表 6：トピック 14 に分類されたパラグラフ
　人材確保・維持について当社グループの成長を支えている最大の資産は人材であり，優秀な人材の採用と維
持は当社にとって重要な課題であると認識しております。当社グループでは，優秀な人材の確保と育成につい
ては最大限の努力を払っておりますが，優秀な人材を確保・育成できない場合，また事業変革に伴うニーズに
マッチした人材の補充ができない場合，当社グループの経営成績や成長に大きな影響を及ぼす可能性がありま
す。
　人材の確保について当社グループの中核事業である建設事業は，優秀な資格者と高度な技術による施工実績
の良好な評価が，事業を継続拡大するためのベースとなっており，それゆえに優秀な人材を獲得し維持する必
要があります。当社グループの人事部門は，優秀な人材を確保するため注力していますが，当社グループが必
要とする人材が計画どおり確保できなかった場合は，当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能
性があります。
　人材の確保及び育成について当社においては人材が重要な経営資源であり，当社の中長期的な成長のために
は，採用計画に沿った人材の確保が不可欠な要素となっております。また様々な教育・研修制度や各種インセ
ンティブ制度を用意し，それらの人材の入社後においても，人材の動機付けと，徹底的な教育・育成を行って
おります。しかしながら，今後の経営環境の急激な変化等により，人材の確保や育成が計画通りに進まない場
合や，予測の範囲を超える多数の退職者が同時期に発生した場合等は，当社の業績に影響を与える可能性があ
ります。
図表 7：トピック 28 に分類されたパラグラフ
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トピックの推定が困難になるとみられる。これは，有価証券報告書の記述情報だけでなく，
近年拡大しているいわゆる ESG 情報など任意開示の記述情報の分析についても，あらか
じめ文書を分割しておけば，トピックモデルによるトピックの推定が可能になることを示
している。
　2 つ目は，対象会社全部のトピックの推定ができたことで，先の研究で明らかになった，
業種ごとの記載内容の類似度の違いが説明できることである。東証 33 業種のうち，銀行業，
情報・通信業，建設業，不動産業，小売業は事業等のリスクの記載内容は類似していると見
られる。トピックの推定によって，これが製造業を中心に記載されているトピックと比べて，
これらの 5 つの業種では異なるトピックの記載が多くなっていることが理由と考えられる。
　一方で，本研究に関連して，さらに検討を要する点として，次の 2 点を挙げることがで
きる。まず 1 点目は，事業等のリスクのパラグラフへの分割に関わる問題である。事業等
のリスクのリスク項目ごとの記載は開示府令等で規制があるわけではないため，会社に
よって数字や記号をさまざまに使用している。今回は試行錯誤で分割しているが，うまく
分割されていないケースも見られ，トピック推定に影響を与えている可能性がある。また
約 3600 社のうち分割が困難な約 900 社を対象から除いているため，東証上場会社全体を
把握できたと結論するのは難しいだろう。2 点目は先の研究でも指摘したとおり，分析に
使用する単語の問題である。汎用の辞書を用いて形態素解析を行っているので，有価証券
報告書で使用される単語が適切に分かち書きされていない可能性がある。また，分析にあ
たって除去すべき単語を決定するという問題もある。事業等のリスクを分析するために，
必要な単語，あるいは必要のない単語を決定するのは非常に困難である。こうした問題は
今後，記述情報を分析するためにはぜひとも検討しておかなければならないだろう。
　有価証券報告書の記述情報については，第 2 節で取り上げたとおり，改正された開示府
令に従った開示が行われることになる。事業等のリスクについては，リスクの記載順を重
要性の判断を反映したものにすることが求められている。本研究で示したように事業等の
リスクをパラグラフごとに区分すれば，トピックの推定と同時に，リスクの重要度をどの
ように判断しているかを分析する手掛かりとなるだろう。このように開示府令の改正に
よって，事業等のリスクの開示をこれまでとは異なる角度から分析することが可能になる
と考えられる。こうした分析についても今後取り組むことにしたい。
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〔抄　録〕
　本研究では有価証券報告書の事業等のリスクを，トピックモデルによってトピックを推
定することで記載内容を分析した。特に事業等のリスク全体を 1 つの文書として分析する
のではなく，事業等のリスクをリスク項目ごとにパラグラフに分割し，そのパラグラフを
1 つの文書として分析することで，おおむねトピックの推定が可能になったと考えられる。
推定されたトピックからパラグラフのトピックを決定し，事業等のリスクに，どのような
トピックが記載されているかを明らかにすることができた。さらに，これによって，どの
ような業種で，どのようなリスクの記載割合が高いかを明らかにすることができた。
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プラットフォーム企業と課税
 江波戸　順　史
はじめに
　プラットフォーム企業の出現により租税回避の問題がさらに深刻化している。これまで
の租税回避は，国内税法や外国税法の抜け穴を利用したものがほとんどであったが，プラッ
トフォーム企業による租税回避には，意図的か否かを問わないとすれば，プラットフォー
ムを活用したビジネスモデルから生じるものも散見される。近年のアイルランドの租税優
遇措置を濫用した租税回避は前者であり，BEPS プロジェクトも基本的にこの形の租税回
避を対象としている。GAFA は代表的なプラットフォーム企業であり，双方の租税回避
に関わるが，特に最近では後者の租税回避との関係から世界的な注目を浴びている。
　このような状況のなか，プラットフォーム企業による租税回避に対処すべく，国際課税
システムが改革されつつある。ネット上のプラットフォームを活用するビジネスは，従来
のビジネスとは異なり，支店などの PE（恒久的施設）がなくても成立する。そのため「PE
なければ課税なし」という国際課税原則を厳守すれば PE がないのだから課税できない。
しかしながら，この場合，所得の源泉地である市場国において課税は必要ないのか。もし
課税できるとすれば，どのような方法が考えられるか。また，2019 年に公表された
OECD ポリシーノートにおいて，これまで国際課税の大原則であった独立企業原則の超
域（gobeyondthearm’slengthprinciple）が示唆されているが，これに対しても課税の
必要性や課税の仕方について答える必要があろう。
　OECD はプラットフォームを活用するビジネスモデルから生じる租税回避の解決に向
けて動いているが，イギリスやフランスなどの欧州諸国では，OECD の決定を待つこと
なく，独自にデジタル課税を実施している。他方で，アメリカ，イギリス，インドは，独
立企業原則の超域を踏まえた具体的な方法を提案している。アメリカ及びイギリスの提案
は残余利益分割法を基礎としたもので，インドの提案は定式配賦方式である。2019 年 10 月
には事務局提案として統合アプローチ（UnitedApproach）を世界に向けて公表している。
　本稿では，以上の問題意識のもと，プラットフォームを活用したビジネスモデルによる
租税回避を防止し，市場国がプラットフォーム企業に課税する仕組みについて検討する。
1 では，プラットフォーム企業と租税回避について考察する。2 では，日本や欧州におけ
る租税回避の防止とデジタル課税について検討する。3 では，プラットフォーム企業課税
に関する OECD 提案について考察する。
〔研究ノート〕
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1．プラットフォーム企業と国際的な租税回避
（1）プラットフォーム企業とビジネスモデル
　プラットフォーム企業は，「2 つ以上の顧客グループを誘致・仲介し，相互作用・交渉
させてビジネスできるようにすることで大きな価値を生み出す企業」と定義される（1）。し
かしながら，この定義に合致する純粋なプラットフォーム企業はほとんどなく，プラット
フォームを含む複数のビジネスモデルを基礎とする「プラットフォーム推進型エコシステ
ム」こそが，一般に言うところのプラットフォーム企業であると考えられている（2）。
Google，Apple，Facebook，Amazon，いわゆる GAFA もまた，プラットフォーム推進
型エコシステムに含まれる（3）。
　GAFA のビジネスモデルをみると，もちろんプラットフォームを基盤したビジネスが
行われている。なお，プラットフォームとは「多くの顧客向けに，さまざまな製品やサー
ビスを展開する環境」である（4）。プラットフォーム企業のビジネスモデルには，①マーケッ
トプレイス，②ソーシャルネットワーク，コンテンツネットワーク，③コンピューターの
OS とそれに関連するアプリストアがある（5）。
　この分類に従えば，創立当初は書籍のオンラインショップであった Amazon は，中古
本を売りたい人と買いたい人を仲介していたので，そのビジネスモデルは①である。
Facebook は，情報や写真，メッセージを投稿する者とそれを見る者が出会う SNS を構築
しているので②である。Apple はネット上で音楽や映像コンテンツを流通させる
iTunes，Google もまた GooglePlay という App ストアを提供しているので③に該当する。
　ただ，先述の通り，GAFA は純粋なプラットフォーム企業ではなくプラットフォーム
推進型エコシステムである。例えば，Amazon は中古本のオンライン書店から出発したが，
現在その事業は多種多様化している。レイエ＝レイエ（2019）によれば，プラットフォー
ム推進型エコシステムとは，「ひとつ以上のプラットフォーム事業から大きな価値を生み
出している組織グループ」であるが，Amazon もアマゾン・マーケットプレイス，
Android 用ソフトウェア（OS，アプリストア），Twitch（ライブストリーミング配信プラッ
トフォーム兼ゲーム愛好家コミュニティ）という複数のプラットフォームを有するプラッ
トフォーム推進型エコシステムを構築している。さらに，FBA（FulfillmentbyAmazon）（6）
（1） レイエ = レイエ（2019）p.45．
（2） レイエ = レイエ（2019）p.55．
（3） 本稿でもプラットフォーム企業という場合，プラットフォーム推進型エコシステムを意味する。なお，エコ
システムとは，お互いに依存し合いながら共同で製品やサービスを顧客に提供している組織グループである
（レイエ = レイエ（2019）p.55.）。
（4） 森信（2019）p.25．
（5） レイエ = レイエ（2019）p.27．①マーケットプレイスでは，製品やサービスを売りたい人（生産者）とその
製品やサービスを買いたい人（利用者）が結びつけられる。②ソーシャルネットワーク，コンテンツネットワー
クにより，情報やコメント，メッセージ，動画写真などを共有することで利用者同士がコミュニケーション
を取れる。さらに，広告出稿者や開発者，コンテンツ制作者などのサードパーティと利用者がつながる。③
コンピューターなどの OS とそれに関連するアプリストアのもと，さまざまなアプリと利用者をマッチング
させる。
（6） Amazon が出品者に代わって商品を保管，仕分け，梱包，発送するサービス
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やアマゾン・プライムが組み込まれることでプラットフォームが強化されている。その他
にキンドルやアレクサなどもプラットフォームの強化に寄与している。このようなビジネ
スモデルは Amazon と同様に Google，Apple でもみられる（7）。
（2）プラットフォーム企業と国際課税
　以上のように，プラットフォーム企業のビジネスモデルは，インプット／アウトプット
などの従来のビジネスモデルとは異なるものである。特に異なる点は，森信（2019）が指
摘するように，市場国に活動拠点（PE，PermanentEstablishment）がなくてもビジネス
が成立することである（8）。インプット／アウトプットであれば，現地にある支店などを通
じてビジネスを展開するのが一般的であるが，プラットフォーム企業のビジネスモデルは
そのような形ではない。
　このようなビジネスモデルは，市場国において課税問題を引き起こす可能性がある。す
なわち，所得の源泉地である市場国がその所得に対して課税できなくなる。原則として，
国際課税においては「PE なければ課税なし」を基本する。そのため，従来のビジネスモ
デルであれば，支店などの PE が存在したので市場国はそこに帰属する所得に課税するこ
とができるが，プラットフォーム企業のビジネスモデルでは，PE が必要ないので結果的
に市場国において課税ができないことになる。
　さらに，これまで国際課税において問題視されてきたのは二重課税であった。同一の所
得に対して 2 カ国が課税する場合に国際的な二重課税が生じる。しかしながら，プラット
フォーム企業のビジネスモデルにおいては二重非課税が問題となる。PE が必要ないため
市場国で課税できないのは上述した通りであるが，タックスヘイブンが介在するとプラッ
トフォーム企業の居住地国においても課税されない場合がある。OECD の BEPS プロジェ
クトが対象とするのも国際的な二重非課税である。
（3）プラットフォーム企業の租税回避の変質
　プラットフォーム企業による租税回避はその性質から 2 類型に区分できると考えられ
る。ある国の税法の抜け穴や租税優遇措置を濫用した法的租税回避とビジネスモデルの本
質から意図せずに生じる経済的租税回避である。法的租税回避は一般的に議論される租税
回避であり特段の説明は必要ないであろうが，経済的租税回避は，市場シェア拡大を目的
とした移転価格の操作から意図せず生じた租税回避のように経営戦略やビジネスモデルか
ら生じる。そのため，経済的租税回避は市場的な性質が強い問題であり，その防止にはか
なりの困難が伴うことは想像に難しくない。
　OECD は 2013 年に BEPS プロジェクトを立ち上げて以来，プラットフォーム企業によ
る租税回避の問題に取り組んできたが，この段階で防止すべきは法的租税回避であった。
Apple，Google による租税回避がその代表であり，Apple 事案と Google 事案では複数の
関係国の租税優遇措置が濫用されている。例えば，Google 事案では，ダブルアイリッシュ・
ウィズ・ダッチサンドウィッチが主因として考えられるが，そのベースにあったアイルラ
（7） 詳しくは，レイエ＝レイエ（2019）pp.93-114 を参照。
（8） 森信（2019）pp.33-34．
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ンドの管理支配主義，オランダとアイルランド間の租税条約，アメリカのチェック・ザ・
ボックス・ルールが巧みに利用された結果，法的租税回避が Google によって完遂された。
　Amazon もまた違う形で法的租税回避を企てている。日本の税務当局が Amazon に課
税する場合にも「PE なければ課税なし」を原則とするが，Amazon の日本にある倉庫が
その PE に該当しないとの考えから，これまで Amazon は日本において課税されること
はなかった。確かに，この問題が Amazon の意図したものでなければ，新たなビジネス
モデルとして捉えられるのかもしれないが，税法上は PE（支店 PE）認定の人為的な回
避による法的租税回避と認識される。
　また，日本にはアマゾンジャパン合同会社（以下「アマゾンジャパン」）があるが，コミッ
ショネア契約を Amazon との間で締結しているため，アマゾンジャパンは PE（代理人
PE）と認められず，その結果 Amazon は日本の課税を逃れている（法的租税回避）。確
かに，この場合，アマゾンジャパンは日本法人として課税されるはずであるが，森信（2019）
によれば，コミッショネア契約のもと Amazon に支払う「委託手数料がコストに 3％程度
上乗せした水準に設定されているので，経費を差し引いたネットの所得は少なく，わずか
な課税しか生じない」ことになる（9）。
　そして今，問題の中心になっているのが経済的租税回避である。プラットフォーム企業
のビジネスモデルでは，支店などのような PE がなくともビジネスが成立する。この場合，
PE が存在しないのだから市場国がプラットフォーム企業に課税するのは困難であり，市
場国の立場からするとこれは租税回避（10）とみなすことができよう。しかしながら，プラッ
トフォーム企業にとっては，単なるビジネスによる結果であり，租税回避を意図してはい
ないかもしれない。例えば，Google の検索サービスやオンライン広告はネット上のビジ
ネスなのだから，当然 PE は存在せず，市場国が課税できないとしても，これは Google
からすればデジタルビジネスの本質であろう。
　ビジネスを展開する中で生じるこのような経済的租税回避は，一般的にみても租税回避
は白黒を明確にするのが困難であると考えられているのに，法的租税回避よりも市場性が
高いため税法の枠組みで防止するのは容易ではないであろう。
2．諸外国による租税回避の防止と課税
　諸外国の動向をみると，プラットフォーム企業に対する課税の仕方は次のような 2 つの
形に区分できよう。【A】租税回避の原因を取り除いた上で課税，【B】新税導入による課
税である。【A】に関しては，法的租税回避の防止を目的とする場合に効果があり，従前
と同様にまずは税法の抜け穴を塞ぎ，そして課税を可能にする。【B】は経済的租税回避
の防止に効果的であると考えられる。経済的租税回避はビジネスモデルから生じるもので，
税法の抜け穴を濫用しているわけではないため【A】という形で課税するのは困難である。
（9） 森信（2019）p.59．
（10） 課税喪失や課税漏れといった表現も考えられる。
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（1）日本における PE 見直し
①　支店 PE の定義
　日本は【A】の形をとっている。プラットフォーム企業（特に Amazon）による租税回
避を防止するために，まずその原因となっている PE の定義が 2018 年度税制改正におい
て見直された。この場合の租税回避と関係するのは，いわゆる支店 PE である。その内容
をみると，改正前にあった「ただし，資産を購入したり，保管したり，事業遂行のための
補助的活動をしたりする用途のみに使われる場所は含まれません」という但し書きが削除
され（11），改正後は「非居住者等の国内にある事業の管理を行う場所，支店，事務所，工場，
作業場若しくは鉱山その他の天然資源を採取する場所又はその他事業を行う一定の場所」
と定義されている（12）。
　また，注釈において，物品，商品，在庫の保管，展示，引渡しのためのみに使用又は保
有される施設等については，「準備的又は補助的な性格のもの」である場合は，支店 PE
と認められないと明記されている（13）。したがって，逆に考えれば，非居住者等による事
業の遂行上準備的でも補助的でもなく，重点的な施設については支店 PE と認定されるで
あろう（14）。この見直しによって，一度は税務当局によって倉庫以上の機能があると認め
られた Amazon の倉庫が支店 PE と認定される可能性は高まったと言えよう（15）。しかし
ながら，森信（2019）が指摘するように，日本では国内法よりも租税条約の方が優先され
るため，日米租税条約を改定しなければ，倉庫が PE であるとの判断のもと日本において
Amazon が課税されることはないであろう（16）。
② 代理人 PE の定義
　また，先述のように Amazon はコミッショネア契約を通じて PE の認定を人為的に回
避していると考えられている。BEPS 最終報告書の行動計画 7 には「PE 認定の人為的な
回避に対処するため OECD モデル租税条約の PE の定義について修正を検討」と明記さ
れ（17），OECD としてもこの問題に国際的に対処する必要があることを世界に向けて発信
している。
　日本では行動計画 7 に従うように，支店 PE だけでなく代理人 PE の定義についても修
正が加えられている。代理人 PE については「非居住者等が国内に置く代理人で，その事
（11） 改正前は「支店，出張所，事業所，事務所，工場，倉庫業者の倉庫，鉱山・採石場等天然資源を採取する場所。
ただし，資産を購入したり，保管したり，事業遂行のための補助的活動をしたりする用途のみに使われる場
所は含まれません」と定義されている。
（12） 改正後は「非居住者等の国内にある事業の管理を行う場所，支店，事務所，工場，作業場若しくは鉱山その
他の天然資源を採取する場所又はその他事業を行う一定の場所」と定義されている。
（13） 注釈には「非居住者等に属する物品若しくは商品又はそれらの在庫の保管，展示又は引渡しのためのみに使
用又は保有する施設等については，それが非居住者等の事業の遂行上準備的又は補助的な性格のものである
場合は，上記の（1），（2）に含まれません」と定められている。なお，文中の（1）は「支店 PE」，（2）は「建
設 PE」である。
（14） 財務省 HP「平成 30 年度税制改正の大綱」には「準備的・補助的な正確のものでない場合は PE に該当」と
明記されている。
（15） 森信（2019）p.57．
（16） 森信（2019）pp.58-59．
（17） 国税庁 HP「BEPS プロジェクトBEPS 最終報告書―行動計画 7」を参照。
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業に関し，反復して契約を締結する権限を有し，又は契約締結のために反復して主要な役
割を果たす者等の一定の者」と改められ，在庫保有代理人及び注文取得代理人はその定義
から削除されている（18）。
　さらに，契約締結代理人等の範囲外にある独立企業（独立代理人）に関しては，「専ら
又は主として一又は二以上の自己と特殊の関係にある者に代わって行動する場合は，この
限りではない」と明記されている（19）。すなわち，特殊の関係にある場合には，たとえ独
立的に事業を行っていようとも，当該企業は代理人 PE と認定される。なお，特殊の関係
とは，「一方の者が他方の法人の発行済株式又は出資の総額又は総額の 50％超を直接・間
接に保有する等の一定の関係にある者」を意味する（20）。したがって，Amazon とアマゾ
ンジャパンの関係をみると，双方が特殊の関係にあるのは明らかであるため，アマゾンジャ
パンは代理人 PE と認定されるであろう。その結果，特殊の関係を利用したコミッショネ
ア契約はもはや Amazon にとって有用な租税回避の手法ではなくなるはずである。
（2）英仏伊による個別的な課税
　イギリス，フランス，イタリアは【B】の形をとっている。この 3 国は OECD の決定
を待つことなく個別的にデジタル課税の執行に向けて動いている（21）。
①　フランスの個別消費税
　3 国のうち，最初に動いたのはフランスである。フランスでは，2003 年に音楽・映像コ
ンテンツの売買・貸借などに対する個別消費税が導入されていたが，2013 年にその課税
対象が国外事業者によるオンライン上のビデオ・オンデマンド・サービス（Netflix など）
にまで拡張された。さらに，2016 年には，広告収入を得て無償で提供される音楽・映像
コンテンツの提供サービス（YouTube など）までも個別消費税の課税対象に含められた。
　その仕組みをみると，課税対象となるビジネスの対価の額（付加価値税を除く）に税率
2％で課税される。この対価の額には，オンライン広告やスポンサー・リンクの表示に対
して支払われる額も含まれる。なお，当該個別消費税の納税者は，コンテンツを提供する
事業者（国内・国外事業者を問わない）である。
②　イギリスの迂回利益税
　次に動いたのはイギリスである。イギリスでは 2015 年に迂回利益税（DivertedProfit
Tax），いわゆる Google 税が導入された。その仕組みは，イギリス国内の経済活動によっ
て創出されながらも，イギリスによる課税を回避していると認められる企業利益に課税す
るというものである。迂回利益税は法人税とは別の租税と位置づけられ，その税率は法人
税率の基本税率（2018 年時点では 19％）よりも高い 25％である。その課税対象となるのは，
次の 2 つの場合である。Ⅰ）外国法人が人為的にイギリスにおける PE 認定を回避してい
るとみなされる，Ⅱ）イギリス国内に課税拠点（イギリス国内の子会社又は PE）を有す
（18） 国税庁 HP「恒久的施設（PE）（平成 28 年分以前及び平成 29 年分から平成 30 年分），及び財務省 HP「平成
30 年度税制改正の大綱」を参照。
（19） 国税庁 HP「恒久的施設（PE）（令和元年分以後）」を参照。
（20） 国税庁 HP「恒久的施設（PE）（令和元年分以後）」を参照。
（21） 英仏伊のデジタル課税に関しては，佐藤（2018）pp.8-10 を参照。
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る外国法人が，経済的実質のないビジネス又は事業体を用いて，グループ全体の租税負担
を不当に軽減している。
　また，2019 年 4 月からイギリス国内の売上高（約 14.5 億円以下の企業は免税）に関連
づけられる無形資産の利用対価として，イギリスと租税条約を締結していないタックスヘ
イブンにあるグループ企業に支払われた金額に 20％の税率で課税されることになった。
③　イタリアのデジタルビジネス税
　そしてイタリアであるが，2019 年 1 月にデジタルビジネス税（webtax）が導入され，
電磁的方法でサービスの提供が行われる場合に，課税対象となる取引の対価の額（付加価
値税を除く）に 3％の税率で課税されることになった。その課税対象となるのは，例えば
Google や Facebook によるオンライン広告やスポンサー・リンクなどである。当該サー
ビスが事業者間で取引され（BtoB），かつ顧客（対価の支払者となる事業者）がイタリ
ア国内に居住する場合に，デジタルビジネス税が課税される。ただ，課税対象となる取引
回数が年間 3,000 回以下である事業者（サービス提供者）は課税の対象から外れる。なお，
デジタルビジネス税の納税者は，対価を支払う国内事業者である。
（3）EU 英仏のデジタルサービス税
　この他には，EU，イギリス，フランスにおいてデジタル事業から生じた売上高に課税
するデジタルサービス税が検討されているが（22），これも【B】の形に含まれる。
　まず EU の動向をみると，2018 年に公表された暫定的な提案において，デジタルサー
ビス税について言及されている。その仕組みは，①インターフェイスのユーザー向けデジ
タルインターフェイスへの広告掲載，②マルチサイドのデジタルインターフェイスのユー
ザーへの提供，③ユーザーについて収集されるデータ，又はデジタルインターフェイスで
のユーザー活動から生じるデータの送信という 3 つの活動から生じた収益に対して 3％の
税率で課税するというものである（23）。なお，世界売上高が 7 億 5,000 万ユーロ超で，EU
域内の売上高が 5,000 万ユーロ超の企業を対象とする。その企業が巨大プラットフォーム
企業であるとは明記されてはいないが，世界売上高 7 億 5,000 万ユーロ超が課税条件であ
る点から，EU 提案は GAFA を課税対象の中心とするデジタルサービス税（以下「GAFA
税」（24））の導入案であると解釈できよう。
　フランスでは，2019 年 7 月には，オンラインにおけるターゲティング広告や広告目的
での利用者データの販売，仲介プラットフォーム事業，すなわち GAFA に対して課税が
可能になるデジタルサービス税が上院下院で可決された。世界売上高が 7 億 5,000 万ユー
ロ超，かつフランス国内での売上高が 2,500 万ユーロ超の企業を対象に，2019 年 1 月以降
のフランス国内売上高に対して 3％の税率で課税される。EU 提案と比べると，国内売上
高を 2,500 万ユーロ超と低く設定している点による限り，フランスでは国内でデジタル事
（22） デジタルサービス税については，大野（2019）pp.15-16，溝口（2019）pp.20-22 を参照。なお，溝口（2019）
p.21 によれば，EU のデジタルサービス税の導入時期は未定（溝口（2019）「挫折」と記されている）である。
（23） 大野（2019）p.14．
（24） Google 税にならって，巨大プラットフォーム企業 GAFA を課税対象とするデジタルサービス税を GAFA 税
と呼称する。GAFA 税という呼称は，望月（2019）p.8 において本稿よりも先に使用されている。
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業を展開する企業に広く課税するように条件が設定されている。しかしながら，世界売上
高は EU 提案と変わらない 7 億 5,000 万ユーロ超であるため，フランスでも巨大プラット
フォーム企業だけを狙い撃ちした GAFA 税の導入が決定されたと言える。
　イギリスでは，2020 年にデジタルサービス税が導入される予定であり，プラットフォー
ム企業などのデジタル事業者（国内・国外事業者を問わない）で，世界売上高が 5 億ポン
ド超の企業のイギリス関連収入に 2％の税率で課税する。2019 年 12 月の為替レートが，1
ポンドは 143 円，1 ユーロは 122 円なので，この時点では EU よりもイギリスの課税対象
が広く設定されている。ただ，この課税条件を満たすのは GAFA などの巨大プラット
フォーム企業以外にはないので，イギリスのデジタルサービス税もまた GAFA 税に他な
らない。
3．OECD によるプラットフォーム企業課税
（1）米英印による 3 提案
　2019 年，OECD はパブリック・コンサルテーション・ドキュメントを公表し，その中
でプラットフォーム企業に課税するために下記の米英印の提案を明示している。これらの
提案は，税法の抜け穴を塞いだだけでは防止が困難な経済的租税回避にも有効であると期
待できよう。また，プラットフォーム企業ビジネスでは無形資産が重要な要素になるが，
米英印の提案は無形資産にも対応可能であると考えられる。
①　イギリスによる提案
　この提案で注目すべきは，課税にあたってユーザー参加（userparticipation）を考慮に
入れる点であり，プラットフォーム企業のビジネスモデルでは，ユーザーもまた価値を創
造する主体である点が踏まえられている。イギリス提案によれば，ユーザー参加は高度な
デジタルビジネス（highlydigitalbusinesses）における価値創造の重要な構成要素であ
る（25）。イギリス提案では，この点を踏まえ，市場国に課税権を付与すべきであると提言
する（26）。すなわち，GAFA を例にすると，ユーザーは GAFA の高度なビジネスモデルの
基盤となる個人データなどを提供する形で，GAFA の価値創造に自ら貢献しているため，
そのユーザーが所在する市場国において課税できると OECD は判断したと理解される（27）。
　この考えのもと，市場国における新たな課税が推進され，その方法として提唱されるの
が残余利益分割法である。その仕組みをみると，独立企業原則に基づき通常の利益（ルー
ティン利益）を差し引いた後の残余利益（ノンルーティン利益）を各国に分割する（28）。
この手続きをみる限り，移転価格税制の残余利益分割法と異なる点はない。ただ，分割基
準については相違する部分があり注意が必要である。OECD の残余利益分割法では，価
値創造におけるユーザー貢献度に基づき残余利益が分割されるが，その貢献度を事前に各
（25） OECD（2019b）para.18．
（26） OECD（2019b）para.21,22．
（27）土井（2019）p.17 では，消費者がいる国（仕向地）での課税を踏まえ，デジタル課税が仕向地主義課税を意
味しないとしながらも，デジタル課税には仕向地主義課税というアイデアが生かされていると指摘されている。
（28） OECD（2019b）para.24．
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国合意の割合として決めることが提案されている（29）。しかしながら，移転価格税制でも
同様の問題があるが，各国が自国を優先する限り，事前に当該割合に合意するのは困難で
あると考えられ，この点が今後の課題となろう。
②　アメリカによる提案
　この提案では，マーケティング無形資産（marketing intangibles）という新たな概念が
組み込まれ，そのマーケティング無形資産との関係から市場国に課税権を付与することが
主張されている。アメリカ提案では，次の 2 点からマーケティング無形資産と市場国との
間には関係があると想定されている（30）。第 1 に，市場国において，ブランドや商標など
のマーケティング無形資産はユーザーの選好を反映し創造される。第 2 に，市場国におい
て，顧客データや顧客リストのようなマーケティング無形資産はユーザー向けビジネスか
ら創造される。
　このような関係を勘案して，アメリカ提案でも残余利益分割法のもと，残余利益（マー
ケティング無形資産に帰属する利益）をその源泉地とみなされる市場国に分割する 2 つの
方法が提言されている。第 1 の方法は，現行の残余利益分割法のもとマーケティング無形
資産を特定し，利益創出におけるその貢献度に基づき残余利益を市場国に分割するもので
ある（31）。第 2 の方法は，修正残余利益分割法（revisedresidualprofitsplit）である（32）。
この方法でも総利益から通常の利益を差し引き残余利益が算定されるのは，イギリス提案
の残余利益分割法と異ならない。その特徴とすれば，マーケティング無形資産に帰属する
残余利益を次の段階として算定することである。
　修正残余利益分割法の課題を考えると，それは分割基準の選定であり，アメリカ提案で
は売上高や収入が基準例としてあげられているが（33），それが適正か否かの検証も必要で
あろう。また，無形資産をマーケティングと非マーケティングに区分できるのか，そして
マーケティング無形資産にのみ帰属する残余利益を正確に算定できるのか疑問が残るとこ
ろである。
③　インドによる提案
　この提案で注目すべきは，重要な経済的存在（significanteconomicpresence）と定式
配賦方式（FractionalApportionmentMethod）である。
　まず，市場国がプラットフォーム企業に課税する根拠として，重要な経済的存在が位置
づけられている。経済のデジタル化や IT 技術の発展は物理的拠点がない国においてもプ
ラットフォーム企業は当該国の経済に深く関わることになる。その事実，すなわち重要な
経済的存在が，市場国を利益の源泉地と認める証となり，源泉地主義に準拠する課税が認
められるのは納得できるであろう。インド提案によれば，重要な経済的存在があるか否か
は，収入を基礎としながら，下記の要素も組み合わせて判断される（34）。Ⅰ）ユーザーベー
（29） OECD（2019b）para.24．残余利益分割法の手続き 2 を参照。
（30） OECD（2019b）para.31．
（31） OECD（2019b）para.45．
（32） OECD（2019b）para.47．
（33） OECD（2019b）para.48．
（34） OECD（2019b）para.51．
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スの存在とデータ入力，Ⅱ）市場国におけるデジタルコンテンツ量，Ⅲ）現地通貨や現地
の支払形式による請求書及び領収書，Ⅳ）現地語によるウェブサイト，Ⅴ）配達などのカ
スタマーサービスや修理などのアフターサービス，Ⅵ）マーケティングや販売促進活動。
　次に，利益の配分方法であるが，それが定式配賦方式に求められる。定式配賦方式は
OECD が厳守する独立企業原則の対極にあるため，OECD はこれまでその方式を否定し
てきた。しかしながら，経済のデジタル化が進展するなか，独立企業原則が機能しない案
件が増え，それに対応すべく現実的な選択が迫られたのだと推察される。定式配賦方式で
は，企業グループの世界的な総利益が，売上高，資産，雇用を配賦要素として関係国間で
配分されるが，インド提案では，売上高のみを配賦要素とする方式，及びこれまでと同様
に 3 配賦要素による方式などが提唱されている（35）。
　以上のように，重要な経済的存在と定式配賦方式を用いて市場国において課税できる環
境が整備される。すなわち，インド提案に従えば，重要な経済的存在に応じて定式配賦方
式によって配分された利益に市場国が課税できるようになる。ただ，配賦要素に関しては，
関係国の合意が得られなければならないが，それは非常に困難であると言わざるをえない。
これまでにも，定式配賦方式の世界的な導入が検討されたことがあったが，課題となった
のはやはり配賦要素である。どの配賦要素を用いるかにより，配分される利益に差がでる
ため関係国が簡単に合意するとは考えられない。
（2）OECD 事務局による統合アプローチの提案
　以上の米英印の提案を比較すると，一般的に考えれば，実現性が最も低いのはインド提
案の定式配賦方式であろう。ただ OECD ポリシーノートに明記されている独立企業原則
の超域（gobeyondthearm’slengthprinciple）による限り（36），定式配賦方式の実現性は
低くないであろう。他方，米英の提案をみると，イギリス提案ではユーザー参加，アメリ
カ提案ではマーケティング無形資産にそれぞれ着目する点では異なる。しかしながら，市
場国に利益を配分する方法という点では，いずれも残余利益分割法を提唱するので実現性
に差はないであろう。
　2019 年 10 月 9 日，OECD から事務局提案として統合アプローチ（UnifiedApproach）
が公表された。OECD（2019c）によれば，その仕組みは従来の残余利益分割法と定式配賦
方式を組み合わせたものである（37）。上記の 3 提案の比較を踏まえると，統合アプローチ
は，残余利益分割法か定式配賦方式かの二者択一ではなく，混合型の方法論であると言え
よう。統合アプローチによる市場国へ利益を配分する手続きをみると，下記のようにな
る（38）。全体的には残余利益分割法を基礎として，ある一定の利益率や売上高を用いて定
式的に利益を配分する点において定式配賦方式の概念が組み込まれている。
　　第 1 ステップ：企業グループの連結財務諸表から連結ベースの利益率（Z％）の算定
　　第 2 ステップ：通常の利益率（X％）と残余利益率（Y％）の算定
（35） OECD（2019b）para.52 及び 53．
（36） OECD（2019a）p.2.
（37） OECD（2019c）para.52．
（38） OECD（2019c）para.53-55 及び 58-60．
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　　　　　　　　　なお，残余利益率は Z％から X％を差し引き算出
　　第 3 ステップ：残余利益率を市場国に帰属するもの（W％）とそれ以外に区分（V％）
　　第 4 ステップ：残余利益を市場国間で売上高に応じて分配
　　
　統合アプローチで注目すべきは，連結ベースの利益率から通常の利益率を差し引き求め
られる利益率（Y％）を超過（theexcess）と認識する点である（39）。すなわち，これは，
残余利益が通常の有形ビジネスでは稼得できない利益であることを意味し，ブランドや商
標など無形資産による視認できないビジネスから得られる特別な利益であると位置づけら
れていることがわかる。また，統合アプローチによる場合，通常の利益率も残余利益率も
みなし（deemed）であり，かつ定率（fixedpercentage）である（40）。このことから，利
益率を所与とした，機械的・画一的で簡便な利益配分システムの構築が模索されたことが
確認できよう。
　具体的には，統合アプローチの対象となるのは年間の売上高が 7 億 5,000 万ユーロを超
える企業であり，その仕組みは，連結ベースの利益率のうち通常の利益率 10％を超える
部分，すなわち残余利益率を売上高に応じて市場国に配分するというものである（41）。こ
れはまだ検討段階の仕組みではあるが，おおよそこの形で作業が進むようである。特に注
目したいのが通常の利益率 10％と仮定している点である。GAFA のうち，この条件下で
対象となるのは Google と Facebook であり，Amazon は対象外になる見込みである（42）。
世界が GAFA を標的とした課税を模索するなかで対象外のあるシステム設計が是認され
るのであろうか。
　もしこの形で市場国に利益が配分され課税する仕組みが構築されるのであれば，経済的
租税回避に関してはその防止が期待できよう。いま問題なのは，プラットフォームを活用
したビジネスモデルはネットを介すので活動拠点は不要であるため，そのユーザーが所在
する市場国において課税が全くできないという状況である。それが，連結ベースで仕組み
を構築することで活動拠点の有無に関係なく，ビジネスの舞台となる全ての市場国及びそ
こを源泉地とする利益が包含され，価値創造に貢献するユーザー参加を根拠として，市場
国が課税することが可能になろう。そのため，この仕組みによれば，プラットフォームを
（出所）OECD（2019c）より作成。
（39） OECD（2019c）para.55．土井（2019）p.7 が指摘するように，資源配分の観点から，正常利潤を上回る独
占利潤に課税することは是認できよう。この考えは統合アプローチによる残余利益への課税に経済学的な意
義を与えよう。
（40） OECD（2019c）para.57-59．
（41） 日本経済新聞 2019 年 10 月 11 日（朝刊）p.5 を参照。
（42） 同紙によれば，利益率は Facebook30％程度，Google20％強，Amazon 約 5％である。
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活用したビジネスモデルから生じる課税の問題が解決されるので，経済的租税回避は完全
に防止されるはずである。ただ，定率に基づいた残余利益の算定の是非，及びその定率の
水準の決定については今後の課題になろう。
おわりに
　本稿では，プラットフォーム企業による活動拠点（PE）を必要としないビジネスモデ
ルのもと，従来の国際課税原則によらない形での，市場国における課税について検討した。
また，本稿では，租税回避に関しては，プラットフォームを活用したビジネスモデルから
生じる経済的租税回避の防止に特に焦点をあて考察した。
　プラットフォーム企業のビジネスモデルの特徴は，プラットフォームを利用したビジネ
スを展開するが，それはネット上でビジネスが成立するために関係国に PE をおく必要は
ない点である。そのため，従来の国際課税原則「PE なければ課税なし」に基づけば，ビ
ジネスが展開され，所得の源泉地となる市場国において課税ができない。この問題を解決
すべく，OECD を先導役に世界の国々が動いている。なお，日本においては Amazon の
倉庫が PE に該当するかが議論の的であったが，2018 年税制改正により PE の定義が見直
され，倉庫も PE と認識されたことで，PE 認定の人為的回避による法的租税回避は解決
に向かっている。最近では，Amazon 自ら納税する姿勢をみせているとの報道もある。
　さて，本題は経済的租税回避の防止と市場国における課税であるが，英仏伊では OECD
の決定を待つことなく，デジタル財を対象とする個別消費税，迂回利益税，デジタルビジ
ネス税が導入され，英仏伊は市場国として独自に課税を試みている。この課税により，経
済的租税回避の余地が事前にかつ強制的に消去される可能性が高まったと言えよう。また，
EU 及び英仏は，デジタルサービス税の導入に向けて動いており，その仕組みは GAFA
を狙い撃ちしたものとなっている。EU においても経済的租税回避は看過できない問題で
あり，その域内の課税を死守することは当然である。
　OECD は市場国における課税について積極的な動きをみせている。2019 年に公表した
パブリック・コンサルテーション・ドキュメントでは，米英印の提案として，ユーザー参
加，マーケティング無形資産，重要な経済的存在という概念を用いて市場国において課税
する方法が明らかにされた。そして，2019 年 10 月，OECD 事務局提案として統合アプロー
チを公表し，価値創造に貢献するユーザー参加を根拠に市場国における課税の仕方を世界
に向けて発信している。OECD の方向性としては，独立企業原則の範囲を超え，定式配
賦方式のような手続きを組み込んだシステムの構築を進めるようである。
　2013 年に BEPS プロジェクトが始動して以来，プラットフォーム企業による租税回避
に世界の注目する度合いが高まっているようである。法的租税回避に関して以前からその
防止に向けた動きがあったが，経済的租税回避の防止はプラットフォーム企業の登場を機
に生じた新しい課題である。世界がこの課題に取り組んでいるが，経済的租税回避の特質
もさることながら，各国の課税権が関わるだけに，その解決に向けた世界的な合意は容易
には得られないであろう。
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　本稿では，プラットフォーム企業による活動拠点（PE）を必要としないビジネスモデ
ルから生じる租税回避を防止し，市場国が課税する仕組みについて検討した。
　プラットフォーム企業のビジネスモデルの特徴は，プラットフォームを利用したビジネ
スを展開するが，それはネット上でビジネスが成立するために市場国に PE をおく必要は
ない点である。そのため，従来の国際課税原則「PE なければ課税なし」に基づけば，ビ
ジネスが展開され，所得の源泉地であるのにも拘わらず市場国において課税ができない。
　そのような状況のなか，英仏伊では OECD の決定を待つことなく，デジタル財を対象
とする個別消費税，迂回利益税，デジタルビジネス税が導入され，市場国として独自に課
税が試みられている。また，EU 及び英仏は，デジタルサービス税の導入に向けて動いて
いる。OECD もまた，市場国における課税について積極的な動きをみせている。2019 年
に公表したパブリック・コンサルテーション・ドキュメント及び OECD 事務局提案では，
価値創造に貢献するユーザー参加を根拠に，定式配賦方式のようなシステムのもと市場国
による課税の仕組みを世界に向けて発信している。
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個人事業が抱える会計情報の問題について
 渡　邉　　　圭
1．問題提起
　総務省が 2016 年 2 月に公表した「平成 26 年経済ネンサス―基本調査（参考表 5）」に
よれば，我が国の全企業数は 3,820,338 社（従業員数 47,935,462 名）と示されており，そ
のうち大企業は 11,987 社（従業員数 14,579,309 名）であり，中小企業は 3,808,351 社（従
業員数 33,356,153 名）であり，中小企業のうち小規模企業者は 3,238,838 社（従業員数
11,086,291 名）と示されている。全企業数を 100％とした場合，大企業は 0.31％（従業員
数 30.41％），中小企業は 99.69％（従業員数 69.59％）となる。中小企業のうち小規模企業
者は 85.05％（従業員数 33.24％）と示すことができる。大企業と中小企業の区分は，中小
企業基本法による定義により区別されている（1）。
　また，中小企業庁が 2014 年 4 月に公表した「個人事業主を巡る状況と事業承継に係る
課題について」には，我が国の企業のうち個人による小規模企業者は 54.8％と示されてお
り，いわゆる個人事業により経営する企業の割合が多いことがわかる（2）。
　中小企業庁調査室が 2017 年 4 月に公表した「2017 年版小規模企業白書　概要」によれ
ば企業規模を拡大せず持続的成長を行う企業の 8 割が小規模企業者と示されている（3）。我
が国は，創業 100 年以上の企業数が世界で最も多い国であり，帝国データバンクが 2019
年 1 月に公表した「『老舗企業』の実態調査」によれば，創業 100 年を超える企業数は
（1） 中小企業基本法における「中小企業」とは，同法 2 条に示されている。
資本金の額又
は出資の総額
常時使用する
従業員の数
企業形態 業　　　　　　種
2 条 1 項 1 号 3 億円以下 300 人以下 会社及び個人
製造業，建設業，運輸業その他の業種（次
号から第 4 号までに掲げる業種を除く。）
に属する事業を主たる事業として営むもの。
2 条 1 項 2 号 1 億円以下 100 人以下 会社及び個人
卸売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
2 条 1 項 3 号 5,000 万円 100 人以下 会社及び個人
サービス業に属する事業を主たる事業とし
て営むもの。
2 条 1 項 4 号 5,000 万円  50 人以下 会社及び個人
小売業に属する事業を主たる事業として営
むもの。
 また，同法 5 項には，「『小規模企業者』とは，おおむね常時使用する従業員の数が 20 人（商業又はサービ
ス業に属する事業を主たる事業として営む者については，5 人）以下の事業者をいう」と示されている。
（2） 中小企業庁「個人事業主を巡る状況と事業承継に係る課題について」2014 年 4 月，3 頁。
（3） 中小企業庁調査室「2017 年版小規模企業白書　概要」2017 年 4 月，17 頁。
〔研究ノート〕
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33,259 社と示されている。世界最古の企業といわれる株式会社金剛組（建設業）は創業
578 年であり，資本金 3 億円の非上場会社である。また，株式会社ういろう（製造・販売業）
は創業 1368 年であり外郎家が代々，薬や菓子を作り分家も暖簾分けもしないで経営を営
んでいる。我が国では，いわゆる老舗企業が最も多く採用している形態が非上場会社で創
業家が経営をしているスタイルである。創業 300 年以上の企業のうち 45％が上述した非
上場会社で，創業家が経営をしている企業形態を採用しているのである（4）。
　我が国では，家族経営またはファミリービジネスといった店と奥が一体となり経営を営
み，家庭が崩壊すると事業の崩壊にも繋がることから，これを回避するために一般的な規
模の拡大という企業成長とは異なり，規模の拡大をしないで持続的な成長をする個人事業
が我が国には存在するのである。
　一方で，2019 年 12 月 13 日に帝国データバンクが公表した「特別企画：飲食店の倒産
動向調査（2019 年）」によれば，倒産企業数が年々増加傾向にあるという調査結果が示さ
れた。今後，さらに個人事業においても経営者が会計情報を通じて，自ら自社の適正な事
業評価を行うことができ，財政状態及び経営成績等を把握しながら事業を展開することが
求められる。
　しかし，実質的な個人事業の会計情報は，会計や税法の規制という個人事業特有の会計
構造から会計情報が不明瞭となっている。そこで，本稿は個人事業が抱える会計情報の問
題について実務的な側面を中心に考察を行う。
2．事業の実態に対応しない会計情報
　我が国では，上述した通り全企業と比較して個人事業の割合は多い。そのため，資本と
経営が分離した，いわゆる上場企業をベースとする会計基準ではなく中小企業に対応した
会計基準の整備が行われている。中小企業に関する会計基準の整備は一定水準の構築がな
されており，今後，収益認識や電子マネー取引等の新たな取引についての制度的整備が必
要になると考えられるが，これらの研究については今後より発展していくと考える。
　しかしながら，個人事業ないし中小企業の会計制度は整備されつつあるものの企業の現
場レベルでは，会計制度に準拠した会計処理が行えるインフラ整備が整っていないのが現
状である。これは，中小企業庁の統計資料や先行研究からも指摘されており，具体的な事
例による個別の対策案がいくつか示されているものの未だ解決には至っていない。
　個人事業の会計情報について，実質的な財政状態や経営成績等が財務諸表を通じて示さ
れない原因について考察する。我が国には個人事業を含むすべての中小企業を対象とされ
た会計基準として中小企業簿記要領がある（5）。資本と経営が未分離という意味では法人化
された中小企業と個人事業の実態はほぼ同質であるが，理由については後に述べる。そこ
で，我が国の中小企業に関する会計基準について中小企業簿記要領から遡り整理する。
　我が国では，1950 年に青色申告制度が導入され，「正確な会計帳簿」の必要性が認識さ
（4） グロービス経営大学院『創業 300 年の長寿企業はなぜ栄え続けるのか』東洋経済新報社，2014 年，27 頁。
（5） 中小企業簿記要領以外にも，①中小企業庁編集『中小会社経営簿記要領』税務経理協会，1964 年。②中小企
業庁指導部編集『小売店経営簿記要領解説』國元書房，1950 年。等がある。
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れてきたため，中小企業向けに経済安定本部企業会計制度対策調査会が「中小企業簿記要
領」を 1949 年に公表した。「中小企業簿記要領」には序章で簿記を行う目的として次の 3
点が示された（6）。
　（1）正確なる所得を自ら計算し課税の合理化に資すること。
　（2）融資に際し事業経理の内容を明らかにすることによって中小企業円滑化に資すること。
　（3）事業の財政状態及び経営成績を自ら知り，経理計数を通じて事業経営の合理化を可
能ならしめること。
　我が国における中小企業会計に対する問題意識の萌芽をみることができる。中小企業簿
記要領の目的は①課税の合理化，②中小企業金融の円滑化，③事業経営の合理化であり，
中小企業は資本と経営が未分離，かつ，経営者自身が株主というケースが多い。そのため，
中小企業経営者が正確な会計帳簿に基づき自ら正確な所得を計算し，事業の状況を自ら融
資の際に説明し，自社の財政状態及び経営成績等を自己報告により理解することが必要で
あるとされたのである（7）。
　我が国での所得税（不動産所得，事業所得，山林所得のある者）は，納税者が自ら税法
に従い課税所得金額と納めるべき税額を正しく計算し，納税するという申告納税制度を採
用しており，一定水準の記帳を行い，その記帳に基づいて正しい申告をする人については，
所得金額について有利な取扱いが受けられる青色申告制度がある（8）。このことから，中小
企業簿記要領は個人事業（事業所得者，個人事業主）も対象とされる基準であるといえる。
　また，中小企業簿記要領には「簿記は，事業に関する取引を明瞭に記録するものとし，
家計と区別して整理しなければならない（事業会計・家計区分の原則）」（9）と示されており，
この原則と比較されているのが企業会計原則一般原則 3「資本取引と損益取引とを明瞭に
区別し，特に資本剰余金と利益剰余金とを混同してはならない（資本取引・損益取引区分
の原則）」であることからも個人事業が対象とされる基準であると読み取ることができる。
　その後，我が国では，中小企業に関する会計基準として，日本税理士連合会・日本公認
会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会が 2019 年 2 月 27 日に公表した「中小
企業の会計に関する指針（平成 31 年版）」（以下，「中小指針」とする）と中小企業庁と金
融庁が共同で「中小企業の会計に関する検討会」を実施し，2012 年 2 月 1 日に「中小企
業に関する基本要領」（以下，「基本要領」する）が公表された。
　中小企業庁によれば，「中小指針」は会計参与設置会社（ここでいう会計参与とは，経
営者と共同名義で会社の決算書類等を作成する専門家のことであり，公認会計士や税理士
にこの資格が認められている。）が計算書類等を作成する際に利用し，「基本要領」は，「中
小指針」と比べて簡便な会計処理をすることが適当と考えられる中小企業を主な対象とし
ている（10）。
（6） 経済安定本部企業会計制度対策調査会編集『中小企業簿記要領』大蔵財務協会，1949 年，1-2 頁及び河崎照
行『最新　中小企業会計論』中央経済社，2016 年，32 頁を参照。
（7） 河﨑照行『最新　中小企業会計論』中央経済社，2016 年，27-28 頁。
（8） 国税庁 HP：https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/2070.htm（アクセス：2020 年 1 月
9 日）。
（9） 経済安定本部企業会計制度対策調査会編集『中小企業簿記要領』大蔵財務協会，1949 年，6-7 頁。
（10） 中小企業庁「『中小会計要領』の手引き」2012 年 4 月，4 頁。
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　この 2 つの基準のうち，先に公表されたのは「中小指針」であった。しかし，「中小指針」
は中小企業にはハードルが高いと評され，普及しなかったため「基本要領」が作成された
背景がある（11）。「中小指針」を適用した企業は，中小企業庁が 2012 年 8 月 23 日に公表し
た「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果」によると 17％
となっている（12）。
　この結果をみると，「基本要領」の役割は普及という面においても重要性が高いと考え
られる。「基本要領」の内容は，我が国の企業会計原則と類似している点が多く見受けら
れる。企業会計原則は，企業会計の実務の中に慣習として発達したもののなかから，一般
に公正妥当と認められたところを要約したものである。
　「基本要領」の会計思考は期間損益計算であり，企業会計原則の会計思考を受け継いで
いる。ここで，日本企業の形態と適用される会計基準を整理してみる。
　表 1 をみると，我が国では中小企業がほとんどの割合を示している。このことからも，
「中小指針」と「基本要領」が作成された意義は会計制度のインフラ整備という意味でも
意義がある。それでは，これらが対象とされる具体的な企業形態を整理してみる。
　「基本要領」においては，会社法で規定されている特例有限会社，合名会社，合資会社，
合同会社及び株式会社（金融商品取引法適用会社と会社法上の会計参与設置会社を除く）
が適用される。以下の表で適用会社を整理する。
表 1　「日本企業の分類と適用される会計基準」
区　　　　分 会社数 割　合 連　　　　結 単　　　　体
上　場　会　社 約 3,900 社 0.16％
①金融商品取引法
　適　用　会　社
　（上場会社以外）
約 1,000 社 0.04％
②会社法適用大会社
　（資本金 5 億円，又は，
負債総額 200 億円以上）
約 10,000 社 0.40％
③上記以外の株式会社 約 260 万会社 99.4％
中小指針
基本要領
出所：中小企業庁「非上場会社の会計基準に関する懇談会　報告書」2010 年 8 月 30 日，20 頁を参考に作成。
国際会計基準の任意適用
日本基準（連結先行でコ
ンバージェンス）
日本基準
日本基準
（注）簡略化
作成義務
な　　し
（11） 山下壽文『要説　中小企業会計基本要領―中小企業版 IFRS との比較・会計処理のポイント―』同友館，
2012 年，1 頁。
（12） 中小企業庁「平成 22 年度中小企業の会計に関する実態調査事業集計・分析結果」2012 年 8 月 23 日，42 頁。
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表 2　「『中小指針』と『基本要領』の適用会社」
適　用　会　社
中　小　指　針 基　本　要　領
1．特例有限会社
2．合名会社
3．合資会社
4．合同会社
5．株式会社（金融商品取引法適用会社並びにその子
会社及び関連会社，会計監査人を設置する会社及
びその子会社を除く）
1．特例有限会社
2．合名会社
3．合資会社
4．合同会社
5．株式会社（金融商品取引法適用会社と会社法上の
会計参与設置会社を除く）
出所：日本税理士連合会・日本公認会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会「中小企業の会計に関する指針（平
成 31 年版）」2019 年 2 月 27 日，2 頁。
　　　中小企業庁・金融庁「中小企業に関する基本要領」2012 年 2 月 1 日，1 頁。参照
　このうち，合名会社・合資会社・合同会社は，会社法上「持分会社」として位置づけら
れる。「中小指針」や「基本要領」は，これらの企業について中小企業と定めており，こ
のような，株式会社や持分会社を対象とするため，報告という面よりも経営者の事業の状
況把握という面が重視されている。
　「中小指針」は，報告を重視した側面を有しているため，上記で述べたように中小企業
で普及しなかったことがわかる。これを踏まえて「基本要領」の基本概念に触れていくこ
とにする。「基本要領」では，「中小企業の多様な実態に配慮し，その成長に資するため，
中小企業が会社法上の計算書類等を作成する際に，参照するための会計処理や注記等を示
すものである」（13）と示されている。また，この考え方の前提には以下のような内容を踏ま
えている（14）。
　1．中小企業の経営者が活用しようと思えるよう，理解しやすく，自社の経営状況の把
握に役立つ会計
　2．中小企業の利害関係者（金融機関，取引先，株主等）への情報提供に資する会計
　3．中小企業の実務における会計慣行を十分考慮し，会計と税制の調和を図った上で，
会社計算規則に準拠した会計
　4．計算書類等の作成負担は最小限に留め，中小企業に過重な負担を課さない会計
　「1．中小企業の経営者が活用しようと思えるよう，理解しやすく，自社の経営状況の把
握に役立つ会計」とは，経済行為の測定し適正な期間損益計算を行うための創設規定であ
ると考える。会計において，測定とは，その対象物を貨幣的に評価する行為である（15）。
会計において，企業における経済事象を，貨幣的にどのように評価して，どのように記録
するかは極めて重要な問題である。なぜなら，企業の実態がすべて貨幣額により財政状態
と経営成績等が評価されて明らかとなるためである。
　つまり，経営者が「理解しやすく，自社の経営状況の把握に役立つ会計」とは，企業の
（13） 中小企業庁・金融庁（中小企業の会計に関する検討会）「中小企業の会計に関する基本要領」2012 年 2 月 1 日，
1 頁。
（14） 同上書，1 頁。
（15） 武田隆二『新会社法と中小会社会計』中央経済社，2006 年，2 頁。
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利益計算であり，そのためには，企業における経済行為の測定を行わなければならないこ
とから，これはそのための創設規定であると考えられるのである。
　これについて万代勝信教授は，「伝統的な企業会計における基本的な考え方，すなわち
損益計算書による適正な期間損益計算と，貸借対照表による財政状態の表示を達成するた
めに必要な最低限の会計のルールをまとめたものである」（16）と述べている。
　2015 年 6 月に中小企業の会計に関する検討会ワーキンググループから「中小会計要領
の集中普及期間の成果と今後のアクションプラン」が公表され，中小企業のうち中小企業
会計基準の認知度は全体の 24.4％と示された（17）。今後も中小企業に関する会計基準の啓
蒙活動が必要である。多くの中小企業は税理士に記帳代行を委託することがあり，同資料
から，「税理士が経営者側に会計情報を提供していない……この背景には，経営者の会計
への関心の低さが存在するという意見が見られた。とりわけ，金融借入がなく，利害関係
者も少ない企業にとって，会計は専門家に任せきりの遠い存在となっている（知る必要性
を感じていない）」（18）と示されている。
　このヒアリング調査結果では経営者の会計への関心の低さ，会計情報の不必要性が示さ
れているが，なぜ，経営者がこのような考え方に至ったのかという経緯は示されていない。
筆者が個人事業経営者へインタビュー調査したコメントの中には，月別損益分岐点や運転
資金等の会計情報を求める意見があった。また，個人事業の会計情報は実態と対応してい
ないということも要因の 1 つであると考える。
　ここでいう実態とは，個人事業は資本と経営が未分離であると同時に事業会計と家計が
一体ないし結合されて経営を行っているという意味である。また，個人事業から事業を開
始した企業は税理士と相談をしながら事業を営むことになるが，事業方針や内容に変更が
ないにもかかわらず 4 年後に法人化を行い中小企業（株式会社）となる場合がある。これ
は消費税の節税対策で行われる。消費税法において原則，個人事業者はその年（判定した
い年）の前々年，法人はその事業年度（判定したい事業年度）の前々事業年度において，
課税売上高（消費税が生じる売上高合計額＋輸出取引等の免税となる売上高合計額）が
1,000 万円を超える場合，納税義務者となる。
　個人事業として 2 年間事業を営んだ後，法人化を行い株式会社として新たに事業を開始
したとすれば，個人事業として 2 年間，株式会社として 2 年間の計 4 年間の消費税の納税
を回避するという節税対策が可能となる。
　節税対策という経営政策から，事業の実態が変化しないにもかかわらず個人事業から企
業へ変更することが実務上存在するのである。さらに，中小企業簿記要領において，事業
会計と家計は区別しなければならないと示されているが，個人事業の実態としては，事業
用と家計用の資産等が混在している場合もある。もちろん，税法上においても課税所得計
（16） 川﨑照行・万代勝信編著『詳解　中小会社の会計要領』中央経済社，2012 年。
 万代勝信「中小企業の会計基本要領」71 頁。
（17） 中小企業の会計に関する検討会ワーキンググループ「中小会計要領の集中普及期間の成果と今後のアクショ
ンプラン」2015 年 6 月，2 頁。（中小企業 862 社回答・回答率 17.2％）
（18） 中小企業の会計に関する検討会ワーキンググループ「中小会計要領の集中普及期間の成果と今後のアクショ
ンプラン」2015 年 6 月，4 頁。（税理士・税理士法人 50 社及び 127 社の中小企業にヒアリング調査を行った。）
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算上，事業会計と家計は区別しなければならないため，このような会計処理は税法の観点
からも必要である。税法上の規制により事業会計と家計を区分しなくてはならないため，
事業の資金を経営者が家庭のために使用した場合は，店から奥へ金銭を貸付けた（事業主
貸勘定）と記録し，税法上の要件を基準に事業会計と家計の区別を判定している。
　しかし，上述した貸付金は経営者＝投資者のため基本的には回収されない。個人事業の
中には創業から 1 年で 370 万円の事業主貸勘定が増加し，資産全体のうち 22％以上を占
めるという事例もある。このような事業主貸勘定は毎年増加するため，これが表示される
貸借対照表が事業の財政状態を実質的に示しているかというと疑問である。税法上の要件
を満たし，事業会計と家計を区別できたとしても，現行の会計構造では事業実態に対応し
た会計情報を明らかにすることができないのである。
　世界最古の簿記書といわれる FraLucaBartolomeodePacioli（以下，パチオリとする。）
の「SummadeArithmetica,Geometria,ProportionietProportionalita（スンマ）」では，
所得税がない時代だったためか家庭の家事費についても科目を設定して記帳するという内
容が示されている（19）。
　パチオリはヴェネツィア出身であり，ヴェネツィアの商人は家族・親族中心型の経営を
行っていたことから，企業の実態に対応させるためにこのような記載をしたものと考え
る（20）。我が国では，個人事業は家族経営やファミリービジネスといった形態を採用して
いるケースが多いことから，個人事業の実態を把握するためには事業会計と同時に家計の
記帳も行う必要があるのである。我が国における家族経営やファミリービジネスの形態に
ついては後藤俊夫教授が詳説に示している（21）。
　中小企業庁指導部が 1950 年 7 月に公表した「小売店経営簿記要領解説」には，序説に「店
（営業会計）と奥（家計）とが混同されがちであること」と示されており，日々の取引を
記録する日記表には事業の記録と一緒に「家事費」を記録する項目も示されている（22）。
ここに示されている「家事費」は，現在では事業主貸勘定（当時は店主勘定）として記録
されているが，当時は紙媒体で会計記録を行うという事務負担を考慮して「家事費」とい
う大きな括りで会計帳簿組織を構築したものと考える。
　そのことから，70 年前の記帳方法を現在でも同じような形式で家事費の記録を行って
いることになる。店と奥が一体となり経営を営む個人事業は，片方の主体が崩壊すれば双
方の主体が崩壊することに繋がるため，家計の資金使途についても会計記録を行う必要が
ある。
　パチオリも「経常家事費の勘定が断然必要である。それには，肉，深靴，帽子，仕立代，
毛織物，飲物，心付け，理髪師，パン屋，水汲み人，勝手道具，花瓶，ガラス製品，桶類
一式，浴槽，たらい，樽のような費用を含む。……穀物，羊毛，ぶどう酒のような大きな
（19） 本田耕一訳『パチョリ簿記論』現代書館，1975 年，128-129 頁。
（20） 渡邉泉『会計学の誕生　複式簿記が変えた世界』岩波書店，2017 年，28-29 頁。・田中靖浩『会計の世界史　
イタリア，イギリス，アメリカ 500 年の物語』日本経済新聞出版社，2018 年，70 頁。
（21） 後藤俊夫編集・島田美奈『ファミリービジネス　知られざる実力と可能性』白桃書房，2012 年。後藤俊夫監
修『ファミリービジネス白書　2015 年版』同友館，2015 年。を参照されたし。
（22） 中小企業庁指導部編集『小売店簿記要領解説』國元書房，1950 年，5 頁，13 頁。
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出費は起こるたびに毎日，それぞれ記録しなさい」（23）と述べている。また，営業費勘定の
ように総称した勘定で記録することも必要であると同時に，各項目に対する出費額が容易
に見つけ出せるようにしなさいと，当時の事務環境を考慮した内容も示されている（24）。
　しかしながら，ICT（InformationandCommunicationTechnology）を活用している
現在の会計帳簿であれば，上述した内容について会計記録を行うことは難しくない。
　最近では，ICT 媒体を利用して比較的容易に帳簿記入が行えるように会計帳簿組織の
構造が変化されたことは高く評価できるのだが，未だ改良の余地があると考える。
　個人事業が適正に事業評価を行うためには，事業会計と家計を結合させた会計帳簿（仕
訳帳）組織から記録を行い，財務諸表の提出用途に合わせて，事業用と家計用の財務諸表
が独立して会計情報を読み取ることができ，さらには，店と奥が一体という実態に対応さ
せるために，双方の財務諸表を本支店会計または連結修正仕訳のような手続きを施して，
結合財務諸表を作成する必要がある。
　ICT を利用し事業会計と家計の会計帳簿を結合させた帳簿組織から記帳を行うことで，
税金申告，事業の把握，金融機関への事業の説明，事業承継時の適正な財産計算等を円滑
に行うための会計データを一度の記録で同時に取得することが可能になるのではないかと
考えるのである。さらには，損益分岐点や投資利益率といった管理会計的データも読み取
れるようにすることで簿記の役割をより高めることができるのである。事業会計と家計の
双方について会計記録を行い，そこから本支店会計または連結修正仕訳の技術を利用して
それらが結合された会計情報こそ，実態に対応した実質的な個人事業における財政状態及
び経営成績等を示すのではないだろうか。
　店と奥が一体となり経営をしている個人事業は，例えば経営者の妻に支払った専従者給
与は事業の立場からすれば必要経費であるが，専従者給与の資金を事業活動にも使用する
等，実質的に経営者の自由裁量的に利用することが可能となる項目もある。事業会計と家
計を結合させた場合は，事業の専従者給与（費用）と家計の給与収入（収益）は内部取引
として相殺消去させることも考えられる。
　しばしば，個人事業ないし中小企業は資本と経営が未分離であるため，会計報告は不必
要という指摘があるが，これは間違いである。Leffson,Ulrich（以下，レフソンとする。）
は商法が報告義務のない商人ないし個人事業（個人事業主）に対して決算義務を課してい
るのかという疑問に対して，「法が破産に対する商人自身の保護と債権者の保護とを志向
して，経営者自身に自己報告を望んでいる」（25）と指摘している。また，レフソンはパチオ
リの「スンマ」でも明らかであると述べている（26）。会計帳簿への記録の役割は，原点を
辿ると債権債務の備忘記録，トラブル発生時の文書証拠，つまり公正証書の代わりを果た
（23） 本田耕一訳，前掲書，128-129 頁。
（24） 同上書，129 頁。
（25） Leffson,Ulrich.Die Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung, 1.Aufl.,Düsseldorf.1964.,S.49.（髙木靖史
「会計原則（GoB）の演繹的決定方法の展開（1）―U.レフソンの方法論の考察―」『福岡大学商学論叢』第
37 巻第 2 号，福岡大学総合研究所，1992 年 9 月，21 頁。）
（26） Leffson,Ulrich.Die Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung, 7.Aufl.,Düsseldorf.1987.,S.55.（髙木靖史
「会計原則（GoB）の演繹的決定方法の展開（1）―U.レフソンの方法論の考察―」『福岡大学商学論叢』第
37 巻第 2 号，福岡大学総合研究所，1992 年 9 月，21 頁。）
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すことにあり，さらに，経営者に自社の事業状況を把握させ，破産等の防止という効果も
与えることができるのである（27）。この意味でも，個人事業は資本と経営が未分離であっ
ても，会計報告は必要なのである。
3．税務会計による影響
　個人事業は計算書類の公告義務はなく，所得税法による確定申告のために経理を行うと
いった税金申告のために記帳する傾向にある。個人事業において会計情報は金融機関や申
告納税による決算書の提出のみしか役に立てていないというのが現状である。本来，簿記
の実質的な役割は経営者の自己報告や事業状況の把握についての機能である。そのため，
本来の帳簿記入の役割を果たすことができていないことから，個人事業から法人化しても
経営者は会計処理＝税金申告のためという意識は変化しない。経営者が自社の事業状況を
把握しないで経営を行えば破産や自社を取り巻く債権者に悪影響を与えかねないのである。
　税務会計を行うことで，企業の実質的な財政状態及び経営成績等が乖離してしまう問題
がある。つまり，税金を計算するための基準がそのまま個人事業の会計に流用されている
のである（28）。法人化された中小企業であれば，企業会計上の利益額から「法人税申告書
別表 4」により，所得を再計算できる構造となっているが，個人事業は「法人税申告書別
表 4」が設けられていないため企業会計上の利益から所得を再計算する仕組みがない。
　税務会計は，課税の公平・中立（効率）・簡素という観点から，課税所得を算定し，そ
こから納税額を計算することを目的としたものである。法人税法上では，企業会計上の利
益額を算出した後，「法人税申告書別表 4」により課税所得を計算できる構造となっている。
しかし，中小企業のほとんどは「法人税申告書別表 4」を使い課税所得を計算するのでは
なく，税法基準により決算書を作成しているのが実態である（29）。国税庁長官官房企画課
が 2016 年 3 月に公表した「会社標本調査」によれば法人の約 66.4％が欠損法人である。
これらの企業は経営不振で赤字経営になっている企業が存在する一方で，節税目的で赤字
法人にしている企業も存在するのである。
　これは，年間の利益予測を行い，その利益額がゼロに接近するように役員報酬額を設定
すれば，企業の利益はゼロないし赤字になるが，経営者には役員報酬として個人（家計）
に収入が入ってくるので，生計がたてられるのである。企業の立場からすれば経営者に支
払う役員報酬は費用（税法上は損金）であるが，経営者の立場から考えれば収益（税法上
は給与収入）となるのである。
　個人事業は，所得税法に基づいて売上収入額から必要経費額を差し引いて課税所得（事
業所得）を計算するが，法人のように「法人税申告書別表 4」がないため，企業会計上の
利益額を計算できる余地がない。個人事業では，青色申告決算書により損益計算書及び貸
借対照表を作成し，青色申告決算書に示されている損益計算書の課税所得額は，税金を計
算するための基礎の金額であり，本来の経営成績を示す利益額とは異なるのである。その
（27） 渡邉泉『帳簿が語る歴史の真実』同文舘，2016 年，3 頁。
（28） 岡本吏郎『実学　中小企業のパーフェクト会計』ダイヤモンド社，2011 年，17 頁。
（29） 同上書，17 頁。
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ため，税務会計は税制改正の影響が会計情報にも反映されてしまうという問題が生じるの
である。
　節税対策を重視すれば，赤字の方が税金を納付しなくてもよいため，成績不良になるよ
う財務諸表を作成することが望ましいという考え方が成り立ってしまうのである。税務会
計の要因から実質的な財政状態及び経営成績が明らかにならなければ，内部的には自社の
運転資金，損益分岐点等が不明瞭となり，外部的には銀行への借入れの困難性，事業承継
時の適正な財産計算が行えない等，会計情報から生じる問題点が想定される。また，企業
の持続可能性という機能を著しく阻害する要因の一部にもなるであろう。
4．資金繰りの不透明性
　赤字法人となれば，当然，当期純利益はゼロのため留保利益は増加しない。むしろ，留
保利益はマイナスになる。留保利益のマイナスは自己資本を減少させることから，節税の
行為は事業の資金繰りの状態を悪くする要因になるということになる。逆を言えば，資金
繰りを良好な状態にするためには，留保利益を生み出し，税金を納付することが必要であ
る。
　また，前年度の所得が増加すると当年度は前年度の所得額に基づいて算定された税金を
納付しなければならず，過度な所得の獲得は資金繰りを悪化させるのである。我が国にお
ける個人事業は，上述したように持続可能性という側面を重視していることが多く，規模
の拡大を行わずに創業当時の規模を維持しながら経営を営む傾向にある。個人事業は，規
模の拡大を行わない場合，売上高を年々一定にさせることは可能であるが，売上高を右肩
上がりに毎年増加させることは上述したから困難である。
　また，利益を生み出す売上高は，大幅に増加すればよいというものではない。増加する
ことで営業量が増加し，それに伴い営業に必要な運転資金の量も増加するからである。
　営業活動により創出した資金の多くは，販売という事象により発生した売上げから創出
させる。売上高が増加している個人事業は確かに望ましいといえるが，売上高が発生し，
それに伴い売上債権が増加すれば当然，運転資金も同時に増加する。この運転資金が企業
自身で自己調達できなければ借入金により資金を調達することになる。つまり，売上高が
増加するに比例して，運転資金も増加することになり自己調達の資金で運転資金が賄えな
ければ借入金等の負債がさらに増加することになるため，継続的な事業を遂行することが
困難になるのである。
　個人事業自らの規模に適した営業量により売上高を増加させ，それに伴い自身の創出し
たキャッシュ・フローから運転資金が確保できたとき，継続した事業の遂行が可能となり，
そのような状態がより強化されれば個人事業の持続可能性を高めることができるのである。
　個人事業で問題になるのは，上述した内容は一般的にも明らかになっているが，実態に
対応しない会計情報，税務会計による影響から運転資金等を把握するための会計情報を，
経営者は入手することができないのである。個人事業の経営者へインタビュー調査（飲食
業）を行った時に次のような意見があった（30）。
　①現在は，アプリやスグレジ等の ICT 機器により，毎日の売上高，客の平均売上単価，
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商品別売上高，時間帯別売上高は明らかになるので，タイムリーな収益性分析はできる。
　②現在使用しているアプリやスグレジでは家計の記録，仕入等の費用に関する記録，仕
入先別支払代金の残高確認が 1 つの記録媒体からタイムリーに行えず，確認をする場
合は記帳代行を依頼している専属の税理士に連絡をする必要がある。
　③上記のような確認は営業時間が終了し，レジを締め切るときに行いたいが，専属の税
理士と営業時間が異なるため，連絡が円滑に行えないし，自分で会計記録を付けてい
ないため，説明を受けないと会計情報を受け取っても読み取ることができない。
　クラウド会計システムにより経営者はタイムリーに会計情報を入手することは可能であ
り，税理士が記帳した会計情報も容易に入手可能であるが，経営者による会計情報の利活
用が円滑に行えていないことがわかる。こちらのインタビュー調査をした経営者から「タ
イムリー」というコメントが目立った。
　個人事業は，営業が良好であれば売上高は年々または毎月一定額となるため運転資金と
＋αの資金は確保できるが，税金等の法の規制により資金の社外流出が増加する事象が
生じた場合，資金ショートする可能性がある。そのため，個人事業は決算書作成時点，月
末時点という一定期間ごとの財政状態及び経営成績ではなく，現時点の財政状態，経営成
績さらにはキャッシュ・フロー情報等の会計情報を求めているのである。
　従来は，現時点でのタイムリーな会計情報の入手は困難であったが，現在は ICT を利
活用することにより，一度の会計記録からこれらの会計情報を自動的に入手することも可
能であると考える。現在の会計帳簿の構造を再構築することで，従来では入手できなかっ
た会計情報が入手可能になるのである。
5．結　　論
　本稿では，個人事業が抱える会計情報の問題について明らかにした。具体的な解決方法
は今後の検討課題としたいため，研究ノートとして記すこととした。実質的な個人事業の会
計情報は税法の規制や会計記録の構造の問題から不明瞭となっている。個人事業は資本と
経営が未分離であると同時に店と奥が一体ないし結合されて経営を行っている。
　個人事業は家族経営やファミリービジネスといった形態を採用しているケースが多いこ
とから，個人事業の実態を把握するためには事業会計と同時に家計の記帳も行う必要があ
る。
　ICT を利用し事業会計と家計の会計帳簿を結合させた帳簿組織から記帳を行うことで，
税金申告，事業の把握，金融機関への事業の説明，事業承継時の適正な財産計算を円滑に
行うための会計データを同時に取得することが可能なのではないかと考えるのである。さ
らには，損益分岐点や投資利益率といった管理会計的データも読み取れるようにすること
で会計情報の質をより高めることができるのである。事業会計と家計の双方について会計
（30） 店舗名：CB 店　千葉県船橋市の駅前に店舗を設置し，2017 年 12 月に創業している。業種は飲食業で席は
17 席のいわゆる一般的な個人事業である。営業日数は週 5～6 日である。売上高の公表について時間的に承
諾が得らなかったため，本稿では伏せるが，黒字企業であり，各月の売上高も概ね一定額となっていた。
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記録を行い，そこから本支店会計または連結修正仕訳の技術を利用し，それらが結合され
た会計情報こそ，実態に対応した実質的な個人事業の財政状態及び経営成績等を示すので
はないだろうか。
　また，従来は現時点でのタイムリーな会計情報の入手は困難であったが，現在は ICT
を利活用することにより，一度の会計記録からこれらの会計情報を自動的に入手すること
も可能である。
　今後は，上述した会計情報が入手可能な会計記録媒体たる会計帳簿の再構築と事業会計
と家計の結合を行うための理論的なアプローチを示していきたい。
 （2020.1.17 受稿，2020.2.26 受理）
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〔抄　録〕
　本稿は，個人事業が抱えている会計情報の問題点について指摘をしている。実質的な個
人事業の会計情報が税法の規制や会計記録の構造の問題から不明瞭となっている。個人事
業は資本と経営が未分離であると同時に店と奥が一体ないし結合されて経営を行っている
ため，個人事業の実態を把握するためには事業会計と同時に家計の記帳も行う必要がある。
現在では ICT が著しく発達しているため，事業会計と家計の会計帳簿を結合させた帳簿
組織から記帳を行い，税金申告，事業の把握，金融機関への事業の説明，事業承継時の適
正な財産計算を円滑に行うための会計データを一度の会計記録で同時に取得することが可
能なのではないかと考えるのである。
　さらには，管理会計的データも読み取れるようにすることで簿記の役割をより高めるこ
とができるのである。事業会計と家計の双方について会計記録を行い，そこから本支店会
計または連結修正仕訳の技術を利用し，それらが結合された会計情報こそ，個人事業の実
態に対応した実質的な財政状態及び経営成績等を明らかにできるという見解を示している。
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大学における発見学習及び問題解決学習を取り入れた
簿記教育の事例研究
 相　原　安　澄
1．はじめに
　2018 年 6 月から 8 月に義務教育終了段階の 15 歳を対象とした国際学習到達度調査
（PISA）（以下，「PISA」とする。）が実施され，わが国の「読解力」が低下したと報じ
られた（1）。前回の 2015 年に行われた調査では 8 位であり，大きく順位を下げた原因として，
言語環境が変化し，読書などの長文に触れる機会が減少したことが挙げられる（2）。
　PISA における「読解力」の定義は，自らの目標を達成し，知識と可能性を発達させ，
効果的に社会に参加するために，書かれたテキストを理解し，利用し，熟考する能力が必
要であり，テキストに書かれている情報の取り出しだけではなく，その内容の理解や評価
も含んでおり，自らの知識や経験に位置つけて理解，評価する観点をいう（3）。
　図表 1 では，わが国の読解力の順位を示す。参加国が毎回増加しており，高順位を保つ
ことは困難であるが，2012 年から 2018 年にかけては，4 位から 15 位にまで順位を下げた。
読解力を養う教育が不十分とされる中で，教育現場ではどのように効果的な育成をする必
要があるのだろうか。
　読解力を育むことで，全ての教科に効果的であり，教科書に書いていることを理解する
力や，様々な問題に解決する力にも関連してくると考える。テキストに書かれている情報
の取り出しだけではなく，取り出した情報を自らの知識と比較し，考え，理解する。した
がって，様々な情報を自らの知識と比較し，その中から重要な部分を発見しなければ解答
には辿りつかず，重要な部分を発見したとしても，その発見した知識を活用して解決する
ことができなければ，知識が身についたとはいえない。
　よって，読解力の育成はテキストを読むことや，読書をすることだけでは不十分であり，
様々な学習の中で読解力を育成する教育が必要になってくる。
　例えば，簿記教育にも読解力は必要不可欠な存在である。簿記の学習は，テキストを読
むことで情報を得て，会社での取引を理解し，解答を考えていく。十分な読解力が培われ
（1） 毎日新聞「日本の 15 歳，読解力が 15 位に急落　国際学習到達度調査」
　　 （https://mainichi.jp/articles/20191203/k00/00m/040/132000c（アクセス：2019 年 12 月 4 日））を参照された
い。
（2） 讀賣新聞「日本『読解力』急落 15 位」2019 月 12 月 4 日朝刊 1 頁。
（3） 文部科学省「読解力向上プログラム」
　　 （https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku/siryo/05122201/014/005.htm（アクセス：2020 年 1 月
8 日））を参照されたい。
〔研究ノート〕
―227―
千葉商大論叢　第 57 巻　第 3 号（2020 年 3 月）pp. 227-238
ていない場合，簿記の諸段階においても理解することは困難であろう。簿記教育に必要な
ことは，問題をよく読み，内容を理解し，解き方を考え，発見し，学生自身に解決方法を
身につけさせることである。自主的に学ぶ姿勢が簿記を学習する学生にとって，重要になっ
てくるのである。
　筆者の経験から，教育現場での授業は，教員が一方向的に講義を行う一斉学習が多く見
受けられる。しかし，小学校，中学校，高等学校と，段階を踏んだとしても，授業時間や
学習内容は変更することがあるが，指導方法においては大きな変化がなく，一斉学習を主
として行っている。一斉学習は，教える側からすると一度の講義で全員に伝えることがで
きるため時間的に考えると効率が良いが，教わる側からすると，十分な知識として身につ
く授業であるとはいえない。授業は一斉学習で教員から一方向的に指導が行われ，試験に
なると自ら考えて解答しなければならない。普段から自ら考えて解答する習慣が身につい
ていないため，慣れない環境の中で力を発揮することが困難な場合もある。よって，授業
時から自ら考えて解答を導き出す学習も取り入れることで，より一層学習の質を向上する
ことが可能であると考える。
　そのために，自主的に学び，発見し，解決する力を養うための教育が求められる。本稿
では，大学における簿記教育の実践例を挙げ，効果的な学習方法として，発見学習及び問
題解決学習を活用した簿記教育の実行可能性について考察する。
2．簿記教育における指導方法の変化
　わが国では，2012 年 8 月に中央教育審議会の答申において，「大学における主体的な学
修（4）は，義務教育及び高等学校教育を通じて基本的な知識・技能の着実な習得やそれらを
図表 1　学習到達度調査におけるわが国の読解力順位の推移
出所：OECD 生徒の学習到達度調査（PISA）～2018 年調査国際結果の要約～（https://www.nier.go.jp/
kokusai/pisa/pdf/2018/03_result.pdf（アクセス：2019 年 12 月 5 日））を参考に著者作成。
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活用して課題を解決するために必要な思考力等，並びにそれらを支える学修意欲，論理的，
社会的能力が基盤として形成されてこそ成立する。」（5）と示されている。また，「生涯にわ
たって学び続ける力，主体的に考える力を持った人材は，学生から見て受動的な教育の場
では育成することができない。従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から，教
員と学生が意思疎通を図りつつ，一緒になって切磋琢磨し，相互に刺激を与えながら知的
に成長する場を創り，学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく能動的学習（アク
ティブ・ラーニング）への転換が必要である。すなわち個々の学生の認知的，倫理的，社
会的能力を引き出し，それを鍛えるディスカッションやディベートといった双方向の講義，
演習，実験，実習や技術等を中心とした授業への転換によって，学生の主体的な学修を促
す質の高い学士課程教育を進めることが求められる。」（6）とアクティブ・ラーニングへの転
換が必要であると示されている。
　2014 年 11 月には「初等中等教育における教育課程の基準等の在り方について（諮問）」
においても，「必要な力を子供たちに育むためには，『何を教えるか』という知識の質や量
の改善はもちろんのこと，『どのように学ぶか』という，学びの質や深まりを重視するこ
とが必要であり，課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ学習（いわゆる『アク
ティブ・ラーニング』）そのための指導の方法等を充実させていく必要があります。」（7）と，
高等教育だけではなく，初等教育や中等教育においてもアクティブ・ラーニングの推進を
図っている。
　そして，2016 年 8 月には「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」を
公表し，その中には「主体的に学ぶことの意味と自分の人生や社会の在り方を結びつけた
り，多様な人との対話で考えを広げたり，各教科等で身につけた資質・能力を様々な課題
の解決に生かすよう学びを深めたりすることによって高まると考えられる。こうした『主
体的・対話的で深い学び』が実現するように，日々の授業を改善していくための視点を共
有し，授業改善に向けた取組を活性化しようとするのが，『アクティブ・ラーニング』の
視点である。」（8）と，2012 年から 2016 年にかけてアクティブ・ラーニングの具体的な指導
方法が検討されている傾向にある。
（4） 大学設置基準上，大学での学びは「学修」としている。大学での学びの本質は，講義，演習，実習，実技等
の授業時間とともに，授業のための事前の準備，事後の展開などの主体的な学びに要する時間を内在した「単
位制」により形成されていることによる。
　　 中央教育審議会「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的に考える力
を育成する大学へ～（答申）」
　　 （www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2012/10/04/1325048_1.pdf（アク
セス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
（5） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 7 日）を参照されたい。
（6） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 9 日）を参照されたい。
（7） 文部科学省　中央教育審議会「初等中等教育における教育課程の基準の在り方について（諮問）」
　　 （www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1353440.htm（アクセス；2019 年 12 月 6 日））
を参照されたい。
（8） 中央教育審議会「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」
　　 （www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2016/09/09/1377021_1_1_11_1.
pdf（アクセス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
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　同年 2016 年にはベネッセ教育総合研究所が，「第 3 回大学生の学習・生活実態調査報告
書」を公表し，大学 1 年生から 4 年生までの 4,948 名（男子 2,680 名，女子 2,268 名）を
対象に調査し，2008 年（第 1 回）からの 8 年間で，グループワークやプレゼンテーション，
ディスカッションを取り入れた授業が増加したことが判明した（9）。
　しかし，2017 年の新学習指導要領からはアクティブ・ラーニングの記載が主として減
少し，「『主体的・対話的で深い学び』の視点に立った授業改善を行うことで，学校教育に
おける高い学びを実現し，学習内容を深く理解し，資質・能力を身につけ，生涯にわたっ
て能動的（アクティブ）に学び続けるようにすること」（10）と表記されている。アクティブ・
ラーニングという表現ではなく，内容を具体的に示すようになった。
　この「主体的・対話的で深い学び」には，次に示す目的が込められている。学ぶことに
興味や関心を持ち，自己のキャリア形成の方向性と関連付けながら，見通しを持って粘り
強く取り組み，自己の学習活動を振り返って次につなげる「主体的な学び」，子供同士の
協働，教職員や地域の人との対話，先哲の考え方を手掛かりに考えること等を通じ，自己
の考えを広げ深める「対話的な学び」，習得・活用・探究という過程の中で，各教科書の
特性に応じた「見方・考え方」を働かせながら，知識を相互に関連付けてより深く理解し
たり，情報を精査して考えを形成したり，問題を見いだして解決策を考えたり，思いや考
えを基に創造したりすることに向かう「深い学び」が実現できているか（11）が新たな目的
となった。
　2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）の用語解説によると，「大学等に
おけるアクティブ・ラーニングとは，一方向性による知識伝達型の学習方法ではなく，学
修者の能動的な学修への参加を取り入れた教授・学習法の総称。学修者が能動的に学修す
ることによって，認知的，倫理的，社会的能力，教養，知識，経験を含めた汎用的能力の
育成を図る。発見学習，問題解決学習，体験学習，調査学習等が含まれるが，教室内での
グループ・ディスカッション，ディベート，グループ・ワーク等も有効なアクティブ・ラー
ニングの方法である。」（12）と示されている。そのため，各々によってアクティブ・ラーニ
ングの認識は異なっていくのではないだろうか。
　かつては，一斉学習による講義型の授業が多かったが，一方向性による学習ではなく，
能動的な学習を取り入れることにより，更なる育成を図ることが可能であるということに
なる。「『どのような資質・能力を育むかという観点から，学習の在り方そのものを問い直
す』という視点はやはり重要だと考える。」（13）と木村浩則氏は述べている。
（9） ベネッセ教育総合研究所「第 3 回大学生の学習・生活実態調査報告書」
　　 （https://berd.benesse.jp/up_images/research/3_daigaku-gakushu-seikatsu_04.pdf（アクセス：2019 年 12 月
6 日））を参照されたい。
（10） 文部科学省「平成 29 年・30 年改訂学習指導要領解説」
　　 （www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2019/09/30/1421692_8.
pdf（アクセス：2019 年 12 月 6 日））を参照されたい。
（11） 同上。（アクセス：2019 年 12 月 12 日）を参照されたい。
（12） 文部科学省「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）用語解説」
　　 （http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2018/12/17/1411360_6_1.
pdf（アクセス：2019 年 11 月 25 日））を参照されたい。
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　授業や分野によって，どのような資質や能力を育むかは異なってくる。また，効果的な
授業形態も異なってくるであろう。全ての授業においてアクティブ・ラーニングを活用す
ることも困難である。この状況の中で，アクティブ・ラーニングを全体として活用するの
ではなく，その教科及び科目に適した指導方法を見つけ，実行していくことで各々に合わ
せた十分な指導ができるため，効果的であると考える。簿記教育において学生の能力育成
を考えると，発見学習及び問題解決学習が最も適している。
　発見学習とは，アメリカの教育心理学者ブルーナーによって提唱された，内発的動機づ
けの考え方に基づく教授方法であり，教師が一方向的に指導をするのではなく，学習者が
自らの直感・想像を働かせて学習者自身に知識の生成過程をたどらせ，知識を「構造」と
して学習させる方法である（14）。そして問題解決学習とは，生活経験における問題解決過
程を学習過程として組織したものであり，主としてデューイの学習理論によって形成され，
アメリカ新教育運動の発展の中から単元学習の在り方を示すものとして発展し，知識中心
の系統学習や詰め込み学習の反省から，学習者が自ら主体的に取り組み，自発的に解決す
る中から創造的・反省的思考を身につけていく方法である（15）。
　本稿における簿記教育の発見学習とは，問題文の中から重要である部分を発見し，どの
ような考え方が必要であるのか，また問題解決学習とは，自らが発見した知識を活用し，
答えをどのように導き出していくかを考える学習であると定義する。
　しかし，高等学校における簿記教育は，大学と比較すると授業時間が短時間のため，授
業時間内で講義型の一斉学習と発見学習及び問題解決学習を取り入れた授業展開を行うこ
とは困難である。また，大学における簿記教育は，高等学校で既に簿記を学習して大学に
進学し，再び初学者向けの簿記の授業を履修する学生もいる。よって，「高等学校で会計
を履修し習得し，大学に入学した生徒にとっては，大学会計の授業は，単なる復習授業で
新鮮さに欠け，授業態度においても真剣さに欠ける状況が多くみられる。」（16）と島本克彦
氏が述べているように，高等学校において簿記を既に学習している学生にとって，講義型
の一斉学習は興味・関心が少ない学生も存在している場合もある。
　大学での簿記教育は，高等学校とは異なった学習を提供していくことが，初学者及び経
験者の両者に効果的な簿記教育を行うことができるのではないだろうか。
　しかし，学習すべきものを効率よく学習者たちに伝達する，つまり教育における最適化
の思想が重視されるようになると，できる限り指導に時間をかけなくなってしまい，学習
を通して個性豊かに育っていくという実感を持つことは困難である（17）。
　効果的な簿記教育は，学生によっては学習時間を多く要することもあるため，効率よく
授業を行うための授業手段ではなく，各々が十分な指導を受けるために効果的な発見学習
及び問題解決学習を行うことが重要であると考える。
（13） 木村浩則「アクティブ・ラーニングの理論，その迷走を越えて」『アクティブ・ラーニングで学生の主体的
学びをつくりだす―BGU の魅力ある授業づくり―』文京学院大学人間学部 FD 委員会，2019 年 7 月，6 頁。
（14） 時事通信社出版局『教育用語の基礎知識』2019 年 9 月，10～11 頁。
（15） 同上，8 頁。
（16） 島本克彦「高等学校会計について―米国の取り組みから日本の高等学校会計を考える―」『産業經理』第 76
巻第 4 号，産業経理協会，2017 年，1 月，104 頁。
（17） 野村幸正『「教えない」教育』（有）二瓶社，2003 年，10 月，15～16 頁。
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　よって，効果的な簿記教育とは，各々の学生に合わせた「主体的な学び，対話的な学び，
探究的な学び」を発見学習及び問題解決学習を通して育んでいくことである。
3．発見学習及び問題解決学習を取り入れた簿記教育
　簿記教育において，「主体的な学び，対話的な学び，探究的な学び」を発見学習及び問
題解決学習を通じてどのように教育していくことが効果的であるのだろうか。
　まず，主体的な学びとして，自ら簿記を学びたいという意識が必要である。必履修科目
のように全員が必ず学ぶことが求められているものもあるが，学生が自ら学びたいと思う
ことが重要である。学ぶということに興味や関心をもち，将来を見据えて，自ら積極的に
学びたいという意欲が主体的な学びとして求められる。
　大学進学者の中には，簿記初学者も含まれているため，簿記とは何か，簿記を学ぶこと
による利点は何か等，初学者にも理解できるように伝えることが必要である。また，簿記
経験者においても全員が簿記を継続して学びたいと思っているわけではない。高等学校で
簿記を学び，困難だと感じた学生もいるだろう。そのような学生が再び，簿記を学びたい
と思えるように伝えることも重要である。
　また，対話的な学びとして，一人ではなく，周りの学生と協力し合い，問題を解決して
いくこと，教え合うこと，教員に対しても質問や相談をすることが必要である。一人で学
習していても，困難な問題が出てくることもある。そのようなときに，一人で考えていて
も，解決することができない場合もある。同じ目標を持った，同じ学習を試みる学生と仲
間になり，教え合い，助け合っていくことで，より難題にも取り組む意識が出てくるので
はないだろうか。学生たちは，大学を卒業し社会に出てから，様々な人とのコミュニケー
ションが必要になってくる。資格取得だけではなく，その過程で人間性を学ぶことも必要
であると考える。
　そして，探究的な学びとして，感覚で問題を解いていくのではなく，なぜそのような解
答になるのか，なぜそのように考えるのか等，より深く考える力が求められる。「学生た
ちに考えさせ，推理することを支援する目的をたてることは，教員としてのわれわれの助
けにもなり，そのような種類の練習を，学生たちに提供すべき会計問題として，意識的に
使用するのがよい。」（18）と A.C.Littleton 氏が述べているように，教員は全てを教えるので
はなく，学生に考える力を与えながら，指導を行っていくことが重要である。
　また，濱田峰子氏は「学生自身の簿記に対する知識状態やそれについての考え方を深掘
りする力，自主的に考える力，さらには批判的思考力を身につけることをねらいとした
い。」（19）と述べており，脇山昇氏は「学生との人間関係を大切に深めていって，まずもって，
学生にその授業に対する興味を持たせる事が大切だと思う。その上で授業を開始し，分か
らない所があるならば，いつでも学生が質問できるような状況をつくる事が大切なのでは
ないか。」（20）と述べている。簿記において，自らの力と考え方で解答を導き出すことがで
（18） A.C. Littleton, The Purpose of Accounting Education Proceedings of International Conference on 
Accounting Education, 1962.10,pp12-20.
　　 （徐龍達訳「リトルトン教授『会計教育の目的』」『會計』第 87 巻，森山書店，1965 年 2 月，145 頁。）
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きるようになると，また新たな考えが生まれ，さらに深く学ぼうとする意欲が出てくるの
ではないだろうか。
　発見学習及び問題解決学習を通じて，効果的な簿記教育を行うためには，「世代間の特
徴と職業教育理論を考えた場合，これからの簿記教育は，学習内容の変更だけでなく，学
ぶ生徒の能力・態度・興味・関心等や教える側の教授方法の研究・開発をうまくブレンド
することが必要とされるであろう。」（21）と島本克彦氏が述べているように，一つの指導方
法だけではなく，複数を組み合わせて指導していくことにより，その都度指導環境が変化
する中でも対応していくことが可能ではないだろうか。そして，「その簿記記録から企業
活動を理解するという教養としての簿記教育という観点は，複雑化する経済社会の理解の
ためにも，今後重要性が高まるものと思われる。」（22）と関根慎吾氏は述べている。
　一つの指導方法に捕らわれず，受講人数や受講生の能力，初学者や経験者によって相違
が出てくる指導環境に適した授業を実践することにより，今後の簿記教育発展につながっ
ていくと考える。
4．簿記教育実践例
　発見学習及び問題解決学習を活用した簿記教育の一例として，千葉商科大学会計教育研
究所の会計教育実践の場である瑞穂会（以下，「瑞穂会」とする。）における簿記教育を事
例として示す。瑞穂会では，日本商工会議所主催簿記検定試験（以下，「日商簿記検定」
とする。）の資格指導を行う講座を開講している。これは，大学の正課授業とは異なり，
授業外で行っているものである。資格指導講座での実践例を挙げて，簿記教育における発
見学習及び問題解決学習を活用した指導法について考察していく。
　瑞穂会では，日商簿記検定の資格取得を目指す学生を対象に，受験指導を行っている。
その中で，日商簿記検定 2 級講座での実践例を挙げる。日商簿記検定 2 級は年 3 回実施さ
れており，対策講座には各回 60 名から 100 名を超える申し込みがあり，受講生は年間
200 名を超える人数となっている。毎回の講座受講生を募集する際，講座の説明会を実施
している。この説明会では，使用教材や日程確認の他に，簿記を学ぶことの利点や，資格
取得することによって，どのような進路があるか等も含めて説明を行う。この説明会で，
簿記を学びたいと学生に感じてもらえるように伝えている。その後，入会における手続き
を完了することで，受講生として入会することができる仕組みである。そのため，説明を
受け，簿記を学びたいという強い意志を持った学生が集まるため，受講者の多くは主体的
に学習に取り組むのである。
　図表 2 では，日商簿記検定 2 級講座の商業簿記における指導計画案を示す。また，図表
（19） 濱田峰子「簿記教育における内発的学習意欲の育成を目指したカリキュラムについての考察」『星稜論苑』
第 46 号，金沢星稜大学学会短期大学部会，2017 年，12 月，29 頁。
（20） 脇山昇「会計教育の再検討（3）」『社会文化研究所紀要』第 48 号，九州国際大学社会文化研究所，2001 年，7
月，140 頁。
（21） 島本克彦『簿記教育上の諸問題』関西学院大学出版会，2015 年 3 月，29 頁。
（22） 関根慎吾「公民としての資質・能力の基礎と教養としての簿記教育―新中学校学習指導要領における簿記会
計教育のあり方―」『會計』第 194 巻，森山書店，2018 年 7 月，41 頁。
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3 では，工業簿記における指導計画案を示している。商業簿記及び工業簿記ともに，始め
は教科書を使用し，講義型一斉学習を行う。教科書を使用して行われる一斉学習は，基礎
的な部分の学習が主であり，検定試験の全範囲を学習する。受講者の中には，日商簿記検
定 2 級の経験者や，初学者もいる。講座開始時は経験者と初学者では，知識に差がある状
態だが，受講者は全員同一の講義に参加するのである。既に経験がある学生も，確認とい
う意味でもう一度講義を聞く必要がある。また，様々な指導の下，学習してきた学生も存
在することから，問題の解き方を統一する目的でもある。
　単元ごとに講義をし，基礎的な問題を解いて確認をする。教科書を使用し，基礎的な部
分の学習が終了した後，論点別問題を活用して対策を行う。論点別問題とは，教員独自で
作成した論点ごとの問題であり，基礎問題から応用問題まで網羅することができるよう作
成している。論点別問題は教科書の基礎的な問題と比較すると難易度が高いため，すぐに
は解決することが困難な学生もいる。そのため，解き方の導入部分は一斉学習をし，その
続きをどのように解き進めていくかを考えさせて，解答を導き出すような発見学習を行っ
ている。また，学力が分散するように班分けをし，周りの学生と教え合い，協力をして解
図表 2　商業簿記における指導計画案
《商業簿記》
論　点 指導方法
基礎問題 現金預金 一斉学習
債権・債務 一斉学習
棚卸資産 一斉学習
固定資産 一斉学習
有価証券 一斉学習
引当金 一斉学習
債務保証 一斉学習
収益・費用 一斉学習
税金 一斉学習
為替換算会計 一斉学習
株式会社の純資産 一斉学習
企業結合 一斉学習
本支店会計 一斉学習
決算 一斉学習
連結会計 一斉学習
論点別問題 第１問対策 発見学習・問題解決学習
第２問対策 発見学習・問題解決学習
第３問対策 発見学習・問題解決学習
模擬試験問題 過去問題・対策問題 発見学習・問題解決学習
出所：著者作成。
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決するような問題解決学習を行っている。その際には既に経験者と初学者の知識の差は，
ほとんどない状況である。班分けをしているため，早く問題を解いた学生が周りの学生に
教えている。
　教える学生は，相手に伝わるように試行錯誤しながら，言葉を選び，解き方を伝える。
そうすることにより，教える側はより理解を深めることが可能である。また，全く同じ問
題であっても様々な方向から考え，答えを導き出すことが自らの学習にもつながる。教え
てもらう側は，自分が理解するまで何度も質問することにより，納得がいくまで学ぶこと
ができるのである。そして，理解した学生は，また新たな学生に教えるという流れを作る
ことが大切であり，「主体的・対話的で深い学び」として身につくものがあると考える。
　論点別学習が終了すると，次に模擬試験問題にて対策をする。試験と同じように緊迫感
を持って取り組むことにより，自らの力を試し，自らの力で問題を解決することが求めら
れるため，模擬試験問題での学習においても，発見学習及び問題解決学習を行っている状
況になっている。
　このように日商簿記検定 2 級の受験指導において，一斉学習，発見学習及び問題解決学
習の 3 つの学習方法を取り入れて指導を行うことにより，瑞穂会所属受験者における合格
率は，全国合格率を上回ることが多い。図表 4 では，瑞穂会所属受験者と全国受験者の合
格率を比較した日商簿記検定の合格率を示す。第 146 回（2017 年 6 月実施）から 153 回
（2019 年 11 月実施）までのデータを示したが，全国合格率を上回る回が多いことが証明
図表 3　工業簿記における指導計画案
《工業簿記》
論　点 指導方法
基礎問題 材料費会計 一斉学習
労務費会計 一斉学習
経費会計 一斉学習
製造間接費会計 一斉学習
部門別計算 一斉学習
個別原価計算 一斉学習
工場会計 一斉学習
財務諸表 一斉学習
総合原価計算 一斉学習
標準原価計算 一斉学習
CVP 分析 一斉学習
直接原価計算 一斉学習
論点別問題 第 4 問対策 発見学習・問題解決学習
第 5 問対策 発見学習・問題解決学習
模擬試験問題 過去問題・対策問題 発見学習・問題解決学習
出所：著者作成。
―235―
相原安澄：大学における発見学習及び問題解決学習を取り入れた簿記教育の事例研究
される。
　受講者からは，「一人で学習するだけでなく，教え合うことでより一層の理解が深まる」
といった声や「教員を目指しているので，自分でも学びながら周りの人にも教えることが
できて，とても充実した環境である」といった声があった。また，学習面だけではなく，
「同じ目標を持った学生と一緒に学ぶ環境があり，新しい仲間ができた」という，人間関
係の面においても，良く感じている学生がいた。
　しかし，良く感じている学生に対して「人と話すことが苦手だから一人で学習したい」
という声や，「友達がいないから教え合う相手がいない」など，反対の声もあった。
　「主体的な学び，探究的な学び」においては，自ら一人で学習することによっても実現
可能であるかもしれない。だが，「対話的な学習」においては，コミュニケーションを取
ることが求められる。資格取得の学習を通して，学習面はもちろん，人間性も育む教育を
していくことが大切であると考える。
　資格取得のための学習ではあるが，全ての受講生が同じように理解力があり，コミュニ
ケーションも取れるわけではない。一人ひとりにあった指導をすることが求められるため，
包括的指導を取り入れていくことも必要である。包括的指導とは，一斉学習に遅れをとっ
てしまった学生や，発見学習及び問題解決学習において，周りの学生とコミュニケーショ
ンを取ることが困難な学生に対して補習等，指導計画の中にあらかじめ組み込むことであ
る。また，学習面だけではなく，人間性についても幅広く一人ひとりを理解した指導を行っ
ていくことである。
　このように，一斉学習，発見学習及び問題解決学習を取り入れた授業を行った場合も「主
体的・対話的で深い学び」のもと，授業に遅れを取った学生や理解が不十分な学生を対象
に手厚く支援することにより，知識の差に関わらず，平等に指導することができる。同時
に包括指導を行うことにより，各々の知識に合わせた発見学習及び問題解決学習を行うこ
とが可能であるため「読解力」の低下も防ぐことができ，学生にとっては質の高い，効果
的な教育が可能ではないだろうか。
5．むすびにかえて
　本稿では，効果的な簿記教育として，発見学習及び問題解決学習を活用した授業の展開
を述べてきた。教員が一方向的に講義を行う授業だけではなく，受講生を巻き込むような
授業方法も重要であることから，発見学習及び問題解決学習を用いた授業展開を考察とした。
　また，簿記教育において「主体的・対話的で深い学び」をするための指導方法を挙げて
図表 4　日商簿記検定 2級合格率
検定実施回
実施月
146 回
（2017 年 6月）
147 回
（2017 年11月）
148 回
（2018 年 2月）
149 回
（2018 年6月）
150 回
（2018 年11月）
151 回
（2019 年 2月）
152 回
（2019 年 6月）
153 回
（2019 年11月）
全国合格率 47.5％ 21.2％ 29.6％ 15.6％ 14.7％ 12.7％ 25.4％ 27.1％
瑞穂会合格率 57.1％ 38.5％ 62.7％ 40.4％ 40.3％ 11.1％ 42.6％ 36.8％
出所：日本商工会議所（https://www.kentei.ne.jp/bookkeeping/candidate-data（アクセス：2020 年 1 月 10 日））を参考に著
者作成。
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きた。自ら学習する主体的な学習の他に，周りの人と教え合い，相談することによって解
決する学習，そしてより深く学ぶ学習である。これは，簿記教育だけではなく，他の教科・
科目においても効果的な指導であると考える。
　教員が一方向的に講義を行うだけではなく，児童・生徒・学生に対して考えさせ，教え
合い，より深く学ぶ方法として，発見学習及び問題解決学習を取り入れた学習方法を示し
た。しかし，他の教科・科目において，適した指導方法は各々である。今回は大学におけ
る簿記教育を対象とした指導方法の一考察であったが，他の授業や担当教員によって適し
た指導方法は異なってくる。どのような指導方法を取り入れることにより，より効果的な
指導を実施していくことが可能であるか，教員各々が考えていく必要があるだろう。
　また，教育は常に進化していかなければならないと考える。今後より一層の充実した指
導が可能であるように，さらに学生にとって効果的な指導を研究していくことが今後の検
討課題である。
　そして，簿記教育において「主体的・対話的で深い学び」を発見学習及び問題解決学習
を通じて行うことで，自ら考え，周りに相談し，実行することができる力を育んでいるた
め，学生自らの進路や今後の生き方を見つめる力にもつながっていくと考える。
 （2020.1.20 入稿，2020.3.4 受理）
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〔抄　録〕
　わが国は国際学習到達度調査（PISA）において「読解力」の順位を大きく下げた。そ
の要因として，様々なことが挙げられているが，「読解力」は全ての教科や科目の中で養
うことが可能ではないだろうか。教科書を読み，内容を理解するだけではなく，自らが読
み取った内容を相手に伝えることで理解を深めることもできると考える。
　簿記教育における「読解力」を養う教育は，発見学習及び問題解決学習において，育む
ことが可能であることを，千葉商科大学会計教育研究所の実践の場である「瑞穂会」での
教育実践例を挙げて，簿記教育での実行可能性について検討した。
　「瑞穂会」では，教員が一方向的に講義を行う一斉学習の他に，発見学習及び問題解決
学習を取り入れ，効果的な簿記教育の実行可能性について検討した。その結果，全国合格
率を上回る結果が多く，大学における簿記教育でも「主体的・対話的で深い学び」が可能
であることを証明した。
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役員給与に関する不相当に高額の一考察
―近年の裁判例を中心として―
 久保田　俊　介
1．はじめに
　法人税法 34 条 2 項では，「内国法人がその役員に対して支給する給与……略……の額の
うち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の
所得の金額の計算上，損金の額に算入しない。」としているが，当該「不相当に高額」の
考え方については議論が多くある。
　「不相当に高額」についての問題点として，1つ目にどの企業と比べて「不相当に高額」
と判定するのかという比較企業の判定の問題および 2つ目に比較した結果平均額を上回っ
た金額が損金不算入となるのかそれとも比較企業の中で最も高額な部分を超えた部分を損
金不算入とするのかという金額の問題がある。
　まず 1つ目の問題点である比較企業の算出方法として倍半基準があるが，この基準を使
用して企業を算定する方法について裁判ではどのような判定をしているのか。そして，2
つ目の問題点である損金不算入の金額であるが，特に中小企業の場合には，役員給与につ
いて公開していない場合が多く，そのような場合に自社の役員給与を決定する際に知らぬ
間に「不相当に高額」になってしまう場合，判例及び裁決例ではどの金額から「不相当に
高額」の判定をしているのかを中心として検討していくこととする。
　そこで本論文では，この「不相当に高額」の考え方を整理し，問題点である比較企業の
判定の合理性および損金不算入の金額の合理性を検討することにする。
2．役員給与に関する規定の概要
　まず，役員給与に関する規定の概要として法人税法 34 条 1 項，2項及び法人税法施行
令 70 条を検討する。
①法人税法 34条 1項
　法人税法 34 条 1 項には，「内国法人がその役員に対して支給する給与……略……のうち
次に掲げる給与（1）のいずれにも該当しないものの額は，その内国法人の各事業年度の所得
の金額の計算上，損金の額に算入しない。」としており，損金算入が可能な役員給与を限
定しており規定に該当しないものについては損金不算入としている。
（1） 法人税法 34 条 1 項 1 号には，定期同額給与，同 2号には，事前確定届出給与及び同 3号には，業績連動給
与について規定されている。
〔研究ノート〕
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　濱田氏によると法人税法 34 条 1 項は，「会社法における取締役報酬のお手盛り防止と同
様，法人税法でも，恣意的な支給による利益調整を防止することが制度の趣旨」（2）と説明
している。さらに，濱田氏によると法人税法 34 条 1 項の役員給与の損金算入の要件として，
支給額の事前確定性を求めていると指摘しており，役員給与の事案ではないが昭和 57 年
1 月 14 日の判決を例にあげている（3）。当該判決では，下記の要件を満たすため販売手数
料として損金算入を認めている。
①その交付があらかじめ定められた支払基準に基づくもの
②提供を受ける役務の内容が支払基準において具体的に明らかにされていること
③支払い基準の内容について請求人から知らされていたこと
④各支出金額がその提供を受けた役務の内容に照らして相当であること
　このように，現在の法人税法 34 条 1 項 1 号から 3号については上記の事前確定性を備
えているものとして損金算入を認めていると考えられる。
②法人税法 34条 2項
　法人税法 34 条 2 項では，「内国法人がその役員に対して支給する給与……略……の額の
うち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の
所得の金額の計算上，損金の額に算入しない。」としており，法人税法 34 条 2 項では，同
条 1項で指摘した事前確定性に加えて，「不相当に高額」という規制も行っている。
　法人税法 34 条は，平成 18 年度税制改正で役員給与制度が変更された。その改正前の法
人税法 34 条 1 項では，「内国法人がその役員に対して支給する報酬の額……略……のうち
不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の所得
な金額の計算上，損金の額に算入しない。」と規定しており現在の法人税法 34 条 2 項と同
様であると解する。
　この規定の趣旨として国税不服審判所平成 29 年 4 月 25 日では，「課税の公平性を確保
する観点から，職務執行の対価としての相当性を確保し，役員給与の金額決定の背後にあ
る恣意性の排除を図るという考え方によるものと解される。」としている。
　また，東京地裁平成 28 年 4 月 22 日では，「役員報酬は役務の対価として企業会計上は
損金の額に算入されるべきものであるところ，法人によっては実際は賞与に当たるものを
報酬の名目で役員に給付する傾向があるため，そのような隠れた利益処分に対処する必要
があるとの観点から，役務の対価として一般に相当と認められる範囲の役員報酬に限り，
必要経費として損金算入を認め，それを超える部分の金額については損金算入を認めない
ことによって，役員報酬を恣意的に決定することを排除し，実体に即した適正な課税を行
うことにある」としており，旧法人税法 34 条 1 項の趣旨を述べている。さらに，「同改正
後の法人税法 34 条は，内国法人がその役員に対して支給する給与について，同条 1項に
（2） 濱田康宏『法人税の最新実務Q&Aシリーズ　役員給与』，中央経済社，令和元年 5月 30 日，p6-7
（3） 濱田康宏，前掲書（注 2），p7
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おいて，定期同額給与，事前確定届出給与のうち一定のもの又は利益連動給与のうち一定
のもののいずれにも該当しないものの額は，その内国法人の各事業年度の所得の金額の計
算上，損金の額に算入しないものとし，同条 2項において，同条 1項の規定の適用がある
ものを除き，不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事
業年度の所得の金額の計算上，損金の額に算入しない旨を定めているところ，これも旧法
人税法 34 条 1 項と同様に，課税の公平性を確保する観点から，職務執行の対価としての
相当性を確保し，役員給与の金額決定の背後にある恣意性の排除を図るという考え方によ
るもの」としており，改正前と改正後の法人税法 34 条についての趣旨は同様であると解
する。
　東京地裁平成 29 年 10 月 13 日では，「法人税法 34 条 2 項の趣旨は，法人の役員に対す
る退職給与等が法人の利益処分たる性質を有する場合があることから，法人所得の金額の
計算上，一般に相当と認められる金額に限り必要経費として損金算入を認め，それを超え
る部分の金額については損金算入を認めないことによって，実態に即した適正な課税を行
うことにあると解される。」としている。
③法人税法施行令 70条 1号（役員給与）及び同 2号（役員退職金）
　この「不相当に高額」について，濱田氏は，「会社法の手続きを踏まえているかという
形式基準（4）と呼ばれる判定を行った上で，法人税法固有の視点で，実質基準と呼ばれる判
定を行う」（5）と説明している。
　法人税法施行令 70 条では，1号に役員給与，2号に役員退職金及び 3号で使用人兼役員
の損金不算入額について規定している。
　まず，実質基準として法人税法施行令 70 条 1 号では，次のイまたはロに掲げるいずれ
か多い金額を損金不算入としている。イでは，「内国法人が各事業年度においてその役員
に対して支給した給与……略……が，当該役員の職務の内容，その内国法人の収益及びそ
の使用人に対する給与の支給の状況，その内国法人と同種の事業を営む法人でその事業規
模が類似するものの役員に対する給与の支給の状況等に照らし，当該役員の職務に対する
対価として相当であると認められる金額を超える場合におけるその超える部分の金額」と
しており，同種企業であり規模が類似している企業について比較対象としてあげており，
当該企業の役員給与を超えた部分を規定している。ロでは，「定款の規定又は株主総会，
社員総会若しくはこれらに準ずるものの決議により役員に対する給与として支給すること
ができる金銭の額の限度額……略……を定めている内国法人が，各事業年度においてその
役員……略……に対して支給した給与の額……略……の合計額が当該事業年度に係る当該
限度額及び当該算定方法により算定された金額……略……に相当する金額の合計額を超え
る場合におけるその超える部分の金額」としており，役員給与の限度額定め実際の支給額
（4） 形式基準とは，会社法 361 条 1 項に定めている要件のことであり，「取締役の報酬，賞与その他の職務執行
の対価として株式会社から受ける財産上の利益……略……についての次に掲げる事項は，定款に当該事項を
定めていないときは，株主総会の決議によって定める。」としており，同 1号に金額，同 2号に算定方法及
び同 3号に金銭以外の資産の内容を規定している。また，法人税法施行令 70 条 1 号ロも形式基準といわれる。
（5） 濱田康宏，前掲書（注 2），p9
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が超えた部分について規定している。このように，法人税法施行令 70 条 1 号では，役員
個人に対して不相当な役員給与について損金不算入としており，役員全体として，事前に
決定した金額を超えた役員給与を損金不算入としている。
　さらに，法人税法施行令 70 条 2 号は，「内国法人が各事業年度においてその退職した役
員に対して支給した退職給与……略……の額が，当該役員のその内国法人の業務に従事し
た期間，その退職の事情，その内国法人と同種の事業を営む法人でその事業規模が類似す
るものの役員に対する退職給与の支給の状況等に照らし，その退職した役員に対する退職
給与として相当であると認められる金額を超える場合におけるその超える部分の金額」と
して類似企業との比較をしている。さらに，東京地裁平成 29 年 10 月 13 日で同規定につ
いて「法人税法 34 条 2 項所定の『不相当に高額な部分の金額』を役員退職給与について
算定するに当たり考慮すべき事項を類型化して具体的に定めたもの」（6）と説明している。
3．類似企業の抽出と倍半基準
　ここでは，問題点の 1つ目である比較するため類似企業の抽出の点を検討する。裁判例
及び裁決例では，同等規模の企業を抽出する際に，売上高の 0.5 倍から 2倍の企業を抽出
する倍半基準を使用しようとする税務署側と倍半基準を使用せずもっと幅広く抽出すべき
との納税者側との意見が争点となる。
　類似企業の抽出については，①業種②業態③規模④収益状況⑤規模等が検討される。国
税不服審判所平成 29 年 4 月 25 日では，「同業類似法人の抽出については，役員給与の額
の比較のための資料である以上，業種，業態，規模（売上金額，期末資産合計額，従業員
数），収益の状況等ができるだけ当該法人と類似するものであることが望ましいものの，
その役員給与の額は客観的に相当な金額を算定するための一資料として用いられるにすぎ
ないものであることからすれば，その類似性は厳密なものでなくとも資料としての意義は
失われないものと解される」（7）としており，さらに，業種の分類方法として「日本標準産
業分類が広く社会に認められた客観的な分類基準であ」（8）るとしている。地域については，
「請求人は，所在地であるＡ市において事業を営み，使用人に対する給与を支給するなど
して経済活動を行っているのであるから，地域的要因の影響を受けているといえる。」（9）と
しており抽出企業の制限をしている。
　規模については，納税者との争点となりやすく，税務署側では一貫して倍半基準を使用
した主張をしている。審判所でも「売上金額は，法人の事業規模を示す最も重要な指標の
一つであるということができることに照らせば，売上金額が請求人の本件各事業年度の売
上金額を基準として 2分の 1以上 2倍以下の範囲に含まれる法人を抽出した基準には合理
性があるというべき」（10）としており倍半基準の合理性を述べている。
（6） 東京地裁平成 29 年 10 月 13 日
（7） 国税不服審判所平成 29 年 4 月 25 日
（8） 前掲審判所（注 7）
（9） 前掲審判所（注 7）
（10）前掲審判所（注 7）
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　また，国税不服審判所平成 17 年 12 月 19 日では，税務署側が類似企業の抽出の際，倍
半基準を使用しているが，「類似法人の選定及び本件適正報酬額の算出については，原処
分庁が，……略……請求人と業種，事業規模などが類似し，請求人の所在する地域の非常
勤取締役が存する法人を本件類似法人としており，その選定過程及び選定法人に合理性に
欠ける点はなく」（11）としており，税務署側を肯定している。
　さらに，東京地裁平成 28 年 4 月 22 日では，「『事業規模が類似する』法人の役員に対す
る報酬ないし給与の支給の状況を，不相当に高額な部分の金額の判断の基準の一つとして
いるところ，売上金額は，法人の事業規模を示す最も重要な指標の一つであるということ
ができ，事業規模の類似性を判断するに当たり，対象法人の売上金額の 0.5 倍以上 2倍以
内の範囲から類似法人を抽出することは，合理的であるといえる。」（12）としており，倍半
基準を支持している。また，上記地裁の控訴審である東京高裁平成 29 年 2 月 23 日では，
「本件の単式蒸留しょうちゅうの製造という事業については，売上金額を法人の事業規模
を示す指標として事業規模が類似する法人を抽出することは合理的というべきである。ま
た，倍半基準は，対象の中から近似性を有するものを抽出する基準として合理的であり，
仮にこの基準に該当しないものの中にも類似性があると一般的に考えられているものが存
在するとしても，そのことにより倍半基準が合理性を有しないことにはならない。」（13）と
して倍半基準の合理性を説明している。
　そして，東京地裁平成 29 年 10 月 13 日判決でも抽出基準の合理性について，「法人税法
施行令 70 条 2 号が，役員退職給与の相当額の算定に当たり考慮すべき要素として，その
法人と同種の事業を営む法人でその『事業規模が類似するもの』の役員に対する退職給与
の支給の状況を挙げていることからすれば，原告と事業規模が類似する法人を抽出するに
当たり，事業の規模を示す指標である各法人の売上金額を抽出基準の一つとすることは合
理的であり，また，具体的な基準として売上金額が原告の売上金額の半額から倍額までの
金額の範囲内にあることを抽出基準としたことも原告と事業規模が類似する法人を抽出す
る基準として合理的であるということができる。」（14）としており，近年の裁判例でも倍半
基準は支持されている。
　類似企業の抽出について，「類似法人における役員給与の基準を採用する同判決の立場
からは，支給額決定過程の合理性の検証だけでなく，類似法人との比較，検討が必要とな
る。また，役員給与の額が適正かどうかを判断する上では，比較対象となる類似法人の抽
出及び金額の選定方法の妥当性が問題となる。」（15）という意見もあり類似企業の抽出は今
後も重要となると考える。
　このように判例や裁決例では，倍半基準について肯定的であるが，「不相当に高額な部
分の判定についての政令における実質基準に倍半基準という法的に根拠のない基準を用い
て納税者に対して予測可能性の存在を認定しようとしている。これは，政令における実質
（11）国税不服審判所平成 17 年 12 月 19 日
（12）東京地裁平成 28 年 4 月 22 日
（13）東京高裁平成 29 年 2 月 23 日
（14）東京地裁平成 29 年 10 月 13 日
（15）谷口智紀「『役員給与』をめぐる近年の税制改正と，その必須知識」，『税理』，60巻 6号，平成 29年 5月，p20
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基準をないがしろにし，法的根拠のない倍半基準という形式基準を実質基準の判断根拠と
することであり，高裁判決における予測可能性についての判断根拠は妥当性に欠けるもの
と考える。少なくとも課税庁は，倍半基準を根拠として役員給与が高額であるか否かを判
断するのであれば，予測可能性を担保するために納税者に対して判断材料となるデータを
公開すべきである。」（16）といった批判もある。また，「偶然により倍半基準により抽出され
た類似法人の最高額の支給事例が高額かまたは低額かによって役員給与（報酬）額の過大
認定の損金算入額が大きく変動するという矛盾があることから，その合理性には疑問があ
る。」（17）としており，筆者も類似法人を増やすうえで倍半基準は有効であるが，果たして
売上高の 0.5 倍から 2倍までの企業だけを抽出する倍半基準で類似企業数が足りているの
かは疑問が残る。倍半基準の解決策として，「このような矛盾を可能な限り回避するために，
類似法人の抽出の範囲を可能な限り地域を広げることが望ましい。」（18）として抽出企業を
増やすうえで倍半基準に代わる基準を今後の判決及び裁決で期待する。
4．不相当に高額の考え方
　ここでは，不当等に高額の考え方について裁判例および裁決例を用いて具体的に検討し
ていくこととする。
①取締役の中で最も高額な役員給与を超える部分は損金不算入とした事例
　東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日では，役員給与について「後継者となる者であるとしても，
……略……知識，経験，取締役として就任間もない事実，勤務状況，職務内容等からみた
同人の会社経営に参画する程度と他の取締役，使用人に対する報酬，給与の額等を併せ考
えると，……略……支払われるべき報酬の客観的相当額は，いかに高くみても山田に対す
る報酬額以上には出ないものというべきであるから，……略……報酬額 930,000 円のうち
600,000 円を超える分は，不相当に高額な金額であると認めるべきである。」（19）としており，
客観的な事実を元に取締役である山田氏の年額 600,000 円（月額 50,000 円）より高額にな
ることはないとして比較対象の代表取締役及び専務取締役以外の最高額との差額を損金不
算入としている。しかしながら，他の非常勤取締役は，年額 240,000 円（月額 20,000 円）
であり，さらに使用人の最高額は月額 30,000 円である点を考えると損金不算入金額が少
額であるようにも感じられる。当該地裁の控訴審である東京高裁昭和 53 年 11 月 30 日及
び最高裁昭和 54 年 9 月 20 日でも結論の変更はなかった。
②実質的に常勤の取締役と同等の職務を認め損金算入を認めた事例
　国税不服審判所平成 14 年 6 月 13 日で原処分庁は，確定申告書において甲が非常勤であ
る旨主張するが，「役員が非常勤役員となるか常勤役員となるかの判断をするに当たって
（16）山口敬三郎「役員給与の適正額について（残波事件）（下）」，『税理』，61 巻 8 号，平成 30 年 7 月，p134-135
（17）山口敬三郎，前掲論文（注 16），p138
（18）山口敬三郎，前掲論文（注 16），p138
（19）東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日
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は，当該役員の勤務状況の実態に基づいて判断すべきであり，確定申告書の添附書類の表
示だけを基に当該役員が非常勤役員であるとするのは相当でない。」（20）としており，「その
職務の内容は，請求人の営業，人事，資金調達等，請求人の業務全般に及んでおり，実質
的には同人が病気治療を始める以前とほぼ同様で，請求人の経営に直接関与していたと認
められ，かつ，その影響力は代表取締役に匹敵するほどであったと推認される。」（21）とし
ており形式上は，非常勤であるが実質的には代表取締役程度の職務を認めた。
　そして，「本件各報酬額は，甲の職務の状況，請求人の収益，請求人の各役員に対する
報酬の支給状況及び請求人の使用人に対する給与の支給状況並びに改定類似法人の役員に
対する報酬の支給状況等に照らし判断すると，不相当に高額な部分の金額は認められな
い。」（22）としており，常勤の役員としての報酬として「不相当に高額」ではないと判断した。
③類似企業の非常勤取締役の平均額を超える額が損金不算入とした事例
　国税不服審判所平成 17 年 12 月 19 日では，「設立時における役割，貢献度等自体は職務
の内容の構成要素でないことは明らかであり，また，尽力が大というのもその判断は極め
て主観的で，何をもって大というのか甚だあいまいである上，よき相談相手というのも同
様に客観性・具体性に欠けるものであり，上記主張を認めるには，その裏付けとなる確た
る証拠資料が必要である」（23）としており貢献度合いについては客観的及び具体的に納税者
が立証しなければならないと解する。
　そして，「本件適正報酬額は，請求人の従業員に対する給与支給額を参酌して算定する
ことが最も妥当である……略……旨主張するが，……略……請求人は，当審判所に対し，
Ｆの職務の内容や勤務の状況等を明らかにしていないこと及び請求人の収益の状況如何に
かかわらず非常勤取締役であるＥ……略……の職務の内容からして，Ｆに対して月額
500,000 円の給与が支給されていることをもって，本件適正報酬額が月額 500,000 円であ
るとする根拠とはならない。」（24）としており，従業員Fの給与をそのまま非常勤役員Eの
適正額とすることはできないと判断している。
　さらに，「本件類似法人に存する非常勤取締役に支給された年間報酬額の平均値を本件
適正報酬額とした算出方法についても，それぞれの類似法人の特殊性を捨象するという点
で合理性があると認められる。」と結論づけた。（25）
④小括
　上記の裁判例及び裁決例を検討すると，東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日では，類似企業の
役員ではなく企業内の役員を比較対象としており，また，不当に高額の考え方も企業内の
役員と比べ最も高額な役員を超える部分は損金不算入としており，納税者の予測可能性や
（20）国税不服審判所平成 14 年 6 月 13 日
（21）前掲審判所（注 20）
（22）前掲審判所（注 20）
（23）前掲審判所（注 11）
（24）前掲審判所（注 11）
（25）前掲審判所（注 11）
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比較可能性から納税者にとってわかりやすく感じる。しかしながら，類似企業との比較を
行わないため家族経営の場合など全体が高額になっている場合には，対応できないことと
なる。
　この点について国税不服審判所平成 14 年 6 月 13 日および国税不服審判所平成 17 年 12
月 19 日では，類似企業の役員との比較を行っている点で前述の問題点は解消しているよ
うに思われる。特に，今後はこの類似企業との比較が重要視されることが考えられる。
　しかしながら，実務上は，「租税行政庁が蓄積している類似法人の情報が非公開である
以上，納税者が租税行政庁の主張を覆すことには高いハードルがある。理論上は，納税者
が業績対価の基準などにより，支給額の適正性の主張立証に成功する場合，『不相当に高額』
とはいえず，損金算入が認められるべきであるとも考えられる。」（26）として単に類似企業
との比較ではなく納税者側から支給額の合理性を説明し立証できれば損金算入されるべき
との考え方もある。
　この問題については，「平成 29 年税制改正大綱では，コーポレートガバナンス・コード
に関連して，中長期インセンティブ報酬の利用拡大のために，損金算入要件の整備が図ら
れ，役員給与の損金算入の範囲が見直され，拡大されている。」（27）として役員給与の損金
算入を拡大することで中長期的な価値向上にもつながるとの意見もある。また，「法 34 条
1 項に規定される給与に該当することにより役員給与の損金算入が認められるという法構
造上，厳格な手続要件を満たすことが要求されている。中長期インセンティブ報酬が制度
化される中では，新たな役員給与の損金算入のあり方が検討されることも必要であろ
う。」（28）という主張もあり今後の役員給与の損金算入については多くの議論が必要だと考
える。
　不相当に高額については，「課税庁は膨大なデータを非公開としており，いわば後出し
じゃんけん的に類似法人の数値を示すことも論議すべきである。」（29）と課税庁を非難する
声もあり，さらに，「この数値分析による判定基準は，納税者の個別事情を顧慮しないこ
とも問題が大きい。役員の経営者としての実績，経営対価基準が必要と考えるが，役員ら
の具体的な職務内容及び経営成績に着目すると，役員の給与は適正な金額であり，類似法
人の抽出が不合理であると主張している事例は，過大性を争点とした事例として注目され
る。」（30）として経営者の実績に応じた対価を支払うべきとする意見もある。
5．近年の裁判例
　従来，代表者報酬については，「不相当に高額」の概念はなかったように思われる。し
かしながら，近年の裁判例を検討すると代表者報酬についても損金不算入としたものもあ
り，今後，考え方が変わっていく可能性があるだろう。
（26）谷口智紀，前掲論文（注 15），p20
（27）谷口智紀，前掲論文（注 15），p20
（28）谷口智紀，前掲論文（注 15），p20
（29）林仲宣「役員給与に関する判例・裁決例の動向」，『税務弘報』，66 巻 9 号，平成 30 年 9 月，p62
（30）林仲宣，前掲論文（注 29），p62
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①残波事件
東京地裁平成 28年 4月 22 日
（事案の概要）
　本事案は，役員らに対して行った役員給与及び役員退職金について類似企業と比べ不相
当に高額であったため，税務署長は，その不相当に高額の部分につき損金不算入として更
正処分を行った事案である。
（裁判所の判断）
　納税者側は，役員の能力に応じた役員給与を支給すべきと主張するが，「主観的・恣意
的な要素を排除して経営能力それ自体を評価することは極めて困難であり，このような評
価を前提として類似法人を抽出することは客観性を欠いた抽出方法である」（31）としてお
り，役員の能力に応じて類似企業を抽出することは困難と結論づけた。
　「不相当に高額」の考え方として，「一般に，個々の法人における役員に対する報酬ない
し給与の額について，『不相当に高額な部分の金額』の上限を確定的に定めることは，そ
の性質上，極めて困難であり，かえって実質的な課税の公平を害するおそれが生ずること
は明らかである。」（32）としており，「不相当に高額」について絶対的な基準を定めることは
困難と判断した。
　「不相当に高額」の金額については，「退職給与に不相当に高額な部分の金額があるか否
かを検討すると，比較法人の代表取締役に対する給与の最高額である年額■を 12 か月で
除した給与月額■に業務への従事期間 24 年と，功績倍率 3倍を乗じた■を超えない限り
は不相当に高額な部分の金額があるとはいえない」（33）としており，比較企業の役員給与の
最高額を超えた部分については「不相当に高額」にとして判断しており通例である類委企
業の平均給与を使用していない点で新たな見解である。
東京高裁平成 29年 2月 23 日
　役員の個別評価について，「役員の経営能力を別個の判断要素として考慮することは，
何をもって役員の能力と評価すべきかあいまいであり，主観的・恣意的要素を判断要素に
加えることになるから相当ではない。また，控訴人の指摘する経営分析指標と個々の役員
報酬額との関係について確立された一般的な理解があるとはうかがわれず，控訴人の経営
分析に係る指標の数値……略……は，類似法人の代表取締役又は取締役の役員報酬ないし
役員給与の最高額を超える額を支給することが不相当であるとの前記認定判断を覆すに足
りるものではない。」（34）としており，個別評価については判断材料とはできないとしてい
る上で上記地裁の類似企業の最高額を超える部分が「不相当に高額」という考え方は支持
している。
　「不相当に高額」の予測可能性について，「納税申告の時点において控訴人に不相当に高
額な部分の金額について確定的な金額までは判明しないとしても，相応の予測は可能であ
（31）東京地裁平成 28 年 4 月 22 日
（32）前掲地裁（注 31）
（33）前掲地裁（注 31）
（34）東京高裁平成 29 年 2 月 23 日
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ること，……略……本件各更正処分において沖縄税務署長が過大役員給与とはしなかった
限度の本件役員ら給与額は，入手可能な資料等から予測しうる類似法人の役員給与額を大
幅に上回るものであるから，……略……本件役員ら給与につき不相当に高額な部分が存在
することにつき相応の予測が不可能であったとはいえない。」（35）としている。また，最高
裁平成 30 年 1 月 25 日でも上告を棄却している。
②業績と役員給与を比較して検討した裁決
国税不服審判所平成 29年 4月 25 日
　役員の職務を高く評価すべきとの納税者の意見に対し，「本件代表者は，株式会社の代
表取締役であることから，業務を執行すべき職責上，その職務の内容が請求人の事業全般
にわたることは一般的に想定される範囲内のものであるというほかなく，……略……本件
代表者の職務の内容が特別に高額な役員給与を支給すべきほどのものであるとまでは評価
し難い。」（36）としており，職務内容が特別であると判定されれば役員給与が高額であって
も損金算入できるものと解する。
　収益について，「請求人の収益の状況は，……略……本件各事業年度における売上総利
益の額は，……略……いずれも減少しているものの，最高額である平成 25 年 7 月期の額
が最低額である平成 23 年 7 月期の額の 1.2 倍程度という範囲内の増減幅であるから，お
おむね一定であったといえる。」（37）と判断しており，また，「使用人に対する給与の支給の
状況及び本件役員給与の状況は，……略……本件各事業年度における請求人の使用人に対
する給与の平均支給額の状況は，……略……最高額である平成 24 年 7 月期の額が最低額
である平成 25 年 7 月期の額の 1.4 倍程度という範囲内の増減幅であるから，おおむね一
定であったといえる。」（38）としている。しかしながら，「本件役員給与の状況は，……
略……平成 22 年 7 月期と比較すると，本件各事業年度においては，平成 23 年 7 月期が約
2.3 倍，平成 24 年 7 月期が約 3.3 倍，平成 25 年 7 月期が約 3.9 倍，平成 26 年 7 月期が 4倍，
平成 27 年 7 月期が約 4.3 倍と，いずれも高い伸び率となっている。」（39）としており，収益
の増減状況及び使用人の給与の増減状況に比べ役員給与の伸び率が高い点を指摘している。
　そして類似企業との比較について，「本件役員給与の額は，平成 23 年 7 月期から平成
25 年 7 月期までにおいて，審判所認定類似法人の代表取締役に対して支給された役員給
与の額の最高額となっているＤ社の支給額をも上回るものであり，しかも同社は，請求人
との比較においても相当に経営状況が良好と評価することができる。」（40）としており，類
似企業の業績も判断の尺度に入れていると考えられる。
　「不相当に高額」な部分については，「審判所認定類似法人の代表取締役に対して支給さ
れた役員給与の額の最高額であるＤ社の支給額……略……を超えるものとは認め難いとい
（35）前掲高裁（注 34）
（36）前掲審判所（注 7）
（37）前掲審判所（注 7）
（38）前掲審判所（注 7）
（39）前掲審判所（注 7）
（40）前掲審判所（注 7）
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うべきである。」（41）としており類似企業の役員給与の最高額を比較対象としてあげている。
③伊藤製作所事件（地裁にて平均功績倍率の 1.5 倍を超えるものを不相当に高額と判示し
た事例）
東京地裁平成 29年 10 月 13 日
　当該判決は，類似企業の平均を使用することに批判的であり，「平均功績倍率を少しで
も超える功績倍率により算定された役員退職給与の額が直ちに不相当に高額な金額になる
と解することはあまりにも硬直的な考え方であって，実態に即した適正な課税を行うとす
る法人税法 34 条 2 項の趣旨に反することにもなりかねず，相当であるとはいえない。し
かも，平均功績倍率を少しでも超える功績倍率により算定された役員退職給与の額が直ち
に不相当に高額な金額になるとすると，例えば本件においても，別表 2の順号 1及び 5の
支給事例は不相当に高額な金額の退職給与の支給をしていたということになりかねず，当
該支給事例が，役員退職給与の損金算入額が争いなく確定し，支給事例としての一定の適
格性が担保されている同業類似法人である……略……本件平均功績倍率の算出の前提と矛
盾することになるから，この点でも不合理というべきである。」（42）としており，平均功績
倍率を超える企業をすべて「不相当に高額」と判断すると，他の比較企業であっても「不
相当に高額」な企業が増加してしまうと指摘している。筆者としては，平均功績倍率を超
えた企業すべてが「不相当に高額」に判断されるとすると比較対象企業が減少し平均功績
倍率も減少する問題もあると考える。
　さらに，法人税法施行令 70 条 2 号で「『その内国法人と同種の事業を営む法人でその事
業規模が類似するものの役員に対する退職給与の支給の状況』を考慮するに当たり，公刊
物等を参酌することで上記の支給の状況を相当程度まで認識することが可能であるとは解
されるものの，被告が行う通達回答方式のような厳密な調査は期待し得べくもないから，
このような納税者側の一般的な認識可能性の程度にも十分に配慮する必要があり，役員退
職給与として相当であると認められる金額は，事後的な課税庁側の調査による平均功績倍
率を適用した金額からの相当程度の乖離を許容するものとして観念されるべきものと解さ
れる。」としており，納税者の予測可能性についても言及している。
　そして，「少なくとも課税庁側の調査による平均功績倍率の数にその半数を加えた数を
超えない数の功績倍率により算定された役員退職給与の額は，当該法人における当該役員
の具体的な功績等に照らしその額が明らかに過大であると解すべき特段の事情がある場合
でない限り，同号にいう『その退職した役員に対する退職給与として相当であると認めら
れる金額』を超えるものではないと解するのが相当であるというべきである。」（43）として，
平均功績倍率の 1.5 倍を超える金額についてが「不相当に高額」であると判断しており具
体的な倍率まで指摘している点で新しい見解である。
（41）前掲審判所（注 7）
（42）前掲地裁（注 14）
（43）前掲地裁（注 14）
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東京高裁平成 30年 4月 25 日
　上記地裁の控訴審では，類似企業の平均を使用する点について肯定的な判断を示してお
り，「平均功績倍率法は現に判断の対象となっている法人における退職給与額の相当性を
判断するものであって，同判断のための資料となった類似法人における退職給与額の相当
性を判断するものではないから，平均値よりも功績倍率の高い類似法人の退職給与額が直
ちに不相当に高額であるということはできない。」（44）としており，判断材料として平均を
使用し金額を判断するものではないと判断しているものと解する。そして，「平均功績倍
率法は，同業類似法人における功績倍率の平均値を算定することにより，同業類似法人間
に通常存在する諸要素の差異やその個々の特殊性を捨象して平準化された数値を出すこと
に意義があるのだから，類似法人の中に算出された平均値より不相当に高い功績倍率を用
いた法人があったとしても，平均値を算定することの合理性は失われない。」（45）としてお
り，企業の特殊性等も平準化されたものと比較するため，合理性があると判断している。
　さらに，「当該退職役員及び当該法人に存する個別事情であっても，法人税法施行令 70
条 2 号に例示されている業務に従事した期間及び退職の事情以外の種々の事情について
は，原則として，同業類似法人の役員に対する退職給与の支給の状況として把握されるべ
きものであり，同業類似法人の抽出が合理的に行われる限り，役員退職給与の適正額を算
定するに当たり，これを別途考慮して功労加算する必要はないというべきであって，同業
類似法人の抽出が合理的に行われてもなお，同業類似法人の役員に対する退職給与の支給
の状況として把握されたとはいい難いほどの極めて特殊な事情があると認められる場合に
限り，これを別途考慮すれば足りるというべきである。」（46）としており，前記東京地裁の
判断を否定していると解する。
④小括
　上記で検討してきたように，損金不算入額が通例である類似企業の平均額を超える部分
ではなく，類似企業の最高額を損金不算入とする判例や平均額の 1.5 倍を超える部分を損
金不算入額とする判例もあり，今後の判例次第では通例が変わることも考えられる。
　業界標準値と比較して既にかなり高額な水準にある場合に報酬増額を行うのであれば，
その法人の収益動向が上向きなのか，使用人給与も増額しているのかということも大きな
考慮要素になる（47）。
　役員給与の適正額については，鈴木氏によると「役員給与の支給額については，一律に
売上の何パーセントであれば良いという単純な問題ではないことから，職務執行の対価と
して正当な額であるということを客観的に証明できるようにしておくことが重要であ
る。」（48）と指摘し，さらに，「国税庁における『民間給与実態統計調査』は役員給与の統計
は含まれているものの全業種をまとめたものであり，業種別の統計は役員・従業員等をま
（44）東京高裁平成 30 年 4 月 25 日
（45）前掲高裁（注 44）
（46）前掲高裁（注 44）
（47）濱田康宏，前掲書（注 2），p138
（48）鈴木涼介「役員給与の適正額の設定」，『税理』，60 巻 15 号，平成 29 年 12 月，p56
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とめたものであることから，同調査資料からは同業事業・事業規模類似法人の役員給与の
支給状況を容易に把握することはできない。納税者側にとっては，同事項の把握は容易で
はないことから，同調査資料の集計方法を改善する等の措置が望まれる。」（49）としており，
役員給与の資料を公開すべきとの意見がある。
6．むすびにかえて
　問題点の 1つ目である「不相当に高額」を比較する企業の判定については，近年も倍半
基準を使用しており判例及び裁決例での判断は変わっていないと考える。残波事件では，
納税者側が倍半基準での比較企業を広げるよう主張したがこの点については，認められな
かった。しかしながら，2つ目の問題点である「不相当に高額」の金額は，通例では類似
企業との平均的な金額よりも多いと「不相当に高額」と判断されることが多かったが，残
波事件では，抽出企業の最高額よりも役員給与が高額になると「不相当に高額」になると
判断した点，そして，平均の 1.5 倍以上の部分については「不相当に高額」と判断した事
例もあったことからこれから「不相当に高額」の基準が変わってくるのではないだろうか。
やはり，税務署側からは，役員給与を類似企業の最高額で考えることは考えづらいが，納
税者側から率先して功績を認めさせる必要があると思われる。しかしながら，功績を認め
ない場合には，類似企業の平均的な役員給与を超えると「不相当に高額」と判断し，功績
を認める場合には，類似企業の役員給与の最高額で「不相当に高額」に判断するとなると，
納税者側から予測可能性という点で難しいと感じる。特に，納税者は，抽象的ではなく具
体的に功績を主張するべきであるが，納税者の個々の事情をどこまで客観的に判断するか
が今後の課題である。この点については，画一的な判断が難しく数十年間の売上高の推移
もしくは利益の推移具合等で判断せざるを得なくなるであろう。
 （2020.1.18 受稿，2020.2.18 受理）
（49）鈴木涼介，前掲論文（注 48），p56
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〔抄　録〕
　役員給与に関する「不相当に高額」に対する問題点として，類似企業の判定及び「不相
当に高額」の判定があるが，類似企業の判定で裁判例及び裁決例では，一貫して倍半基準
を使用している。また，役員給与の「不相当に高額」の損金不算入金額については，通例
では平均額を超えた部分について「不相当に高額」を判定していたが近年の裁判例では類
似企業の最高額を超えた場合に「不相当に高額」としている事例や類似企業の平均額の 1.5
倍を超えた部分について「不相当に高額」と判断している事例もある。このように判例及
び裁決例を検討した結果，今後納税者の個別事情や功績度合いなども「不相当に高額」の
判断に組み入れる必要があると考える。しかしながら，納税者の個別事情や功績度合いは
抽象的であり客観性に乏しい問題もあるため今後の判例及び裁決例を検討する必要がある。
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本報告は会員から報告のあったものを掲載してあります。――◇運営委員会
学会報告
報 告 者 名 題　　　　目 学　会　名 月
趙　　　　　軍 「写真集中的“満洲”與日本帝国――以《北
満砂金地写真集》為中心」（中国語）
日本上海史研究会・上海
社会科学院歴史研究所
現代史研究室共催「中日
学者中日関係史交流会」
3 
趙　　　　　軍 「日本浪人＋支那浪人＝大陸浪人？」（中国語） 北京大学人文学部主催
「北大人文講座（第 187
講）中国歴史」
3 
杉　田　　　文 共 高栄養塩濃度を有する地下水を水源とする
都市公園池の水質管理に向けて
日本地下水学会 2019 年
春季講演会
5 
手　嶋　　　進
田　中　信一郎
，
共
Holistic Approach to University’s Ethical 
Decision
International Association 
for Impact Assessment
5 
趙　　　　　軍 「中西功的中国研究與中国革命」（中国語） 北京大学歴史学系・北
京大学大学院主催「百
年中国的跨学科対話」
シンポジウム
8 
中　村　元　彦 中小企業における会計の信頼性の担保と
IT の活用
中小企業会計学会 8 
宮　田　憲　一
近　藤　　　光
坂　本　　　旬
，
，
共
Demand Pulls Capabilities in Shogakukan: 
Growing a Domestic Publisher into a 
Global Media Mixer via Manga Industry
23rd Annual Conference 
of European Business 
History Association 2019
8 
飯　田　順　子
桑　原　千恵子
川　崎　知　已
山　崎　沙　織
岡　安　朋　子
西　山　久　子
，
，
，
，
，
共
多職種連携を促進する校内体制とは―校内
コーディネーター，管理職，スクールカウ
ンセラー，スクールソーシャルワーカーの
実践から―
日本教育心理学会 9 
飯　田　順　子
松　山　康　成
川　崎　知　已
青　山　郁　子
遠　藤　寛　子
杉　本　希　映
，
，
，
，
，
共
教員を対象としたいじめ予防・対応に関す
る研修 の効果の検討
日本教育心理学会 9 
藏　田　幸　三 公民連携による人材育成・政策形成に関す
る一考察～埼玉県ふじみ野市の事例を中心
に～
地域活性学会　第 11 回
（2019 年） 研究大会
9 
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神　保　雅　人 共 次 世 代 電 子 陽 子 加 速 器 LHeC で の 単 独
higgs 生成における MSSM 粒子の 1-loop
効果の GRACE SUSY を用いた検証
日本物理学会 9 
Fumi  Sug i ta 共 Towards water quality management of 
an urban pond supported by nutrient rich 
groundwater
The 46 th International 
A s s o c i a t i o n  o f 
Hydrogeology Congress
9 
石　毛　雅　章 Tom Taylor: The Ticket of Leave Man に
ついて
日本ルイス・キャロル
協会
10 
杉　田　　　文 共 市川市じゅん菜池の水質：栄養塩源と水質
改善策の試行
2019 年度 日本水文科学
会学術大会
10 
米　崎　克　彦
松　崎　朱　芳
，
共
空港の非航空系収入の経済理論分析 日本交通学会（日本交
通学会第 78 回全国大会）
10 
松　崎　朱　芳
米　崎　克　彦
，
共
北海道における高校通学支援施策に関する
一考察
日本交通学会（日本交
通学会第 78 回全国大会）
10 
趙　　　　　軍 「従東亜同文書院調査報告看 1920-21 年華
北飢饉的災害調査和国内外救災活動」（中
国語）
湖南師範大学・湖南省
慈善総会主催「回顧與
前瞻：中国慈善史研究
的理論與実践国際シン
ポジウム」
10 
岡　崎　正　信
藏　田　幸　三
，
共
新しい公民連携の可能性―まちも人も成長
する魅力あるまちづくり―
令和元年度 彩の国さい
たま人づくり広域連合 
政策研究交流会（2019 年）
11 
趙　　　　　軍 西洋背景下の遠藤隆吉の中国哲学史研究
―西洋経験と近代日中交流における思想
連鎖の一側面―
『千葉商大紀要』第 57
巻第 2 号。41-57pp.
11 
サムエル・ギルダート
（Samuel G. Gildart）
共 「カナダ金融制度：改革と現状（The Canadian 
Financial System: Reform and Current 
Situation）」
2019 年生活経済学会関
東部会（於：千葉商科
大学）
11
杉　田　　　文 千葉県旭市における津波後の沿岸地下水の
水質と利用
一般社団法人地下水技
術協会　令和元年度秋
季講演会「地震と地下水」
11 
寺　野　隆　雄 いつか来た道―人工知能ブームとシステム
技術―
システムイノベーション
センター，ニュースレ
ター　Vol. 17，pp. 2-7
12
〔寄　稿〕
執 筆 者 名 論　 文　 名 掲載誌名その他 月
三　好　きよみ
川　崎　知　已
南　　　裕　子
，
，
共
社会人大学院志向望者の将来や仕事に関す
る価値観の特徴
産業技術大学院大学紀
要第 12 号
1 
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Taisei MUKAI
Takao TERANO
，
共
Inter-Business Trading Structure Model 
with Agent-Based Simulation and Its 
Application to Real Data.
SICE Journal of Control, 
Measurement, and System 
Integration, 2019 Volume 
12 Issue 1 11-19
https://doi.org/10.9746/
jcmsi.12.11
1
杉　田　　　文 2011 年津波の千葉県旭市沿岸域地下水と
その利用への影響：津波 7 年後までの追跡
調査
地下水学会誌第 61 巻第
1 号 55-63．
2 
田　中　信一郎 自然エネルギーが日本でのパリ協定と
SDGs 実現のカギとなる
『CUC view & vision』
47 号，千葉商科大学経
済研究所
3 
田　中　信一郎 脱炭素化へのシフトと地域経済の再生 『環境会議』2019 年春号，
事業構想大学院大学
3 
常　見　陽　平 「休ませる国」から「休む国」へ「第 3 の時間」
がイノベーションを生む
Journalism　2019. 8 351 3 
中　村　元　彦 小規模上場企業における内部統制の課題と
今後の展望
『内部統制 』No. 11 3 
松　崎　朱　芳
米　崎　克　彦
，
共
交通学研究 鉄道廃線における地域
主体への影響：旧江差
線を事例に　第 62 号
3 
松　田　和　久 EU 会社法統合指令における公示規制 東洋法学 62 巻 3 号 3 
Takao TERANO This Is How I Feel About Complex Systems. in Fernando Koch, Atsushi 
Yoshikawa, Shihan Wang, 
Takao Terano （eds .）: 
Evolutionary Computing 
and Artificial Intelligence 
Essays Dedicated to Takao 
Terano on the Occasion of 
His Retirement, Springer, 
pp. 1-7, 2019.
4
田　中　信一郎 地域分散型エネルギーの地域経済効果メカ
ニズム
『環境と公害』第 48 巻
第 4 号，岩波書店
4 
サムエル・ギルダート
（Samuel G. Gildart）
Marketing Theory and Advertising in an 
EFL Setting”（EFL 環境におけるマーケ
ティング理論と広告）
さいたま市教育家会ジャーナ
ル（The Journal of Saitama 
City Educators （JSCE））, 6
（4）, p. 53-64.
5
田　中　信一郎 経済政策の軸はどこに？アベノミクスを分
類・評価　野党が提示できる政策は？
『情報労連レポート』
2019 年 5 月号，情報産
業労働組合連合会
5 
川　崎　知　己 公認心理師の資格をもつガイダンスカウン
セラーの実践③教育行政・学校管理職の立
場でガイダンスカウセリングに関する主導
的役割を担って
月刊誌指導と評価 vol. 
65-6　No. 774（2019 年
6 月号）
6 
寺　野　隆　雄 人工知能研究の過去・現在・未来‐人工知
能から人口知能へ
物 理 学 会 誌，Vol. 74, 
No. 7, pp. 454-462, 2019．
7
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Alec Jordan
（インタビューを受けた：
Carlo Dade， Samuel G. 
Gildart）
共 “TWO VIEWS: Outlooks on the G20 Summit” T H E  C A N A D I A N :  A 
QUARTERLY MAGAZINE 
O F  T H E  C A N A D I A N 
CHAMBER OF COMMERCE 
IN JAPAN
8
中　村　元　彦 会計監査（外部監査）における IT 評価と
IT 利用の現状及び今後の展開への期待
『月刊監査研究』2019 年
8 月号
8 
川　崎　知　己 教員の管理職志向性の規定要因に関する研
究―性別による相違に着目して―【査読付】
日本教師教育学会年報
第 28 号（2019 年版）
9 
サムエル・ギルダート
（Samuel G. Gildart）
International Management and Culture in 
the EFL Environment （EFL における国際
経営と文化）」
Accents Asia, 11（2）, p. 
24-32.
9
サムエル・ギルダート
（Samuel G. Gildart） 共
“BILATERAL PACT?: Weighing the 
merits of a Canada-Japan agreement”
T H E  C A N A D I A N :  A 
QUARTERLY MAGAZINE 
O F  T H E  C A N A D I A N 
CHAMBER OF COMMERCE 
IN JAPAN
11
田　中　信一郎 ニセコ町環境モデル都市アクションプラン 『計画行政』第 42 巻第 4
号，日本計画行政学会
12 
Bhakti Stephan Onggo 
Levent Yilmaz 
Franziska Klügl 
Takao Terano 
Charles M. Macal
,
,
,
,
共
CREDIBLE AGENT-BASEDSIMULATION 
–AN ILLUSION OR ONLY A STEP 
AWAY?
Proceed ings  o f  the 
2019 Winter Simulation 
Conference, N. Mustafee, 
K. -H.G. Bae, S. Lazarova-
Molnar, M. Rabe, C.
Szabo, P. Haas, and Y. -J. 
Son, eds.
12
中　村　元　彦 日本内部統制研究学会第 12 回年次大会レ
ポート（統一論題テーマ：経営に役立つ内
部統制）
『会計・監査ジャーナル』
令和元年 12 月号
12 
〔著　書〕
執 筆 者 名 書　　　　名 発　行　所 月
和田　　孝
有村　久春編著
川崎　知己　他 共
新しい時代の生徒指導・キャリア教育 ミネルヴァ書房 3 
渡辺　弥生
藤枝　静暁
飯田　順子編著
谷川　圭介
川崎　知己　他 共
小学生のためのソーシャルスキル・トレーニ
ング　スマホ時代に必要な人間関係の技術
明治図書 3 
Fernando Koch,
Atsushi Yoshikawa,
Shihan Wang,
Takao Terano　（eds.）共
Evolutionary Computing and Artif icial 
Intelligence Essays Dedicated to Takao 
Terano on the Occasion of His Retirement,
Springer Verlag 4
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酒　井　志　延
小　林　めぐみ
鳥　山　淳　子
土　屋　佳雅里
（Samuel G. Gildart，英語校閲）共
『映画で学ぶ英語の世界：スーパーヒー
ロー・マザーグース・ギリシャ神話』
くろしお出版 5
常　見　陽　平 僕たちは育児のモヤモヤをもっと語ってい
いと思う
自由国民社 8 
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